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平成1Ｇ年度事業報告（総括）

－２－

項目ページ 総括

第１会務報告

4～1０

報告事項の合計５４回

日病行事・出来事２０回表彰、祝賀等４回

四病協・日医等関連５回要望、報告、提言等１２回

審議会、懇談会、聴取５回その他８回

第２会員状況

１１～1２

１７年３月末現在正会
ロ

貝 2,693病院（対前年-17）

710,001床（-1,803）

賛助会員531会員（＋１８）

第３会議

1３戸～6７

総会２回170名出席常任理事会８回180名

代議員会２回５８名

理事会４回195名

(常任理事会と合同開催）

第４委員会・部会

6８戸～ 1１３

23委員会（９小委員会）

開催回数152回出席1,125名

第５研究会

１１４

本年度は、組織見直しによる凍結

第６セミナー

１１５～１１８

３セミナー開催４回（対前年－３）

参加者422施設（-417）611名（-1,260）

第７予防医学活動

1１９戸～ 1２８

指定施設（16.1）受診者（15.1～15.12）

－泊ドック628病院（対前年十９）290,042名（対前年十5,579）

日ドック292施設（対前年十４）1,739,057名（対前年十47,542）

第８診療情報管理課

程通信教育

１２９～１５２

入学生3,458名（第65期1,744名、第66期1,714名）（対前年十639）

卒業生1,950名（第60期819名、第61期1,131名）（対前年十702）

認定者総数診療録管理士2,231名（第１～43回生）

診療情報管理士7,319名（第44～61回生、特別補講937名含む）

計9,550名（対前年＋1,949）

第９病院経営管理者

養成課程通信教

育153～154

入学生５０名（第27回生）（対前年十２）

卒業生３８名（第25回生）（対前年

認定者総数422名（対前年十38）

1）

第１０第54回日本病院

学会

１５５～１６２

７月２ へ‐ ３日横浜国際平和会議場（パS/フイコ横浜）参加者5,500名（延べ）

学会長土屋章（社団法人神奈)||県病院協会会長

－－

アーーマ

、

渕野辺総合病院理事長）

｢健康社会、愛と信頼の病院をめざして－みなと未来からの提言一」

記念講演１、市民公開講座１，特別講演５、シンポジウム８、一般演題501

第１ｌ日本人間ドック

１学会

１６３～１６５

理事会１回３１名出席

評議員会１回143名

委員会１２回124名

研修会２回159名

第１１第45回日本人間

２ドック学会

１６６～１６９

８月２６～２７日名古屋市参加者6,149名

学会長高木弘（ＪＲ東海総合病院院長）
￣￣

ﾌアーーマ ｢健やかに老いるために」

学会長講演１、特別講演４，教育講演１、公開講演１

シンポジウム２，ランチョンセミナー８、一般演題260



－３－

項目ページ 総括

第１２日本診療録管理

１学会

１７０～１７５

理事会１回５７名評議員会１回104名

各種委員会９回６１名

30周年記念式典９月１６日幕張プリンスホテル

生涯教育研修会（第７回～第13回）

第１２第30回日本診療

２録管理学会

１７６～１７７

９月16～１７日千葉（幕張メッセ国際会議場）参加者1,252名

学術大会長里村洋一（千葉大学名誉教授）
－－

アーーマ ｢良質な医療と診療録」－医療のアカウンタピリティを上げよう－

－診療情報管理士の能力と地位の向上をめざそう－

学術大会長講演１，特別講演２、鼎談（国際教育フォーラム）１

シンポジウム１，一般演題8９

、

第１３国際モダンホス

ピタルショウ

2004

１７８～1９３

７月14～１６日東京ピツグサイト（通算31回）

出展社359社（対前年十43）来場者68,900人（対前年十9,200）

第１４国際活動

1９４

国際病院連盟理事会１１月フランス

アジア病院連盟理事会７月横浜

海外視察研究会諸般の事情により開催を見送った

第１５広報

1９５ 戸、‐205

日本病院会ニュース 第691号～712号（22回発行）

日本病院会雑誌第51巻4号～52巻3号（12回発行）

ジャパン・ホスピタルズＮ０．２３ＪＵＬＹ２００４（１回発行）

第１６医療従事者無料

職業紹介所

206

インターネットによる取扱いを開始するため、新規に認可を受け、事業を

本格的に開始した。

第１７統計情報室

207～208

発行「平成１６年度病院概況調査報告書」、「平成16年度医療費改定の影響

度・経営実態調査」

第１８病院幹部医会

209

幹事会２回セミナー２回・’59名参加

第１９他団体との連絡

協議及び連合

210～257

四病院団体協議会（四病協）

総合部会開催１２回

委員会５８回688名

第２O日本病院会政治

連盟

258

予算要望聴取等５回

第２１混合診療に対す

る取組み

259～２６８

プロジェクトチーム１０回開催６１名

要望書３回提出記者会見２回

ポスタ－２８，０００枚、チラシ280,000枚を作成し会員に送付

第２２要望・提言

269 戸、－ 3２７

総数18回（日病８、四病協１０）

役員・委員名簿

328～3８３

役員名簿委員会委員名簿



第１会務報告

平成16年

４月１日 ３月２７日開催の代議員会・総会で任期満了に伴う役員改選が行われ、新会長に山本修三前

副会長を選出、また、６人に増員された副会長に武田隆男前副会長、奈良昌治前副会長を再

任し、池澤康郎、川合弘毅両前常任理事ならびに村上信乃前理事、大井利夫前委員長を新た

に選任、さらに、常任理事１９名（公的９，私的10）のうち８人が新任となり、新執行部が

スタートした。

日本診療録管理学会理事会が開催され、任期満了に伴う役員改選を行い、西村昭男理事長に

替わり、新理事長に大井利夫理事が選出された。

第１回常任理事会・理事会合同会議で、３年間の行動指針となる「日本病院会の新体制にお

ける活動基本方針」の原案を提示、細部を整理し、５月の代議員会・総会で機関決定するこ

ととした。

第60回診療情報管理士認定式を都内のホテルで開催、山本修三会長から認定書が授与された。

今回の認定者は818名、通算の認定者は8,419名となった。

「春の叙勲」で当会推薦の武田隆男副会長が瑞宝小綬章を受章した。

岸口繁前理事（組織委員会前委員長・医療法人生長会会長）が逝去された。

２３日

２４日

２４日

２９日

２９日

当会としては初の新執行部披露パーティを都内のホテルにて、衆・参議員を始め、多数の医

療関係者を集め開催、今後３年間の執行部の陣容と活動の抱負などを明らかにした。

新体制による第１回代議員会・総会を都内で開催し、平成15年度収支決算案及び事業報告案

を承認した。また、平成16年度の「新体制における活動基本方針案」を原案どおり承認した。

また､具体的課題を検討し政策立案を行うための新たな委員会構成案も提示し、了承された。

さらに、顧問９名、参与１１名、外部監事１名の委嘱が承認され、中山耕作前会長の名誉会長

推戴ならびに大道學前副会長の名誉会員推薦が全会一致で承認された。

四病院団体協議会総合部会で、委員会の検討課題や所掌分担などの今後の運営方針を確認、

昨年発足した四病協研修センターは本会が引き続き受け持つこととなった。

５月２１曰

２２日

２６日

厚生労働省・中央社会保険医療協議会が３ヵ月ぶりに開催され、広い見地から改定協議がな

されるよう、中医協委員に病院経営者の代表を参画させる必要があるとの国会審議や報道等

の指摘が紹介され、日本病院会の主張が理解されつつある結果の現れとして注目された。

四病協総合部会で、四病協と日本医師会が医療問題に関する初の定例協議の場を設置する事

で合意、７月28日に第１回会合を開催することを決定した。

ＷＨＯ（国際保健機関）のＦＩＣ（国際疾病分類ファミリー）統括責任者としてＩＣＤ－１０

（国際疾病分類第１o版）の見直し作業に当たっているベデルハム・ユースタン氏（スイス）

が本会を訪れ、診療情報管理課程通信教育の現況について意見交換を実施、一貫した教育水

準を有する通信教育を絶賛。

６月９曰

２３日

２８日

７月２曰第54回日本病院学会が士屋章学会長（常任理事、神奈川県病院協会会長）のもと、横浜市
●

～３日のパシフイコ横浜で開催された。「健康社会、愛と信頼の病院をめざして～みなと未来か

－４－



らの提言」をメインテーマに、一般演題486題を中心に医療界の主要団体首脳が始めて一同

に会したシンポジウム「日本の病院医療を考える～日本医師会長と病院団体トップ５人が

語る」等のシンポジウム７題をはじめ、記念講演１題､特別講演５題等､盛大に開催された。

医療経済・税制委員会の関口令安委員長が、平成17年度の税制改正要望（重点改正要望１項

目、国税４項目、地方税３項目）を厚生労働大臣あてに提出。

井手道雄理事（看護教育施設部会前委員長、聖マリア病院理事長）が逝去された。

国際モダンホスピタルショウ2004を東京ビッグサイトで「２１世紀の健康・医療・福祉～安

心できる医療、信頼される病院」をテーマに出展社359社（海外５カ国、１地域含む）、来

場者６万８千９百人で盛大に開催された。

中央社会保険医療協議会に病院団体代表の委員参画を求める要望書を厚生労働大臣を始め、

自民党関係議員あてに提出した。

四病協と日本医師会による初会合が「懇談会」の名称で開催され、今後は隔月ごとに日医会

館で実施することとなった。

春の叙勲で受章された武田隆男副会長の叙勲祝賀会が都内のホテルで開催された。

８日

９日

１４日

～１６日

２６日

２８日

３１日

病院長・幹部職員セミナーを小川嘉誉常任理事の企画で、大阪市・都ホテル大阪にて開催、

310名の参加者があった。

第45回日本人間ドック学会が高木弘学会長（ＪＲ東海総合病院長）のもと、名古屋市・名古

屋国際会議場で開催された。「健やかに老いるために」をテーマに、一般演題260題、特別

講演４題、シンポジウム２題等のプログラムで、参加者3,390名を集め盛大に開催された。

また、日本人間ドック学会が３年間余りの準備期間を経て９月にスタートする「人間ドッ

ク・健診施設機能評価」も学会総会で承認された。

日本病院会として独自に、平成17年度税制改正に関する要望書を自民党税制調査会に提出。

さらに、四病協としても消費税の原則課税などの同主旨の内容による要望書を提出した。

８月５曰

～６日

２６日

～２７日

２７日

四病協として、全国知事会など地方６団体が合意した国庫補助金削減案について、全国民へ

の均等・良質･安全な医療確保の観点から「国庫補助負担金の改革に関する要望について(反

対意見）」をとりまとめ、地方６団体を始め、財務大臣、総務大臣、自民党関係議員に提出

した。

第30回日本診療録管理学会学術大会が、里村洋一大会長（千葉大学名誉教授）のもと、千葉

市・幕張メッセ国際会議場で、「良質な医療と診療録」をメインテーマに、1,274名の参加

者を集め開催された。開催初日の１６日には創立30周年記念式典が行われ、功労者表彰も実施

された。

当日開催された常任理事会で、いわゆる「混合診療」の解禁について、小泉首相が経済財政

諮問会議に年内の検討を要請した事態を受け、本会としての対応を協議、解禁に対して国民

皆保険制度の堅持をスタンスに反対運動を展開する方針を決議した。

第25回病院経営管理者認定式を開催、新たに38名が認定され、通算で384名となった。

９月１５曰

９月１６日

～１７日

２５日

２５日

10月21曰混合診療解禁の阻止に向けて発足した日本医師会による「国民医療推進協議会」に当会も登

録し、医療・福祉関係34団体とともに解禁反対運動を展開することとした。

－５－



救急医療防災対策委員会による「小児救急に対する病院の対応に関する調査」の512会員病

院の結果が纏まり、岡山市で開催されたセミナーで発表された。

10月23日未明に発生した新潟県中越地震により被災した地域の会員病院に対し、会長名でお

見舞い電報を打電するとともに、被災状況の調査を開始した。

四病協総合部会で、いわゆる「混合診療」解禁に対する反対声明を採択、自民、公明の両党

の関係議員に提出した。

厚生労働省の中央社会保険医療協議会の全員懇談会が開催され、本会がかねてから主張して

いる病院経営者代表の参画については、「引き続き日本医師会が病院団体の代表を推薦する

形による病院団体の代表の参加を要望する」としたため、今後も強力に主張を継続していく

こととした。

２２日

２３日

２７日

２７日

「秋の叙勲」で当会推薦の武田惇元常任理事が瑞宝小綬章を受章した。

混合診療解禁がもたらすマイナス面の影響の大きさを広く訴えるねらいで、ポスタ－２種類

とチラシを作成、会員病院の窓口に掲示、チラシを受診者等に配布する作戦を開始した。

地方６団体の補助金削減案に反対する、平成17年度予算・税制改正要望を自民党の田村政務

調査会厚生労働部会長らに提出した。

第６１回診療情報管理士認定式を都内で開催、山本修三会長から認定証の授与が行われた。今

回の認定者は1,131名と過去最多となり、通算の認定者は9,550名となった。

１１月３曰

１０日

１０日

２７日

いわゆる「混合診療」解禁問題の年内決着が予想される事態に対し、改めて反対する声明を

小泉首相を始め、尾辻厚生労働大臣、星野中央社会保険医療協議会会長等に提出した。

３年に一度改定する「日本病院会会員名簿」2004版（Ｂ５版からＡ４版へ変更）を全会員に

送付した。

いわゆる「混合診療」解禁問題について、厚生労働相と規制改革担当相との基本的合意が結

ばれた結果に対し、１２月１８日の常任理事会で一定の評価が示された。

いわゆる「混合診療」解禁問題に係わる基本合意に対し、本会の主張と「方向性を－にする

ものであって、概ね容認できる」とする声明を発表した。

常任理事会で「医療の非営利性についての検討委員会」と「個人情報保護に関する委員会」

の設置を了承した。

秋の叙勲で受章された武田惇元常任理事の叙勲祝賀会が都内のホテルで開催された。

１２月２曰

１０日

１５日

１８日

１８日

１８日

人間ドック・健診施設関係者約550名を集めた会合が都内で開かれ、個人情報保護法の概要

説明が実施された。

四病協は介護保険見直しとして１０月から指定介護療養型医療施設の居住費用・食費の患者負

担が予定されている問題について、保険給付の存続を求める要望書を自民党・医療関係議員

へ提出した。

１月１５曰

２５日

厚生労働省・社会保障審議会医療部会で村上信乃副会長が、地域医療支援病院の整備が進ま

ない最大の要因は紹介率算定式の不合理さであると指摘。

新潟県中越地震で被災の大きかった会員病院である新潟県立十日町病院の被害状況視察と

２月２曰

３日

－６－



慰問のため、奈良昌怡副会長が現地に出向き見舞った。

４月１日付で全面施行される個人'情報保護法に対し、各病院が準備すべき事項をインターネ

ットの日本病院会ホームページ並びに日本病院会ニュースに掲載した。

個人情報保護法について、各病院が作成することになる院内掲示用の「個人'情報保護方針」

の参考例、個人,情報の利用目的を明示し患者の「黙示の同意」に必要な説明ポスターと患者

手渡し用リーフレットの参考例を、インターネットの日本病院会ホームページ並びに日本病

院会ニュースに掲載した。

四病協による個人'情報保護法に関する講習会を東京・メルパルク東京で開催、1,500名の参

加者があった。

厚生労働大臣が参集を求め発足した「中医協の在り方に関する有識者会議」の初会合が開か

れ、検討項目に「病院等多様な医療関係者の意見を反映できる委員構成の在り方」が含まれ

ており、注目された。

日本病院会と全国公私病院連盟による共同調査「平成16年病院運営実態分析調査」の結果集

計がまとまった。

四病協による個人情報保護法に関する講習会を大阪・大阪サンケイホールで開催、１，１００名

の参加者があった。

１０日

１５日

１７日

２２日

２５日

２８日

個人情報保護に関する委員会がまとめた「病院における個人情報保護法への対応の手引き」

を作成、同内容のＣＤ－ＲＯＭを同封して正会員病院に配布した。

四病協は病院の医師配置基準（医療法施行規貝''第19条に基づく必要医師数の算定方法）の見

直しを求める要望書を厚生労働省医政局に提出した。

代議員会・総会を都内で開催、平成１６年度補正予算(案)、平成１７年度事業計画(案)、平成１７

年度収支予算(案)を承認した。また、会員資格等についての定款の一部変更を総会に諮り、

総会出席者の４分の３以上の賛成により承認され、所轄大臣あてに変更手続きを開始するこ

ととした。

３月１０曰

１８日

２６日

－７－



庶務・人事

1．理事

(退任）

丼手道雄 16年７月９日逝去聖マリア病院理事長

２代議員

(退任）

濱正

大滝秀

石岡国

16年７月１日

16年７月１日

16年９月25日

浜病院・和歌山

大滝病院・福井

秦病院・茨城

純
穂
春

(就任）

成川

中村

永井

16年７月１日

16年７月１日

１６年９月25日

桜ヶ丘病院・和歌山

中村病院・福井

日立製作所水戸総合病院・茨城

彦
孝
次

守
康
庸

３．支部長

（退任）

高知県支部細 細木病院 16年12月１８日木秀美

(就任）

高知県支部瀬戸山元 高知医療センター 16年12月１８日

４．事務局

（採用）

学術部研修課

通信教育課

通信教育課

持田耕

星香

小野元

16年４月１日

16年４月１日

16年４月１日

子
織
気

(退職）

学術部嘱託

通信教育課

学術部部長

太刀川東吾

小野元気

西沢孝洋

16年９月３０日

16年12月３１日

16年３月３１日

５平成16年春の叙勲。褒章受賞者

（本会役員・日本病院会推薦）

－８－



瑞宝小綬章武田隆男（73） 副会長 武田病院グループ会長

(会員）

瑞宝小綬章 岩黒 英（71） 新別府病院長

(会員病院職員）

瑞宝双光章荒

瑞宝双光章織

瑞宝双光章坂

瑞宝双光章中

美和子

百代

里子

皐

川

田

本

川

(59）

(60）

(59）

(69）

札幌社会保険総合病院看護局長

九州厚生年金病院看護部長

奈良社会保険看護局長

雲雀ケ丘病院放射線技師

６平成16年秋の勲章・褒章受章者

(本会役員・日本病院会推薦）

瑞宝小綬章武田惇 大阪府済生会泉尾医療福祉センター総長(74） 元理事

(会員）

旭日小綬章

瑞宝小綬章

(73）

(72）

阿知須同仁病院理事長

済生会奈良病院長

西田健一

島田健太郎

(会員病院職員）

瑞宝双光章永

瑞宝単光章萬

島舜

田良子

東海産業医療団中央病院医療技術局長

社会保険中央総合病院看護局長

(59）

(57）

－９－



役員所掌分担の一覧
平成17年４月～平成18年３月

［
国傷医療制度ＩＨＦ簿ＡＨＦ理事四病協委員

10

役職氏名 所掌委員会・部会等（日病関係） 審議会・委員会等（厚労省他）

(会長）

山本修三

総括

四病協総合部会、ＡＨＦ理事、政治連盟参与、全病団連代表幹事

日本医療機能評価機構・医療研修推進財団・医療機器センター・日本医療保険事務協会・日箆医

学医療交流財団・国際医療技術交流財団・日本災害医療支援機構・医学中央雑誌刊行会各理事、

献血推進全国協議会、ｅヘルスプライバシー認証機構

(副会長）

武田隆男

＜総務企画に関する委員会＞

総務（長)、倫理（長)、個人情報（長)、医療の非営利性（長)、四

病協総合、ＡＩＦ理事、病院幹部医会理事、政治連盟（長)、全病団

連（常任）

厚生科学審議会委員、個人情報保護のあり方委員、日本経営協会評議員、同顧問会議委員、感染

症廃棄物処理対策検討委員、日本医薬情報センター評議員、院内感染対策有識者会議委員

池澤康郎

＜政策に関する委員会＞

四病協総合、四病協８人、医療制度診療報酬小委（長)、病院建物実

態調査、日本診療録管理学会理事､政治連盟（副)、全病団連（常任)、

四病協医療制度（長)、四病協研修・認定センター理事

医療計画の見直し等検討委員、日本医療機能評価機構委員、外科系学会、社会保険連合世話人．

委員、医療関連サービス振興会評議員・委員

川合弘穀

＜病院経営に関する委員会＞

四病協総合、四病協医療保険診療報酬、資金調達のあり方、日本診

療録管理学会理事、病院経営管理者協議会理事、政治連盟（副)、全

病団連（常任）

日本医療機能評価機構委員、医療経済研究・社会保険福祉協会評議員・委員、日本医業経営コン

サルタント協会理事・委員、これからの医業経営の在り方検討委員

奈良昌治

＜事業に関する委員会＞

予防医学（長)、対外情報（副)、四病協総合、医療従事者対策、日

本人間ドック学会理事長、政治連盟（副)、全病団連（常任)、四病

協感染管理委員

日本医療機能評価機構評議員、日本救急医療財団理事、日本適合性認定協会委員、インターネソ

ﾄによる医療情報提供検討会委員

大井利夫

＜情報発信に関する委員会＞

診療情報（長)、四病協総合、四病協８人、四病脇役日会、日本診療

録管理学会理事長、政治連盟（副)、全病団連（常任)、四病協研修。

認定センター理事、四病協医療安全管理委員

レセプトオンライン請求検討委員、民間病院診断群分類プロジェクト委員、社会保険診療報酬支

払基金委員、日本医療機能評価機構委員、医療情報システム開発センター評議員、保健医療福祉

情報セキュリティ委員、医療事故報告範囲検討委員、医療とニューメディアを考える会世話人

村上信乃
＜医療の質に関する委員会＞

四病協総合、日本診療録管理学会理事、全病団連（常任)、四病協医

療安全管理委員

社会保障審議会医療部会委員、医療安全対策連絡会議委員、日本医療機能評価機構委員、外科系

学会社会保険連合委員、日本防災士機構評議員、日本建築防災協会評議員、日本防災情報機構評

議員

(常任理事）

林雅人 地域医療 医療関連サービス振興会委員

川城丈夫 医療従事者対策、日本診療録管理学会理事、四病協委員 日本メディカル給食協会委員

石井暎ｉｉｉ
ＩＴシステム、雑誌・ニュース編集、介護保険制度小委、日本診療録

管理学会理事

日医医療経済・経営検討委員

梶原優 中小病院（副)、対外情報 外科系学会社会保険連合委員

齊藤寡一 医保診療報酬、四病協委員 内科系学会社会保険連合代表、医療関連サービス振興会委員

秋山洋 国際、医療制度、ＩＨＦ理事、ＡＨＦ理事、四病協委員

天川孝則
日本診療録管理学会理事、四病協感染管理委員、四病協臨床研修養

成委員

土屋章 救急医療防災 医療関連サービス基本問題検討委員、日本消防検定協会委員、医療関連サービス振興会理事

渡部透 地域医療（副）

福田浩三 医療経済・税制（副)、経営管理（副)、中'1,病院 日医病院委員会委員

小)11嘉替
人材育成、医療従事者対策、病院経営管理者協議会理事、囚病協委

員

佐藤眞杉 統計情報（副)、感染症対策、四病協感染管理（長）

邊見公雄 医療制度、四病協委員

元原利武 医療安全対策、四病協医療安全管理（長）

角田幸信 経営管理

福井順 医療制度（副）

(理事）

西村昭男 日本メディカル給食協会委員

関口令安 医療経済・税制、医業経営・税制、四病協委員

宮崎瑞穂 外科系学会社会保険連合委員、医療情報システム開発センター評議員

大道道大 ＩＴシステム（副）

齋藤洋一 インターネット

真田勝弘 雑誌・ニュース編集（副）

瀬戸山元一 病院経営管理、日本診療録管理学会理事

崎原宏 医業経営・税制、四病協委員

織本正慶 政治連盟会計責任者

石井和博 四病協委員

(監事、顧問、参与他）

中山耕作 人間ドック認定指定医 日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団理事

大道學 医業経営の非営利性検討委員

中後勝 統計情報

中村洋一 インターネット（副）

加藤正弘 予防医学（副)、政治連盟監事 日医医事法関係検討委員会委員

栗山康介 医保診療報酬、四病協委員 日医社会保険診療報酬検討委員

柏戸正英 政治連盟監事、全病団連（監事）

岡部信彦 四病協感染管理委員

木村哲 四病協感染管理委員

小林寛伊 四病協感染管理委員

毛利昌史 四病協感染管理委員

堺常雄 臨床研修制度小委、四病協臨床研修養成（長）

葛西龍樹 四病協臨床研修養成委員

玉城浩 四病協臨床研修養成委員

安田武司 四病協臨床研修養成委員



第２会員の状況
１．開設者別の会員数 (17.3.31）

日本病院会の会員数は、平成16年度１

年間で、新規に入会した会員が27病院、

一方、閉院等で退会した会員が44病院、

差し引き17病院の減となり、平成１７年３

月末で2,693病院である。

2,693会員の病床数は710,001床で、公

的が945病院・353,085床、私的が1,748

病院・356,916床であり、公的と私的の比

率は病院数で35対65、病床数で50対50と

なっている。病床種別では一般が2,590

病院・676,258床、精神は80％以上精神病

床を含めると102病院・33,650床となる。

病床規模別では51床以上400床以下の病

院の占める率が高く、200床以下と201床

以上に分けると約51％対49％となる。

なお（全国の病院数（平成16年11月現

在、9,078病院・1,632,087床）と比較す

ると、日本病院会の組織率は病院数にお

いて30％、病床数では44％である。一般

病床（全国1,281,194床）については53％

の組織率となる。

－１１－

開設者別 病院数 病床数
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公的・計
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353,085

49.7％

公益法人

医療法人

学校法人

会社

その他法人

個人
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１
１
０

７
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１
２

１

９

１

１０１
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９
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０
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３
１
２
１

２

私的・計
1，７４８

６４．９％

356,916

５０．３％



３病床種別会員数２都道府県別会員数

（17.3.31） (17.3.31）

総数６９３

４．病床規模別会員数

(17.3.31）

５賛助会員

(17.3.31）

－１２－

病床種別
会員

病院数内訳 病床数

総数 2,693 7１０，００１

般 2,590 676,258

精神
１０２精神病床１００％８１

同８０％以上２１
33,650

結核
１結核病床１００％１

同８０％以上０
9３

総数 2,693道
森
手
城
田

海北
青
岩
宮
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０
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１
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３

１
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７
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６
５
６

１
４
５
３
４

玉
葉
京
川
潟

奈

埼
千
東
神
新

9０

1２７

２４３

１３７

8３

山
川
丼
梨
野

富
石
福
山
長

１
６
１
１
４

３
２
３
２
４

阜
岡
知
重
賀

岐
静
愛
三
滋

4０

８２

１３３

3９

２９

都
阪
庫
良
山歌

京
大
兵
奈
和

４
３
３
２
３

８
１
５
４
５

２
１

取
根
山
島
口

烏
島
岡
広
山

８
２
８
７
５

１
１
６
５
３

島
川
媛
知
岡

徳
香
愛
高
福

９
３
４
９
２

２
３
３
０
１

賀
崎
本
分
崎

佐
長
熊
大
宮

１
７
３
０
５

１
４
４
２
１

鹿児島

沖縄

０
９

３
１

病床規模
会員

病院数構成割合 病床数構成割合

総数 2,693100.0％ 7１０，００１１００．０％

2０

３１

４１

〆～グ

〆､ジ

ヘグ

30床

4０

５０

５１～1００

101～１５０

１５１～200

201～３００

３０１～４００

４０１～５００

５０１～６００

６０１～７００

７０１～800

801～９００

901床以上
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０
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０
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種別 平成16年３月３１日 平成17年３月３１日 増減

賛助会員Ａ 134 １４０ ６

〃 Ｂ 318 335 1７

〃 ， 6１ 5６ －５

計 513 5３１ 1８



第３ 会 議

総会

第１回総会

平成16年５月２２日（土）ダイヤモンドホテル 出席者73名

１．平成15年度事業報告の承認に関する件

原案どおり承認

２．平成15年度収支決算の承認に関する件

原案どおり承認

（一般会計）

収入の部

１．会費収入

２．事業収入

３．賛助会員会費並に寄付金

４．雑収入

５．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費

２．負担金

３．会議費

４．事務諸費

５．他会計へ繰入金支出

６．予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

（特別会計）

Ａ・事業

収入の部

1．事業収入

２．雑収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費

(単位：円）

313,894,085

34,425,800

３１，８２４，７９５

8,849,303

226,439,670

615,433,653

325,835,100

941,268,753

141,069,965

2,324,800

32,578,523

269,817,205

371,230000

0

817,020,493

△201,586,840

124,248,260

562,293,015

１，９２７，４５９

５６４，２２０，４７４

１５３，６６７,３７７

７１７，８８７，８５１

335,319,375

－１３－



２．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｂ，基本財産

収入の部

１．雑収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｃ・退職手当積立金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｄ・ＩＨＦ国際交流基金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費

２．負担金

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

226,123,070

561,442,445

2,778,029

156,445,406

２０，６５５

20,655

190,126,584

190,147,239

0

20,655

190,147,239

４，１１５

36,230,000

３６，２３４，１１５

69,721,072

105,955,187

３１６，６００

３１６，６００

35,917,515

105,638,587

１３，７２７

10,000,000

10,013,727

139,０５３，４５１

１４９，０６７，１７８

５，９６１，３５０

2,048,407

8,009,757

２，００３，９７０

１４１，０５７，４２１

－１４－



Ｅ、事業安定推進基金

収入の部

１．他会計より繰入金収入325,000,000

当期収入合計325,000,000

前期繰越収支差額０

収入合計325,000,000

支出の部

当期支出合計０

当期収支差額325,000,000

次期繰越収支差額325,000,000

３．名誉会長、名誉会員の承認に関する件

（名誉会長）

中山耕作（日本病院会前会長、聖隷浜松病院総長）

(以上１名）

(名誉会員）

大道學（日本病院会前副会長、医療法人大道会理事長）

(以上１名）

※特別講演 ｢医療制度の今後の方向」

厚生労働省保険局長辻哲夫

第２回総会

平成17年３月26日（士）如水会館出席者97名

１．平成16年度補正予算の承認に関する件

原案どおり承認

（一般会計）（単位：円）

収入の部

1．会費収入300,818,000

２．事業収入38,408,000

３．賛助会員会費並に寄付金32,541,000

４．雑収入13,672,000

５．他会計より繰入金収入376,639,000

当期収入合計762,078,000

前期（一般）繰越収支差額124,248,000

収入合計886,326,000

支出の部

１．事業費各種162,006,000

２．負担金1,685,000

３．会議費37,493,000

４事務諸費323,665,000

-15-



５．他会計へ繰入金支出

６．予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

（特別会計）

Ａ，事業

収入の部

１．事業収入

２．雑収入

３．繰入金収入

当期収入合計

収入合計

支出の部

１．事業費各種

２．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｂ、事業安定推進基金

収入の部

１．受取利息

２．一般会計より繰入金収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

平成17年度事業計画（案）の承

340,325,000

5,000,000

８７０，１７４，０００

△108,096,000

１６，１５２，０００

534,185,000

１５，０００

0

534,200,000

690,645,000

320,772,000

369,873,000

690,645,000

△156,445,000

０

5,000

294,095,000

294,100,000

325,000,000

619,100,000

Ｏ

2９４，１００，０００

６１９，１００，０００

２．平成17年度事業計画（案）の承認に関する件

原案どおり承認

３．平成17年度収支予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認

（一般会計）

収入の部

１会費収入

２．事業収入

３．賛助会員会費並に寄付金

－１６－

(単位：円）

301,684,000

２４，６８４，０００

２４，７４５，０００



４．雑収入

５．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

1．事業費各種

２．助成・負担金

３．会議費

４．事務諸費

５．他会計へ繰入金支出

６．予備費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

（特別会計）

Ａ・事業

収入の部

１．事業収入

２．雑収入

当期収入合計

前期(一般)繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費各種

２．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｂ・基本財産

収入の部

1．雑収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

18,455,000

172,436,000

542,004,０００

１６，１５２，０００

５５８，１５６，０００

137,764,000

２８，７４１，０００

30,273,000

326,612,000

１６，６００，０００

2,000,000

541,990,000

１４，０００

１６，１６６，０００

569,224,000

15,000

569,239,000

0

569,239,000

409,803,000

159,436,000

569,239,０００

０

０

８８，０００

８８，０００

１９０，６６５，０００

１９０，７５３，０００

０

８８，０００

１９０，７５３，０００

－１７－



Ｃ・退職手当積立金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事務諸費

２．他会計へ繰入金支出

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

、ＩＨＦ国際交流基金

収入の部

１．雑収入

２．他会計より繰入金収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

１．事業費各種

２．助成・負担金

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

Ｅ・事業安定推進基金

収入の部

１．雑収入

当期収入合計

前期（一般）繰越収支差額

収入合計

支出の部

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

４．定款一部改正の承認に関する件

３５，０００

6,600,000

６，６３５，０００

95,685,000

102,320,000

２，０００

１３，０００，０００

１３，００２，０００

△6,367,000

８９，３１８，０００

６５，０００

１０，０００，０００

10,065,000

138,505,000

148,570,０００

９，１１０，０００

2,328,000

１１，４３８，０００

△1,373,000

137,132,000

５，０００

５，０００

６１９，１００，０００

６１９，１０５,０００

０

５，０００

６１９，１０５，０００

定款の変更に関しては、定款第37条の定めにより決議を実施（賛成82、反対ｌ、

計97)。出席者の４分の３以上の同意が得られたため、以下の変更を承認。

－１８－

保留１４、



(1)定款第５条の正会員について、「代表者はその病院を管理する病院長又は医師である開

設者とする｡」を削除。「民法上の社員」を明記。

(2)同第10条の役員定数について、「理事若干名｣、「代議員若干名」をそれぞれ「理事６０

名以上66名以内｣、「代議員１１０名以上130名以内」に変更。

(3)同第31条内の「郵便官署」を「曰本郵政公社」に変更。

(4)同第33条を削除。

(5)同第39条内の「代議員会の議決」を「総会の議決」に変更。

定款等の変更について

当会事業に関する諸般の事情に鑑み定款の一部を変更する

１定款

７）只氷宙シで

の全彗のＦＩＥ 即旨に賛1面

５/）イヤ弓

でる開託

Ｕ

革のうち現金は、郵傅官署、碑

隈ｲＴ又Iまｲ局面！`,，
■■

言託し、又は国債そ０

唇えＣｆ

ソ）ノーで

毒０

部の全P部架,

垂:ＨｙＴＴＹｆｎＶ

(7)シ万

－１９－

現行 変更

定款第５条

会員を分けて次の３種とする。

正会員この会の目的および趣旨に賛同

定款第１０条

し入会した病院の代表者。代表者

はその病院を管理する病
､ﾚﾆﾆﾌﾟ

は医師である開設者とする。

理事若干名

代議員若干名

定款第31条

長 又

２資産のうち現金は、郵便官署、確

実なる銀行又は信託銀行に預入、

若しくは信託し、又は国債その他

確実な有価証券に替え保管する

ものとする。

（剰余金の処分）

定款第33条

年度末において剰余金を生じたときは、代

議員会の議決を経て、その全部若しくは－部

を翌年度に繰越すか、又は積立金として積立

てるものとする。

ツし

定款第５条

会員を分けて次の３種とする。

正会員この会の目的および趣旨に賛同

し入会した病院の代表者。

(傍線部分削除）

２正会員をもって民法上の社員と

定款第１０条

理事

する 。

(新設）

60名以上６６名以内

代議員よ10名以上130名以

日本郵政公社

(削除）

■



｢医療保険制度改革について」

厚生労働省大臣官房審議官中島正治

※特別講演

代議員会

第１回代議員会

平成16年５月22日（土）ダイヤモンドホテル

１．平成15年度事業報告の承認に関する件

原案どおり承認

２．平成15年度収支決算の承認に関する件

原案どおり承認

３．名誉会長、名誉会員の承認に関する件

原案どおり承認

４．顧問、参与ならびに外部監事の委嘱に関する件

出席者29名

(顧問）

登内真

依田忠雄

自見庄三郎

宮崎秀樹

武見敬三

(土浦協同病院名誉院長）

(岡山赤十字病院名誉院長）

(衆議院議員）

(参議院議員）

(参議院議員）

(以上５名 重任）

山
道
松
羽

中
大
植
丹

作
學
雄
哉

耕
治
雄

(聖隷浜松病院総長）

(医療法人大道会理事長）

(日本医師会長）

(衆議院議員）

(以上４名新任）

(参与）

相川直樹

岩崎榮

鴨下重彦

行天良雄

高久史麿

(慶応義塾大学病院院長）

(日本医療機能評価機構理事）

(賛育会病院院長）

(医事評論家）

(自治医科大学学長）
－２０－

現行 変更

定款第39条

前条により解散したときの残余財産は、代

議員会の議決を経て、主務官庁の認可を得

て、この会の類似の目的を持つ他の団体に寄

付するものとする。

総会



丼
田
永
松
南

三
朗
子

良
裕

(東京大学医学部附属病院院長）

(日本医業経営コンサルタント協会会長）

(曰本看護協会会長）

(以上８名重任）

井
沢
崎

岩
宇
矢

宏方

弘文

義雄

(岩井医療財団理事長）

(東京大学名誉教授）

(独立行政法人国立病院機構理事長）

(以上３名新任）

(外部監事）

杉山幹夫（森公認会計士共同事務所）

(以上１名新任）

第２回代議員会

平成17年３月26日（土）如水会館出席者29名

１．平成16年度補正予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認

２．平成16年度事業計画（案）の承認に関する件

原案どおり承認

３．平成16年度収支予算（案）の承認に関する件

原案どおり承認

４．定款一部改正の承認に関する件

原案どおり承認

理事会

第１回理事会

平成16年４月24日（士）日本病院会会議室出席者51名

新執行部の発足後第１回の合同理事会を開催、山本会長が開会挨拶を述べ、出席役員の紹介

が１人ずつ行われた後、議事に入った。

[承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会２件、退会４件、賛助会員の入会６件、退会３件を承認。計、正会員2,708

会員（公的955、私的１，７５３，総病床数71万１００床)、賛助会員516会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

①蓄熱月間の協賛依頼元：ヒートポンプ・蓄熱センター

②「愛の血液助け合い運動」の後援：厚生労働省医薬食品局長

③第26回ＭＥ技術講習会の協賛：日本エム・イー学会他

④第８回研究発表大会の後援：日本医業経営コンサルタント協会他

⑤公開シンポジウム「周産期医療のための問題点」の後援：小児科産科若手医師の確保・

育成に関する研究班

－２１－



⑥第26回第２種ＭＥ技術実力検定試験の協賛：日本エム・イー学会他

⑦第33回日本医療福祉設備学会併設「HOSPEXJAPAN2004」の協賛：日本医療福祉設備協

会

①～⑦すべて承認。

３．平成15年度事業報告について

平成15年度1年間の会務報告（54件)、会員状況（2,710病院、対前年△42)、会議（総会・

役員会18回)、委員会・部会（111回)、研究会（15回)、セミナー（７回)、予防医学活動（－

泊.一日ドック指定施設の受診者計197万人)、診療情報管理通信教育（認定者1,248名)、病

院経営管理者養成通信教育（認定者39名)、第53回日本病院学会（参加者7,000人)、国際モ

ダンホスピタルショウ2003（来場者59,700人）等21項目の総括報告を承認。

４．平成15年度収支決算報告及び監査報告について

一般会計と５つの特別会計を合わせた当期収入合計で15億5,092万円、同じく当期支出合

計で１３億8,678万円とする平成15年度収支決算報告について説明、承認。

５．日本診療録管理学会の役員について

４月２３日学会理事会にて役員改選を行い、新理事長に大井利夫理事（曰病副会長）を選出

した。また、理事１６名、監事２名、評議員108名を選出、確定させた。

［報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①学術委員会（４月23日）

曰病雑誌６．７．８月号の企画編集を行い、表紙や用紙の一新、用字用語の統一につい

て検討した。６月号から誌面のリニューアルが図られることになる。

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会（４月２日）

平成16年度診療報酬改定について総括した。四病協各団体で行っている病院経営に関す

る調査要領のフォーマットを統一するよう提案があった。

３．曰医・病院委員会の報告について

２年間の委員会の審議結果を「地域における臨床研修と医療連携の推進について」とする

冊子にまとめ、３月、曰医会長に答申した旨の報告。

４．その他

①保険適用外の医療材料調査について第２次報告（医療経済・税制委）をまとめ、４月１４

日厚労省医療課と会合をもった。継続検討することとした。

②会議を政治連盟に切り替えることを宣し、同連盟の15年度収支報告について説明があり、

了承された。連盟委員長には武田副会長が就任し、７月参院選を控え今後の対応を検討す

ることとした。終了後、理事会に切り替えた。

③第60回診療情報管理士の認定式を理事会終了後開催。今回の認定者は818名で認定者通

算6,187名、総計8,419名となる。

④第45回日本人間ドック学会（８月２６～27日、名古屋）について、高木学会長から、前日

の役員会開催と併せ概要説明が行われ、演題応募の協力も呼びかけた。

－２２－



⑤四病協・厚生労働科学研究の15年度報告『医療安全管理者の標準的な養成及び活動方法

の確立に関する方法』が配布された。

⑥平成16年度役員会等開催計画について曰程を確認。事務局の組織分担表が配布され、人

事異動と新規３人の採用が報告された。

[協議事項］

1．今後の活動方針（案）について

「日本病院会の新体制における活動方針骨子と検討項目（案)」が山本会長から提示され

た。前文に「日本病院会は国民のための医療の質と安全を推進確保し、医療提供者の責任を

果たすために、日本病院会倫理綱領に則って会員の意識高揚を図叺平成16年から３年間の

基本方針を定め、行動する」と記載し、次いで基本方針４項目を掲げた。

これについて質疑応答があり、その議論をふまえて５月代議員会・総会に提案することで

承認された。基本方針の概略は次のとおり。

基本方針Ｉ病院医療政策について

１．病院医療政策提言について

１）平成18年診療報酬体系見直しへの対応

平成16年度に提言をまとめ、17年度は国民と関係団体に理解を求める活動を行い、１８

年度は改定された制度の評価と対応を図る゜

２）取り組むべき主な課題

医療の質と安全の推進確保、国民皆保険のあり方、医療費財源、保険者の再編統合、

高齢者医療保険制度、ＤＰＣへの対応、現場の実態を踏まえた医療連携（急性期・回復

期・慢性期)、地域医療、予防医学の普及（人間ドックの機能・質の確保）と医療・介護

の連携等。

２．病院経営と情報管理について

ｌ）病院経営の効率化問題（経営手法、コスト管理等）

２）人材の確保、育成、人事考課

３）病院業務のＩＴ化と情報管理のあり方

４）医療、福祉を目的とする税制のあり方（消費税等）

３．病院医療政策の企画・策定・評価に関する支援組織の構築

基本方針Ⅱ

１．病院団体による病院医療政策会議の推進

２．各地域病院協会との連携推進

３．病院団体と医療関係団体が同居できる病院会館の確保

基本方針Ⅲ

１．厚生労働・経済産業・文部科学等関係省庁との連携

２．日本医師会との適切な連携

３．医学会、内保達、外保連との連携

４．医療機能評価機構、医療研修推進財団等との連携

－２３－



５．医師団体以外の医療関連団体等との連携

基本方針Ⅳ

１．活動の重点化と活性化のための組織の見直し

１）各種委員会の見直し（新設、統廃合）

２）企画部門の充実

３）広報活動の充実

２．部門間の連携と情報の共有

３．経営基轤整備

４．事業関連部門のあり方の再検討と充実

３学会、診療情報管理士養成、病院経営管理者養成、各種研修事業など。

２．委員会構成（案）について

委員会構成は従来の５区分・２１委員会を６区分・２０委員会に再編成し、６区分それぞれに

担当副会長を配して、政策につながる活動、行動につながる活動をめざす体制をとることと

した。従来の教育委員会活動は見直し、委員会傘下の研究会、セミナーは新設の経営管理委

員会の中に取り込むことになる。新しい委員会名と委員長（副会長、常任理事、理事等）は

次のとおり。

１．総務企画に関する委員会（担当副会長：武田）

①総務委員会（武田)、②倫理委員会（武田)、③国際委員会（秋山）

２．政策に関する委員会（担当副会長：池澤）

①医療制度委員会（邊見)、②医療経済・税制委員会（関口)、③地域医療委員会（林)、

④統計情報委員会（中後）

３．医療の質に関する委員会（担当副会長：村上）

①医療の質と安全対策委員会（元原)、②救急医療防災委員会（土屋)、③感染症対策委

員会（佐藤)、④ＩＴシステム委員会（未定）

４．病院経営に関する委員会（担当副会長：川合）

①経営管理委員会（角田)、②中小病院委員会（福田)、③人材育成委員会（小川）

５．情報発信に関する委員会（担当副会長：大井）

①対外情報委員会（梶原)、②インターネット委員会（齋藤（洋))、③雑誌・ニュース編

集委員会（石井（暎)）

６．事業に関する委員会（担当副会長：奈良）

①予防医学委員会（奈良)、②診療情報管理士教育委員会（大井)、③病院経営管理者教

育委員会（瀬戸山）

３．その他

①中山前会長を名誉会長に、大道前副会長を名誉会員に推挙し、８名の顧問委嘱と10名の

参与委嘱についても承認。いずれも５月２２日の代議員会・総会にかける。四病協の８人委

員会の曰病代表は大井、池澤両副会長とし、総合部会に申し入れる。

②「役員改選新執行部披露パーティー」を５月２１日、都内ホテルで関係者を招いて開催す

－24-



る予定とした。

③第54回曰本病院学会（７月２～３曰、横浜）

Ｆシンポジウムの計画について報告があった。

の準備状況と、併設アジア病院連盟・ＡＨ
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1-1．役員の業務分担一覧（曰病関係）

平成16年４月～

－２６－

委員会等および役職名 委員長

【日本病院会委員会】

1．総務企画に関する委員会（担当副会長武田隆男）

①総務委員会 武田隆男

②倫理委員会 武田隆男

③国際委員会 秋山洋

２．政策に関する委員会（担当副会長池澤康郎）

①医療制度委員会 邊見公雄

②医療経済・税制委員会 関口令安

③地域医療委員会 林雅人

④統計情報委員会 中後勝

３．医療の質に関する委員会（担当副会長村上信乃）

①医療の質と安全対策委員会 元原利武

②救急医療防災委員会 土屋章

③感染症対策委員会 佐藤眞杉

④ＩＴシステム委員会 石井暎禧

４．病院経営に関する委員会（担当副会長川合弘毅）

①経営管理委員会 角田幸信

②中小病院委員会 福田浩三

③人材育成委員会 小１１１嘉誉

５．情報発信に関する委員会（担当副会長大井利夫）

①対外情報委員会 梶原優

②インターネット委員会 齋藤洋
▲

③雑誌・ニュース編集委員会 石井暎禧

６．事業に関する委員会（担当副会長奈良昌治）

①予防医学委員会 奈良昌治

②診療情報管理士教育委員会 大井利夫

③病院経営管理者教育委員会 瀬戸山元一



第２回理事会

平成16年７月１日（木）インターコンチネンタルホテル出席者48名

７月２日から２日間の開催となる第54回日本病院学会、土屋章学会長から歓迎の挨拶行われ

た。ＷＨＯの国際疾病分類（ＩＣＤ）セクションの責任者ユースタン氏が出席し、ＩＣＤ－ｌｌ

への改訂作業に対する日本病院会の協力を求めた。

[承認事項］

1．会員の入退会について

正会員の入会４件、退会３件と賛助会員の入会３件、退会２件承認。計、正会員2,709会

員（公的957、私的１，７５２，総病床数71万600床)、賛助会員523会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

①第33回日本医療福祉設備学会の後援依頼元：日本医療福祉設備協会他

②平成16年度治験コーディネーター養成研修の後援：医薬品医療機器総合機構

③第24回医療'情報学連合大会の協賛：同大会

④特別顧問就任依頼：日本医療法人協会

⑤日本健康科学学会20周年記念シンポジウムの協賛：日本健康科学学会

⑥第１７回子どもの周りの無煙環境づくりの啓発事業後援：子どもに無煙環境を推進協議会

⑦健康強調月間の実施に伴う協力：健康保険組合連合会

①～③及び⑤～⑦は承認。④は山本会長への就任依頼であり、承認。

３．診療情報管理士認定試験・受験指定専門学校の指定について

専門学校５校（横浜医療秘書歯科助手専門学校、北海道医学技術専門学校、札幌医療秘書

福祉専門学校、筑波研究学園専門学校、お茶の水医療秘書歯科助手専門学校）の指定を承認。

４．四病協委員ならびに外部団体派遣委員の承認について

厚労省、曰医、医療機能評価機構、内保連、外保連など外部機関・団体の各種委員会等へ

の派遣委員と四病協委員の役員分担について提案され承認。

５．日本病院学会評議員の推薦について

日本病院会の新理事18名を日本病院学会評議員へ推薦する件を承認。

－２７－



１－２．役員の業務分担一覧（曰病関係）

－２８－

【その他日本病院会関係】 前任者 16年度～

国際病院連盟（ＩＨＦ）（Ｈ１4年～６年間）理事 牧野永城 秋山洋

アジア病院連盟（ＡＨＦ） 理事

理事

理事

中山耕作

秋山洋

牧野永城

山本修三

秋山洋

武田隆男

日本人間ドック学会理事長（学会理事の互選） 奈良昌治 奈良昌治

日本診療録管理学会理事長（学会理事の互選）

〃 理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

西村昭男 大井利夫

大井利夫

池澤康郎

川合弘毅

村上信乃

天川孝則

石井暎禧

川城丈夫

瀬戸山元一

病院経営管理者協議会 理事

理事

川合弘毅

小川嘉誉

病院幹部医会担当理事 武田隆男 武田隆男

(参考）

日本病院会政治連盟委員長

副委員長

副委員長

副委員長

副委員長

会計責任者

監事

監事

参与

作
學
治
男
三
慶
慶
優
弘

耕
昌
隆
修
正
正

正

山
道
良
田
本
本
本
原
藤

中
大
奈
武
山
織
織
梶
加

男
郎
治
毅
夫
慶
英
弘
三

隆
康
昌
弘
利
正
正
正
修

田
澤
良
合
井
本
戸
藤
本

武
池
奈
川
大
織
柏
加
山



２．役員の業務分担一覧（外部派遣関係）
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委員会等および役職名 前任者 16年度～

厚労省社会保障審議会医療部会委員

厚生科学審議会専門委員

医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検

討会委員

医療関連サービス基本問題検討会委員

医療安全対策連絡会議委員

レセプトオンライン請求検討委員会委員

民間病院診断群分類プロジェクト委員

医療計画の見直し等検討会委員

医業経営の非営利性検討委員会委員

治
章
三
三
三
治
學

曰
曰

修
修
修
昌

良
屋
本
本
本
良
道

奈
士
山
山
山
奈
大

乃
男
男
章
乃
夫
夫
郎
學

信
隆
隆

信
利
利
康

上
田
田

屋
上
丼
井
澤
道

村
武
武
土
村
大
大
池
大

日本医師会医療経済・経営検討委員会委員 石井暎禧 石井暎禧

社会保険診療報酬支払基金診療報酬情報マスター検討会委員 山本修三 大井利夫

日本医療機能評価機構理事

評議員

企画運営委員会委員

研修委員会委員

長期療養機能検討会委員

評価項目・改定部会委員

患者安全推進協議会委員

医療情報サービス事業運営委員会委員

作
治
治
郎
毅
三
三
三

耕
昌
昌
康
弘
修
修
修

山
良
良
澤
合
本
本
本

中
奈
奈
池
川
山
山
山

三
拾
毅
郎
毅
夫
乃
夫

修
昌
弘
康
弘
利
信
利

本
良
合
澤
合
井
上
井

山
奈
川
池
川
大
村
大

医療経済研究・社会保険福祉協会

評議員

医療機関の部門別収支調査委員会委員

大道學

川合弘毅

川合弘毅

川合弘毅

日本医療経済研究機構理事 大道學 大道學

日本救急医療財団理事 奈良昌治 奈良昌治

日本経営協会評議員

顧問会議委員

武田隆男 武田隆男

武田隆男

日本医療'盾報システム開発センター評議員 中西昌美 宮崎瑞穂

日本消防検定協会消火栓等操作性評価委員会委員 土屋章 土屋章

日本メディカル給食協会評価認定委員会委員

同

西村昭男

川城丈夫

西村昭男

川城丈夫
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委員会等および役職名 現任者 16年度～

献血推進全国協議会委員 中山耕作 山本修三

内科系学会社会保険連合代表 齋藤寿
￣

齋藤寿
￣

外科系学会社会保険連合世話人

手術委員会委員

検査委員会委員

処置委員会委員

実務委員会委員

山本修三

池澤康郎

宮崎瑞穂

村上信乃

梶原優

池澤康郎

池澤康郎

宮崎瑞穂

村上信乃

梶原優

日本防災士機構評議員 中山耕作 村上信乃

日本医療研修推進財団理事 中山耕作 山本修三

曰本医療保険事務協会理事 中山耕作 山本修三

医療機器センター理事 中山耕作 山本修三

日露医学医療交流財団理事 中山耕作 山本修三

国際医療技術交流財団理事 中山耕作 山本修三

日本災害医療支援機構理事 中山耕作 山本修三

日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団理事 中山耕作 山本修三

医学中央雑誌刊行会理事 中山耕作 山本修三

日本医薬情報センター評議員 中山耕作 武田隆男

日本建築防災協会評議員 中山耕作 村上信乃

日本防災情報機構評議員 中山耕作 村上信乃

日本医業経営コンサルタント協会理事

認定審査委員会委員

織本正慶

織本正慶

川合弘毅

川合弘毅

医療関連サービス振興会理事

評議員

倫理綱領委員会委員

運営委員会委員

開発委員会委員

評価認定制度委員会委員

寝具類洗濯部会委員

患者給食部会委員

院内清掃部会委員

医療用ガス部会委員

在宅酸素部会委員

医療機器部会委員

章
郎
郎
郎
郎
人
人
人
人
人
定
定

康
康
康
康
雅
雅
雅
雅
雅
恭
恭

屋
澤
澤
澤
澤

浦
浦

土
池
池
池
池
林
林
林
林
林
三
三

章
郎
郎
郎
郎
人
人
人
人
人

康
康
康
康
雅
雅
雅
雅
雅
寿
寿

屋
澤
澤
澤
澤

藤
藤

士
池
池
池
池
林
林
林
林
林
齋
齋



３．役員の業務分担一覧（曰病関係）
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【四病院団体協議会関係】 16年度～ 担当事務局

①８人委員会 池澤康郎

大井利夫

日本病院会

②医療制度委員会 池澤康郎

邊見公雄

秋山洋

日本病院会

③医療保険・診療報酬委員会

毅
介
一

弘
康
寿

合
山
藤

川
栗
齋

全日本病院協会

④医業経営・税制委員会

④

④

１資金調達のあり方に関する委員会

２病院建物耐用年数実態調査委員会

武田隆男

関ロ令安

崎原宏

川合弘毅

池澤康郎

日本医療法人協会

⑤医療従事者対策委員会 奈良昌治

小川嘉誉

川城丈夫

日本精神科病院協会



[報告事項］

1．委員会、研究研修会の開催報告について

①予防医学委員会（５月２８日）

人間ドック認定指定医の更新について、少し条件を修正して更新することとした。機能

評価の認定結果の』情報提供について提供する項目や媒体などを検討した。

②広報関連委員長・担当副会長会議（６月１日）

対外情報、インターネット、雑誌・ニュース編集の各委員長と担当副会長の会議をもっ

た。

③インターネット委員会（６月１日）

広報関連委員長会議で取り上げられた曰病のロゴマーク作成と「私のカルテ」の携帯版

の企画という検討課題について協議した。

④中小病院委員会（６月３日）

第54回日本病院学会のシンポジウムの進行について、学会事務局担当者をまじえ細部を

詰めた。病院経営資料のデータも取り揃えた。

⑤曰本人間ドック学会・学術図書編集委員会（６月４日）

第45回日本人間ドック学会の学会誌について編集会議を行った。学会誌の査読委員を広

く評議員を含めてお願いし、年１回英文誌を発行することとした。

⑥統計情報委員会・ワーキング委員会合同会議（６月１１日）

平成16年度診療報酬改定の影響度調査は480病院を集計中で、日本病院学会フォーラムの

各報告者から概略説明が行われた。

⑦病院経営に関する委員会（６月１７日）

経営管理、中小病院、人材育成の病院経営関連委員会で会議をもった。研究会は今年度

は時間の関係で活動中止、セミナーは委員会関連のものを実施する。

⑧雑誌・ニュース編集委員会（６月１５日）

この委員会で曰病雑誌、曰病ニュースの一元的な方向を出し、実際の編集は各々作業部

会を立ち上げて行うこととした。

⑨医療経済・税制委員会（６月22日）

平成16年度病院経営分析調査の調査項目について検討。１７年度の税制改正要望は消費税

の原則課税に介護保険を含めることとし、全体の要望項目も減らした。

⑩地域医療委員会（６月２３日）

地域医療における問題点として特定機能病院や地域医療支援病院の決め方、地域の評価

などがあげられ、また、医療機関連携や病院の外来機能のあり方、医師の休日・夜間勤務

などをテーマに討議した。

⑪医療制度委員会（６月２５日）

平成18年度改定に向けて今年度中に議論をまとめる方針。外保連実務委員会から診療報

酬改定の新設・改正要望項目などを提出するよう依頼があり、対応する。

⑫対外』情報委員会（６月２５日）

対外広報に特化した委員会として設置｡記者会見などを通して医療の正しい姿を伝える。

一度、専門家に「広報のあり方」について講演をしてもらい、それを受けて対外情報の具
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体策を議論したい。

⑬研究研修会

。第２回人間ドック・健診施設機能評価研修会５月２８／29日東京都133名

２．四病協諸会議の開催報告について

①総合部会（５月２６曰、６月２３日）

厚労省から「医薬品流通改善懇談会」委員派遣の依頼を受け、平成１７年４月施行の「次

世代育成支援対策推進法」について協力要請があった。曰病の救急医療防災セミナーを四

病協主催とする件は了承され、四病協と曰医との協議の場は定期連絡協議会（仮称）とし

て隔月開催することとなった。中医協に医師会の枠のほか病院代表を、という曰病提案の

要望書は全日病佐々会長の預かりとなった。

②医療保険・診療報酬委員会（６月４日）

診療報酬体系のあり方を中心に検討することを確認し、介護保険制度見直しに対しては

小委員会を設け、必要に応じて合同開催することとした。

③８人委員会（６月１６日）

四病協研修センターの規約は少し問題があり引き続き検討していく。シンクタンクの設

置について検討を開始。同日、各団体会長・副会長をまじえて拡大委員会を開催し、６月

３０日予定の官製市場民間開放委員会ヒアリングへの対応を協議。

３．第46回日本人間ドック学会の開催概要について

平成17年の学会は宮下正弘学会長のもと、８月25～26日秋田市で開催する。テーマは「健

康願望時代とどう向き合うか」－錯綜する健康情報と人間Ｆツク。

４．第30回日本診療録管理学会学術大会の開催について

９月１５～１７日、千葉市・幕張メッセで、里村洋一学会長のもと第30回記念大会として開催

する。テーマは「良質の医療と診療録」

５．国際モダンホスピタルショウ2004の開催について

７月14～１６日、東京・有明の東京ビッグサイトで開催し、出展社は平成15年より２割増の

352社となって西館の上階フロアにも会場を拡大する。

６．日本医療機能評価機構・改定部会の開催報告について

病院機能評価の統合版評価項目はバージョンアップを図Ｄ、平成17年７月１日以降の受審

からバージョン５．で行くこととなる。変更点は従来なかった外来領域を新設することであ

ると報告。

７．日本医療機能評価機構・企画運営委員会の開催報告について

評価機構に対し医療事故防止センターが厚労省の委託事業として追加された。事故情報の

報告対象は従来どおり特定機能病院と独立行政法人国立病院機構であるが、それらの認定病

院で発生した重大な医療事故によっては認定証の返還を求めることもあると運用されるこ

とになる旨の報告。

８．代議員の交替について

和歌山県濱正純→成川守彦福井県大滝秀穂→中村康孝
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９．厚生労働省等からの通知について

「医療法の規定に基づく平成16年度立入り検査の実施について」などの通知報告。

１０．「医業経営の非営利性等に関する検討会」の開催報告について

医療法人社団の中に非営利を目的とした出資額限度法人という類型をつくろうという検

討会で、平成15年10月以来の第３回会合を開き報告書をまとめた。これにより、課税関係が

はっきりしてきたが、厚労省は１カ月内にモデル定款と税法上の取扱いを都道府県に通知す

る予定。

１１．その他

①「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」の第１回が開かれ、個人

情報保護法の係る医療分野のガイドラインを秋口にはまとめて、平成17年４月の全面施行

に間に合わせる旨の報告。

②日本診療録管理学会の理事会が５月１７日開かれ、編集、生涯教育、国際疾病分類、３０周

年事業の各委員会を設置して学会運営していくこととした。

[協議事項］

１．中医協の病院代表委員について

中医協委員に病院代表を入れる、医師会代表とは別枠で入れるべきであるという曰病の提

案は、四病協総合部会で全日病佐々会長預かりとなったが、曰病としては諸橋会長時代から

の悲願であり、何としても実現したいと討議した。外部からも病院団体代表が出ていないの

はおかしいという声がある、国民医療費に占める病院のウエートから見ても病院代表が出な

いのはおかしいなどとさまざまな意見があったが、時間の関係で学会前夜祭の場所に移して

討議の続きをすることとした。

第３回理事会

平成16年11月27日（土）日本病院会会議室出席者45名

開会に先立って渡部常任理事から、この度の新潟県中越地震の被害に対する皆様の心遣いや

援助に御礼の言葉が述べられ、今までは被災者の救助に全力をあげていて会員の被害状況など

はつかめていないが、反省点もあり、これからの大災害の対応のあり方について総括していき

たいと挨拶があった。

［承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の退会１件､賛助会員の入会１件と退会５件について承認。計、正会員2,708会員(公

的956、私的1,752、総病床数71万1,670床)、賛助会員536会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

①第14回シンポジウムの後援依頼元：医療関連サービス振興会

②第７回治療食等献立・調理技術コンテストの後援及び賞状交付：日本メディカル給食協

会

会内委員会委員の推薦：曰本医師会

歯科医師臨床研修指導医講習会の後援：日本口腔外科学会
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⑤正会員の就任：医療経済フォーラム・ジャパン

①、②、④を承認。③は社会保険診療報酬検討委員会に栗山委員、医事法関係検討委員会

に加藤代議員会議長、病院委員会に福田常任理事の継続推薦。⑤は山本会長の正会員就任を

承認。

３．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

齊藤労災病院の機能評価認定について報告書をもとに諮られ承認。

[報告事項］

1．委員会、研究研修会の開催報告について

①予防医学委員会・健診事業に関する意見交換会（１０月２８日）

従来の一泊ドック指定に加え病院の一日Ｆツクを健保連指定とし、日本総合健診医学会

は法人化して独自指定を受けることとした。

②予防医学委員会、人間ドック・健診施設機能評価委員会（１１月１１日）

人間ドック認定指定医の第６回認定及び第１回更新の交付者数を確定、更新保留者は経

過処置を行う。機能評価の結果をホームページで公開中。

③ＩＴシステム委員会（11月２日）

スタンスは医療の質の向上に資する趣旨とすることを確認｡今後の方向性として一つに、

曰病の「私のカルテ」を携帯電話につなげないかという提案があった。

④インターネット委員会（11月４日）

ＩＴ化の職員教育のモデルとして熊本県の病院視察を実施。委員会や役員会など曰病の

動きをインターネットで広く会員、国民に広報する方策を確認した。

⑤臨床研修制度小委員会（11月５日）

平成15年度第１回開催の参加者アンケートを参考にプログラム等企画した。１７年度は４

回の予定で仮日程を決定。修了者には厚労省から認定証を交付予定。

⑥診療情報管理士教育委員会（11月１２日）

スクーリング開催地の拡大やリポートのバインダー化、試験のマークシート化等、通信

教育のあり方を検討。新潟県中越地震被災者等にビデオ補講の決定。

⑦医療経済・税制委員会（11月９，２４日）

保険適用されない医療材料調査の結果を厚労省医療課に説明し、更に精度を高めてまと

めることとした。平成17年度予算・税制改正要望でヒアリングに対応。

⑧中小病院委員会（11月１８日）

次の'情報交換会を平成17年１月２７日秋田市で、秋田県病院協会と共催することを決め、

第55回日病学会（名古屋）におけるシンポジウムの座長、講師を確定。

⑨医療制度委員会（11月２６日）

「混合診療反対論が国民の理解、共感を得ているようには見えない」という問題提起に

ついて議論。中医協等の委員に病院代表を医師会より多く入れる、混合診療は不要で特定

療養費制度の拡大と機動的対応で十分などと９項目を挙げた。

⑩研究研修会

・救急医療防災セミナー１０月22曰岡山県137名
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２．四病協諸会議の開催報告について

①医療従事者対策委員会（10月２６日、11月１９日）

厚労省の第六次看護職員需給見直し検討会に向け四病協として看護職員の緊急実態調査

を実施、データ集計した。看護師不足の関連でＦＴＡ交渉の問題を議論。

②総合部会（１０月26日、１１月１９日）

中医協の見直し論が報告されたが、曰病は病院代表問題の中長期的改革を展望と論議。

当直医の労基法上の問題で病院に対する監督指導結果について厚労省から報告があり、改

善計画を出すのが大前提とされている。医師臨床研修の補助金申請期限が迫り、プログラ

ム責任者経費の補助額増などに注意が喚起された。

③医療制度委員会（11月９日）

地域医療の実態から全国一律の医師数算定基準を見直すべきと提案があり、麻酔科、小

児科、放射線科の医師不足対策について協議、継続することとした。

④曰医・四病協懇談会（11月１７日）

混合診療反対の署名が600万人と報告され､介護保険の居住費用や食費外しの動きには反

対で一致した。訪問看護ステーションでの通所看護のモデル事業を問題視し、地域医療支

援病院のあり方や紹介率算定を見直すべきと提起があった。

⑤医療保険・診療報酬委員会、介護保険小委員会合同委員会（11月５日）

介護療養型医療施設での居住費用の徴収は理由がないと要望書を提出することとし、医

療保険対応の療養病床は機能分化することで急性期や介護機能の特化が推進されるという

提言を検討した。

３．平成17年度予算・税制改正要望について

自民党の平成17年度予算・税制改正要望ヒアリング（11月８日）が開かれ、国庫補助負担

金の問題と混合診療、消費税の見直し等について発言した。同様のヒアリングが１１月１６曰公

明党、１１月１７日民主党で行われた。

４．医学研究における個人情報の取扱いの在り方専門委員会出席報告

医学研究が多岐にわたるので厚労、文科、経産３省で個人情報の取扱いを検討しており、

医療機関からの資料提供は匿名化するとか本人の同意を得る、インフォームドコンセントを

行うなどと論議。

５．社会保障審議会医療部会の出席報告について

地域医療支援病院のあり方として、地域の特性があるので紹介率にこだわるよりも、救急

医療などふさわしい機能を評価すべきであると論議した。

６．医療とニューメディアを考える会世話人会の出席報告について

第21年度（平成15年度）の講演会実績と会計報告があり、本年度計画を了承。次回例会は

平成17年１月２５日、ＩＴ化に関する厚労省の取組みがテーマ。

７．平成16年秋の叙勲・褒章受章者について

曰病推薦で武田惇元理事のほか会員関係の受章者が報告された。１２月１８日の役員会終了後

武田先生の祝賀会を予定。

８．その他

①日本診療録管理学会の「30周年記念誌」を『診療録管理』１６巻の別冊として本年度内に
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発刊予定。診療I情報管理士の第６１回認定者は1,131名で認定総数9,550名となる。当役員会

後、認定式を開催。

②病院管理者協議会が第55回日本病院学会でシンポジウムを企画、以後継続を図っていく。

１１月11日に本年度第２回研修会を実施した。

③国民医療推進協議会の署名運動の結果が１１月24日正午時点でされ医師会分の400万と協

議会参加36団体の190万等で総計約600万。曰病からは５万余だが、別途医師会経由分を調

査集計し、確定数字を出す。署名活動は12月初旬まで延長。

④平成16年度健保組合全国大会（１１月１９日）に山本会長が出席報告。

⑤臨床研修病院の評価として、そのプログラムや指導医の評価方法等を医療機能評価機構

で検討し、パイロットスタディの段階にきているが、これを曰病中心に評価機構を立ち上

げるよう提案があり、関係者を集めて検討することとした。

[協議事項］

1．混合診療について

混合診療をめぐる最近の動きについて討議し、この問題に対する曰病の意見として医療材

料の保険適用外に関する調査結果をまじえながら、①国民皆保険制度を堅持する曰病の基本

姿勢、②我が国と米国の医療制度の違い、③病院医療の診療報酬上の評価に関する問題点、

④規制改革・民間開放推進会議の提案に対する曰病の見解という４点に絞ってまとめを行っ

ている。伝えるべき相手は推進会議や総理、マスコミも想定されるとして最終段階に入って

いる旨の説明があり了承。

２．個人情報保護について

厚労省の個人情報保護ガイドラインを、３年ほど続けてその後必要なら法律化する方向で

ある。この会員向け説明会を２月までに２回、東京と大阪で開催する計画で認定個人情報保

護団体の資格を曰病として取得していくことも了承された。これは会員に対する教育研修や

ガイドラインを示す役割をもち、各項目詳細な内容にわたるものとなる。

３．介護保険について

介護保険制度の見直しで「施設給付のうち居住費用については保険給付でなく自己負担と

する」という考え方が出ているが、居住費用の徴収は理由がなく給付存続するよう要望する

こととした。療養病床のあり方の議論は本格化していないが、医療保険対応療養病床の入院

対応患者の機能分化を図るため、四病協として医療必要度の設定を検討中であるなどと論議。

合同理事会終了後、公認会計士石井孝宜氏による特別講演「医療法人制度について」が行

われた。

第４回理事会

平成17年２月２６曰（士）日本病院会会議室出席者51名

［承認事項］

1．会員の入退会について

正会員の入会２件、退会１件と賛助会員の入会１件、退会１件承認。計、正会員2,703病院
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（公的955、私的１，７４８，総病床数71万1,140床)、賛助会員536会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

（継続分）

①平成17年度「看護の曰」及び「看護週間」の協賛依頼元：厚生労働事務次官

②「九州ホスピタルショウ2005」「中部ホスピタルショウ2006」開催に伴う名称および後

援名義使用：日本経営協会

③「自治体総合フエア2005」の協賛：日本経営協会

④産業廃棄物適正処理推進センター基金への出えん：環境大臣

⑤医療情報サービス事業運営委員会の委嘱：日本医療機能評価機構

⑥役員就任（再任）依頼：医療機器センター

⑦理事就任依頼：日露医学医療交流財団

⑧評議員推薦依頼：医療経済研究・社会保険福祉協会

⑨保健医療分野の個人情報保護セミナー後援：医療情報システム開発センター

⑩「第15回日本臨床工学会」後援：日本臨床工学技士会

⑪理事再任依頼：国際医療技術交流財団

⑫「第５回患者中心の参加型医療研究大会」後援：ヘルスケア・リレーションズ

（新規分）

①第10回アジア農村医学会後援：同学会

②「第19回日本外傷学会」併設公開機器展示会後援：同学会

継続の⑤は大井副会長、⑥.⑦・⑪は山本会長、⑧は佐藤眞杉常任理事が就任。その他の

依頼事項をすべて承認。

３．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

５件（三菱京都病院、相模原総合健診センター、クアハウス石和、高津中央クリニック、

イムス八重洲クリニック）の機能評価認定について諮られ、承認。

４．平成17年度事業計画（案）について

平成１７年度事業計画案の22項目は前年と基本的に変わらす、委員会、セミナー、関連事業、

通信教育、人間ドック認定指定医研修会、診療録管理学会研修会及び役員会等の開催計画案

が提示され、承認された。

５．平成16年度補正予算並びに平成17年度予算（案）について

平成16年度の当初予算を事業の進展に合わせ修正した補正予算案と平成17年度予算案につ

いて説明され了承された。１７年度予算案は一般会計と５つの特別会計の合計で21億円余の規

模となった。

６．日本人間ドック学会の法人化について

学会の認定指定医制度と施設の機能評価も始まり、専門医広告のため法人格を取得して発

展を期したいと提案され承認。当面ＮＰＯ法人化をめざす。

［報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①医療の非営利性についての検討委員会（１月２６日）
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厚労省の医業経営の非営利性等検討会に曰病の意見を持っていくために作った委員会で

一般の人の見方を勉強しようと厚労省検討会の委員を呼んで話を聞いた。

②個人'情報保護に関する委員会（２月１日、２月９日、２月２１日））

個人』情報保護法の４月施行に向け、「各病院が掲げる方針」「利用目的を明示したポスタ

ー」等のモデルを作り、全会員に発送した。「病院における個人情報保護法への対応の手引

き」（約100頁）はＣＤ付きで送付する。

③ＩＴシステム委員会（２月９日）

電子カルテなど運用の問題点を把握する目的で「電子カルテシステムの問題点」の会員

アンケートをとる。「私のカルテ」の携帯電話版については継続検討。

④予防医学委員会、人間Ｆツク・健診施設機能評価委員会（２月１０日）

機能評価７件のうち２件を保留とした。認定指定医の日本総合健診医学会との共同事業

解消に伴い継続認定などの事務整理をした。学会の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）化

は５月設立総会を行い、秋に認可をめざす。

⑤地域医療委員会（２月１６日）

医療計画の見直し検討会で提示された日常医療圏での診療ネットワーク構想等について

厚労省企画官から説明を受け、地域医療支援病院の問題等で意見交換。

⑥インターネット委員会（２月１８日）

島根県立中央病院の電子カルテのバージョンアップを視察。ホームページ上の曰病の情

報発信を役員会速報のほか、委員会の中から整理し掲載していく。

⑦雑誌・ニュース編集委員会（２月１８日）

第54回日本病院学会の推薦演題10題、優良演題11題を雑誌３月号に掲載。各委員会の検

討状況をきき、報告書の概要を雑誌やニュースに特集掲載する計画。

⑧感染症対策委員会（四病協合同委員会）（２月24日）

第３回感染管理講習会第２クールは437人が参加。感染症関連の最新情報を雑誌、ホーム

ページで引続き掲載。厚労省に院内感染対策中央会議が設置される。

⑨中小病院委員会（１月２７日）

第７回中小病院情報交換会を秋田県病院協会及び医師会の後援を得て「中小病院の経営

戦略」のテーマで実施。経営調査も例年どおり実施する。

⑩診療情報管理士教育委員会・専門課程小委員会（２月３日）

平成16年度の教科書に個人情報保護法を追加し、１７年度教育は実施要項を修正。ｌ～２

月のコーディング勉強会は全国13カ所で実施した。

⑪医療制度委員会、診療報酬小委員会合同委員会（２月26日）

ＤＰＣについて、厚労省企画官と中医協・診療報酬調査専門組織の分科会の担当委員を

招き、集中審議した。現状の問題点や今後の見通しをきいた。

２．四病協諸会議の開催報告について

①総合部会（１月２６曰、２月２３日）

介護療養型医療施設での居住費用や食費の保険給付を存続するよう、自民党関係議員に

要望提出したが、国会審議の段階に移った。医療法施行規則19条の医師定数規定や病院経
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営上副次的に発生する費用の問題を取り上げた。消費税損税の実態調査については四病協

と曰医合同調査のかたちを検討していく。

②曰医・四病協懇談会（１月２６日）

混合診療問題の基本的合意と中医協基本問題小委員会における今後の検討事項について

論議した。痔核手術のＰＰＨ法は未成熟で特定療養費の拡大認可は時期尚早という大腸肛

門病学会の申し入れを伝えた。医療計画の基準病床数の算定式、医療法人制度、ＥＰＡ（経

済連携協定）などの問題について論議した。

③医業経営・税制委員会（２月２日）

平成17年度税制改正の結果について討議し、今後とも消費税の損税問題を取り上げて、

四病協として実態調査を行うよう総合部会に提案することとした。

④医療保険・診療報酬委員会（２月４日）

中医協の慢性期入院医療包括評価調査は、７０施設が協力実施、３月末報告予定となる。

介護保険の施設給付見直し案が国会提出され、慎重に見守ることとした。

⑤医療制度委員会（２月８日）

医療計画の見直し等検討会で一般・療養病床の基準病床数の算定式が出たが、病床の移

動は現場では定着しておらず、診療報酬や人員配置基準等の見直しで今後も動くなどと論

議。

３．第５回医業経営の非営利性等に関する検討会の開催報告（２月１日）

医療法人制度改革の方向の一つとして認定医療法人制度が提案され、社会福祉法人と似て

いて、公益性と非営利性を強く打ち出しているが、当日は「非営利性」をめぐり論議した。

次回は「公益性」の問題を検討する。

４．第５回社会保障審議会医療部会の開催報告（２月２日）

過去４回の委員の意見を論点整理としてまとめ、①医療提供体制の改革の基本的考え方、

②患者・国民の選択の支援、③医療安全対策の推進、④小児等救急医療体制のあり方など１１

項目に整理された。

５．第５．６回医療計画の見直しに関する検討会の開催報告（１月25曰、２月１４日）

地域の保険医療提供体制のビジョンとして、がんの５年生存率や脳卒中患者の在宅復帰率

の改善など具体的な数字が示されたが、この根拠は何もないという。二次医療圏から日常医

療圏に変わって、地域で構築する診療ネットワーク構想というのも示されたが、議論はこれ

からである。

６．第１回診療情報管理士指導者認定について

診療情報管理士の管理者、指導者の育成を目的に日本診療録管理学会が「診療情報管理士

指導者」制度を始めることとした。

７．曰医・第４回医事関係法関係検討委員会、診療情報の提供に関する指針検討委員会合同委

員会の開催報告（１月２８日）

個人情報保護法に関する曰医のマニュアルづくりの委員会で、Ａ４．１０２頁の冊子と院内

掲示ポスターを確定させた。３月１５日に曰医雑誌に同封して発送する。

８．日本医療機能評価機構・医療情報サービス事業第６回運営委員会の開催報告
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（１月２８日）

病院機能評価以外の事業として診療ガイドラインを作成しており、平成15,16年度で既に

７疾患について公開用サーバ（Minds）に掲載、年度内に更に５疾患を掲載予定で17年度も

進めていく計画である。内容はEBMそのものであり、若い医師を中心に利用されているとい

う。

９．その他

①保健・医療・福祉情報セキュアネットワーク基盤推進コンソーシアムの設立総会が２月

４日開かれ、山本会長が副会長に選出された。ＩＴ化時代の医療』情報等の安全対策を情報

通信側として確立していこうという目的。

［協議事項］

１．定款変更について

前執行部からの引継ぎ事項として正会員の資格について、現行を変えないがその規定を明

確に解釈できるよう、「正会員とは、この会の目的および趣旨に賛同し入会した病院の代表

者」と簡明化する。なお、病院の代表者は定款施行細則で当面医師に限定することとし、そ

の他一部変更分を含め提案されて承認。３月の代議員会・総会にかけることとした。

２．医療費の総枠規制について

社会保障給付費の増加を名目ＧＤＰの伸び率程度に抑制しようという提案が経済財政諮

問会議の民間議員から出たが、尾辻厚労省はＧＤＰと医療費の伸びは関係ないとし、医療界

もＧＤＰ比８％では少ないと言って来た経緯がある。この問題で病院団体が発言する必要が

あるとして、医療制度委員会で早急に検討するよう指示。

３．地域医療計画について

医療計画の基準病床数で一般と療養の計算式が示されたが、病床は自由に移行できると厚

労省指導課から説明があり、また、診療ネットワークの提案では、がんの拠点病院などとい

う災害拠点やエイズ拠点病院制度のような誤解を与えたと説明があった。そこで、地域包括

的な医療提供体制のあり方、がんなどの疾患の地域ネットワークのあり方、地域医療の評価

として活用すべき指標という３点についてアドバイスを求められたとして、地域医療委員会

で対応するよう指示があった。

４．消費税問題について

消費税の損税問題は解消されず、各地域でもし税率が１０％等になったら大問題だという声

をたくさん聞いている。曰病もかねて検討してきたが、損税の実態調査を四病協でやり、検

討する方向であるとして、医療経済・税制委員会での対応を依頼。

５．その他

医療ミスリピーター医師の再教育問題が提案されており、倫理委員会で検討するよう依頼。

高齢者医療制度については、７５歳以上後期高齢者の制度など病院団体として考える問題もあ

り、特別プロジェクトを作ることも検討したいとした。

病院会計準則について公的病院は適用するであろうが、医療法人はそのままでは困る問題

もあるとして、現場でどう適用できるか医療制度委員会での検討を依頼。保険者の再編統合

は国保、政管健保の見直しが取り上げられているが、健保組合にメスを入れないでいいのか。
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医療制度委員会での検討を依頼した。

常任理事会

第１回常任理事会

平成16年４月24日（士）日本病院会会議室

第１回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第２回常任理事会

平成１６年５月22曰（土）日本病院会会議室出席者23名

冒頭山本会長から５月２１日（金）夕刻、東京・六本木のホテルで行われた「新執行部披露パ

ーティー」に関して、230名ほどの参加があって盛会に終わった旨の報告。

［承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会２件､退会２件と役員慰留による退会撤回が１件､賛助会員の入会６件承認。

計、正会員2,708会員（公的954、私的1,754、総病床数71万床)、賛助会員522会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

①「第１２回日本療養病床協会全国研究会」の後援依頼元：日本療養病床協会

②第３回医療機関広報フォーラムの後援：日本広報協会

③平成16年度運動療法機能訓練技能講習会の後援：全国病院理学療法協会

上記①～③をすべて承認。

３．診療情報管理士受験認定校の指定について

専門学校２校（早稲田速記医療福祉専門学校、東京医療秘書福祉専門学校）及び大学１校

（東京医薬専門学校）の指定を承認。

［報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①ホスピタルショウ委員会（４月１９日）

国際モダンホスピタルショウ2004について現在の準備状況等を確認。出展申込は既に前

年を上回り、これに併設展示が入るため会場を上のフロアまで拡大する。

②予防医学委員会（５月１１日）

日本人間ドック学会と日本総合健診医学会の役員兼任を取りやめることとした。人間ド

ック機能評価のパイロットスタディを６月中の２日間、都内２施設で行う。

③日本人間ドック学会・学術図書編集小委員会（５月１２日）

平成17年度以降は実情に合わせて、大分類を臓器、検査、ライフスタイル、事後．サー

ビス、その他とし、計55の分類とする予定。

④医療制度、医療経済・税制合同委員会（５月１４日）

論点整理として「国民皆保険がどれだけ国民の健康に貢献しているか」などの３点を提

示し討議。１７年度税制改正要望は消費税問題を重点に中身を詰める。

⑤診療'情報管理士教育委員会（５月１７日）
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受講生増、新カリキュラムへの変更等に伴い、各小委員会を設けることとした。商標登

録について、HealthInformationManagerの英語略称等を追加申請。

２．四病協諸会議の開催報告について

①総合部会（４月２８日）

曰医との政策協議については別途連絡協議の場を設けるよう調整中。委員会のあり方は

８人委員会で検討し、四病協研修センターも引続き８人委員会で運営する。曰病の診療情

報管理士教育委員会委員に全日病西澤副会長の就任を了承。

②医療保険・診療報酬委員会（５月７日）

中医協・診療報酬調査専門組織が行う各調査について、厚労省と意見交換。曰病の保険

適用外診療材料調査の第２次報告を提出し議論した。

③医業経営・税制委員会（５月１２日）

平成17年度税制改正は消費税を第一に、曰医と同一歩調をとって強力に要望していく。

ほかに事業税の特例存続と拡充等を取り上げ、総合部会に提出する。

④８人委員会（５月１９日）

新委員長に西澤全日病副会長、副委員長に大井副会長。委員会の役割は従来どおり緊急

案件への対応、佐々中医協委員との連携、各委員会との連携調整等とし、他の委員会の検

討課題をまとめた。

３．統計情報委員会の各調査実施について

委員会の定例調査である「平成16年度診療報酬改定影響度の調査」及び「平成16年度病院

運営実態分析調査」について趣旨説明があり、協力要請がなされた。

４．その他

①平成16年春の叙勲・褒章で当会推薦により武田副会長が瑞宝小綬章を受章したほか会員

関係者の受章者を紹介。

②平成16年度病院長・幹部職員セミナーのプログラムを発表、８月５～６日、大阪で植松

曰医会長の特別講演やシンポジウムなどを予定。

③第54回日本病院学会の開催（７月２～３日、横浜）について土屋学会長から説明があり、

多数の病院職員の参加協力を求めた。

[協議事項］

1．中医協代表について

山本会長から中医協の関係で一つ諮りたいとして、諸橋会長時代以来中医協に病院代表を

入れるよう延々とやってきたが、今回この見直しをスタートさせようとしており、この際、

病院団体として中医協に正式な意味での病院代表を入れるよう、今の診療側５人の医師代表

とは別に、病院代表として入れるようアピールしていきたいと提案があり賛同を得た。中医

協が近々再開されるので至急提出する。

もう一点、５月２１曰の新執行部披露パーティーのように、曰病も外部から見える活動をす

べきであるということで、「今後の医療」をテーマに医政講演会のようなものを計画したい
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と会長より提案。以上で議事を終了し、政治連盟に切り替えた。

会議終了後、平成16年度代議員会・総会をダイヤモンドホテルにて開催。

第３回常任理事会

平成16年７月１日（木）インターコンチネンタルホテル

第２回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第４回常任理事会

平成16年７月３１日（土）ホテルメトロポリタンエドモント出席者26名

[承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会５件、退会３件と賛助会員の入会６件、退会１件承認。計、正会員2,711会員

（公的957、私的1,754,総病床数71万1,400床)、賛助会員528会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

①「救急の曰2004」の後援並びに賛助金の協力依頼元：日本救急医療財団

②秋田県病院大会の開催後援：秋田県病院協会

③「医事法関係検討委員会」委員の推薦：日本医師会

④入院患者向けフリーペーパー発行協力：三雲社

③は日本診療録管理学会への委員推薦依頼であり、大井利夫同学会理事長を推薦、その他

の後援等をすべて承認。

３．診療情報管理士認定試験・受験指定専門学校の指定について

専門学校４校（専門学校甲府医療秘書学院、福岡国際医療福祉学院、青山工学・医療専門

学校、札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校）からの指定申請を承認。

４．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

人間ドック・健診施設の機能評価について、それぞれ評価基準を満たし認定に値するとし

て４施設（新赤坂クリニック、三井記念病院総合健診センター、（財）三越厚生事業団三越

総合健診センター、野村病院予防医学センター）が承認された。

５．第１四半期一般会計及び特別会計の収支・監査報告について

４月から６月までの第１四半期一般会計及び事業特別会計以下５特別会計の収支報告につ

いて説明があり、監査報告とともに承認された。

[報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①病院管理者協議会理事会（６月25日）

この協議会に曰病の病院経営関連委員会の担当役員２名が理事として参加し、新会長に

佐合副会長が就任。曰病の人材育成委員会の中にも参加してもらう。

②中小病院委員会（７月２日）

１６年度の「中小病院情報委員会」は秋田県病院協会と連携して行う計画で日程調整中で

ある。学会シンポジウムには366名が参加し、盛況に終わった。
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③統計情報・ワーキング合同委員会（７月２～３日）

第54回日本病院学会のフォーラムについて、当日の打合せと終了後の総括を行った。委

員の一部交替があり、了承された。

④感染症対策委員会（四病協合同感染症対策委員会）（７月２日）

第54回日病学会の岡部委員の講演「感染症対策」を聴講。１６年度事業として感染症情報

の収集と広報、ＩＣＳ養成、シンポジウム等の企画など各担当を決定。

⑤救急医療防災対策委員会（７月６日）

１０月岡山開催、「救急医療防災セミナー」のプログラムをまとめた。例年の調査報告は｢震

災後の病院が想定する対応と小児救急に関する調査」を取り上げた。

⑥予防医学委員会（７月８日）

平成17年の学会は秋田で開催し、１８年は沖縄で鈴木信学会長（沖縄国際大学教授）のも

と行うことが内定。機能評価の料金体系も確定させた。

⑦医療経済・税制委員会（７月１３日）

保険請求のきかない医療材料調査の集計分析を行ったが精度的な問題があり、再検討す

る。平成１７年度税制改正要望について７月８日、厚労省に趣旨説明した。

⑧経営管理委員会（７月２２日）

「急性期の入院医療を担当する病院とはどのような病院か｣、「医療保険でみる急性期以

外の入院医療を担当する病院とはどのような病院か」をテーマに決定。

⑨人材育成委員会（７月22日）

研究会・セミナー活動を見直し、８研究会は今年度活動中止。次年度については随時検

討。事務長、看護管理者セミナーは継続。更に、委員会として院長・幹部職員セミナーを

受け持ち臨床研修指導医の養成事業も担当する話になっている。

⑩医療制度委員会（７月３１日）

「国民皆保険制度が覆うべき範囲」について引続き協議。療養病床を介護保険に一括す

るべきという厚労省・医事課長発言に対しては検討が必要とした。

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会（７月９日）

官製市場民間開放推進委員会の「中間とりまとめ」が８月上旬に公表予定とされ、その

後のヒアリングに備えて混合診療問題を討議した。

②医療従事者対策委員会（７月２３日）

医療機関の休日及び夜間勤務の適正化について厚労省労働基準局から、看護師．唯看護

師養成所数と１学年定員の推移について、曰医常任理事から報告。

③８人委員会、四病協研修センター（７月２３曰）

今後の運営について協議した。研修センターの運営については、感染管理者養成研修な

ど従来の曰病委員会が行ってきた研修体制とで－部未整理のところがあり、センターの規

定を含めてもう少し検討することとした。

④総合部会（７月２８日）

部会終了後、曰医と第１回打合せ会を開催することになっており、その対応を協議した。
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厚労省から「入院患者給食に関するアンケート調査」の協力依頼があり了承した。出資額

限度法人の法制化を要望する案について了承し、平成17年度税制改正要望の中に「病院建

物等の耐用年数短縮」を追加することとした。

⑤日本医師会・四病院団体協議会懇談会（７月28日）

会議名称を標記の名に決めた。曰医と官製市場民間開放推進委員会との意見交換会の報

告があり、混合診療等の問題で曰医と四病協は同意見である旨を再確認。その他、構造改

革特区における外国人労働者の受け入れ問題、臨床研修補助金の流れ、介護保険制度改革

の問題などを取り上げて意見交換した。

３．国際モダンホスピタルショウ2004の開催結果について

７月１４～１６日の３日間、東京ビッグサイトで開催し、68,900人の来場があり、出展社も359

社と過去最大であった。

４．厚労省・医療機関等の個人情報保護のあり方検討会の開催報告

医療機関における個人情報保護のガイドラインを策定するに当たっての主な論点について

討議した。８月の間意見をきき、９月にまとめを行う予定。

５．その他

①第54回日本病院学会の開催結果の報告。延べ5,500人の参加者。

②「中央社会保険医療協議会に病院団体から委員が参画することを要望する」という曰病

会長名の要望書を厚労大臣、顧問国会議員３氏に提出し、趣旨説明した。

③日本診療録管理学会・３０周年事業委員会（７月７日）、生涯教育委員会（７月７日）国

際疾病分類委員会（７月２７日）の開催報告。生涯教育事業は診療情報管理士の指導者を養

成し認証していくものである。

[協議事項］

1．理事の補選について

井手理事の死去に伴う欠員理事の補充については、規定に従い、別途補選の時期を検討す

ることが提案され了承された。

２．医療制度、規制改革、介護保険について

７月１日付、メディファクスで「既存病院の株式会社化、個人病院長の半数以上が肯定、

厚生科学研究」と報じられた件について事実確認を行ったところ、曰病の了解なく会員を対

象にアンケートし、しかも個人病院長の肯定というのは僅か11病院中６病院という数をもと

にしたものであったことがわかり、７月１２日付同紙に「株式会社は絶対に入れない、日病副

会長５人が表明」という修正記事を掲載した経緯について報告があった。

医療保険適用の療養病床を介護保険に転換すべきなどという厚労省や健保連の発言に対

しては、問題はそう単純なものではなく、曰病としては急性期のあり方を検討してから慢性

期を考えるのが道理などと討議した。

常任理事会終了後、日本航空広報部長藤田祐司氏による特別講演「広報のあり方につい
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て」を開催。先端的な企業の話をきき、曰病として対外広報の参考にしようという趣旨であ

った。

第５回常任理事会

平成16年８月25日平成16年８月25日（水）名古屋マリオットアソシアホテル出席者22名

８月26日開催の第45回日本人間ドック学会の高木弘学会長（ＪＲ東海総合病院長）から挨拶

が行われた後、議事に入った。

［承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会２件と賛助会員の入会４件、退会２件承認。計、正会員2,713会員（公的957、

私的1,756、総病床数71万2,000床)、賛助会員530会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

①公開シンポジウム「子どもと親が安心して医療を受けられるための医師・コメディカル

の役割と協働」の後援

依頼元：小児科産科若手医師の確保・育成に関する研究班

②創立20周年記念コージェネレーションシンポジウム2004に対する協賛

：日本コージェネレーションセンター

③第16回「国民の健康会議」の協賛：全国公私病院連盟

④ニューメンブレンテクノロジーシンポジウム2004の協賛：日本能率協会

⑤第26回フード・ケータリングショー／シンポジウムの協賛：日本能率協会

⑥第５回厨房設備機器展の協賛：日本能率協会

⑦「医療ガス保安管理技術者講習会」の協賛：医療機器センター

⑧平成16年度医療安全推進週間シンポジウムの後援：日本看護協会

⑨第54回日本理学療法学会の後援：全国病院理学療法協会

⑩医療事故防止センター運営委員会委員の推薦：日本医療機能評価機構

⑪「保健・医療・福祉ＷｅｂＥＸＰＯ」組織委員会及びワーキング・グループメンバーの

派遣：医療情報システム開発センター

⑫第６回フォーラム医療の改善活動の後援：医療のＴＱＭ推進協議会

⑬平成１６年度臨床検査普及月間の協賛：日本衛生検査所協会

⑭「医療安全推進週間」の後援：厚労省医政局医療安全推進室

⑮ＩＳＯ／ＴＣ２１５国内対策委員会委員の委嘱：医療情報システム開発センター

①～⑨及び⑫～⑭は承認。⑩は村上副会長、⑪の組織委員会及び⑮は大井副会長、⑪のワ

ーキンググループは山口事務局長を推薦。

３．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

人間ドック・健診施設機能評価の６施設に対するパイロットスタディの結果、５施設（７

月３１日承認の４施設及び牧田総合病院附属健診センター）に認定証を、１施設（広島原爆障

害対策協議会健康管理・増進センター）に感謝状の交付を承認。
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[報告事項］

1．委員会、研究研修会の開催報告について

①インターネット委員会（８月４日）

病院視察調査、第２回インターネットシンポジウム、インターネット会議システム、曰

病のロゴマーク作成についてそれぞれ担当委員を決め、進める。

②地域医療委員会（８月10日）

特定機能病院について承認要件の変更を踏まえ、地域医療における位置づけについて社

保審医療分科会の鴨下会長と意見交換した。医療機関の休日・夜間勤務の適正化指導に絡

み、救急医療と医師の勤務体制をめぐって議論した。

③病院経営管理者教育委員会（８月１３日）

教科書や試験のあり方、教育対象について討議した。

④雑誌・ニュース編集委員会（８月20日）

雑誌１０．１１．１２月号の企画、編集を行った。ニュースの新企画で病院経営改善に関する

コーナーを設ける。雑誌掲載記事に対するクレームについて検討、処理。

⑤医療制度委員会（８月24日）

国民皆保険制度についてはこれを評価し、人生80年時代に合った制度構築を目指すとい

う方向を決めた。高齢者医療、病院外来の問題について討議した。

⑥研究研修会

・病院長・幹部職員セミナー８月５／６日大阪府315名

・診療情報管理士生涯教育研修会６月１３日東京都

７月１０日大阪府

７月24日福岡県計798名

・診療情報管理課程・分類法指導者研修会・講師会

８月８／９日東京都２６名

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療制度委員会（８月４日）

１６年度委員会の検討テーマとして「市場原理と医療制度」「医療計画の見直しと医療提供

体制、診療報酬制度等」「地域医療と医療連携」の３点を挙げ、了承。

②８人委員会（８月１３日）

四病協研修センターの位置づけについて、全体の組織図を含めてまとめた。研修センタ

ーは８人委員会にぶら下がらず四病協の直結とし、役員会と各養成・認定事業の４委員会

で構成する。

③総合部会（８月１８日）

厚労省の「医療用医薬品の流通改善に関する懇談会」の準備作業会が開かれたが、病院

側として現行の薬価調整幅の２％では管理費として不十分である旨を伝えた。８人委員会

の性格と名称を再検討することとした。「中医協へ病院団体の代表を参画させること」とい

う要望書の扱いについて、その後の動きがないので、別途日病単独で要望提出した旨の説

明。
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以上の報告に対して、各理事から、中医協に病院代表を委員として参加させるよう引き

続き要望するべきである旨の発言があり、昭和30年代には中医協に曰病推薦の代表がいた

という歴史的事実も明らかにされた。また、もう一度四病協がじっくりと話し合って、こ

の機を外さず行動すべきであるなどと意見が出たが、山本会長は、この曰の常任理事会の

決議として「曰病としてしっかりしたスタンスをとる。先の細かいことは改めて考えたい」

とまとめ、了承された。

３．曰医・医事法関係検討委員会／診療情報の提供に関する指針検討委員会合同委員会の開催

報告（８月４日）

「個人情報の保護に関する法律」の17年４月施行に向けて曰医が取り組む施策を検討する

会。検討すべき情報の範囲など問題点が指摘され、１月には答申の予定。

４．厚生労働省からの通知について

①８月１３日付、厚労省医政局長から都道府県知事あての「いわゆる「出資額限度法人」に

ついて」の通知文書を紹介。

５．診療情報管理士の現況調査について

診療情報管理士教育委員会から診療情報管理士の認定者7,416人にあてて、「診療情報管理

士の現況調査」のアンケート票を配布。データ集計後報告する旨の説明。

６．その他

①日本医療機能評価機構・改定部会の開催報告（８月２３日）

平成17年８月からバージョン５で行くことになるが、この評価項目の変更（案）につい

て関係団体の意見を聞くこととしたのでお願いしたい旨の説明。

②ライフサイエンス研究におけるヒト遺伝情報の取扱いに関する小委員会等の合同委員

会の開催報告（８月２０日）

遺伝情報等の個人情報保護の研究における倫理上の課題について検討するのが目的で、

関連の委員会が動いている文科､厚労､経産３省の委員会の合同会議を開催。「ヒトゲノム・

遺伝子解析研究に関する倫理指針」の見直しである旨の報告。

[協議事項］

1．医療費、医療制度、医療保険制度について

平成16年７月、特定機能病院に適用し、本年４月から７月にかけて適用拡大したＤＰＣに

ついて議論した。本年７月に手上げした結果、コスト計算を含めてアップしており、医師の

診療態度も入院患者に対して退院できる状態を考慮するように変化しているなどの例も示

された。

また、粗診粗療の心配に対しては、－度それをやると患者が離れるほうが恐い、中小病院

の立場からみると急性期を減らすための道具に見える、自分の病院の位置付けをどうするか

が迫られているなどと論議した。

第Ｓ回常任理事会

平成16年９月２５日（土）日本病院会会議室出席者23名
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［承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会１件、退会５件と賛助会員の入会６件、退会１件承認。計、正会員2,709会員

（公的957、私的1,752,総病床数71万1,880床)、賛助会員535会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

（継続分）

①「がん痙痛緩和と医療用麻薬の適正使用推進のための講習会」の後援

依頼元：麻薬・覚せい剤乱用防止センター他

②「医療安全推進週間」の後援：厚労省医政局

③「ＭＥＤＩＳ－ＤＣ講演会」の後援：医療情報システム開発センター

④「第７回フォーラム」の後援：日本医療機能評価機構

（新規分）

①講師（山本会長）派遣依頼：日本病院会茨城県支部

②ＩＣＤに関する事務への協力依頼について：厚労省大臣官房統計情報部

継続、新規いずれの依頼もすべて承認。

３．診療情報管理士認定試験指定専門学校の指定について

専門学校１校（大阪医療秘書福祉専門学校）からの指定申請について承認。

［報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①予防医学・学術図書編集合同委員会（８月25日、９月９日）

日本人間ドック学会の第47回学術大会は平成18年の９月７～８日、沖縄開催が決定。人

間ドック・健診施設機能評価は９月１日事業開始。

②感染症対策委員会（四病協合同委員会、９月１日）

ＩＣＳ養成の第３回感染管理講習会は３クール開催とし募集定員は450名｡厚労科学研究

「ＩＣＤの日常業務に関する調査報告」を曰病雑誌12月号に掲載予定。

③倫理委員会（９月２日）

「日本病院会の倫理綱領」は定期的に見直しを検討することとし、他団体や諸外国の倫

理綱領を取り寄せ、会員病院の医療倫理問題への取組みを調査する。

④統計情報・ワーキング合同委員会（９月７日）

１６年度診療報酬改定の影響度調査は基本分類を－部変更して報告し、「ＤＰＣ導入に伴う

病院経営の手法に係る調査・分析」等をテーマに新たに取り組む。

⑤地域医療委員会（９月１０曰）

地域医療の実態を委員が分担して調べることとし、地域医療支援病院の紹介率を独自に

見直し検討することとした。

⑥医療経済・税制委員会（９月１４日）

混合診療の解禁を年内にも結論づけようという動きに対して、特定療養費制度の活用と

国民への広報活動で対抗すべきとし、四病協委員会で詰めることとした。

⑦国際委員会（９月１４日）
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ＡＨＦ理事会に秋山委員長が出席し、ＡＨＦ理事に山本会長、星副委員長が推薦される

予定。ＡＨＦシンポジウムは「JapanHospitals2004」に掲載する。

⑧経営管理委員会（９月１５日）

病院の機能別に経営戦略を立てるため病院の分類を図った゜大きな括りは急性期、慢性

期とし、急性期は狭義と広義に区分。

⑨医療制度委員会（９月24曰）

混合診療解禁の動きに対しては特定療養費の拡大と国民への広報で対抗すべきであると

論議した。ドクターフィー等は日本の実態に則した言葉を使う。

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会（９月３日）

診療報酬調査専門組織の慢性期分科会報告を受けて協議し、委員会として「療養病床の

あり方」の論点整理をすることとした。

②医療制度委員会（９月７日）

総務省の「地域医療の確保と自治体病院のあり方に関する委員会」で、二次医療圏を跨

いだ再編統合等の提案がなされている経過報告があった。

③医業経営・税制委員会（９月８日）

株式会社の病院経営参入関連で医療法人の経営のあり方について整理。１７年度税制改正

要望については自民党の関係役員に趣旨説明を行い、その実現を要請。

④総合部会（９月２２日）

日本産婦人科医会の医療事故・過誤防止事業への協力依頼を了承し、厚労省調査専門組

織・コスト分科会の部門別原価計算協力依頼に対し曰病は10病院を出すこととした。医薬

品流通改善懇談会で病院側は薬価差と管理費の分離などを提案。「国庫補助負担金の改革」

に対する反対意見書を９月１５日、谷垣財務相、麻生総務相ほか関係者に提出し、混合診療

反対の運動展開を協議した。

⑤曰医・四病協懇談会（９月２２日）

「混合診療導入反対運動｣について曰医の説明を受け､四病協もスタンスは同じと表明。

地方財政の三位一体改革には精神障害者対策で地域差が生じる懸念を述べた。小児救急で

は初期救急が多いとして病診連携の医療体制構築を提起し、看護師不足問題で外国人の採

用について意見交換した。

３．平成16年度厚生労働科学研究「医療事故の全国的発生頻度に関する研究」第１回運営検討

委員会の出席報告について

医療の「有事事象」について平成15年度予備調査を７病院・診療録700冊で行った結果、

１１．３パーセントと諸外国の報告と同等かやや低かった。16年度は30病院・7500冊を調査する

計画で、現在18病院が同意している。

４．厚労省「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」（第４、５回）の出

席報告について（９月９日、９月１６日）

第４回検討会で「医療・介護関係事業者における個人情報保護の適切な取扱いのためのガ
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イドライン」（素案）が提示され、第５回検討会でも内容の検討をした。９月２４日、曰医の

関連委員会の第２回合同会議では、素案の問題点として、医療と介護を含めて指針を作るこ

との是非や個人情報5000件未満の事業者への対応、代理権を有する者の範囲などが挙げられ

た。個人情報保護法の平成17年４～５月施行に向け継続検討する。

５．第１回社会保障審議会・医療部会の出席報告について（９月１４日）

フリートーキングを行った。第五次医療法改正に向けて、特に医療提供体制と情報提供、

人材育成の３点を重点に今年度中にまとめる方針とされた。また、地方六団体提案の地方へ

の税源移譲による国庫補助負担金の廃止案について、厚労省から資料説明と地域格差が拡大

する心配がある旨の問題提起があった。

６．第45回日本人間ドック学会の開催報告について（８月26～27日）

第45回学会が名古屋で開かれ、総参加数は6,148人と盛況であった。８月２５日に理事会、

評議員会、２７日に人間ドック・健診施設機能評価サーベイヤー委員会を開催し､２８日の認定

指定医研修会には565名が参加。

７．第30回日本診療録管理学会学術大会、３０周年記念式典開催報告（９月16～１７日）

千葉・幕張メッセで開かれ、参加者は1,274名であった。初日夕の学会設立30周年記念式

典では功労者表彰が行われた。前日の理事会、評議員会では「診療情報管理士指導者」の資

格認定について平成17年度から実施することなどを決めた。

８．病院経営管理通信教育認定授与式の開催について

常任理事会終了後、病院経営管理者養成課程の第25回認定式を開催、今回の認定者は38名

で累計384名となる。

９．その他

①代議員の交替について

茨城県石岡国春→永井庸次

②「小児科紹介率に関する調査結果」について鴨下参与から、小児科の紹介率の低さが全

体にどう影響しているか、小児科を紹介率の要件から外すことの賛否などを集計したが、

なお検討が必要などと厚労省保険局等に報告した旨の説明。

③日本医療機能評価機構の医療情報サービス事業運営委員会出席報告（９月１５日）

診療ガイドラインのネット公開（Minds）対象疾患を選定、作成する委員会で、１５年度

の４疾患に続き、１６年度は８疾患を予定、医家向けに加え今回は一般向け公開分も作成す

る。

④平成15年７月、ＩＨＦ総会における秋山国際委員長の講演「Marketprinciplesin

healthcareandsocialsecuritypolicyinJapan」について、ＩＨＦ機関誌に掲載さ

れた内容の報告。

⑤１０月２２日、岡山開催の「救急医療防災セミナー」（四病協主催）について、プログラム

説明と参加協力の呼びかけがあった。

[協議事項］

1．当直医問題について

懸案となっている当直医の労基法上の問題で、厚労省はこれまで2,000病院に勧告、改善
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命令を出したとされるが、同じ厚労省内で医政局に調整してもらった結果、５年計画で改善

計画を出せば以後チェックはないだろうとの会長報告があった。

２．地域医療、モデル事業、厚労省との勉強会について

厚労省との話し合いの中で、医療機能の分化と連携には当然地域の医療体制が問題となり、

曰病は新規に地域医療委員会を立ち上げてこの課題に取り組んでいると共通認識で一致し

た。平成18年度に向けて「地域医療のあり方」を検討しようと、場合によってはモデル事業

を立ち上げ、各地域で使えるような研究を行い、曰病の大事なスタンスとして委員会でも検

討してほしい旨、会長報告があった。

また、人事異動があったので、医療保険、介護保険等でも病院団体と勉強したり、話し合

いの機会をもつことで一致した。委員会で呼びたい人がいれば対応することも含め、具体的

には総務委員会で検討することとした。

３．国庫補助負担金の改革について

地方六団体の三位一体改革に係る提案が出て、１７～18年度に税源移譲すべき厚労省関係の

国庫補助負担金総額が9,400億円余とされ、もし国からの補助金が廃止されて地方自治体の

裁量に委ねられた場合、医療体制の整備確保において更に地域格差が広がりかねないとして、

四病協は９月１５日、反対声明を関係方面へ提出した。

これについて討議し、国庫補助のすべてをゼロにすることは曰病として反対であるという

立場を確認し、実際に救命救急や小児救急の補助がどうなるのか、地方で確実に担保できる

のかということを確認するアクションを起こそうという方針。

４．混合診療の解禁問題について

混合診療問題は９月１０日、小泉首相が経済財政諮問会議において年内解禁の方向での結論

を指示し大きな動きが出たが、この問題について曰病・四病協の委員会等、また曰医との懇

談会における議論を踏まえ、曰病の対応について討議した。

その結果、混合診療が解禁されることで国民皆保険が崩れていくという危険性と、特定療

養費の活用で対応が可能なこと、これを国民に正しく理解してもらう広報活動がポイントで

あるという意見に集約され、総務委員会として早急に詰める。

５．中医協問題、病院団体の連合について

中医協見直し論は８月２５日の中医協総会でも表明されており、病院団体代表の参加を求め

ている曰病の立場を踏まえて、外から見てもわかる窓口としての病院団体の連合のあり方に

ついてどう考えるかという問題提起があったが、時間の関係で十分な議論とならず、継続審

議とされた。

第７回常任理事会

平成16年10月２３曰（士）日本病院会会議室出席者19名

［承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会１件、国立病院機構の再編による退会１件と賛助会員の入会５件承認。計、

正会員2,709会員（公的956、私的1,753,総病床数71万1,730床)、賛助会員540会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について
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（継続分）

①バリアフリー２００５の後援依頼元：大阪府社会福祉協議会

②第８回脂質栄養シンポジウムの後援：日本栄養・食糧学会関東支部

③保健・医療・福祉WebEXPOの後援：医療情報システム開発センター

（新規分）

①医療分野に於ける個人情報保護法に関するセミナーの後援

：医療ネットワーク支援センター

②『最新医療経営Phase3』創刊20周年特別記念フォーラムの後援：日本医療企画

③「医業経営の非営利等に関する検討会」委員派遣：厚労省医政局長

④部外委員会委員等の推薦について

医療関連サービス基本問題検討会委員：厚生労働省

ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリーのあり方を考える懇談会委員：国土

交通省

国民医療推進協議会理事：日本医師会

継続についてはすべて承認。新規については①を承認。②は否認。③は武田副会長、④は

順に池澤副会長、梶原常任理事、山本会長の推薦（就任）を承認。

３．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

京都・武田病院健診センターの機能評価認定を調査報告書にもとづき承認。６件のパイロ

ットスタディの後、手上げによる認定第１号となる。

４．第２四半期一般会計及び特別会計の収支・監査報告について

７月１日から９月３０日までの第２四半期一般会計の当期収入5,701万円、支出合計１億224

万円及び事業特別会計（当期収入4,214万円、支出合計6,853万円）等５つの特別会計の収支

報告について、予算対比とともに説明され承認。

[報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①インターネット委員会（９月３０日、１０月１５日）

第２回インターネットシンポジウムを「病院のＩＴ化の光と影」として平成17年の曰病

学会で行い、インターネット会議システムのデモ見学を企画した。日本病院会のロゴマー

クは総務委員会で予算検討し、ロゴタイプ（文字）を選定した。

②病院経営管理者教育委員会（１０月ｌ曰）

本通信教育のシラバスの基本的考え方として、①医療に関する知識、②経営に関する知

識、③両者を用いて管理するための知識とした。

③診療情報管理士教育委員会（10月１日）

平成絵16年度夏季試験合否判定の結果､前回保留者を合わせ総計1,131名の認定数となる。

専門課程小委員会（１０月７日）ではリポート、試験等を検討。

④予防医学委員会（10月ｌ曰、１０月１４日）

人間ドック判定・指導ガイドライン作成委員会（10月ｌ曰）では乳房触診にマンモグラ

フィと超音波の追加を検討。サーベイヤー事務系の補充を計画。
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⑤人材育成委員会（10月７日）

病院長・幹部職員セミナー及び臨床研修指導者養成講習会と当委員会との関わりが未整

備で来ており、総務委員会でもう一度整理することとした。

⑥医療経済・税制委員会（１０月１２曰）

規制改革・民間開放推進会議のいう「混合診療が容認されるべき具体例｣について委員会

で実態調査することとした。

⑦地域医療委員会（１０月１５日）

「地域医療の実態」をテーマに医療計画の見直しを含め、各委員から実態報告があり、

医療資源の地域偏在等への対策を検討することとした。

⑧雑誌・ニュース編集委員会（10月１５日）

曰病ニュース新春座談会は長期的展望をテーマに企画することとし、曰病雑誌の表紙変

更案を総務委員会に上げて１月号から実施。英文誌も変更する。

⑨ＩＣＳ養成小委員会（１０月１８日）

１１月から始まる第３回感染管理講習会の実施に向けて協議。募集定員は450名とし、３ク

ールとも東京港区の同一会場にて実施する。

⑩医療制度委員会（１０月２１，２２日）

混合診療解禁反対・特定療養費の堅持で十分であるという主張を国民にアピールするた

めの、メディアへの対応を２日間討議した。

⑪ホスピタルショウ委員会（１０月４日）

平成16年の結果報告があり、17年は７月１３～１５日、東京ビッグサイト開催。テーマは「確

かな健康・医療・福祉一クオリティの高いサービスをめざして｣。

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会、介護保険小委員会合同委員会（１０月１日）

厚労省医療課長から18年度の診療報酬及び介護保険同時改定と混合診療問題の説明を受

け、意見交換。１８年度改定に対しては17年３月には四病協の要望をまとめる方針とした。

混合診療問題は外保連、内保連の動きを含めて説明。

②医業経営・税制委員会(１０月６日）

規制改革・民間開放推進会議の「株式会社等の病院経営参入」提言に対して、医療の非

営利原則を守る観点から「参入不可」とする委員会の見解をまとめた。

③医療制度委員会（１０月１２日）

「医療計画の見直し検討会・ワーキンググループ報告書」を検討、基準病床の算定が課

題であるが、三位一体改革の地方六団体提案によって報告書が絵に描いた餅にならないよ

う要望する。医療法の医師数算定の全国一律基準を問題視した。

３．ＡＨＦ理事会の開催報告について（１０月８日）

タイ・バンコクでアジア病院連盟（ＡＨＦ）理事会が開かれ、インドが加盟するなど－部

加盟国の交替と、学会のあり方などを討議した。

４．その他
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①人間ドック学会・学術図書編集委員会（１０月１日）

第46回学会日程について説明。健康医学の編集、投稿規定について協議。学会の日本医

学会加盟申請に取り組むこととした。

②厚労省から９月３０日付、「改正特区法の医療法等の特例運用について」と10月1日付、「医

療安全推進週間の実施について」の通知。

③医療機能評価機構・改定部会（１０月１日）

評価項目バージョン5.0について最後の詰めを行った｡11月上旬に上部委員会に提出する。

④社会保障審議会医療部会（１０月１４日）

三位一体改革の地方六団体提案は補助金削減等で確実に医療提供体制の確保ができるか

監督が必要とし、医療機関のインターネット情報は規制が必要と論議。

⑤「臨床検査技師法改正案」の臨時国会提出について、日本臨床衛生検査技師会から趣旨

説明があった旨の報告。

⑥国土交通省・ユニバーサルデザインの考え方に基づくバリアフリーのあり方懇談会（１０

月１５日）

旧建設省のハートビル法や交通バリアフリー法関連の見直しを検討する第１回会議に病

院の立場から出席。

⑦曰医・医事法関係検討委員会、診療情報の提供に関する指針検討委員会合同委員会（１０

月２２日）

個人情報保護法の厚労省ガイドラインが次週決まるので、曰医の施策を決める。

⑧保健・医療・福祉WebEXPOは来春、第３回開催から常設に。

[協議事項］

１．国民医療推進協議会総会について

１０月２１日、曰医会館での「国民医療推進協議会総会」に山本会長が出席。曰医中心に医療

関係35団体が参加し、混合診療に反対していく継続的な協議会として立ち上げた。具体的に

は署名運動と地域集会を行い、戦略的には「国民のみなさん、わたしたちの国民皆保険制度

を守りましょう！」と訴えるポスター、チラシを配り、職員や患者さん等に説明して１病院

1,000名の署名を目標とし、１１月１２日までに曰医に届けることとした。地域の病院協会とし

てまとめる場合は報告をいただき、運動に賛同することを承認した。

２．混合診療について

９月の役員会決議を受け、混合診療問題の国民への理解を得る目的で、曰病独自のポスタ

ー及びチラシ（案）を作成した。ポスターは２点、黄色の危険信号を表す交通標識の中に、

保険診療と自由診療の線が混じって一本となった行き先に「混合診療」の文字と、その下に

「本当に患者さん本位の医療なのでしょうか？」と書き、もう一点は、ピュアな赤ちゃんの

眼を大写しにしたデザインで、いずれも患者さんや一般の人に、規制改革・民間開放推進会

議の意見を鵜呑みにしないで混合診療のおかしなところを考えてくださいという狙いで作

ったと説明。これを会員に配布して院内掲示してもらい、またチラシを配って、患者さんや

一般の人に、この問題は病院・診療所の利益のために行うのでなく、国民が良質の医療を受

けられなくなる危険性があるので共に協力し理解してもらうような運動を展開することを
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強調することとした。先の日医のポスター、チラシとはダブることとなるので、その点もあ

わせ協力依頼することとなった。

もう一点、医療制度委員会の報告にあるように、メディアとの２回目の懇談を本日より２

日後に予定しているので、それに向けて曰病の姿勢や、どう主張していくのかの議論を整理

した。混合診療解禁によって民間保険が入り、保険診療が縮小し、医療費が膨らみ、国民の

負担が増すという図式をわかりやすく、また、現状保険外診療を混ぜても全額自己負担とせ

ずに病院の負担でやっていること、入院患者の経済力の差によっては同室で同病の患者に違

った医療を行うことになりかねない、などと指摘があった。

３．個人情報保護について

厚労省の第６回「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」が９月３０日

に開かれ、前回提示された「ガイドライン（案)」の修正版について概略報告。個人情報保

護法は平成17年４月施行が予定され、医療関係はこの「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイドライン」が実質上の法律となるが、医療そのものには守

秘義務があるので関係者はやや無関心と心配な点もある。曰病ニュースに解説が載るが、来

春に勉強会などを企画して間違いのないよう対応したい旨の説明がなされた。

第８回常任理事会

平成16年１１月２７日（士）日本病院会会議室

第３回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第９回常任理事会

平成１６年12月１８日（士）曰本病院会会議室出席者22名

[承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の退会１件と賛助会員の入会１件、退会２件について承認。計、正会員2,707会員

（公的956、私的1,751,総病床数71万1,480床)、賛助会員数535会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

（継続分）

①第９回アジアメディカルショーの後援依頼元：同実行委員会

②消火栓等操作性評価委員会委員の委嘱：日本消防検定協会

③理事の推薦依頼：曰本医業経営コンサルタント協会

④公開シンポジウムの後援：小児科産科若手医師の確保・育成に関する研究班

⑤保健医療分野の個人情報保護セミナーの後援：医療情報システム開発センター

（新規分）

①大阪大学エキステンション・大阪大学高度医療教育講座「医療マネジメントセミナー」

の後援：大阪大学医学部保健学科長

②安全な薬剤管理・提供体制に関する指針作成プロジェクト委員の推薦

：日本病院薬剤師会

継続の②は土屋常任理事、同③は梶原常任理事、新規の②は池澤副会長が就任、他の依
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頼を承認。

３．委員会の新設について

曰病の時限委員会として「医療法人問題委員会」（仮）と「個人情報保護に関する委員会」

（仮）を立ち上げることとし、委員構成案が承認された。前者は厚労省の認定医療法人構想

を受けて曰病の方向性をだすこと、後者は平成17年４月施行の個人情報保護法に関して曰病

として認定団体資格を取得し院内掲示のモデルを作り、講習会も企画していくことを目的と

する。

さらに、厚労省に設置されたＦＴＡ交渉に絡む曰比間の看護師・介護士の派遣に関する委

員会への推薦依頼に対し、末永理事の派遣を承認。

［報告事項］

1．委員会、研究研修会の開催報告について

①経営管理委員会（11月３０日）

16年度検討事項として「病院の機能分化に伴う病院のあるべき姿」をテーマとし、急性

期病院と慢性期病院の概念についてまとめた。１７年度も継続検討とする。

②統計情報委員会、ワーキング委員会合同委員会（12月２日）

平成16年度診療報酬改定の影響度調査報告書は１月完成予定であり、「ＤＰＣ導入に伴う

病院経営手法調査」の可能性について討議した。

③感染症対策委員会（12月３日）

感染管理講習会の第３回・第１クールに435名が参加し、修了者に写真入ネームカードを

発行。今冬の感染症対策に関する各委員の論文を機関誌で広報する。

④ＩＴシステム委員会（１２月７日）

曰病の「私のカルテ」の携帯電話版について企画書が提出され、引き続き検討する。Ｉ

Ｔの現状は進んでおらず運用の問題点などでアンケート調査を計画する。

⑤医療安全管理者養成委員会（12月８日）

医療安全管理者の養成講習会修了者について継続研修を義務化し、１年２単位、５年間

１０単位以上の履修を課すこととした。四病協の承認を求める。

⑥予防医学委員会、人間ドック・健診施設機能評価合同委員会（12月９日）

機能評価の受審条件に年間受診者500人以上の基準などを設けることとした｡サーベイヤ

ーを増員して医師１００名、事務系57名体制となった。総合健診医学会の認定指定医制度から

の離脱が報告された。健診データの個人情報提供の同意を得ることを目的としたポスター

を作成し、健康医学の英文誌名は『NingenDock｣。

⑦雑誌・ニュース編集委員会（１２月１０日）

第54回日本病院学会の一般演題の表彰候補１０題を選定し、その他の優良演題について曰

病雑誌への掲載を依頼する。雑誌１月号から表紙を一変する。

⑧ホスピタルショウ委員会（12月８日）

ホスピタルショウ2005の企画展示について検討し、ポスターを選定。１月２５日に開催説

明会を行う。

⑨医療制度委員会（１２月１８日）
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本年１年のまとめと翌年度の取組みについて協議。混合診療は決着したが今後の中身を

見守る必要があり、中医協の問題は病院団体代表の参加を引続き求めていく。

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会（12月３日）

介護保険の居住費用の自己負担化に反対する要望書と、医療保険対応療養病床は機能分

化することで一般病床の急性期特化等が進むという提言を当局に提出。

②医業経営・税制委員会（12月８日）

自民党の17年度予算・税制要望ヒアリングに出席したが、団体が多く平成17年は２回に

分けるという提案も出た。

③医療制度委員会（12月１４曰）

地域医療支援病院の紹介率のあり方について討議した｡「医業経営の非営利性等に関する

検討会」の出席報告があり、認定医療法人の創設は株式会社問題と直結するので反対しに

くいなどと論議した。

３．「混合診療に対する声明」の提出について（12月２日）

混合診療問題は原点に戻って論議し、高度先進医療を提供する病院団体の意見を聞くべき

であるという趣旨の曰病の「声明」を小泉首相、尾辻厚労相、星野中医協会長に提出し、記

者発表した旨の報告。

４．国民皆保険制度を守る署名運動の結果について

国民医療推進協議会から12月２曰付、署名運動の結果として、参加36団体の獲得署名総数

は約600万人。これを与党国会議員（衆院221名、参院99名）に紹介議員となってもらって１１

月２５．２６日の両日、衆院議長（418万名分）及び参院議長（179万名分）あて「請願」として

提出した旨の報告。

５．医療情報システム開発センター理事会の出席報告（11月30日）

平成16年度事業計画及び収支予算案、規定改正案等が承認された旨の報告。

６．フィリピン病院協会総会の出席報告について（１１月24～27日）

マニラで開かれたフィリピン病院協会総会に会長代理で有我理事・国際委員が出席し、マ

シアス会長の３選に祝辞を述べた旨の報告。

７．第54回日本病院学会の収支決算報告について

７月、横浜での第54回日本病院学会の収支決算報告について了承。

８．日本病院会高知県支部長の交替について

高知県支部の細木支部長から瀬戸山支部長への交替届について了承。

９．その他

①医療機関及び医学研究における個人情報保護ガイドラインがパブリックコメントによ

る修正を経て、１２月２８日公表される旨の報告。

②経産省の「医療』情報管理者（ＣＩＯ）育成のためのモデルプログラム開発事業」の第１

回会議が12月６日開かれ、曰病から出席した旨の報告。

③第４回「医業経営の非営利性等に関する検討会」（12月１０日）が開かれ、第３回検討会
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から認定医療法人制度が提案されたが、その要件は社会福祉法人そのものであり異論も出

ている旨の報告。

④第４回社会保障審議会医療部会（１２月１６日）が開かれ、平成18年の医療法改正に向けて

医業経営の問題や人材確保、基盤整備を議題とし、認定医療法人制度や麻酔医の確保問題

が論点となった旨の報告。

⑤独立行政法人国立病院機構について、理事長の矢崎参与から組織や運営の状況、今後の

方向性などの説明がなされた。

⑥医療機能評価機構・改定部会（12月１６曰）が開かれ、Ver､５．０への修正を終わり、上部

委員会に諮って正式決定となる旨の報告。

⑦診療録管理学会の生涯教育委員会（12月２日）と講師会（12月２日）、及び通信教育の

コーディング勉強会（１１月１日～12月１２曰）について報告。曰病版ＩＣＤ－９－ＣＭ「内容

例示表」に続き、今回「索引表」を発刊した。

⑧ＩＴ化の時代に向け、医療分野の情報システムのセキュリティを含めて検討する法人を

つくる構想に曰病が参加することを了承した。

[協議事項］

１．臨床研修病院の評価について

１１月の役員会で提案のあった臨床研修病院のプログラム等の評価事業を、ＮＰＯ法人をつ

くって曰病主体に推進してほしいという案件について、総務委員会はこれに賛同することを

決めた旨の説明があり了承。

２．混合診療について

曰病の「混合診療に対する声明」を12月２日、小泉首相ほかに提出し、高度先進医療を提

供する病院団体の意見が聞かれていないとして従来から主張している論点を８項目挙げた

が、混合診療問題は12月１５日の厚労相と規制改革相の閣僚折衝で基本合意に達した。その中

身は、未承認薬の取扱いの迅速化を図ることであり、また、先進技術への対応を一定レベル

の医療機関で包括的に認めろというのはとんでもないと反対していたが、だいたい我々の主

張が採りいれられたと思う。具体的な問題はこれからであり、今後とも曰病として意見を出

していきたいなどと論議。

３．中医協改革について

中医協の改革は医師会などを外し、第三者の検討機関を厚労省内に立ち上げて検討すると

両閣僚で合意したとされるが、その際曰病として寸中医協を厚労省の外に置くという意見に

対しては、国民の医療や命を預かる国の義務として厚労省から外すべきでない。また、中医

協の機能を分けて中医協は点数だけやればいいという意見に対しては、日本のＥＢＭに則っ

て保険医療の適用を中医協で検討してきたものであり、機能を２つに分けることはおかしい、

と主張していくことを決議した。

４．医療法人制度について

医療の営利、非営利の論議から始まって、混合診療と株式会社参入の一体的攻勢があり、

今度は認定医療法人制度という限りなく社会福祉法人に近いものが提案されたが、この問題

も緊急に検討する必要があるとして曰病内に委員会を立ち上げることを決めた。これについ
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て、特定医療法人のように公益性が強く無税までもっていきたいという病院群と、そうでな

いものにはっきり分かれるのではないかなどと議論があり、新しい委員会で十分検討してい

くこととした。

５．看護職員の需給について

厚労省の需給計画では17年度で看護職員は充足すると言っているが、四病協が行った「看

護職員の需給に関するアンケート調査」では、全国的にまだ看護師の必要数は満たされてお

らず、現行数の１０～15％増が必要である。不足の地域格差も大きく、准看護師も同様の実態

があるなどのことがわかり、報告書を厚労省に提出する。ただし、不足と言うとＦＴＡの話

になり、フィリピンから入れようということでなく、需給の実態を把握して、計画を立てる

べきであると申し入れることとした。

第10回常任理事会

平成17年１月22日（土）日本病院会会議室出席者21名

［承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会１件、退会４件と国立病院機構の再編統合が２件、賛助会員の入会１件につ

いて承認。計、正会員2,702会員（公的955、私的1,747,総病床数71万900床)、賛助会員536

会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

（継続分）

①第53回日本医療社会事業全国大会並びに第２5回日本医療社会事業学会の後援依頼

元：日本医療社会事業協会

②生活習慣病予防週間の後援：厚労省健康局長

③第８回国際福祉健康産業展一ウエルフェア2005-の協賛

：名古屋国際見本市委員会

④研究開発セミナーの後援：日本医療機能評価機構

⑤設立30周年記念大会の後援：病院図書室研究会

①～⑤の後援・協賛依頼について承認。

３．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

１１件（つくば総合健診センター、横浜総合健診センター、東海記念病院健康管理センター、

人間ドックセンターウェルネス笹丘、吉田病院、山下病院健診センター、アクティ健診セン

ター、千里ＬＣ健診センター、長崎病院成人病予防センター、ベルクリニック、帝国ホテル

クリニック）の機能評価認定について承認。

４．療情報管理士認定試験・受験指定専門学校の指定について

専門学校1校（大阪府・関西医療技術専門学校）の指定を承認。

５．第３四半期一般会計及び特別会計の収支・監査報告について

１０月１日から１２月３１曰までの第３四半期一般会計の当期収入1,163万円、支出合計’億

1,496万円、事業特別会計の当期収入２億2,367万円、支出合計１億142万円、それぞれの概

要と累計について承認。
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[報告事項］

1．各委員会、研究研修会の開催報告について

①医療経済・税制委員会（１月１１日）

継続案件の「手術材料費の占有度に関する調査」はほぼ分析を終え、これをもとに18年

度改定に向けて手術料と材料費の分離請求等の３点を求めていきたい。

②経営管理委員会（１月１３日）

前回で急性期病院の概念を形成したことを受けて、医療の質との関連をふまえ、在院日

数短縮や患者紹介率など経営面から取り得る選択肢について論議した。

③予防医学委員会、人間ドック・健診施設機能評価合同委員会（１月１３日）

評価判定報告のあった１１施設について認定した。認定施設の評価結果のホームページ掲

載は、優、良、可、不可（認定せず）で公開することとした。

④診療報酬小委員会（１月１９日）

18年度改定に向けて重点課題を検討、患者紹介率の救急車搬送は自家用車で来院する救

急が多い地域の実態を反映していないと修正を強く求めるなどとした。

⑤対外情報委員会（１月20日）

今後、記者会見の定例化やニュースリリースの発行などを計画したい。なお、当委員会

の役割や位置づけを再検討し、トップ直結で動く部制に改変することを提案。総務委員会

で了承され、名称は常任理事会で「広報宣伝部」と決めた。

⑥地域医療委員会（１月１８日）

第４回医療計画の見直し検討会では一般と療養の区分はまだ定着していないとして、基

準病床数の算定式は未検討と報告。「地域医療の実態に関する調査」の実施計画を立て、２

月実施予定。

⑦医療制度委員会（１月22日）

ＤＰＣ導入の問題については中医協の調査専門組織から話を聞き、診療報酬小委員会の

メンバーも入って検討していく。その他ＦＴＡの問題等を議論した。

２．四病協諸会議の開催報告について

①総合部会（12月２２日）

認定医療法人制度構想について厚労省から説明を受け、意見交換。個人情報保護法セミ

ナーを２月東京と大阪で開催。四病協研修センターを四病協研修・認定センターと改称す

る。看護職員の需給アンケート報告書案が了承され、後日公表。

②医療従事者対策委員会（１月２１日）

看護協会から改正労働者派遣法の紹介予定派遣について、反対ではないが慎重に見てお

り、徐々に浸透してくると認識している旨の説明。「看護職員の需給調査報告書」はＦＴＡ

の後押しになるが“不足，，と結論づけ、厚労省に提出する。

３．臨床検査室認定プログラム開発委員会の開催報告

経産省所管の日本適合性認定協会の委員会であり、ISOl5189の国際資格に則った臨床検査

室認定制度を日本にも普及させる目的で検討している。検査所も対象となって、平成18年度
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を目標にプログラムを開発する計画。

４．曰医・病院委員会の開催報告

平成16年度委員会の第１回から第３回（８～12月）までを報告。植松会長から「今後の医

療提供体制の在り方」が諮問された。主な議論として医療費の枠、消費税問題、株式会社参

入、医療病床のあり方、地域医療支援病院等が挙がった。各病院の臨床検査室のレベルを客

観的に評価しようという目的で、日本臨床検査標準協議会と日本適合性認定協会が共同でプ

ログラムの開発を進めている。

５．その他

①日本人間ドック学会・新規サーベイヤー研修会、同.機能評価受審説明会の報告。

②外保連実務委員会報告（１月１７曰）

１８年度診療報酬改定に向けて加盟64学会に要望項目を３月１０日までに提出するよう依頼、

厚労省の実質改定作業から６月末には要望提出という計画を立てた。

③社会保障審議会統計分科会「疾病、傷害及び死因分類部会」（１月１３日）及び曰本診療

録管理学会「国際疾病分類委員会」（１月１９日）の開催報告があり、ＩＣＤ－１０、2003年版

の日本版の改正に向けて作業に入る旨説明。

④病院経営管理通信教育、第26.27回生の前期試験及び後期スクーリング（１月１０～１５日、

１月１７～22日）の開催報告。

⑤日本病院共済会が設立30周年を迎え、記念式典等を４月２３日、都内で開催する。

[協議事項］

１．病院団体の団結について

最近の曰病会員が減少傾向にあるなかで、組織対策として支部や地域病院協会との交流を

図るため、１６年末に山本会長が茨城県支部で講演し、京都の病院協会の幹部と話し合いを行

い、２月から３月にかけては和歌山、福岡両県の病院協会から呼ばれている旨の報告。この

ような活動を通して、将来的には日本の病院団体のあり方特に中医協の問題が17年末までに

方向が出るので、病院団体の窓口がどこから見てもわかるようになるよう積極的に働きかけ

て行きたいなどと論議した。

２．平成17年度事業計画（案）について

曰病の17年度事業計画・２２項目の大枠は16年と変わらず、その中で地域医療・医療保険制

度・介護保険制度に関する各調査研究が追加された。委員会の構成は16年と変わらず、研究

会は未定とし、病院長・幹部職員セミナーは会長及び総務委員会直結として８月１１～１２日に

東京で開催。事務長セミナーと看護管理者セミナーは単独及び合同開催の形で７月１３～１５日

に実施する。関連事業の医療安全管理者養成課程講習会は受講生枠の拡大を検討し、その他

の事業は基本的に変わらず、２月理事会で成案を得たいとして了承された。

なお、会員資格の定款改正の件は次の総会に諮る予定とし、新年賀詞交換会の18年１月開

催を計画した。会員との懇親会も５月の代議員会・総会のあと予定する。また、各学会で専

門医制度を取るために法人格が必要とされるが、日本人間ドック学会もその発展性を考えて、

取得検討していく方針とすることが了承された。

３．介護保険制度の見直しについて
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介護保険施設における給付の見直しとして、厚労省は介護保険制度改革案の中で居住費用

と食費を保険給付の対象外とする案を通常国会に提出する予定であるが、特養は住民票を移

すので居住化となるのはやむを得ないとしても、医療は元の生活に戻るのだから基本的にそ

の考えを医療の世界に持ち込むべきでない、介護療養型で食い止めるべきであると、改めて

四病協として要望していく方針を決めた。

４．日病の提言について

年度当初に示された曰病の活動方針のスケジュールに則り、各委員会は医療提供体制と診

療報酬制度について、医療の質と安全及び経営の視点から、そこに地域医療を共通項として

３月までに大きな方向をまとめ、診療報酬点数の細部は６月までにまとめるという方針を決

定。医療の高度化のなかで必要な医療費は確保していく、地域医療支援病院は紹介率より救

急などの機能を重視する、手術はモノと技術に分けて評価することとし、また、内科医の技

術評価が可能なのかなどと議論した。

第１１回常任理事会

平成17年２月２６日（士）日本病院会会議室

第４回理事会と合同開催（理事会の項参照）

第１２回常任理事会

平成１７年３月26日（士）如水会館出席者24名

[承認事項］

１．会員の入退会について

正会員の入会２件、退会10件と国立病院・療養所の統廃合による減が２件、賛助会員の入

会２件、退会７件を承認。計、正会員2,693会員（公的947、私的１，７４６，総病床数70万9,980

床)、賛助会員531会員。

２．厚生労働省及び各団体からの依頼について

（継続分）

①「第３４回日本医療福祉設備学会」の後援依頼元：日本医療福祉設備協会他

②「北海道ホスピタルショウ2005」の後援：日本経営協会

③「第25回医療情報学連合大会」の協賛：保健医療福祉情報システムエ業会他

④評議員への就任：医療情報システム開発センター

⑤第27回ＭＥ技術講習会の協賛：曰本エムイー学会他

（新規分）

①医療分野に於ける個人情報保護法に関するセミナーの後援

：医療ネットワーク支援センター

継続の①～③と⑤及び新規の①を承認。継続の④は宮崎瑞穂理事への依頼で承認。

３．人間ドック・健診施設機能評価の認定について

７件（札幌社会保険総合病院、聖隷健康診断センター、聖隷予防検診センター、本荘第一

病院、新宿ロイヤル診療所、ＪＲ東海総合病院人間ドックセンター、高崎健康管理センタ

ー）の機能評価認定について承認。
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[協議事項］

1．中医協問題について

中医協の在り方に関する有識者会議が過去２回開かれ、星野中医協会長と有識者との議論

では三者構成における病院団体の参加が医師会指名で入っている現状をどう考えているの

かなどと厳しいやりとりが行われるなど、中医協のことを真剣に考えている印象がある。こ

こにきて、有識者の改革案を前倒しして６月にまとめる骨太方針に盛り込むという報道もあ

り、風雲急を告げてきたとして病院団体の窓口論をめぐり討議した。

その中では、ハードな勤務医と開業医との差に対する不満があり、病院団体は何をしてい

るのかという声が出ているという問題や、公と私が一つになっている曰病から代表を出すべ

きで、終始一貫真っ当な主張をしてきたなどと意見があった。これを執行部として受けとめ、

病院団体の窓口問題に急ぎ対応することとした。

［報告事項］

１．委員会、研究研修会の開催報告について

①病院経営管理者教育委員会（３月１日）

シラバスの内容や講師、リポート、試験等各論を検討した。１７年度の受講生募集は現行

どおりとする。

②医療経済・税制委員会（３月１日）

調査の結果から技術料と材料費の分離請求、技術料の増額、材料費の迅速適正な加算の

３点を要望し、広報する。消費税の実態調査は四病協と曰医合同で計画。

③医療の非営利性検討委員会（３月３日）

医療法人の公益性をテーマに勉強会を開き、認定医療法人制度の提案内容と医療法人制

度の将来について論議した。

④救急医療防災対策委員会（３月７日）

１０月２２日長崎開催の救急医療防災セミナーについて打合せを行い、内容等を県医師会病

院部会と詰める。例年の委員会調査は「小児救急」を中心に企画。

⑤統計情報委員会・ワーキング委員会合同委員会（３月７日）

公私病院連盟との「16年度病院運営実態分析調査」を発刊した。「ＤＰＣ導入に伴う病院

経営の手法調査」は小委員会を設置して進めることとした。

⑥診療情報管理士教育委員会（３月１０曰）

平成１６年度冬季卒業試験の合否判定の結果、卒業認定者は総計564名。診療情報管理士ア

ンケートの報告書完成。基礎課程小委員会（３月７日）では17年度から導入するドリル形

式のリポートについて検討した。

⑦予防医学委員会、人間ドック・健診施設機能評価合同委員会（３月１０日）

機能評価受審施設について審議。７施設を認定、４施設を継続審議、２施設を認定保留。

１８年第１回世界人間ドック会議を開催予定。

⑧対外Ｉ情報委員会（３月１１日）

新媒体（プレスリリース）の発行を提案、「日本病院会通信」の名で４月中に第１号をリ

リースすることが了承された。メディアリスト先への送信となる。委員会は年度末で解散
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し、新年度から会長直轄の「広報宣伝部」として活動する。

⑨国際委員会（３月１２日）

アジア病院連盟のパーカー会長が来日し、関係者と懇談した。インドが新加盟となり、

ＩＨＦにおける中台問題で意見交換を実施。

⑩インターネット委員会（３月１５，１８日）

大阪府済生会吹田病院と厚生連安城更生病院を訪問し、電子カルテや院内ネットワーク

の視察を行い、個人情報保護法に伴う院内の取組みで説明を受けた。

⑪経営管理委員会（３月22日）

新たな経営管理手法としてのバランストスコアカードについて勉強したが、病院に適応

できるかという問題があり、成功事例を検討する必要もあるなどと論議。

⑫人材育成委員会（３月２２日）

事務長及び看護管理者セミナーを７月の国際モダンホスピタルショウ併設として開催す

る予定。研究会活動の再開要望が来ており、必要性を調査検討する。

⑬地域医療委員会（３月22曰）

２月諮問された「医療計画に関する今後の検討課題」のうち、地域包括的医療提供体制

をどう構築できるかという問題は、現在の各病院にある地域医療連携室は個々の医療機関

内の活動にとどまっているので、行政やＮＰＯによる広域医療連携センターの設置が必要

などとして答申をまとめた。

⑭医療制度委員会（３月２５日）

全社会保険病院のＤＰＣ対応についての調査報告をきき、曰病のＤＰＣ調査に当委員会

として関わることとした。次回診療報酬改定の要望事項の曰医提出分をまとめ、計１３事項

を挙げた。２月諮問のあった「医療費の総枠規制の導入に対する意見」として、その前に

保険制度改革が先であるとする答申をまとめた。

⑮研究研修会

・病院医療の質を考えるセミナー３月４日静岡県４５名

２．四病協諸会議の開催報告について

①医療保険・診療報酬委員会（３月４日）

中医協の在り方・有識者会議に対する要望書が提案され、８人委員会に上げることとし

た。１８年度診療報酬改定の四病協要望書は５月提出の予定。

②医療制度委員会（３月１５日）

医療計画の見直しに関する検討会報告をもとに、日常医療圏の設定問題などについて議

論した。

③総合部会（３月１６日）

経産省から医療経営人材育成事業に関する委員の派遣依頼を受けて全日病から人選する

こととし、厚労省の「医師の需給に関する検討会」に四病協代表のオブザーバー参加を求

めることとした。医療法人会計基準について四病協の意見がまとまらず各団体が対応する

こととし、中医協の在り方・有識者会議に対する要望書については内容等を含め、再検討

することとした。
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④曰医・四病協懇談会（３月１６日）

中医協の在り方に関する有識者会議や医療計画、ＥＰＡ（経済連携協定）について論議

し、医師需給検討会への四病協代表派遣を申し入れた。広告規制についてはネガティブリ

スト化を危'倶し、ポジティブリストを限りなく拡大するという方向で一致したが、曰病役

員会としても基本的にこれを容認した。

以下の報告事項については時間の関係で項目のみ読み上げて終了した。

３．第６．７回社会保障審議会医療部会の出席報告（３月４日、２４日）

４．第６回医業経営の非営利性等に関する検討会の出席報告（３月８日）

５．その他

①日本診療録管理学会・第３回編集委員会報告

②同・第12,13回診療情報管理士生涯教育研修会報告

③同.第５回理事会報告

④日本医療機能評価機構・第２回理事会・評議員会報告

⑤日本救急医療財団・第３１回理事会報告

⑥代議員の交替について香川県松浦達雄→小川維二

⑦第２回モデルシステム開発委員会／ワーキンググループ合同会議報告

⑧医療｣情報システム開発センター・第８6回理事会報告

⑨介護療養型医療施設における居住費・食費の自己負担導入に関する要望

(社)京都私立病院協会、京都介護療養型医療施設連絡協議会
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第４委員会・部会

医療制度委員会

１．開催回数１１回

２．出席者数延べ１３６名

３．協議事項

１）委員会の運営について

①副委員長、アドバイザー等の委嘱について

②小委員会の設置について

ａ）診療報酬小委員会

ｂ）介護保険制度小委員会

③今年度の委員会活動について

④新委員の委嘱について（平成１７年３月２６日付）

西岡情・横浜赤十字病院院長

三浦幸雄・宮城社会保険病院院長

２）当面の諸問題について

１

④新委員の委嘱について（平成１７年３月２６日付）

西岡情・横浜赤十字病院院長

三浦幸雄・宮城社会保険病院院長

）当面の諸問題について

①（平成１６年度）医療制度委員会の検討課題について

②国民皆保険制度が覆うべき範囲について

③混合診療解禁について

・混合診療解禁によって生じる問題の具体例について

④特定療養費について

⑤株式会社経営参入について

⑥病床規制見直しについて

⑦病院外来と診療所（門前クリニック）今後担うべき役

⑧中医協見直しについて

病院外来と診療所（門前クリニック）今後担うべき役割について

中医協見直しについて

中医協へ曰病代表が委員参画することについて

診療報酬のあり方について

現在の診療報酬における問題点について

ドクターフィーとホスピタルフィ－のあり方について

ＤＰＣについて

病院長の立場から見たＤＰＣの問題点について

ＤＰＣに関する調査の対象課題について

中医協：「急性期入院医療試行診断群分類を活用した調査研究」

高齢者医療制度について

療養病床のあり方について

終末期医療について

医療費の総枠規制について
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⑨
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他について
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⑯論点整理について

⑰曰比ＦＴＡ交渉での看護師等の受け入れについて

３）意見交換について

①ＤＰＣの今後厚生労働省保険局企画官中

②ＤＰＣと病院マネジメント

産業医科大学医学部公衆衛生学教室教授松

４）厚生労働省、日本医師会、四病院団体協議会等の関連委員会について

○厚生労働省

①「社会保障審議会医療部会」開催報告

②「医業経営の非営利性等に関する検討会」開催報告

③「医療計画の見直し等に関する検討会」開催報告

○日本医師会

①「社会保険診療報酬検討委員会」開催報告

○四病院団体協議会

①いわゆる「混合診療解禁問題」についての声明（案）について

②医療保険対応療養病床についての提言(案)について

③介護保険制度の見直しに関する要望書(案)について

○その他

①外保連：「総会」報告、「手術委員会」報告、「実務委員会」報告

②内保連：「例会」報告

③全自病：「医師確保対策等検討委員会」報告

５）その他

①「入退院マニュアル作成指針」（発行：日本病院共済会）の改訂について

②「労働ストレスの職種間比較に関する調査」への協力依頼について

４．総評

国民皆保険制度の堅持を確認した上で、保険医療の高度化や内容の充実に伴：

村健

晋 哉田

国民皆保険制度の堅持を確認した上で、保険医療の高度化や内容の充実に伴う医療保険制

度の守備範囲等をテーマに検討を行い、意見を取りまとめた。

○委員会での検討結果のまとめ

①中医協及び診療報酬調査専門組織分科会の委員に病院代表を医師会より多く入れる。

②混合診療は不要。特定療養費制度の拡大と機動的対応で十分。

③ＤＰＣは診療報酬小委員会でもう少し検討。

④療養病床は医療保険か介護保険かを介護保険制度小委員会でもう少し検討。

⑤診療報酬の抜本的検討。施設関連費用（ホスピタルフィ－的要素）の重視。

⑥門前クリニックの適否条件の検討。

⑦地域医療支援病院制度，地域医療の支援程度をサーベイして検証。

⑧救急医療体制の確立。

⑨病院の開設主体の再評価。
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○いわゆる「混合診療」の解禁について

①まず入口論ですが、規制改革・民間開放推進会議のメンバー構成は、議長を始め我田

引水的業界の方が主である。さらに、我々病院団体はもとより医療界の委員が居ない中

での一方的な議論である。

②次に我が国の医療の現状分析であるが、先のＷＨＯによる世界の医療アウトカム評価

の中で、健康寿命、医療の平等性などでＮｏ．ｌであり、ＧＤＰ比世界１８位の低い医

療費で、この優れた成果を得ており、今混合診療を導入する理由は全くない。

１００歩退いて、保険医療に間に合わない先進医療や新医療器材は特定療養制度で十

分機能している。

③我が国の保険制度は、２０世紀の世界文化遺産に称えられる。小泉内閣が金科玉条に

する米国の医療界が見習おうとしている程のものでもある。

今世紀も守り続けなければならない。

④混合診療の行く末は、昭和３６年以前の、国民皆保険前時代の不平等、不透明な医療

に戻る可能性がある。同室、同病の患者でもその経済力つまり貧富により違った医療を

受けることになり、保険診療の形骸化に繋がる。

また、医師の倫理観が揺らぐおそれがある。

⑤我々病院にとって、混合診療は浮利を得るチャンスであるが、国民にとっては重大な

不利益を生ずる可能性が強いので反対している。厚生労働省も省益ではなく、国民を守

る為に動いているのである。

⑥医療界は医師の新卒後研修制度や情報開示の促進、私立病院では非営利・公益性を高

める特定医療法人化などに努めている。その様な中での混合診療導入は時代に逆行する

ものである。

○療養病床のとらえ方

医療保険は急性期と亜急性期に特化し療養病床は一括して介護保険でみることについて

条件付きで賛成する。

①療養病床を介護保険でみる流れを認める。

②医療依存度が高い長期療養者は、ネガティブリストで明示して医療保険を適用する。

○現在の診療報酬における問題点他について

Ｉ現在の診療報酬における問題点について

１．特別な関係にある医療機関間の`情報提供の取り扱いについて

２．２００床以上の病院の再診時の処置・検査などの包括拡大について

３．地域医療支援病院の紹介率の算定式の矛盾について

４．複数の指導を行った場合でも、月に１種類しか算定できないこと

５．複数の診療科で診療を行った場合に、初診時および２００床以上の外来診療科が１

科でしか算定できない。各科専門医による高度医療が評価されていない。改善すべき
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である。

６．入院中の診療｣情報の提供が、退院時以外に認められないこと

７．院内体制の整備に関連する点数評価が低いこと

８．ＣＴ、ＭＲＩの月２回目以降の逓減について

９．臨床研修病院の機能を評価し、加算点数を十分考慮してほしい

１０．ハイケアユニット入院医療管理料のＩＣＵなどの前提条件を緩和し、点数を大幅に

アップを

１１．病院における食事は、治療の一環として保険給付を維持し、給付割合を下げないこ

と

ｌ２．亜急性期入院医療管理料の病床制限の緩和をしてほしい

13．回復期リハ病棟におけるリハビリ算定制限を解除

１４．患者相談、患者支援、医療連携の観点から、ＭＳＷ及びＰＳＷの業務を評価し、点

数化すべきである

１５．医療機器管理や衛生管理体制など医療安全の対策費を適切に評価すべき

16．自家採血輸血、自己血輸血保存に要する費用は、算定できないので、血液管理料を

要望

17．逆紹介換算の病床規制枠（２００床未満）の撤廃

１８．地域の病診、病病連携推進のために診療情報提供料のアップ

１９．病歴管理の重要性及び事務の増大により、診療録管理体制加算を大幅にアップ

２０．１Ｔ化のインセンテイブを与える対策として、ｌ電子カルテにつき加算を設けるこ

と

２１．ＩＣＵのまるめの中に、迅速病理診断料も含まれているが、別に算定すべきである

２２．小児の気管支喘息などの吸入療法は、外来における重要な治療法で、吸入療法を気

管支喘息、喘息性気管支炎、仮性クループなどの患児に実施すると、外来管理加算が

算定できないのは不合理である

２３．老人の場合複数の疾患を合併していることが多く、標袴科以外の受診を減算は不合

理である

Ⅱ病院と診療所の外来診療報酬の在り方

1．同じ医療行為には、同一の診療報酬が支払われるべきである。外来診療にかかわる

診療報酬は、診療所と病院の外来機能を明確にした上で一物一価とする

Ⅲ入院基本料に対する加算等への考え方等

１．医療安全管理の推進には、担当職員の人件費、医薬品費、衛生材料費等多額の経費

を要する。にもかかわらず、手当ては不十分である。入院医療の向上を図るための入

院基本料の見直しが必要である

２．入院医療費は年々増加しているが、その増加は、長期医療系サービス費の増加によ

るものであり、リハビリテーションを含む急性期の入院医療費は９７年以来減少を続

けている。これは、近年の急速な医療技術の進歩により、急性期医療を指向する病院
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が、設備と人的整備に多大な費用投入を迫られている実状と逆行するものであって、

経営に苦しむ病院が多い。この窮状を救うために、たとえば一般病床入院基本料Ｉ群

の引き上げが必要である。具体的には、Ｉ群入院基本料ｌで看護補助加算を認めてほ

しい

３．入院環境料（室料）は、入院基本料に包含されているが従来は１６５点であった。

資本コストや維持コストを全く反映していない

４．一般病棟入院基本料の看護配置をアップすべきである。

在院日数短縮により、２：１では足りない病棟もある。１．５：１看護は必要であ

り、新設すべきである

５．入院診療計画書は治療の設計であるからインフオームドコンセントとしての説明に

時間コストが大幅に要するため、入院基本料とは別に加算評価してほしい（インフォ

ームドコンセント加算の新設）

６．共同利用の観点から、療養病棟などの入院患者が、他の医療機関を受診したときの

入院基本料算定割合の改善

７．小児慢性疾患病棟にかかる入院基本料は、難病などに準じて障害者施設等入院基本

料の算定ができるようにしてほしい

○平成１８年４月診療報酬改定に対する要望事項

(重点要望事項）

１．同じ医療行為には、同一の診療報酬が支払われるべきである。外来診療にかかわる診療報

酬は、診療所と病院の初診料、再診料は同じであるべきである。

複数の診療科で診察を行った場合に、初診料および２００床以上の外来診療料が１科でし

か算定できない。各科専門医による高度医療が評価されていない。改善すべきである。

同時に複数の診療科について、各々異なる医師が診察した場合でも、診療料は、１回のみ

の算定となり、他の診療科の医師の技術料が評価されていない。

２．複数の診療科で診察を行った場合に、初診料および２００床以上の外来診療料が１科でし

か算定できない。各科専門医による高度医療が評価されていない。改善すべきである。

同時に複数の診療科について、各々異なる医師が診察した場合でも、診療料は、１回のみ

の算定となり、他の診療科の医師の技術料が評価されていない。

３．ＮＳＴ（Nutritionsupportteam）はチーム医療の最たるものであり、多くの病院で活躍

している。患者相談、患者支援、医療連携の観点からＭＳＷ、およびＰＳＷの業務を評価し、

点数化すべきである。

(要望事項）

４特別な関係にある医療機関間で診療'情報の提供を行った場合には、本来の点数が算定でき

ず、逆に紹介を受けた場合も、紹介率の計算から除外になり、適切で自由な医療を享受した

い患者側の意思も無視する形となっている。

５．ＣＴ、ＭＲＩについて、月２回目以降の撮影時の点数が大幅に逓減されるが、１つの医療
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行為に対しての点数が曰により異なり、患者側への説明が難しく、同じにすべきである。

６．入院中に他の専門的な診察が必要になり、他院の診察依頼の診療'情報の提供を行った場合、

’情報提供料を算定できるようにすべきである。（療養担当規則１６条に相反する）

７．自家採血輸血、自己血輸血保存に要する費用として、血液管理料を要望する。

８．平均在院日数短縮等により、従来の２：ｌ看護基準では対応できない病棟もある。１．５：ｌ看

護基準の設置を要望する。

９．亜急性期入院医療管理料の病床割合制限を緩和し、療養病床にも認めるものとする。

（ただし上限は30床とする）

１０．急性期入院加算、急性期特定入院加算の紹介率の算定式の分母から小児患者を除外すべき

である。

また、分子の「救急搬送患者」から、単に「救急患者」にすべきである。

紹介患者数十救急患者
急性期入院加算等の紹介率＝－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

初診患者数一時間外・休日・深夜受診の小児初診

○医療費の総枠規制について

将来的に医療費の総枠規制の導入が、日本の経済情勢によって必要な時期が来るかも知れ

ないが、先ず医療提供側に改革を求める前に、保険制度改革を行うべきである。

特に、高齢者の増加に伴う疾病構造の変化、医療の進歩・高度化、などを無視した経済財

政諮問会議が言うＧＤＰの伸び率内に抑制しようとする政策は、全く医療現場を知らない空

想論である。

１－１診療報酬小委員会

１．開催回数２回

２．出席者数延べ９名

３．協議事項

ｌ）取り組むべき検討課題について

２）意見交換について（医療制度委員会と合同開催）

①ＤＰＣの今後

厚生労働省保険局企画官中村健二

②ＤＰＣと病院マネジメント

産業医科大学医学部公衆衛生学教室教授松田晋哉

４．総評

平成１５年１２月１２日に中医協で了解された「平成１６年度診療報酬改定の基本方針」

のうち、１８年改定で対応する予定となっている項目を踏まえ、当委員会で重点的に取り組

むべき研究課題の選定を図Ｄ、特にＤＰＣの問題を中心に意見交換を行った。
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２医療経済･税制委員会

１．開催回数９回（内１回、医療制度委員会と合同）

２．出席者数延べ６６人

３．協議項目

（１）委員会の運営について

（２）論点整理について

（３）平成１７年度税制改正要望（案）について

（４）平成１６年度委員会活動について

（５）病院医療材料の診療報酬上の評価に関する調査について

（６）病院建物耐用年数実態調査について

（７）病院経営分析調査（平成１５年度）の実施について

（８）医療法人を通じた株式会社等の医療機関経営への参入について

（９）平成１７年度予算・税制改正要望ヒアリングの開催について

（10）手術に用いられる保険適用外診療材料について

（１１）手術材料の診療報酬上の評価に関する調査について－材料費の占有度

（１２）平成１８年度診療報酬改定に向けて

－手術材料の実態調査の結果に基づいて－

（13）消費税問題について

４．総評

山本新執行部が発足し、委員会構成は６区分・２０委員会に再編成して、山本新執行部が発足し、委員会構成は６区分・２０委員会に再編成して、６区分それぞれ

に担当副会長を配した。「政策に関する委員会」の中に含まれ、委員長は都立豊島病院長関口

令安先生。副委員長は福田浩三常任理事。最初の会合は医療制度委員会と合同で５月１４日

に開催し新年度の業務が開始した。

2002年の診療報酬改定によって、施設基準に適合しない施設の手術点数が、７０/100に減算

された。この影響を調査する過程で、手術料に包括されている材料費の占有率が高い手術が

多く見られた。当委員会で約300病院からの集計について、2003年８月の病院長・幹部職員セ

ミナーで報告したが、今回調査内容の精度をさらに高めるため、改めて関東近辺の３１病院

に依頼し、２７病院（199床から956床）からデータが提出され検討した。調査対象手術は、

身体各部位（臓器)、各診療科を網羅し、普遍的であって、窓意的でないことに留意して、３

６項目の手術について調査した。

手術料に包括される材料費率（中間値）について、診療報酬の手術料に占める材料費の割

合が１０％未満は４項目の手術であった。１０～２５％未満が２６項目、２５％以上の材料

費率を認めた手術は６項目あった。特に内視鏡下手術においてはデイスポ製品使用で高額と

なって、中間値４８．６％にいたる手術も存在する。

今回調査した３６項目の手術のうち、実質１４項目の手術で点数の引き下げが行われた
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（４．６～４．８％)。しかし、保険に包括されている医療材料の購入価格はほとんど変わって

いない。これは保険点数の引き下げは、技術料の減額にほかならない。こうしたことから、

手術料と材料費を別に評価する「モノ」と「技術」の分離の必要がある。

以上の観点から、平成１８年診療報酬等改定に向けて、１）手術技術料と材料費の分離請

求、２）手術技術料の増額、３）手術材料費の迅速適正な加算という３点を求めていくこと

になった。

病院経営分析調査について、調査対象は日本病院会会員病院、調査期間10/25～11/１２、集

計内容は経営主体別、病床規模別、黒字・赤字病院別等。５期継続している定点観測病院に

ついては今回も協力をお願いした｡調査結果について､発送件数2,562会員で回答数は544件、

回答率２１．２％･内訳は公的･私的病院それぞれ334と210件｡その内定点観測病院は９８件。

平成１７年度予算・税制改正要望ヒアリングの開催について、自民党の予算･税制に関する

協議会が１１月１０日開かれ関口委員長が出席。予算要望として国庫補助負担金の削減、公

的医療保険制度の基盤強化という２項目。税制については、重点要望項目として消費税問題

は「医業及び介護に係る消費税については社会保険診療報酬及び介護保険介護報酬に係る…

…」と改め、最後の但し以下の文言を削除した。その他要望項目は国税４項目、地方税３項

目。また、公明党、民主党のヒアリングがそれぞれ１１月１６日、１７日に行われ、池澤副

会長が出席した。

地域医療委員会

・開催回数７回

・出席者数４９名

・協議事項１）今後の検討課題について

２）特定機能病院の承認要件の変更について

３）病床規制の見直しについて

４）会長からの諮問事項

「いくつかの特徴的な地域をモデルケースに、医療機関の機能分担と診療連

携がどのように行われているか、専門疾患の連携も含め、今後の地域医療の考

え方はいかん」

５）地域医療の実態について

６）地域医療の実態に関するアンケートの調査項目について

７）地域包括的医療提供体制について

、総評

・委員会の開催状況

第１回委員会６月２３日（水）午後12～２時20分日病会議室９名
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第２回委員会８月１０日（火）午後３～５時日病会議室９名

（鴨下重彦参与を招致）

第３回委員会９月１０日（金）午後２～４時日病会議室６名

第４回委員会１０月１５日（金）午後２～４時日病会議室７名

第５回委員会１１月９日（火）午後２～４時日病会議室４名

第６回委員会１月１８日（火）午後２～４時日病会議室６名

第７回委員会２月１６日（水）午後２～４時日病会議室８名

（梶尾雅宏企画官を招致）

・本年度の検討結果

1）第１回から第５回までの委員会の検討結果を踏まえ中間とりまとめとした。

日本病院会第５回地域医療委員会のまとめ

わが国医療の現状をみると、医療資源の地域偏在、特に医師の都会志向がみられる。この傾向

は新医師臨床研修制度による研修医マッチングの結果をみてもより顕著になりつつある。

しかし、患者本位の医療提供、医療サービスの効率性を図る観点から、医療機関の機能分化と診

療連携は課題であり、そのため地域に核となる病院が求められる。現行の地域医療支援病院（特

定機能病院は別と捉える）がその任に相応しいが、これまでの支援病院８０病院は医師会立病院

と人口密度の高い地域の基幹病院の二種に集約される。従って、地域医療支援病院に本来期待さ

れる役割から、紹介率だけでなく機能を重視した要件に見直しを図り、少なくとも二次医療圏に

１箇所は設けるようにしなければならない。地域の医療事情として、長野県の佐久地域では人口

１１万人（市部６万４千人、郡部４万６千人）に対し医療機関数は４８施設（市部３５施設、郡

部１３施設)、佐久総合病院を除くと郡部には小児科、産婦人科、眼科、耳鼻科、泌尿器科、皮膚

科等の医師は存在しない。平鹿総合病院の場合では当該病院の医師が病院の周りに開業しても、

一時的に患者は誘導されるが、また病院に戻ってくるとされている。また、全国の厚生連病院の

紹介率分布をみると、診療圏人口が４０万人までは紹介率はあがるが、それ以上は伸び悩むとい

うデータである。

このような状況から『医療には地域特性がある』とされ、その特`性を生ずる要因として、医療機

関の量と質、広域性、高齢化率、医師確保の地理的・物理的困難性、地域医療活動、交通へのア

クセス状況等があげられるが、要約すると、医師の分布と人口密度に帰結する。

以上より今回の医療計画見直しにあたり次のことを要望する。

1．医師の地域偏在

都道府県による差だけでなく同じ県内でも医師の偏在が顕著なので、地域特`性を踏まえ二次

医療圏の区分を柔軟に設定できるようにする。

（中核病院とサテライト病院、診療所との連携ができやすいような区分にする）
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2．地域医療支援病院

機能的に地域医療支援病院となっている病院の紹介率算定式は数種類用意して適応しやすい

ようにする。

例えば、小児科患者を含めるか否かは各病院の選択とする。また、特定の診療科目の医療機

関が近隣に著しく少ない場合は、当該診療科の患者を含めないことができる。

・救急患者搬送状況の一定割合を占める病院は紹介率の要件に代えることができる。

3．救急医療は小児救急も含めて二次医療圏で可能となる体制が望ましい。

具体的には、二次医療圏の線引きは病床の配置、総数によるのではなく、病床の機能が偏在

しないように行う。加えて、心臓外科、血液内科、エイズ診療、臓器移植は広域区分によって

件数の集中化を図り提供できるように考える。以上

平成16年11月９日

※日病地域医療委員会

委員長林雅人、副委員長渡部

委員舘田邦彦､夏川周介､松本

真鍋克次郎、吉井宏

、

透
妨

２）中間とりまとめで指摘された通り、「医療には地域特`性があり、全国一律に論ずる（決め

る）ことは出来ない」とよく言われるが、果たして正しいのか、もし正しいとしたら、そ

れは何によってもたらされるのか。その要因を分析したく、アンケート調査を実施するこ

とにした。３月２４日現在、７１０病院から回答が寄せられている。

３）第２回委員会で、社会保障審議会医療分科会座長鴨下重彦参与を招致し、地域医療の

なかで特定機能病院をどのように位置付けるか意見交換を実施した。また第７回委員会で

は、厚労省医政局企画官梶尾雅宏氏を招聰し、医療計画の見直しのなか提供体制がどう

変わるか、地域医療の実態を踏まえ議論を交えた。

４）厚労省「医療計画の見直し等に関する検討会」で提唱された“主要な疾病ごとの診療ネ

ットワークの構築,,構想に関して、厚労省から意見を求めて来た。会長より２月２６日の

役員会で、これを当委員会に諮問されたことを受けて、次の通り答申した。

医療計画に関する今後の検討課題

社団法人日本病院会

地域医療委員会

どのような地域包括的医療提供体制が組めるか

地域完結型の医療計画の目指すところは、地域における病院、診療所、福祉施設のみなら

ず、多種多様な医療関連機関、職種の有機的連携、すなわちシームレスな地域医療ネットワ

ークの構築であろう。

そのためには、現行の各病院で設置している地域医療連携室がまだ個々の医療機関内の活

動にとどまっているのが実↓情と思われることから、行政もしくはＮＰＯによる広域医療連携
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センターなる機関の設置が望まれる。

この機関の機能としては各施設の連携・調整以外に次のようなものが必要と思われる。

・医療圏ごとの医療資源（施設、機器、人員）の現状分析と目標設定

・広域の医療情報管理（疾病登録、ことに地域がん登録）とＩＴ化による医療情報ネットワ

ークの構築

・疫学研究

・疾病費用研究

・予防・スクリーニング・治療などにかかわる医療技術の経済評価研究

・診療ガイドラインの策定

・住民、患者教育・啓蒙ツールの策定と普及活動等

以上のような機能を持った地域・施設モデルの設置が望まれる。

○そのためにも、先ずは医療機関別に実質的に提供できる医療内容がどのようなものかを認識

する必要がある。→在宅診療で提供できる医療内容は？診療所の提供できる医療内容は？急性

期診療を扱う病院で提供できる医療内容は？療養型診療を行う病院で提供できる医療内容は？

等々…

日常医療圏で求められる医療内容は次の通り。

ａ・予防医学的医療

・潜在する疾病の発見（早期発見を含む）

・生活習慣病予備群の模索と予防

・生活習慣病患者の生活指導と生活習慣病のコントロール

ｂ、要治療患者に対する医療

・救急診療システム

初期、二次、三次救急体制の再編成

さほど緊急性のない時間外診療に相当する患者への診療体制

・症状のある患者の診断・治療、治療を要する疾病をもつ患者の治療

系統疾患群別の完結診療システムと、個々の患者を包括的に診療する

体制の構築…チーム診療と医療連携：各医療機関はその規模と機能に応じて機能特化し、

それらの医療機関が密接な連携を図ろ

○そもそもこれらは医師が充足している地域で可能となる医療体制である。まずは地域の医

師不足解消に向け打開策を実行すべきであると考える。

殊に夜間救急の際の医療スタッフ不足は早急に対策を講じなければならない問題である。

現行の地域医療支援病院にその役害Ｉの一端を担うように義務づけるなど解消は図れないか。

同様に、医学．医療の進歩と分化に伴って、医療各分野における専門的医師の絶対的、相

対的不足状態が生じてきており、その対応策がなされなければ、更に医療の地域格差が深刻

化することが想定される。

－７８－



考えられる対応策は次の通りである。

・医療各分野における専門的医師の増員

・各分野診療の標準化とシステム化による質の確保

・包括的あるいは全人的医療という観点からは、個々の患者に対するチーム

あるいは連携診療の推進と診療をコーディネイトするシステム構築あるいは主治医的医師

の育成

○直近の医療現場で起こっている問題点

休日・夜間に小児救急患者が２次救急医療機関に来診するも、緊急入院が必要な患者は５％

前後である。多くは１次救急で対応可能なのに拘らず、直接２次救急に来院してくる。その

結果、２次救急医療機関の医師は疲弊しており、開業医志向が強くなり、病院は勤務医不足

と悪循環に陥っている。

地域住民が先ずは近くの診療所にかかるように行政が教育する一方で、患者も近くの診療

所に行くよう心掛ける必要があるのではないか。他方、診療所が夜間・休日は診療していな

い場合が多く、これは地域に応じて病診協力体制をとるか、輪番制をするかなど完結できる

方策をとるべきである。

○地域によっては医療機関完結型で十分な医療が提供されている処が数多くある。そこでの

問題点が今後の構築に役立つと思われる。

Ⅱがん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病などのネットワークの在り方について

●ネットワークの在り方に関する共通的な問題点

○拠点病院から患者の流れを考えるのではなく、現行の医療機関がこれらの疾患に関して何

ができるかを積み上げてネットワークを構築してもらいたい。

○生活習'慣に対しては一次予防が基本であり、二次予防、三次予防を効率的に行うには地域

完結型の医療ネットワークの構築がペストと考えられる。当然、多種多様な医療機関、職種

の参画と連携が必要となる。そのためにも前述したキーステーションとなるべき機関の設置

が望まれる。

○患者の多様なニーズ、やはり自宅で、或いは自宅近くの医療機関にかかりたいという申し

出に対し、専門医による巡回診療を実行するなどネットワークにサブシステムを導入しても

らいたい。

○拠点となる病院の体制をどう考えているのか。また、地域に複数ある場合の対応など病院

間の調整をどうするのか。
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○医療は日進月歩の発展が著しく、また逆に絶えず新たな疾患が生まれる可能性を内在した

分野である。今日の主要な疾患は必ずしも明日のそれではない。硬直化したネットワークを

敷くことにより、新たな疾患に対応できないことのないようにしてもらいたい。また、民間

病院の参画に対しては将来に生じるかも知れないリスクを考慮してもらいたい。

○挙げられている主要な疾患にl)心臓手術、不整脈、特に心房細動対策、２)大腸疾患対策、

３)肝臓疾患対策、４)呼吸不全対策を加えられるよう望む。

○各種がん検診、糖尿病を含めた基本検診の受診率は現在でよいか。更に向上させるとした

ら目標値はどれぐらいか。

○日常医療圏ごとに発生する疾病（がん、脳卒中、急`性心筋梗塞、糖尿病）とその治療成績

の評価システムの共有化。

○ネットワークは各日常医療圏で働いている医師数不足では組み得ない。

●がんについて

○現在のがん診療拠点病院システムを拡大してネッ

診断精度、治療による死亡率と改善率

トワークを作る。

●脳卒中について

●急性心筋梗塞について

○既に各地域でネットワーク化が行われている。

診断精度、治療による死亡率と改善率

●糖尿病について

○単に疾患のみでなく、合併症に対処できる体制を構築する。

診断精度、治療による死亡率と改善率

Ⅲ、地域の医療を評価するにあたり活用すべき指標について

●既に取れる指標

１）日常医療圏での救急患者比率

２）患者紹介率

３）疾患（がん、脳卒中、心筋梗塞）の死亡率

脳卒中のＡＤＬ改善率

糖尿病合併症の発生率

糖尿病予防対策のレベル
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４）

５）

６）

７）

８）

９）

10）

小児救急のカバー率

平均寿命

医療費

各種検診カバー率、検診精度、フォローアップ体制

地域特'性（医療機関・医師の分布状況、人口密度、交通状況、気象状況等）

在宅医療のカバー率

福祉機関・施設の整備状況

●将来取るべき指標

１）救急患者比率による評価

２）疾病（脳卒中、心筋梗塞）患者のＱＯＬ

３）生活習慣予防対策の充実、健康教育・啓蒙活動の内容と実施率

４）真に必要とする専門医（例えば肝臓病とかＰＴＣＡの出来る医師）

５）地域疾患登録からみた罹患率、死亡率他各種統計

６）地域連携パスの作成率、導入率

７）治療ガイドラインの普及率

８）地域医療ネットワークへの各種医療機関の参加率と関与状況

の必要人数

４統計情報委員会・ワーキング委員会合同委員会

1．開催回数５回

２．出席者数５０名（延べ人数）

３．協議事項

・平成１６年度統計情報委員会の委員構成について

・当委員会の委員長、副委員長の選任について

・ワーキング委員会の設置について

・平成１６年診療報酬改定影響度調査の実施について

・平成１６年病院運営実態調査（全国公私との協力調査）の実施について

・第５４回日本病院学会のフォーラム協力について

・第５４回日本病院学会フォーラムの実施要領について

・フォーラムの成果について

・平成１６年診療報酬改定影響度調査報告書の取りまとめについて

・当委員会の委員交代について

・第５４回日本病院学会フォーラムの開催報告について

・当委員会に対する提案について

・ＤＰＣ導入に伴う病院経営の手法調査について

・平成１７年度委員会活動について
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６年診療報酬改定影響度調査報告書の作成について

６年病院運営実態分析報告書の発刊について

６年度事業報告の取りまとめについて

１
１
１

成
成
成

平
平
平

４．総評

本年度は新執行部の誕生により、各種委員会の見直しが図られ､当委員会の使命として、

各委員会での要望事項に関するＥＢＭの各種調査が要求された。また、従来から継続調査し

ている１．「平成１６年診療報酬改定影響度調査」「病院運営実態調査」を実施し、いち早

く会員各位に対し情報提供をした。本年度は診療報酬改定の年度にあたり、当委員会では

第５４回日本病院学会（神奈川・土屋章学会長）でフォーラム「病院機能の選択と診療報

酬改定の評価～機能分化と連携に成功する病院の意思決定を探る～｣を実施し好評を得た。

来年度は従来から実施している各種調査に加え、１８年改定に向け各委員会での提言等が予

想され当委員会での各種調査結果（EBM）が求められている。また、平成１７年度から当委

員会にＤＰＣに関し小委員会（DPCデータ調査小委員会（仮称））を設置し、ＤＰＣ区分とその

報酬の妥当性、病院経営への影響度等の調査を図る事とした。

５．医療の非営利性についての検討委員会

１．開催回数２回

２出席者数延べ１２人

３．協議項目

（１）医療機関の非営利性について

（２）公益性について－医療法人における公益性

４．総評

１２月１８日の常任理事会において、山本会長から日病のなかの委員会として「医療法人

問題委員会」（仮）を立ち上げたいと提案があった。その中身は、厚労省の認定医療法人構想

を受けて日病の方向性を出すこととして、委員長に武田副会長を提案し承認された。

まず「非営利性とはどのようなものか｣、１月２６日厚労省の医業経営非営禾Ｉ性検討会の委

員を呼んで話を聞いた。非営利の要件について、営利要件の反対で、出資者との間に持ち分

関係がない。所有者がいない。そして、利益の配分がないということ。

営利と非営利の利益獲得に関する相違点は、営利も非営利も利益を獲得する点では共通し

ている。営利は、際限ない利益追求を行う。これに対し、非営禾Uでは公平平等な医療を提供

することなどを目的としている。非営利では少なくとも営利のような際限ない利益の追求は

行われない。利益追求のレベルに営利と非営利では相違があるという認識が必要である。

非営利性の侵食の可能`性について、想定されるケースは営利企業との取り引きを通じてで
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ある。医療法人は医薬品会社、医療機器メーカーなどさまざまな営利企業との取り引きを通

じて、非営利性は侵食される局面が生じる可能`性が考えられるなどの説明。

公益`性の高い認定医療法人の創設などをはじめとした医療法人制度の改革について、非営

利性の徹底、公益性の確立、透明’性の確保など安定した医業経営の実現に向けての方向性を

提言していく。

予防医学委員会

、予防医学委員会

１．開催回数

２．出席者延べ数

３．協議項目

・
Ａ

ｅ

１４回

１１９名

理事・監事・評議員等の交代について

・日本人間ドック学会名誉顧問に推戴する会員及び理事・評議員等の異動

日本人間ドック学会施行細則の一部変更について

人間ドック・健診施設機能評価について

・人間ドック・健診施設受審説明会の開催について

・新規サーベイヤー研修会について

・審査方法等について

平成１６年人間ドック全国集計成績について

・平成１６年予防医学委員会報告(現況報告）

日本病院会人間ドック認定指定医制度について

学術大会「開催案内」「抄録集」等の編纂方法について

・学術図書編集委員の交代について

日本人間ドック学会平成１５年度収支報告及び来年度予算・事業計画(案

1．
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事業計画(案)につい7．

て

.平成１７年度事業計画(案）

・平成１７年度一般会計収支予算(案）

閉経後高コレステロール血症予後調査研究（ＰＭＨＰＳ）収支報告について

第４４回日本人間ドック学会（京都）開催報告について

・第４４回日本人間ドック学会会計報告

第４５回日本人間ドック学会（名古屋）について

第４６回日本人間ドック学会（秋田）について

次々期(第４７回・平成１８年度)学会長選出について

人間ドック全国アンケート調査の実施について

人間ドック認定指定医研修会の開催等について

－８３－

●
●

（
）
（
、
）
（
、
ｕ
『
．
〉

●
●
●
●
●

ｎ
ｍ
”
〉
１
０
Ⅱ
一
（
叩
／
／
〕
（
叩
く
、
〕
．
．
ｍ
バ
ー
△

勺
０
０
Ⅱ
（
己
Ⅱ
０
Ⅱ
（
勺
Ｏ
Ｂ
口
一
可
０
０
口
一
可
Ｏ
０
Ｈ
（



・第９回、第１０回の開催

個人`情報保護法について

国際人間ドック学会の設立趣意書等について

日本総合健診医学会について

健保連等との平成１７年度指定契約について

日本人間ドック学会の法人化について
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Ｂ・人間ドック認定指定医小委員会

１．開催回数２回

２．出席者延べ数６名

３．協議項目

１．第九回認定指定医研修会の企画について

２．第十回認定指定医研修会の企画について

３．その他

第９回人間ドック認定指定医研修会

会場：名古屋国際会議場センチユリーホール５６６名

開催曰：平成１６年８月２８日（土）

午前司会：笹森典雄委員午後司会：天川孝則委員

１０：００～１０：１５開会挨拶日本人間ドック学会理事長奈良

１０：15～１０：５０「健康増進法と健康診査等指針ついて」

講師：厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室長補佐武井

０：５５～１２：１０「糖尿病について」

講師：名古屋大学大学院医学系研究科

代謝病態内科教授大磯

１３：１０～１４：２５「前立腺癌の診断と治療」－ＰＳＡ検査の有用性一

講師：三重大学医学部泌尿器科教授杉村

１４：３０～１４：５５「人間ドック認定施設の現状評価と課題について」

治
曰
Ｅヨ

貞治

大磯ユタカ

杉村芳樹

講師：山中湖クリニック予防医療センター長日野原茂雄

第１ｏ回人間ドック認定指定医研修会

会場：東京教育会館一シ橋ホール４８５名

開催曰：平成１７年３月１２日（土）

午前司会：天川孝則委員午後司会：日野原茂雄委員

１０：００～１０：２０開会挨拶日本人間ドック学会理事長奈良昌治

１０：２０～１０：５０「人間ドック･健診施設機能評価について」

日本赤十字社熊本健康管理センター名誉所長小山和作

－８４－



１０：５５～１２：１０「ＰＥＴを中心とした検診システムについて」

講師：山中湖クリニック理事長兼院長井出満

１３：１０～１４：００「医療・介護関係事業者における個人Ⅲ情報の

適切な取り扱いのためのガイドラインについて」

講師：独協医科大学学長

１４：０５～１５：１５「人間ドックとメンタルヘルスについて」

講師：東海大学医学部教授

寺野 彰

保坂 隆

Ｃ・人間ドック判定・指導ガイトミライン作成委員会

１．開催回数１回

２．出席者延べ数１１名

３．協議項目

１．委員会の今後の運営について

２．健保連等との基本検査項目に関わる事項ついて

３．その他

、健診事業に関する意見交換会(健保連）

１．開催回数１回

２．出席者延べ数１１名

３．協議項目

１．平成１７年度の各種人間ドックに関する契約について

２．基本検査項目に関わる事項ついて

３．その他

く曰本病院会との契約＞

日本病院会とは、日本病院会とは、「施設機能評価事業｣により適格認定された施設について指定協議するこ

ととし､その利用契約を締結する。

．一日ドックとして新規に契約する場合､施設機能評価事業で認定された施設について、これ

を認める。

、二日ドックについては、これまで契約してきた「－泊人間ドック」指定施設について、継続

して契約する。但し二日ドックについて機能評価事業による評価如何によっては契約対象

から除外することもあり得る。

＜曰本総合健診医学会との契約＞

曰本総合健診医学会とは、従前の日本病院会から指定協議がなされていた｢総合健診｣に係

る施設の利用契約を新たに締結する。今後の新規施設についても認める。

＜全曰本病院協会との契約＞

全日本病院協会とは、引き続き、「日帰りドック」に関する契約を締結する。
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２．基本検査項目について(別紙のとおり）

(乳がん検診）

・乳房触診についてマンモグラフィー又は超音波と併用することとし優先オプション項目と

する

.梅毒検査については基本検査項目に入れるが希望者のみとする
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曰ドック・二日ドックに関する契約書

健康保険組合(以下「組合」という）が、その被保険者及び被扶養者(以下「被保険者等」という）

を対象に行う一日ドック、二日ドック（ただし組合が直接契約等により独自に利用する場合を除

く）に関し、健康保険組合連合会(以下「甲」という）と日本病院会(以下「乙」という）は、次のと

おり契約を締結する。

第１条この契約は、甲及び乙が協議して行う一日ドック、二日ドックについて、希望する

組合の被保険者等が利用するために必要な事項を定めるものである。

第２条一曰ドック、二日ドックの検査項目等は、甲乙協議のうえ別に定める。

第３条乙は、この契約による一日ドック、二日ドックの実施を申し出た健診施設の施設その

他の面から実施が適当であるかを総合的に審査判断し、甲と協議のうえ実施健診施設

を指定（以下「指定施設」という）し、期間を定め見直す。

第４条この契約による一日ドック、二日ドックの実施を希望する組合の申し込みは、原則と

して当該組合が直接、指定施設に対して行う。

第５条この契約によって行う指定施設の検査費用は、甲が調査するものとする。

第６条一日ドック、二日ドックを実施した指定施設は、すみやかに当該被保険者等に対し検

査結果を通知するとともに、その結果に基づいた保健指導を行う。なお、検査結果を

組合に通知する場合は、当該指定施設は本人の同意を得ることとする。

第７条この契約による一日ドック、二日ドックの実施に必要な諸手続き、利用の申し込み、

費用の請求及び支払い、その他この契約に定められていない実施細目に関しては、甲

乙協議のうえ別に定める。

第８条甲及び乙は、この契約に基づく業務の遂行上知り得た双方の機密を他に一切漏らして

はならない。

また乙は、指定施設に対して、次の各号について通知し、その遵守を求めるものと

する。

①個人』情報保護に関する法令等を遵守し、個人情報の保護に万全を期すこと。

②指定施設の責に帰すべき事由により、個人情報の漏えい等が生じた場合、当該指定

施設はその損害の責任を負うこと。

③甲及び乙から、個人'情報に関する管理状況等の検査について要請があれば、これに
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応じること。

なお、上記事項につき了解を得られない指定施設にあっては、これを指定解除す

る。

第９条甲及び乙は、この契約による一日ドック、二日Ｆツクの実施について著しく支障を来

したとき、又は必要ありと認めたときは、その都度協議して決定する。

第10条この契約の円滑な実施を図るため、甲乙間に一日ドック、二日ドック運営のための協

議会を設け、随時検討を行う。

第11条この契約の有効期間は、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までとする。

この契約満了１ヵ月前迄に、契約当事者のいずれかから意思表示がないときは、有効

期間満了の翌日において向う１年間順次契約を更新する。

この契約を証するため本書２通を作成し、双方記名押印のうえ各１通を保有する。

平成１７年３月１０日

甲健康保険組合連合会

会長千葉一男

乙社団法人日本病院会

会長山本修三

一日人間ドック・二日ドックに関する協定書

一日ドック、二日ドックの実施に関する契約書第７条により、その実施細目に関し健康保険組

合連合会（以下「甲」という）と日本病院会（以下「乙」という）との間に次の事項を協定する。

第１条被保険者及び被扶養者（以下「被保険者等」という）が一日ドック、二日ドックを

利用する健康保険組合（以下「組合」という）は、別紙様式第１号「健保連指定一

日ドック、二日ドック（別葉）申込書」、或いは乙が指定した一日ドック、二日ド

ックを実施する施設（以下「指定施設」という）が定める申込書に必要事項を記入

し、少なくとも２週間前までに指定施設に申し込む。

第２条前条の申込書により申し込みを受けた指定施設は、健診曰を決定の上、申し込みを

した組合に対し、別紙様式第２号「健保連指定一日ドック、二日ドック（別葉）利

用者通知書」、或いは乙が指定した一日ドック、二曰Ｆツクを実施する指定施設が

定める通知書を送付するものとする。
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第３条利用者通知書の送付を受けた組合は、当該通知書を被保険者等に交付する。交付を

受けた被保険者等は、受診当曰、通知書を指定施設の受付に提示して受診する。

第４条指定施設は－曰Ｆツク、二日ドックに関する費用（以下「利用料」という）をとり

まとめ、当該組合へ直接請求する。

第５条請求を受けた組合は、指定期日までに利用料を指定病院等に対し支払う。

第６条乙が定める指定施設の指定期間は、指定を受けた曰より原則として３年とし、施設

その他の面から総合的に審査判断し、甲乙協議のうえ再指定を行う。

第７条乙は毎年検査結果の概況を統計的にとりまとめたうえ、甲に通知する。

第８条この協定の条項に規定のない事項については、必要に応じて協定当事者が協議のう

え定める。なお、組合が個別に指定施設と手続き等の約定を交わし、一日ドック、

二日ドックを実施することについて、これを妨げない。

第９条この協定は協定当事者の何れか一方が必要と認めた場合には、当事者双方の合意の

うえ随時改めることができる。

第10条この協定は平成１７年４月1日より実施する。

この協定を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。

平成１７年３月１０日

健康保険組合連合会

会長千葉一男

甲

社団法人日本病院会

会長山本修三

乙
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一日ドック基本検査項目表

オプション検査項目

★乳房触診十乳房画像診断(マンﾓｸﾞﾗﾌｨｰ･超音波検査）

＊ＰＳＡ(50歳以上の男性に） ＊HCV抗体

－９０－
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計
測

身長

体重

肥満度

ＢＭＩ

生
理

定
図
数
査
査
査
査
査

測
検
検
検
検

検

電
拍

能

圧
底
圧
力
力
機

血
心
心
眼
眼
視
聴
肺

負荷試験は任意で実施

簡易聴力

努力性肺活量、１秒量、１秒率Ｘ
線
・
超
音
波

胸部Ｘ線

上部消化管Ｘ線

腹部超音波

フィルム大角２枚、

胃X-P

2方向。

4F８枚以上（分割を含tj）。

発泡剤、鎮痙剤、

検査対象liit器は胆

下剤の使用は任意とする。

のう・肝臓（胸Iiiiを含む）

･膵臓・腎臓とする。但し、膵liiM会出でき

なし時はその旨記載すること。

生
化
学

総蛋白

Ａ／Ｇ

アルフ
● 、

、 ン、

クレアチニン

尿酸

総コレステロ－ル

HDLコレステロ-ル

ＬＤＬ．レステロール

中性脂肪

総上゛リル上゛ン

ＡＳＴ（ＧＯＴ）

ＡＬＴ（ＧＰＴ）

γ ＧＴＰ

ＡＬＰ

血糖（空腹時）

ＨｂＡ１ｃ

Friedewaldの言}算式により算出、直接法が望ましい

血
液
学

赤血球

白血球

血色素

ヘマトクリ ツ ト

血小板敷

ＭＣＶ

ＭＣＨ

ＭＣＨＣ血
清
学

ＣＲＰ

血液型（ＡＢＯ）

血液型（Ｒｈ）

ガ フ ス板法または凝集注

ＨＢＳ抗原

鵜房鵜
藤二二

尿

白
糖
法
血
重

蛋
尿
沈
潜
比

食後が望ましい

蛋白､潜血反応が陰性であｵしば省略可

便 潜 １ Ⅱ 免疫法で実施(２回樹

問診･診察内科

説明､教育、指導



二日ドック基本検査項目表

便

－９１－

区
分 検査 '百̄

、 目 備考

身
体
計
測

身長

体重

肥満度

ＢＭＩ

生
理

定
図
数
査
査
査
査
査

測
検
検
検
検

検

電
拍

能

圧
底
圧
力
力

機

血
心
心
眼
眼
視
聴
肺

負荷試験は任意で実施

簡易聴力

努力性肺活量、１秒量、１秒率

Ｘ
線
・
超
音
波

胸部Ｘ線

上部消化管Ｘ線

腹部超音波

フイルム大角２枚、２方向

胃Ｘ－Ｐ４Ｆ８枚以上（分割を含む） ◎

発泡剤、鎮痙剤、下剤の使用は任意とする。

検査対象臓器は胆のう・肝臓（脾臓を含む）
● 膵臓・腎臓とする。但し、膵臓検出でき

ない時はその旨記載すること。

生
化
学

総蛋白

Ａ／Ｇ

アルう゛ミン

クレアチニン

尿酸

総。レステロル

HＤＬコレスァロル

ＬＤＬコレステロ_ル

中性脂肪

総上゛リル上゛ン

ＡＳＴ（ＧＯＴ）

ＡＬＴ（ＧＰＴ）

γ ＧＴＰ

ＡＬＰ

血糖（７５９ブド ￣－ 糖負荷試験）

血清鉄

Friedewaldの計算式により算出、直接法が望ましい

血糖３回、尿糖３回、明らかに糖尿病と判明している場合は省略し「空
腹時血糖」を実施

女性のみ血
液
学

赤血球

白血球

血色素
へマ トクリツト

血小板数

ＭＣＶ

ＭＣＨ

ＭＣＨＣ血
清
学

ＣＲＰ

血液型（ＡＢＯ）

血液型（Ｒｂ）

ガ フ ス板法または凝集法

抗ＨＢＳ原

初回のみ必須

初回のみ必須

希望者のみ

希望者のみ

尿

白
糖
澄
血
重

蛋
尿
沈
潜
比

蛋白、潜血反応が陰性であれば省略可

便 潜血 免疫法で実施（２回法）

説明､教育指導

オブ鷺ﾉｮﾝ検査項目

★亭U房触診十季U房画儀診断ﾏﾝﾆEｸﾞﾗﾌｲｰ

★PSA(50歳以上の男I空こ）

7A｡-℃V杭lzk

･超音澗美査）



診療情報管理±教育委員会

１．開催回数４回

2．出席者数１９名

３．協議事項

（１）平成１６年度通信教育運営に関する件

教育内容、教材、試験問題などを作成・検討する基礎課程小委員会、専門課程小委員会、分

類小委員会を設置した。

（２）試験の合否判定の件

①夏期期末試験の合否判定

３会場（進級：東京10/１７、大阪9/26、福岡8/22、卒業：東京、大阪、福岡9/19）で実施し

た卒業試験915名、進級試験1,047名について下記のとおり合否判定を行った。

７．

受験者|合格者|保留者|不合格者|合格率

１０４７ ３４０ ７０５ ３２００

専門学校・大学認定を合わせ平成16年11月認定者は1,131名とした。

②冬期期末試験の合否判定

３会場（進級：東京3/20、大阪・福岡2/20、卒業：東京、大阪、福岡2/20）で実施した卒

業試験1,197名、進級試験1,625名について下記のとおり合否判定を行った。

※単位制の合格率は、全12科目の合格率

受験者|合格者|保留者|不合格者|合格率

１６２５８５５７７０５３００

③専門課程編入試験および専門学校．認定大学試験

９/19全国14カ所専門学校、大学において実施した編入試験351名および認定試験477名につ

いて下記のとおり合否判定を行った。

－９２－

受験者 合格者 保留者 不合格者 合格率

新カリ進級試験（61, 62）学年制
■■､,■■■■￣￣￣￣'■■■■--￣’■■---－--￣

新カリ進級試験（63）単位制
い￣--－－－－■■■■￣■■￣'■■･■■￣Ｕ■■－－￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣■■ﾛ－－.■■-－￣Ⅱ■■--■■■■U■■￣■■■■￣

|日カリ進級試験学年制

6２

965

2０

5２

275

1３ ２

1０
■－￣■■－－￣￣－－■■－－Ｕ■■

690

５

84％

28％

65％

進級合計 1０４７ 340 ２ 705 32％

新カリ卒業試験学年制

旧カリ卒業試験学年制
￣￣￣￣-,■■￣￣￣■■,■■￣￣--￣￣.■■-－--￣￣--￣￣■■－－－－■■￣■■、－－-,■■-－--－－￣

前回保留の合格者

706

209

5２８

１５９

6３

１２

一
一

一
一

一
一

一
一

・
。

１７８

2９

75％

76％

通信教育認定合計 ９１５ 750

受験者 合格者 保留者 不合格者 合格率

新カリ進級試験（60期前）
■■＝ニーこ￣－－￣｢－￣￣■■■■■■--￣￣￣￣－－￣■■■■－－’■■■■￣■■￣■■■■￣‐￣￣■■■■■￣■■■■

新カリ進級試験（61,62）学年制
の■■■■■■,■■’■■－－--￣￣￣■■￣￣-－■■-－-－----￣■■－－■■￣'■■■■'■■■■￣■■￣■■￣'■■－－--

新カリ進級試験、追試（63）単位制
－，■■－－－－■■■■－－■■■■■■￣￣￣￣￣■■'■■－１■■-－■■￣￣￣■■1---￣■■ﾛ‐￣■■､■■■■■■'￣--￣■■'■■￣

新カリ進級試験（64）単位制

５

1２

652

956

0

1０

493

352

５

２

１５９

６０４

0％

83％

76％

37％

進級合計 １，６２５ 855 770 53％

新カリ卒業試験学年制

１日カリ卒業試験学年制
■.■■!=＝二二G--'■■－－￣￣－－l■■－－￣■■■-－－－－－￣￣￣■■－－'■■￣￣-－￣￣￣￣￣･■■-－■■■-－￣

前回保留の合格者

1，１３３

6４

499

4４

２１

４

634

1６

44％

69％

通信教育認定合計 1，１９７ 564



受験者合格者不合格者合格率

３５１３０９４２８８ＣＯ

(3) 第61回（第18回）診療情報管理士認定証授与式について

平成16年１１月24日（士）１７時10分～ダイヤモントごホテル

今回認定者1,131名（前回保留63名含）認定者累計7,319名

認定者総累計9,550名（診療録管理士2,231名含む）

第62回（第20回）診療情報管理士認定証授与式について

平成１７年４月23日（士）１６時30分～アルカディア市ケ谷

今回認定者564名（前回保留21名含）認定者累計7,883名

認定者総累計10,114名（診療録管理士2,231名含む）

「診療情報管理士」認定試験受験に関する専門学校・大学の認定の件

①専門学校

(4)

(5)

書類審査６校（再審議1校含む）

視察１３校

認定１４校（日病役員会承認）

保留１校

認定校：北海道医学技術専門学校臨床検査技師科

札幌医療秘書福祉専門学校医療秘書科診療情報管理士コース

札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校医療情報科

青山工学・医療専門学校病院管理科診療情報管理コース

筑波研究学園専門学校医療情報学科診療情報管理士コース

東京医薬専門学校診療情報管理士科

早稲田速記医療福祉専門学校病院管理科診療'情報管理選考科

東京医療秘書福祉専門学校医療秘書科診療情報管理士コース

お茶の水医療秘書歯科助手専門学校医療情報管理科

横浜医療秘書歯科助手専門学校医療秘書科診療情報管理士．

専門学校甲府医療秘書学院医療秘書科

大阪医療秘書福祉専門学校医療情報管理学科

関西医療技術専門学校診療情報管理学科

福岡国際医療福祉学院医療'情報管理学科

ｱ．

●
●

。
〃
“
夘
呵
‐
。
｛
Ｍ
Ｍ
Ｚ
／

エ．

校医療秘書科診療情報管理士コース

医療秘書科

医療情報管理学科

②大学

ア．書類審査２大学

－９３－

受験者 合格者 不合格者 合格率

専門学校編入試験 3５１ 309 4２ 88％

認定試験（新カリ）

認定試験（|日カリ）

9０

3８７

5９

322

3１

６５

66％

83％

認定試験合計 477 3８１ 9６



イ．視察０大学

ウ．認定０大学（日病役員会承認）

エ．保留０大学

③大学院

ア．書類審査１大学院

イ．視察０大学院

ウ．認定０大学院（日病役員会承認）

エ．保留１大学院

４．総評

・新規下記の件に商標登録申請を行った。

「診療情報管理士」区分：第１６，４１，４４分類

「HealthInformationManager」区分：第１６，４１，４４分類

「ＩＣＤコーディング・スペシャリスト」区分：第１６，４１，４４分類

・新カリキュラム卒業試験、認定試験時間割を作成した。

・全国11会場において一斉認定試験を実施した。（通信教育卒業試験、大学・専門学校認定

試験、編入試験）

・平成17年度実施の教育提供を検討し、ドリル式リポート問題の作成、スクーリング・試験

の全国各地での開催を検討した。

・単位制試験による再試験（１科目2,000円）を開始した。

・診療情報管理士教育委員会指定研究会のあり方を検討し、今後、スクーリングの全国開催

の実施状況をみながら指定研究会参加にてスクーリングの代替ができる制度は廃止してい

くこととした。

．「診療情報管理士」認定者に対して第１回のアンケート調査を実施し、報告書を作成した。

・スクーリング受講生（約8,000人）に対し、夏期、冬期においてのスクーリングアンケート

調査を実施した。

・ＩＣＤ－９－ＣＭ（日本病院会版）索引を作成、出版した。

・診療情報管理士通信教育パンフレットの日本語版、英語版を作成した。

基礎課程小委員会

１．開催回数３回

２．出席者数１３名（延べ人数）

３．協議事項

（１）教科書の修正・改訂の検討

診療情報管理テキストＩ、Ⅱの一部改正を行った。

（２）リポート問題の修正・改定の検討

平成17年度生使用ドリル問題の作間（章ごと200問く回答数1,000〉×１２科目作成＝２，４００

問く12,000〉）

－９４－



(3)進級試験問題の作成の件

・新カリキュラム夏期

冬期

認定

.１日カリキュラム夏期

編入・認定

12科目×３会場

12科目×2会場

12科目

６科目×3会場（通信教育旧カリキュラム最終試験）

６科目

専門課程小委員会

１．開催回数３回

２．出席者数１７名（延べ人数）

３．協議事項

（１）教科書の修正・改訂の検討

診療情報管理テキストⅢの一部改正を行った。

（２）リポート問題の修正・改定の検討

平成17年度生使用ドリル問題の作間（章ごと６０問

く２，１００〉）

（３）卒業試験問題の作成の件

・新カリキュラム夏期・認定７科目（一斉試験）

冬期７科目（一斉試験）

.１日カリキュラム夏期・認定６科目（一斉試験）

冬期６科目（一斉試験）

く回答数300〉×７科目作成＝420問

分類小委員会

１．開催回数３回

２．出席者数２１名（延べ人数）

３．協議事項

（１）教科書の修正・改訂の検討

診療情報管理テキストⅣの改訂を行った。

（２）リポート問題の修正・改定の検討

平成17年度生使用ドリル問題の作間

【総論】230問く回答数1,150〉

【演習】サマリー200問、原死因20問く回答数4,000〉

（３）卒業試験問題の作成の件

・新カリキュラム夏期・認定７科目（一斉試験）

冬期７科目（一斉試験）

・旧カリキュラム夏期・認定６科目（一斉試験）

冬期６科目（一斉試験）

－９５－



日本病院会版ＩＣＤ－９－ＣＭ索引表の作成

指導者研修・講師会

参加者２７名

・ビデオ研修・コーディングの標準化・コーディング演習・指導法

(4)

(5)

８病院経営管理者教育委員会

１．開催回数５回（打合せ会１回）

２．出席者数２０名（延べ人数）

３．協議事項

本通信教育の進め方、シラバス内容の検討を中心に議論を行なった。これについては来年度

も継続して検討を行なう。その他、試験結果の検討や－部講師の変更を行なった。

病院管理者協議会について

総会開催

理事会開催回数

研修会開催回数

機関誌

l）

2）

3）

4）

１回

３回（延べ人数３０名）

１回（参加者数８６名）

「ＪＨＡＣ」発刊９－２号、１０－１号、１０－２号

（会員以外配布先：日本病院会常任理事・理事、各大学図書館等）

正会員：２８４名（平成１７年３月１日現在）

賛助会員：１件（〃）

会則変更を実施

組織について5）

6） その他

（目的）

第２条 本会は、 士団法人日本病院会と緊密プ諾 病院経営の安定化をと

おして我が国医療の質の向上に資することを目的とする。

（役員）

第１０条本会に次の役員をおく。

会長１名

副会長２名

理事若干名（内若干名を 士団法人日本病院会役員から選任するもの

とする諄軒毛理司話と二類二子）

監事１名

第12条役員の任命と責務は次のとおりとする。

（１）会長

会長は、会を代表し、統括する。

会長は、理事の中から理事が互選し、総会の承認を受け決定する

ものとする。
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（２）副会長

副会長は、会長を補佐し、会長に事故のある時は、業務を代行す

る。

副会長は、理事が互選し、総会の承認を受け決定するものとする。

（３）理事

理事は、理事会を組織し、業務を遂行する。

理事は、正会員の中から互選し、総会の承認を受け決定するもの

とする。

-(＋拷等崖』墓事

（５）監事

監事は、本会の経理を監査し、その結果を理事会に報告しなけれ

ばならない。

監事は、正会員の中から理事会が選任し、総会の承認を受けるも

のとする。

（付則）

第18条本会則は、平成１２年５月１３日より施行する。

本会則は 平成１６年11月１２日より施行する。

会則の変更に伴い)||合弘毅副会長、小)||嘉誉常任理事両名が病院管理者協議会の日病役員理

事として承認された。

経営管理委員会

１．開催回数５回

２．出席者数２８名

３．協議事項１）今後の検討課題について

２）病院機能別にみた経営戦略について

－急性期病院のあり方について－

３）新たな経営管理手法であるＢＳＣの検討について

４．総評

9．

４．総評

・委員会の開催状況

第１回委員会７月２２日（木）午後２～４時日病会議室

第２回委員会９月１５日（水）午後３～５時日病会議室

第３回委員会１１月３０日（火）午後２～４時日病会議室

第４回委員会１月１３日（木）午後２～４時日病会議室
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第５回委員会３月２２日（火）午後２～４時 日病会議室５名

･本年度の検討結果

(病院機能別にみた経営戦略を策定するにあたり先ず機能別に病院の類型化を図る必､要があ

り次の通りとした）

経営管理委員会における病院の分類に関して

済生会広島病院角田幸信

１．医療保険の病院。

従来の「その他の病床」を主として急'性期の患者への医療提供を中心とする「一般病床」

と慢性期の患者への医療提供を中心とする「療養病床」とに区分されているが、急`性期.'慢'性

期の区分の仕方については、患者の動態は多様であり、必ずしも在院期間といった一律的な基

準により区分することは、不適当な面もある。一般的に慢性期と考えられている患者であって

も病態の変化により、急性期的な対応が必要となってくる。

現に一般病床を急'性期病床とせず、暖昧模糊の表現のもとに、一般病床は急性期、亜急性期、

回復期を担うとされているが、流れとしては一般病床＝急性期病床との考えが主流にならざる

をえない。

（１）急性期の入院を担当する病院

「２１世紀に向けての入院医療の在り方に関する検討会」では、急性期の入院を担当する病床

として「急性期医療を必要とする患者、または亜急性期医療を必要とする患者に対して一

定期間の集中的な医療を提供して、患者の状態の改善を図る病床」としているが、しかし

ながら一定期間とは如何なる期間を示すのか、患者の状態の改善とはどのレベルを示すの

か、明確ではない。

(A）一定期間（在院日数）に関して。

医療においてその質や効率の分析が困難である最大の理由は、対象となる患者群の病態

の多様,性にあり、各病院のCaseMixによりその値が異なる。急Ｉ性期を只単に在院日数のみ

にて評価することは、患者の状態を十分に把握しているとは限らない。在院日数のみで定

めれば、地域特`性、病院の機能特』性により偏りがみられ、軽症患者の収容や特殊診療科目

のみの病院で在院日数が短い病院は、所謂急性期病院の範檮に入ることになる。

病床規模別平均在院日数の統計では、２０床～４９床では在院日数は、平均９．７日で

あり、急性期の入院を担当する病院の範檮に入ることになる。

しかしながら急'性期の病院を客観的に考える指標としては、やはり在院日数は重要であ

ると共に、その日数の意味付けが必要となる。

我が国の病院の平均在院日数は、全病院を対象とすると、３２．８日と欧米諸国に比し
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て長いが、その内２０日～２５日未満の病院が最も多く１３．５％を占めている。これは

長期の療養型病院のデータも含めているので、これを米国の平均在院日数３０日未満の非

連邦病院に限定していることを我が国に当てはめ､長期療養病床を除くと平均在院日数は、

その長短は別として１９．７日となる。また医療審議会のたたき台案では、目安として約

３か月以内の在院期間が提示されていたが、現状では一般病床における退院患者の９５％

が３か月以内に退院していると云われている。

以上のことから急'性期病院の在院日数の目標としては、２０日未満が妥当であると考え

る。

現在の診療報酬制度では、一般病棟入院基本料は、Ｉ群（２８日以内)で、その内一般病

棟入院基本料１は２１日以内、同２は２６日以内であり、その意味からも急性期病院は一

般病棟入院基本料１，もしくは２の適用でなければならない。

但し此の基本料の中で示されている２１日、２６日、２８日、もしくは初期加算の１４

日等の日数に関して、その定められた根拠を明確にしておかなければ、やがて一般病床削

減のためにのみ、その日数が短縮されてくる危険性がある。

(B）患者の重症度

在院日数は一つの指標ではあるが、この在院日数に臨床的な特異`性を加味することが重

要である。患者区分に重症度を加味し、特に高齢時代となり、高齢者では、その主診断に

副診断が加わり、症状が多様化する傾向がある。副診断も入院時併存症や入院後合併症に

より更に複雑化してくるので、医療の重症度、看護の重症度も考慮しなければならない。

つまり看護の重症度からみれば、急性期で生命が危険な状態にあり、医療や看護の処置が

多い患者、或いは急性期を脱却したが、まだ状態が不安定で、急変の危険`性がある分類か

らして、この範嶬に入る患者は主として急性期の病院が担当することになる。

このことから、急’性期病院の看護配置は２：１、或いは２．５：１の基準の適用が必要

で、この観点からも急性期病院は一般病棟入院基本料１，もしくは２を用いることが適当

である。

しかしながら急』性期病院として、また質の向上に対応するためには、人員基準を更に高

めていくべきであるし､また諸外国に比べ､我が国の医療従事者は少ないとされているが、

逆にそれに応ずる現行の診療報酬体系が余りにも安価であることも合わせて考えなければ

ならない。

(C）ＤＰＣの適用について。

ＤＰＣは現在日額定額の形で推移しているが、将来は－入院当たりの包括化となると考

えられる。診断群分類に於いては様々な条件により、入院期間に差がみられる。

例えば食道、胃の悪`性腫瘍についても手術の有無、処置、副傷病等により、入院期間Ｉ

群では７日～４３日、同Ⅱ群では１４日～８６日とそれぞれ入院期間が異なり、現在の平

均在院日数と概念が相違しているものと考えられ、単純に比較出来ないと共に平均という
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表現ではなく、症例群そのものが今後大きな問題となってくる。そうした意味からも将来

急性期病院は此の包括化の動向に対応することも必要になってくる。

(D）急性期入院加算について。

現在の急性期入院加算は、①紹介率３０％以上②一般病床の平均在院日数１７日以下③

診療録管理体制加算の届出④医療安全管理体制整備の４項目をクリアしなければならない

とされている。

急性期を担当する病院としては③、④の体制を整備することは当然であると考えられる

が、当地区の２５病院中急性期加算を収得している病院は僅か５病院、しかもその病院の

多くは、地域の中心に位置している所謂都市型の病院であり、周辺の地域密着型の病院や

後背地に医療機関の乏しい病院では、特に①、②をクリアすることが困難な傾向にある。

此のハードルを下げて､地域特性を考慮して急性期を担う病院は､紹介率を２０％以上、

また平均在院日数を２０日未満とすれば、一般病院の多くが急性期加算に対応することが

可能となる。

更に急性期特定加算である外来患者／入院患者＝１．５以下の条件もクリアしているの

は１病院に過ぎない。

此の場合も紹介率３０％、在院日数１７日以下、外来・入院患者対比此１．５という数

字の根拠の理由付けを明確にしなければならない。

(E）救急指定病院

急性期病院を担う以上救急病院の指定を受け、救急医療加算の頻度が高く、また二次救

急も或る程度加味した医療を考えなければならない。

(F）亜急性期について。

亜急性期は急性期の中の－つの期間として、所謂急性期に含まれていると考えたいが、

亜急性期の定義そのものが不明確であり、急性期が終わった後の亜急性期Post-Acute＝急

性期後なのか、もともとは疾患のプロセスからも概念が異なる。

診療報酬上からは別枠ではあるが、一般病棟入院基本料にある２８日以内では亜急性期

は終わらないと考えられ、亜急`性期入院医療管理の当該病室への入院から９０日を限度に

算定とある９０日の期間についても妥当かどうか不明確である。

また急性期病院が、全てＤＰＣに対応するとすれば、亜急｣性期はＤＰＣにはなじめない

とされ、むしろRUG(ResourseUtilizationGroupus)による日額定額の可能`性が高くなるの

ではなかろうかと云われている。

今後、急性期を担う病院は、深い専門性、高度化した技術、重装備化が求められるが、

そうでなくとも通常の急`性期の病院は、救急を含めた急`性期医療を担当すると共に、診療

連携による医療の地域完結を前提として、地域の他の専門医療や高次医療を担う病院を補

一100-



完する総合診療機能も合わせ有しなければならない。また地域における完結型の医療を目

指すためには、地域の後方病院や在宅医療のための病診連携が必要であり、地域にそれが

乏しい場合には自らの病院に急`性期からの受けmとしての病床を整備するか、或いは訪問

看護等の充実を図ることにより、それに対応しなければならないと考える。

(2)’慢性期の入院を担当する病院

慢性期を担う病院としては、亜急性期を除き、入院基本料２群の一般病棟、回復期リハビ

リテーション病棟、療養病棟等がみられるが、療養病棟を長期的な展望で治療ができる病床

と定義するとしても、それなりの医療機能が必要である。医療依存度が低ければ、老人保健

施設や特別養護老人ホーム、或いは在宅ケア等の介護が中心となるが、そこに行く前の受け

皿として、その中間型として、医療保険型療養病床や回復期リハビリテーション病床にその

役割分担があると考えられる。

しかし慢性期医療を担うとされるリハビリテーション病棟と云えども発症後の期間が問題

となり、早ければ早いだけその疾患の予後に関係してくることを考えれば、現在の発症後３

か月以内、入院期間６か月以内が妥当であるかどうか疑問であり、発症後の期間を考えれば

急性、或いは亜急性期の期間と重複することにもなるのではなかろうか。

Ⅱ介護保険の病院(並びに施設)。

老人保健施設の創設当時は、一般病院と在宅ケアとの中間型としての使命があったが、現状

としては、その施設の入居期間が延長する傾向にあり、逆に介護型療養病棟がその中間型とし

ての任を担っている感じがしている。

介護保険適用の福祉施設、老人保健施設、介護型療養病棟のそれぞれの意義付けを現状に即

して明確にしなければならない。

１０．中小病院委員会

1．開催回数４回

２．出席者数２６名

３．協議項目

１．第５４回日本病院学会のシンポジウム開催について

２．第５４回日本病院学会シンポジウムの結果について

３．』情報交換会の開催について

４平成１７年度、第５５回日本病院学会シンポジウムについて

５．調査票（シンポジウム病院経営資料）について

６．その他

(第５４回日本病院学会のシンポジウム）
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神奈川県・パシフィコ横浜会議センター

平成１６年７月２日（金）

３６６名

開催場所：

開催曰：

参加者：

浩三（開会挨拶、全体司会進行）

シンポジウム

牧恭彦（大阪：牧病院理事長）

品田章二（新潟：済生会三条病院長）

渡辺嘉久（神奈川：川崎臨港病院長）

福田座 長

自己紹介、病院紹介、特色、経営の工夫等

全員登壇梶原優／織本正慶／牧恭彦／品田章二／渡辺嘉久

討議

①診療報酬抑制策とその対応策について

＊診療報酬改定影響と対策等

②病床区分、医療連携、救急、機能評価等について

＊フロアよりのご質問、ご意見も交えて

③その他

(討論のまとめ）

中小病院福田浩三委員長よりどのようにすれば病院経営が良くなるのか、

の生き残り策をいくつかの方向に分け、わかりやすくまとめる。

閉会挨拶梶原優副委員長

(第７回中小病院'情報交換会）

開催場所：秋田県・秋田ビューホテル

開催曰：平成１７年１月２７日（木）

参加者：６１名

～輝く病院づくりのために～

総合司会曰本病院会常任理事中小病院委員会委員長福田浩

会長

理事
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祝辞秋田県医師会

長く
云

寺田俊夫

中小病院委員全員の紹介

(特別講演）

「中小病院の経営戦略」

株式会社イニシア代表取締役

医療法人大里病院院長

講
座

師
長 田原

大里祐

(シンポジウム）「中小病院の経営戦略」パート２

司会日本病院会常任理事中小病院委員会副委員長

シンポジスト

：医療法人社団牧病院理事長(大阪）・中小病院委員

：医療法人白根病院理事長(秋田）

：特定医療法人藤原記念病院長(秋田）

コメンテーター

医療法人財団織本病院理事長(東京）・中小病院委員

梶原優

牧
白
白

彦
二
幸

恭
研
公

根
山

織本正慶

１１．人材育成委員会

１．開催回数３回

２．出席者数１５名

３．協議項目

１．今年度の活動方針について

２．過去５年間のセミナー、研究会活動実績について

３．平成１７年度病院長・幹部職員セミナーの開催について

４．事務長・看護管理者セミナー企画案について

５．その他

４．総評

今年度については曰病役員の改選が行なわれ、新しく発足した委員会である。

研究会､セミナーのあり方について基本方針に沿って議論し、結論として今研究会､セミナーのあり方について基本方針に沿って議論し、結論として今年度の計画は

すべて見直し、特に職域に限定された研究会等は一時中止との結論に至った。来年度どのよ

うな活動をするか意見交換を行ない企画立案を開始した。

臨床研修制度小委員会

１．開催回数１回

２．出席者数４名
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３．協議事項

＊１６年度は役員改選に伴い、委員に異動があった。

本年から新たな医師臨床研修制度が実施され、厚生労働省から、「医師の臨床研修に係る

指導医講習会の開催指針」が示されたことから、指針に従い指導体制を整えることとした。

講習会の内容として、第１回参加者からの「評価とフィードバック」の内容を集計し、頂

いた意見を検討しプログラム作成等に反映させた。

臨床研修指導者養成課程講習会

＊１６年度の開催概要については、四病院団体協議会研修・認定センター参照

：１６年度は、４回開催を計画したが、予定した６月開催ができなかっことから、３回の開

催にとどまった。

・第１回、１６年９月１０日（金）午後～１２日（日）午前

．第２回、１６年１２月１０日（金）午後～１２日（日）午前

・第３回、１７年３月４日（金）午後～６日（日）午前実施済

：１７年度１２月までの（仮日程）

・第１回「６月３日（金）午後～５日（日）午前」

.第２回「９月２日（金）午後～４日（日）午前」

・第３回「１２月２日（金）午後～４日（日）午前」

＊今後の講習内容の検討

：年間のスケジュールを示し、講習内容を最初にアナウンスすることにより、参加者が応募

し易いように工夫する。

１２．医療の質と安全対策委員会

本年度より四病協の事業として実施することになった。

１３．救急医療防災対策委員会

１．開催回数２回

２．出席者数１７名

３．協議事項

①７月６日

１）１０月２３日アークホテル岡山での「救急医療防災セミナー」開催について

２）「大震災後の貴院が想定する緊急医療活動に関する調査」と「小児救急に対する貴院の対

応に関しての調査」実施について

②３月７日

１）１０月２２日長崎県医師会館での「救急医療防災セミナー」開催について

（地元県医師会病院部会委員を含め４名が企画立案のため上京）

-104-



２）「小児救急に関する調査（仮）」企画立案

４．総評阪神淡路大震災、福島県沖地震、北海道釧路沖地震、新潟県中越地震と大きな災

害が起き、たくさんの方々が死傷したり何らかの被害を受けている。

中央防災会議の東南海、南海地震等に関する専門調査会では東海地震とその周辺

の同時発生による死者は相当数になると予測している。いつ大災害が起きてもお

かしくない現在、医療界が再確認することは急務であり必須事項だと感じる。

１４感染症対策委員会

１．開催回数４回

２．出席者数２９名

３．協議事項

＊’６年度は役員改選に伴い、常任理事・佐藤眞杉新委員長が就任され、委員会の仕事の一

つに情報収集と会員等への広報があるとし、以下の新事業計画により、’５年度に引続き四病

協合同で研鎖し、感染対策の推進、広く会員への情報提供を図ることとした。

□１Ｇ年度事業計画

１．感染症情報の収集と広報担当委員

ｌ）ＳARSとインフルエンザ 岡部委員・毛利委員

：岡部委員（国立感染症研究所感染症情報センター長）から、本年８月末にまとめられた

「新型インフルエンザ対策小委員会報告書」及び感染症の情報が提供された。

２）エイズ 木村委員・奈良委員

：木村委員から「ＨＩＶ感染症の現況と予防啓発事業等について」の情報が提供された。

３）結核毛利委員・岡部委員

：毛利委員から最近の日本の結核事情についての情報が提供された。

（１７年４月１日からの結核予防法の一部改正についての解説含む）

▽エイズ、結核「わが国の結核の動向」の詳細については、「日本病院会雑誌・２００５３ＶＯ

Ｌ５２Ｎ０．３」に寄稿頂き広報に努めた。

４）肝炎天川畠'１委員長・毛利委員

：資料（情報）により委員会で意見交換を行った。

５）その他

：鳥インフルエンザ、ウエストナイル熱、ダスターコート症候群、日本脳炎ワクチン接種等

報道関係及び委員から提示の資料により意見交換を行った。

2．ICSの（InfectionControlStaff）養成毛利委員・小林委員．木村委員

：ＩＣＳ（InfectionControlStaff）養成小委員会で報告

3．会員へＩＣＤ資格取得を薦める

＊（ＩＣＤ認定制度を実施している１９学会の広報に努める｡）広報部を通じ事務局がＰＲ

：小林委員から、平成１５年度厚生労働科学特別研究による、「認定インフェクションコントロ
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－ルドクターの日常業務に関する調査」について、調査内容が提供された。

▽詳細については、「日本病院会雑誌・２００４１２ＶＯＬ５１Ｎ０．１２」に「インフェク

ションコントロールドクター認定制度について」として寄稿頂き広報に努めた。

4．シンポジウム・講演会等の企画天川副委員長・岡部委員

：２００４年７月２日（金）～３日（士）パシフイコ横浜（横浜国際平和会議場）で開催され

た、「第５４回日本病院学会」において岡部信彦委員による特別講演が行われた。

○演題

：「新たなる感染症の発生に対応して－ｓＡＲＳ、感染症法改正、そして烏型インフルエンザ－」

：講演日時７月２日（金）１５：００～１６：００（学会プログラム・講演集に収録）

5．感染症海外研修の企画毛利委員

：昨年に引続き、国際情勢が不安定なことから見合わせることとした。

6．その他

１）感染症にかかわる最新の情報先は、国立感染症研究所「感染症情報センター」info@ｎｉｈｇｏ・ｊｐ

（日本病院会のホームページからもリンクしております｡）

２）感染症情報センターの連絡先

＊〒162-8640束京都新宿区戸山ｌ－２３－ｌＴＥＬ：03-5285-1111

ｈｔｔｐ:／/idsc・ｎｉｈｇｏ.』p/index-j､ｎｔｍｌ

総評

四病協感染症対策委員会では、問題になっている重要な感染症に焦点を当て、その分野を専

門とする委員から最新の情報の提供をうけ、検討等を行い、機関誌などやホームページで公開

し、会員へのフィードバックに努め有意義な活動となった。

ＩＣＳ（InfectionControlStaff）養成小委員会

１．開催回数１回

２．出席者数２名

３．協議事項

医療従事者（医師，薬剤師、臨床検査技師、看護師、臨床工学技士、滅菌技士）を対象にし

て、ＩＣＳ（InfectionControlStaff）養成のための「感染管理講習会」の実施。

第２回は成功裏に無事終了し、引続き第３回を下記の日程で開催している。

▽第２回開催概要募集定員３８０名

・第１クール平成15年11月２９日（士)～３０日（日）会場：都ホテル東京

.第２クール平成16年２月２８日（士)～２９日（日）会場：笹川記念会館

・第３クール平成１６年５月１５日（士)～１６日（日）会場：笹川記念会館

▽第３回開催概要募集定員４５０名

・第１クール平成16年11月２７日（士)～２８日（日）（実施済）

．第２クール平成17年２月１９日（士)～２０日（日）（実施済）
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・第３クール平成17年５月１４日（士)～１５日（日）開催予定

＊会場：笹川記念会館（全クール）港区三田３－１２－１２ThL：03-3454-5062

総評

※過去２回の受講修了者７０４名を対象に、各自の医療機関において、日常業務にどのように関

与しているか１５項目のアンケート調査を行った。

調査結果については、日本病院会雑誌１７年４月号に掲載し、フイード゛バックする。

また、第２回の感染管理講習会受講者に対して、写真入り修了カードを作成・発行した。

医療機関を取り巻く環境は依然として厳しいなか、病院感染対策の重要`性から、全国の施設

から多数が参加して、熱心に履修している。

なお、第２回から、四病院団体協議会が主催し、厚生労働省の後援を頂いて開催している。

１５１Ｔシステム委員会

１．開催回数３回

２．出席者数延べ１６人

３．協議項目

（１）「私のカルテ」携帯電話版について

（２）アンケート調査の実施について

－「電子カルテ」システムの問題点等について

４．総評

「医療の質に関する委員会」に含まれ、村上副会長の担当で新規の委員会である。委員長

は石井暎禧常任理事で、副委員長は大道道大理事。１１月２日に初会合を開き、委員会のス

タンスはＩＴの技術・システムを、医療の質の向上に資する趣旨とすることを確認した。今

後の方向性として－つに、生活習慣病対策や健康管理の面から日病の「私のカルテ」の携帯

電話版を提案、開発する企画については継続検討中。

アンケート調査について、ＩＴの現状は進んでおらず、電子カルテなど運用の問題点を把

握する目的で「電子カルテシステムの問題点」の会員アンケートを平成１７年度にとること

とした。

１６．ホスピタルショウ委員会

1．国際モダンホスピタルショウ2004委員会

ｌ）開催回数８回

２）協議事項①国際モダンホスピタルショウ2005の企画、運営について

②付帯セミナーの実施について

③その他の関連事項について
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１７．雑誌・ニュース編集委員会

１．開催回数５回

２．出席者数延べ４７名

３．協議事項

①広報関連委員長・副委員長会議の報告について

②日本病院会雑誌、経過と課題について

③日本病院会雑誌、各月号の企画・編集について

④日本病院会雑誌、表紙（誌名）及び判型の変更について

⑤英文誌「JapanHospitals」２００４（No.23）の発行について

⑥英文誌「JapanHospitals」２００５（No.24）の発刊について

⑦第５４回日本病院学会、一般演題の評価について

⑧第５４回日本病院学会、優良演題の状況について

⑨日本病院会ニュース、紙面企画について

⑩日本病院会ニュース、新春座談会について

⑪日本病院会ニュース、新コーナー（支部の活動紹介）について

⑫広報関係、平成１６年度中間まとめと１７年度活動計画について

⑬最近の医療問題と病院経営について

４．総評

昨年度までの広報関連の委員会、「学術委員会」と「広報委員会」昨年度までの広報関連の委員会、｜学術委員会」と｜広報委員会」の二つを－つにまとめ

「雑誌・ニュース編集委員会」として広報活動をする。この理由は、山本会長の「行動的な

団体にしたい」という考えに基づき、本会の取り組みや方向について広報として一貫性を持

って打ち出す必要が生じたことによる。この場合のキーワードに“簡明さ，，を挙げ、主張を

はっきりと分かりやすく簡潔に伝える体裁に改めることとした。

したがって、日本病院会雑誌は今年度の６月号より、巻頭言、グラフをカラーページに改

め「見やすい」「読みやすい」雑誌を目標に努めていき、平成１７年１月号からは今までの

濃い緑の表紙からスズカケノキを題材に白地面積を広げたデザインに変更して、よりビジュ

アル化に向けての見直しを図った゜また、英文誌「JapanHospitals」の方も表紙、文字の変

更等を行いリニューアルした。

日本病院会ニュースの編集方針も“簡明さ,，をできるだけ打ち出すように努めた。さらに、

会の動きの中で、打ち出すべき価値を持つと判断された場合は、報告書などの確定内容を待

たずに、扱える範囲内で即刻対応する方針に改めた。すなわち、取り組みや問題の大きな流

れをおさえ、そのポイントに焦点を当てるジャーナリスティックな紙面作りが肝要とされた

ことが今期の大きな特色である。また、毎年恒例となっている新春座談会を開き、平成１８

年の医療制度改革において、今後の病院の変革や混合診療解禁刀問題などについて、活発な

議論が交わされた。

平成１７年度についても情報収集を積極的に行い、会員病院に対するより良い`情報提供に
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努める方針である。

１８．インターネット委員会

１．開催回数８回

２．出席者数延べ70名

３．協議事項

１．情報発信の基礎データとしての視察調査について

２．コンテンツのリニューアル

３．曰本病院会ロゴタイプ，ロゴマークの検討

３．各種情報の迅速な提供

４．電子会議システムの試験運用について

５．インターネット大学の設立に関する検討

６．情報発信の基礎データとしての視察調査について

７．日本病院学会でのインターネットシンポジウム企画について

４．総評

従来のコンテンツ充実に向けての活動とタイムリーな情報提供を念頭に各方面の状況を見

据えた対応および活動をしていきたい。

19．対外情報委員会

１．開催回数６回

委員会２回

小委員会２回

広報関連委員長・担当副会長打合せ会１回

「広報のあり方について」の勉強会１回

２．出席者数１５人

３．協議事項

（１）対外広報活動の強化及び関連委員会との連携について

（２）当委員会のあり方について

（３）山本会長との懇談報告について

（４）最近のメディアにおける日病の露出度について

（５）平成１６年度活動中間まとめと１７年度計画について

（６）新しい媒体（プレスリリース）の発行について

４．総評

日本病院会の対外広報活動に特化した委員会として今年度オ

員会が担っていた部分であるが、山本会長の新体制による日刻

(とした委員会として今年度から立ち上げた。従来、広報委

山本会長の新体制による日本病院会の基本方針に沿ってこ
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の１年は「広報のあり方」についての検討研究を行い、７月の常任理事会の後には日本航空

の藤田広報部長の講演を聞くなど勉強会をもった。その中で、日病のこれまでの組織活動の

あり方を変えて、広報を委員会としてでなくトップ直結で動く組織として部制をとることを

提案、これが１月の役員会で承認されて、その名称も｢広報宣伝部」という、「国民のために医

療を守る広報宣伝部」という趣旨の団体としては異色のネーミングとなった。また、情報発信

の手段として、これまで欠けていたプレスリリースの発行に取り組むこととし、企業･団体の

外部向け広報誌の題号を参考にして、「日本病院会通信｣の名で17年の４月中に、医療経済・

税制委員会報告の｢手術料に包括されている材料費の占有度｣を取り上げ、第１号をリリース

することとなった。

20．総務委員会

1．開催回数２１回

２．出席者数延べ１４２名

３．協議事項

１．新体制における活動基本方針について

２．役員の業務分担、委員構成について

３．委員会のあり方について

４．平成１７年度事業計画、予算編成について

５．定款改正について

６．その他、当面の諸問題について

４．総評

４月１日付による山本修三会長以下の新執行部の発足に伴い、活動基本方針を検討、厳し

い医療経済情勢の中で、国民のための医療の質と安全を確保し、医療提供者としての責任を

果たすため、下記の４つの方針を柱とすることとした。

基本方針Ｉ病院医療政策についての提言

基本方針Ⅱ病院団体による病院医療政策会議の推進

基本方針Ⅲ政府・地方行政機関および関連団体との連携

基本方針Ⅳ内部組織の見直し

この基本方針にそって組織体制を検討することとし、各委員会の設置、整理、統合等を具

体的に検討した結果、従来の総務的な事項を検討する委員会であったものを見直し、下記の

要領で実施することとした。

（１）全委員会の企画、調整は総務委員会が行い、総務委員会が全委員会を統括する上位の委

員会とする。

（２）総務委員会の組織は、会長、副会長、事務局長をもって構成する。

（３）総務委員会の開催は原則として、役員会の前日の午後４時～午後５時とする。

（４）各委員会における小委員会の設置、委員の追加等は総務委員会の承認を得る。
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(5)総務委員会は日本病院会として必要な課題を整理し、各委員会に検討項目の取り纏めお

よび期限等の指示を行う。

(6)各委員会の検討審議状況については、担当副会長から報告を求め、役員会への付議事項

の調整を行う。

(7)原則として、役員会の予定されている週の各委員会の開会はしない。

ただし､検討審議が急を要する場合､委員の物理的条件により特に開会を要する場合は、

各委員長は担当副会長の了解を得て開会することができる。

(8)各委員長は、総務委員会から指示された事項について適宜委員会を招集し、担当副会長

が出席し助言を与える。必要に応じ他の副会長の出席を求め検討審議を進める。

(9)総務委員会から指示された事項のほか、委員会において検討が必要と思われる事項につ

いては、予め総務委員会の了承を得て検討に着手する。

また、平成１６年度からの役員改選時に－部会員から、現執行部の会員資格が定款第５条

並びに定款施行細則第１条の規定に反しているのでは、との意見が提出され、新執行部に

より慎重に審議を重ねて行くとの方針が示され、総務委員会が定款改正についての特別委

員会を兼ねることとし、年間８回（6/８，７/３０，８/１８，９/２，９/９，１/２１，２/１５，２/25）開催

し検討を重ね、平成１７年２月の理事会で具体的な変更内容を提示（下記）し承認されたた

め、３月の代議員会で総会の議決事項として提示することの承認を得た上で､総会に諮り、

出席会員の４分の３以上の賛成を得たため、厚生労働大臣あてに定款並びに定款施行細則

変更申請を実施することとした。

定款の一部変更内容
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事項 現行 変更

（１）会員

(2)役員定数

(3)資産管理

(4)余乗り金処分

(5)解散時残余

財産処分

第５条正会員

第１ｏ条理事若干名

代議員若干名

第３１条郵便官署

第３３条

第３９条代議員の議決

●

●

｢代表者はその病院を管理する病院長

又は医師である開設者とする｡」

｢民法上の社員」を明記（新設）

６０名以上６６名以内

110名以上１３０名以内

日本郵政公社

全文削除

総会の議決

を削除



定款施行細則の-部変更内容

21．倫理委員会

１．開催回数１回

２．出席者数７名

３．協議事項

１．委員会のあり方、基本的な考え方について

２．事業計画について

４．総評

日本病院会の「倫理綱領」について、時代の流れで新規の項目を追加したり、病院団体と

して取り組まなければならない倫理項目等を検討したり、きめ細かい点を含めて考え直す時

期に来ていると考えられるため、会員がどのように医療倫理の問題に取り組んでいるか、活

動状況を調査し、検討を加えることを継続課題とした。

さらに、診療記録の開示と個人情報保護法との係わり合いについて、患者の権利が強くな

って来ている現状に、病院側としての考え方や対応策の継続的な検討の必要性も確認した。

22．国際委員会

1．開催回数５回

２．出席者数延べ１６名

３．協議事項

１．２００４年５月，９月開催のアジア病院連盟（ＡＨ.Ｆ）理事会について

２．２００４年７月第54回日本病院学会（横浜）開催時のAHF加盟各国代表の対応について

３．IHFおよびAHFの2004年分会費の支払いについて

５．２００５年７月第55回曰本病院学会（名古屋）のAHF加盟各国への招待案内について

７．ＩＨＦＦｉｅｌｄＳｔｕｄｙＴｏｕｒ開催協力について
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現行 変更後

(医師である開設者）

第１条社団法人日本病院会定款(以下定款

という）第５条の規定による正会員の
￣

フ ち、医師である開設者とは、法人に

おける医師である代表者として病院よ

り届出たもの、地方公共団体における

医師である病院事業管理者等であり、

本会の常任理事会にて承認したものを

いう ０

(正会員の承認）

第１条社団法人日本病院会定款(以下定款

という）第５条の規定に定める病院の

代表者は､当該病院が代表として届け

出た医師とし､常任理事会で承認した

者とする。



４．総評

ＡＨＦ活動に関しては委員長以下個別に国際交流を図り，日本がホスト国として2004年に

AHF理事会を開催し，併せてリクエストの多かった第一回AHFシンポジウムを開催した。

2007年には韓国においてIHF国際病院連盟総会も開催されるため,同じＡＨＦの加盟国の一

員として，また隣国として最大限の協力そして連携をしていきたい。

個人情報保護に関する委員会

１．開催回数３回

２．出席者数延べ１２名

３．協議事項

１．委員会のあり方について

２．個人情報保護法のガイドライン作成について

３．認定個人情報保護団体の認可を得ることについて

４．総評

23.

平成１７年４月１日付けで完全施行となる「個人情報の保護に関する法律」いわゆる個人

情報保護法について、会員病院がすぐに対応できるように、各病院で早急に作成または実

施しなければならない事項一覧、個人情報の利用目的などを記載した病院内に掲示するポ

スター形式の一例や患者に提供するリーフレットの一例を作成して、２月１５日付でインタ

ーネットの日本病院会のホームページと日本病院会ニュースに掲載して会員病院に周知し

た。

さらに、適正な取扱いが確保されるように、遵守すべき事項をできるだけ判りやすく示

す指標「病院における個人情報保護法への対応の手引き」を作成、各病院の各部署で印刷・

増刷のうえ充分に活用してもらうために、ＣＤ－ＲＯＭも同封して、３月１０日付で正会員

全病院に送付した。

また、日本病院会自体が、会員に対する情報の提供、コンサルタント業務、苦情処理、

セミナー・講習会の開催等の業務活動が可能となる認定個人情報保護団体の認可を受ける

ための申請の準備を進めることとした。
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第５研究会

今年度は、組織見直しのため、活動を凍結した。
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第６セミナー

１．病院長・幹部職員セミナー

１．開催回数１回

２．開催期日平成１６年８月５日（木）・６日（金）

３．開催地大阪・都ホテル大阪４階「浪速の間(西)」

４．参加者数１８３施設３１５名

５．演題

第1日目８月５日（木）１３時から２０時

総合司会日本病院会事務局長山口和英

開会挨拶日本病院会常任理事小川嘉誉

会長挨拶曰本病院会会長山本修三

代理・副会長武田隆男

特別講演Ｉ「医療改革の問題点」 日本医師会会長植松治雄

座長：日本病院会常任理事小川嘉誉

特別講演Ⅱ「２１世紀の医療経営」～非営利と効率の両立を目指して～

多摩大学大学院客員教授真野俊樹

座長：日本病院会副会長武田隆男

シンポジウムＩ「良い医師をどう育てるか」座長：日本病院会副会長村上信乃

１）「新研修制度がスタートして」 聖隷浜松病院院長堺常雄

２）「臨床研修の質の評価と改善をめざす」

聖マリアンナ医科大学救急医学教室教授箕輪良行

３）「これからの専門医育成は、どうあるべきか」

大阪大学医学部大学院病態制御外科学教授門田守人

４）「医師の生涯教育とプロフェッショナルオートノミー」

日本医師会常任理事橋本信也

５）「医師の“ＱＯＬ”の改善」 多摩大学大学院客員教授真野俊樹

懇親会４階「浪速の間(東)」 挨拶日本病院会副会長大井利夫

第２日目８月６日（金）９時から１７時

シンポジウムⅡ「看護部・コメディカル部門の育成と質の向上」

座長：曰本病院会副会長川合弘毅

１）薬剤部門「患者不利益回避のために」

大阪市立大学医学部附属病院薬剤部副部長小川雅史

２）臨床工学部門「医療機器の適正管理を目指して」

日本臨床工学技士会会長

前田記念腎研究所臨床工学部川崎忠行

３）病院栄養部門「栄養サポートチーム稼動の現状から」
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大阪府栄養士会病院部会長

市立豊中病院栄養管理課課長補佐前田浩史

４）リハビリ部門「脳卒中に対するリハビリテーションを中心に」

ボバース記念病院院長宮井一郎

５）看護部門「継続教育の実際」 大阪府看護協会会長高森勝子

特別講演Ⅲ「バランスト・スコアカードによる戦略的病院経営

－どのように使い・何が出来るか－」

日本大学商学部教授高橋淑郎

座長：日本病院会副会長池澤康郎

トピックス「何が、どう変わるのか」 座長：日本病院会副会長奈良昌治

１）国立病院の独立行政法人化

国立病院機構大阪医療センター事務部長粟井一博

２）病院会計準則の見直し等について

石井公認会計士事務所公認会計士石井孝宜

シンポジウムⅢ「今回の診療報酬改定と、今後の動向」

座長：東北大学大学院経済研究科教授関田康慶

１）今回の診療報酬改定と診療報酬改訂の抜本改革

厚生労働省保険局医療課課長麦谷眞里

２）平成１６年度点数改定の影響

大阪府私立病院協会事務長会副会長

大阪暁明館病院医療支援部長雑賀剛

３）改定の評価

①ハイケアユニット入院医療管理料新設と看護必要度

厚生労働省医政局看護課補佐岩澤和子

②地域一般病棟と亜急性期入院医療

四病院団体協議会医療保険診療報酬委員会委員長

医療法人財団寿康会寿康会病院理事長猪口雄二

４）次回の診療報酬改定を読む

東京医科歯科大学大学院医療経済学教授川渕孝一

５）総括東北大学大学院経済研究科教授関田康慶

閉会挨拶日本病院会副会長大井利夫

総評

現在の医療を取り巻く環境で、社会制度全般にわたる規制改革、制度改革が行われている

、「医療改革の問題点」「病院経営に関する方針」「医療従事者の教育」等各々の有識者

６．

中、「医療改革の問題点」１病院経営に関する方針」「医療従事者の教育」等各々の有識者

による講演やシンポジウムを拝聴し、ますます病院の機能と職員の資質向上を図Ｄ病院経営

の参考にして頂けるものと思う。
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病院医療の質を考えるセミナー

１．開催回数２回

２．開催曰等①７月１４日（水）、東京ファッションタウンビル＃９０５＆９０６，

８１施設１１４名。

②３月４日（金）、静岡県立静岡がんセンター「やまびこホール」、

３８施設４５名。

３．内容について

①メインテーマ「e-Japan戦略Ⅱにおける医療」

基調講演「e-Japan戦略Ⅱと医療」 政府ＩＴ戦略本部評価専門調査会委員

２．

慶應義塾大学環境情報学部教授

ハーバード大学経営学博士
こぐりょう

國領二目ロ

シンポジウム「e-Japan戦略Ⅱと医療」
しんむら

厚生労働省医政局研究開発振興課医療技術情報推進室室長新ネオ和哉

経済産業省商務情報政策局サービス産業課医療

・福祉機器産業室室長藤本康二

「静岡県立静岡がんセンターの概要説明」 静岡がんセンター総長山口 建②

メインテーマ「静岡がんセンターにおけるQualityImprovementの取り組み」

司会・同センター副院長米村豊

「概要説明」 同センター副院長米村豊

「ＱＩを支える報告システムと運用について」

同センターＲＭ・ＱＣ室佐藤文

「チームで取り組む医療安全リスクマネージャー部会の活動」

同センター副看護部長鶴田清子

「患者から医療の質の評価を得るための実践一第１回患者満足度調査実施報告一」

同センター副看護部長青木和恵

「よろず相談の取り組み」 同センターよるず相談石川睦弓

特別講演「病院の人事考課とモチベーションについて」

ＮＴＴ東日本関東病院副院長、外科部長、緩和ケア科部長小西敏郎

病院見学

評医療の質の向上や医療機関での経営管理の強化からＩＴ化が期待されている

が全国の病院からは今後の方向性などについて不安な声をたびたび聞く。その

点を見極める必要性を感じ、政府の中間報告についてその真意を考えるために

セッティングした。

また静岡がんセンターでの日常おこなわれている質向上の活動と他の研修会

ではなかなか実施困難な院内見学で有意義な研修会となった。同院の皆様に深

く感謝いたします。

－１１７－

４．総



３救急医療防災セミナー

１．開催回数１回

２．開催曰等１０月２２日（金）、アークホテル岡山、１３７名

３．内容について
こだにひでなり

開会挨拶岡山県副知事・内野淳子、社団法人岡山県医師会長.。､谷秀成

「長野五輪における救急医療体制-2005年岡山国体に備えて－」
ひろし

富山医科薬科大学医学部救急・災害医学教授奥寺敬
あきつぐ

座長・）Ⅱ崎医科大学名誉教授小濱啓次

「東海地震を想定した自治体の取組み－静岡県の場合一」

静岡県理事土居弘幸

座長・岡山県保健福祉部長宮嵜雅則

「『大震災後の貴院が想定する緊急医療活動に関する調査について』と

『小児救急に対する貴院の対応に関する調査について』調査報告」

広島国際大学医療福祉学部教授河口 豊

座長・当救急医療防災対策委員会委員長土屋章

「災害時医療展開の図式」 日本集団災害医学会理事長太田宗夫

座長・川崎医科大学救急医学教室教授鈴木幸一郎

「海外への災害医療救援活動一政府組織として－」

札幌医科大学附属病院高度救命救急センター教授浅井康文
うじけよしひと

座長・岡山大学大学院救急医学分野教授氏家良人

「岡山発！ＮＧＯ災害救援組織ＡＭＤＡ」

ＡＭＤＡ緊急救援組織シニアアドバイザー津曲兼司

座長・岡山赤十字病院救命救急センター長石井史子

シンポジウム「メディカルコントロールの現状

―特に救急救命士による気管挿管とその問題点一」

座長・岡山県医師会理事井戸俊夫

座長・津山中央病院救命救急センター長森本直樹

①岡山市消防局警防課救急救助主幹・消防司令長長瀬正典
いぬがたけとし

②姫路市消防局1肖防課長補佐犬賀武敏

③国士舘大学体育学部スポーツ医科学科教授田中秀治
おちげんろう

④愛媛県立新居浜病院麻酔科医監部長越智元良Ｋ

閉会挨拶日本病院会常任理事、岡山旭東病院院長土井章弘

総評地元病院協会を中心に絶大なご協力があり盛会な研修会になった。関係諸兄

に深く御礼申し上げます。

４．
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第７予防医学活動

人間ドックが我が国に誕生して、５０年を経ています。その間に人間ドックの形式も交通機関の

発達と同様にスピード化が進み、一週間から－泊二日の入院コースヘ、更には総合健診と言われ

る一日コースが普及している現況です。

日本病院会・予防医学委員会は、1959年（昭和34年）に一泊二曰の短期人間ドックが発足以来、

優良施設の指定と共にその利用状況を調査し、毎年発表してまいりました。

第26回日本人間ドック学会（1985年）の宿題報告を契機として、人間ドック検査成績について

も全国調査の必要性が認識されるようになりました。その後、毎年日本人間ドック学会の際に予

防医学委員会より報告が行われ、２０年目の節目を迎えました。

全国集計の内容は日本病院会雑誌並びに日本人間ドック学会誌「健康医学」に掲載し、学会員

及び優良指定病院長並びに施設長に配布しております。

このたび、第45回日本人間1ミック学会の際に、人間ドック実施状況調査とともに全国集計成績

の要点を抜粋して『予防医学委員会報告（人間ドックの現況)」を作製し、ご希望の方々に広く配

布することにいたしました。

なお、－泊人間Ｆツク指定病院で行われている一日コースのドックが急増したので、1997年４

月より曰本病院会では人間ドックの名称を下記のとおりに変更いたしました。

－泊人間ドック

－曰病院外来ドック

－日人間ドック（総合健診）

集計にあたっては､従来は一泊人間ドックの中に一日病院外来ドックを含めていましたが､１９９８

年より外来ドックを区別し、総合健診およびその他の人間ドックとあわせて４種類に分類して集

計を行っています。

また、1999年より人間ドック認定指定医制度が発足し、その後本学会の正会員が急増していま

す。その影響のためか、今回も全国調査資料の返信率は96％で、対象の人間ドック受診者数も前

年より約27万人増えて311万人に達しています。

本資料が、各病院・施設の健康機能評価の一環としてご利用いただき、人間Ｆツクの質的向上

に役立つことを期待しております。

(注）2004年９月より、人間ドックの名称が一日ドック、二日ドック、三日以上ドックに変更と

なります。
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1．曰本病院会人間ドック指定病院および指定施設（平成16年１月現在）

都道府県別一覧表

－日一泊 －日一泊 －日

ｗ山県 １５石川県 1０北海道

広島県福井県青森県

山梨県 １６岩手県

長野県 １３宮城県 徳島県

秋田県 岐阜県 香川県

静岡県 ２８山形県 愛媛県

福島県 1５ 愛知県 １７ １４ 高知県

茨城県 １７ 一重県 福岡県

栃木県 １１ 滋賀県 １１ 佐賀県

群馬県 泉都府 ２８２０ 長崎県

埼玉県 大阪府 ２９ ３４ 熊本県

千葉県 ４０ 兵庫県 ２６ 大分県

東京都 ８４ ７２ 奈良県 宮崎県

神奈川県 ４２ ２４ 和歌山県 鹿児島県

新潟県 ２１ １０ 鳥取県 沖縄県

富山県 島根県 ６２８ ２９２

合計一泊人間ドック指定病院数628病院

一曰人間ドック指定施設数292施設

注①一泊人間ドック指定病院中、新病棟建築中ならびに医師、看護師不足などの事由により一

時休止病院９病院が含まれている。

②一泊人間トミック指定病床数は、2,292床である。

③一泊人間ドック新指定病院１３病院

一泊人間ドック指定辞退病院４病院

※３年毎に行う曰病・健保連との指定見直しにより指定取り消し病院を含む。

④一日人間ドック新指定施設７施設

⑤一日人間ドック指定辞退施設３施設
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￣

泊
￣

曰 一泊
へ

曰
￣

泊 ■ｂ

曰

北海道 ９ ８ 石川県 1０ １ 岡山県 1５ ５

青森県 ６ １ 福井県 ５ １ 広島県 1６ ８

岩手県 ６ １ 山梨県 ６ 1 山口県 １６ ２

宮城県 ５ ７ 長野県 １３ ０ 徳島県 ３ １

秋田県 ６ 1 岐阜県 ８ ４ 香川県 ４ ３

山形県 ２ ０ 静岡県 2８ 1３ 愛媛県 ８ ０

福島県 1５ 1 愛知県 1７ １４ 高知県 ３ ３

茨城県 1７ ９ 三重県 ９ ３ 福岡県 4４ １５

栃木県 １１ ２ 滋賀県 1１ ２ 佐賀県 １ ０

群馬県 2０ ２
■－

ﾉﾃ（ 都府 2８ ８ 長崎県 ２ １

埼玉県 1５ ９ 大阪府 2９ 3４ 熊本県 ６ ３

千葉県 4０ ９ 兵庫県 2６ ５ 大分県 ０ ４

東
■－

ﾉﾃ（ 都 8４ 7２ 奈良県 ２ ０ 宮崎県 ４ ０

神奈１１|県 4２ 2４ 和歌山県 ３ ０ 鹿児島県 ３ １

新潟県 2１ 1０ 鳥取県 ２ ０ 沖縄県 ２ ２

富山県 ２ １ 島根県 ３ １ 計 628 292



２人間ドック指定病院・施設経営主体別一覧（2003年）

０．００．０

国（労働福祉事業団）０．３０．３

０００．０

５２８３５１７

４２６７３１０

最近10年間の一泊人間ドック指定病院、－曰人間ドック指定施設推移3．

700

600

500

０
０
０

０
０
０
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３
２

病
院
・
施
率
亟
数

1００

０

１０１１１２１３１４１５

年別

９８６ ７

－←－泊人間ドック．．◆．._曰人間ドック
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泊

病院数 ％

曰

施設数 ％

泊

病院数 ％

曰

施設数 ％

国（厚生労働省） ２ 0.3 ０ 0.0 厚生団 ３ 0.5 １ 0.3

国（文部科学省） ０ 0.0 ０ 0.0 船保会 ３ 0.5 ３ ＬＯ

国（労働福祉事業団） ２ 0.3 １ 0.3 健保及び連合 ７ 1．１ ３ 1．０

その他公的 ０ 0.0 ０ 0.0 共済及び連合 １５ 2.4 ４ １．４

国（その他） ３ 0.5 ７ 2.4 国保組合 ０ 0.0 ０ 0.0

都道府県 ９ 1．４ １ 0.3 公益法人 5６ 8.9 8８ 3０．１

市町村 5２ 8.3 ５ 1．７ 医療法人 299 4７．６ 1１９ 40.8

日赤 4２ 6．７ ３ 1．０ 学校法人 ７ 1．１ ９ 3.1

済生会 2９ 4.6 ６ 2．１ 会社 ８ 1．３ ４ 1．４

北海道社会事業協会 ０ 0.0 ０ 0.0 その他法人 2０ 3.2 10 3.4

厚生連 3１ 4.9 ７ 2.4 個人 1７ 2.7 1７ 5.8

国 保連 ０ 0.0 ０ 0.0

全社連 2３ 3.7 ４ 1．４ 合計 628 １００．０ 292 1００．０
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最近１０年間の各種人間ドック・健診受診者数の推移４

-←その他の健診

一生活習慣病健診

苞－－曰人間ドック

‐←－曰病院外来ドック

ー←－泊人間ドック

7000000

6.4060826．３９１．９１６

6000000 －←－７

5000000

４ 933.35

4,290,272

4,126,618 4,120,588
人

4000000

数

4,011,860
3,925,002－

3．６１４９１５ｌ
］
居
Ｉ

3.801.245
3,735.4423.325.418

3.638.214 3.598.509 3.557.6243.544.470 3.527.997
3.428.107

3000000
2.970.612

2.468.125

2000000 Ｊ

３

6９１５１５
６１３．６６５591.352

1.445.52417.546 409.010
3３５．７９５

260.49250.753
94.52165.12

1000000 0０５３ 083.838060.2161０４０．８９６ 036.68035.872
968.322

317.592 343.889

420.373 405.628385.852 384.819 355,646 356.386 343.599 329.807
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5．人間ドック実施状況調査（平成15年１月１曰から１２月３１日）

日本病院会会員約2,800の病院・施設に対しアンケート提出を求めたが、報告提出は一泊人間ド

ック603病院と一日人間ドック283施設であった。

○一泊人間ドック実施病院１，１４１〔曰病指定（健保連契約）628〕

○一日人間ドック実施施設２８３〔曰病指定（健保連契約）292〕

(1)曰病会指定病院における各種人間ドック受診者報告603病院（前年611）（８病院↓）

（単位：人数）

(2)曰病会指定病院における一日人間ドック受診者報告283施設（前年280）（３施設↑）

（単位：人数）
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受診者数（平成15年１月～12月）

男 」性 女性 計

平成１４年１月～１２月

計

－泊人間

ドック

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

209,697

(1,781↑）

8０，２８５

(38.3％）

80,345

(3,798↑）

2９，７５６

(37.0％）

290,042

(5,579↑）

1１０，０４１

(37.9％）

284,463

106,649

曰病院外来ドック
476,772

(77,429↓）

303,267

(40,821↓）

780,039

(118,250↓）
898,289

(３ 戸、－ ７日）入院ドック
6,349

(１，７９４↑）

3,237

(573↑）

9,586

(2,367↑）
7,219

合計
692,818

(73,854↓）

386,849

(36,450↓）

1,079,667

(１１０，３０４↓）
1，１８９，９７１

生活習慣病健診
1,984,408

(62,584↓）

1,098,789

(61,286↓）

3,083,197

(123,870↓）
3,207,067

その他の健診
3，１８３，５４９

(8,564↑）

2,582,741

(１０７，６６５↓）

5,766,290

(99,101↓）
5,865,391

受診者数（平成15年１月～12月）

男 」性 女 」性 計

平成１４年１月～12月

計

曰人間

ドック

指定施設

のみ

総数

健保組合員数

(総数より再掲）

1,088,983

(36,341↑）

527,637

(48.5％）

650,074

(11,201↑）

2８１，７５０

(43.3％）

１，７３９，０５７

(47,542↑）

809,387

(46.5％）

１，６９１，５１５

849,533



(3)その他日病会員病院における各種人間ドックの受診者報告538病院（前年399）
（単位：人数）

６人間ドック項目別成績調査の回答状況

(1)一泊人間ドック実施病院のアンケート返信数（2003年）－地域別比較一

(注）①

(注）②

士は前年との実数または比率の差

（）内の数値は一曰人間ドックと重複した病院数

(2)一日人間ドック実施施設のアンケート返信数（2002年）－地域別比較一

(注）①

(注）②

±は前年との実数または比率の差

（）内の数値は一泊人間ドックと重複した施設数
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受診者数（平成15年１月～１２月）

男 性 女 性 計

平成１４年１月～１２月

計

－泊人間

ドック

総数

健保組合委員数

(総数より再掲）

3８４３７

(13,523↑）

1３．９２１

(36.2％）

1５，４１０

(7,195↑）

6,796

(44.1％）

5３．８４７

(20,718↑）

2０，７１７

(38.5％）

3３，１２９

7,450

日病院外来ドック
2９９，７５４

(76,617↑）

1８０，７００

(51,373↑）

480,454

(127,990↑）
3５２，４６４

(３日～７日）入院ド

ク

ツ 7，５８８

(6,883↑）

2，３３０

(2,130↑）

9,918

(9,013↑）
9０５

合計
3４５，７７９

(97,023↑）

198.440

(60,698↑）

5４４．２１９

(157,721↑）
386,498

生活習慣病健診
2７３，６４７

(57,797↑）

１７１，１５３

(36,446↑）

444,800

(94,243↑）
350,557

その他の健診
377,476

(63,968↑）

262,316

(49,299↑）

639.792

(113,267↑）
526,525

プロツク 指定病院数 返信数 ％

北海道 ９ ９（１） 1００．０

東北 4０ 3８（１） 9５．０

関東・甲信越 269 258（30） 9５．９

東海・北陸 7９ 7３（９） 9２．４

近畿 9９ 9９（13） 1００．０

中国・四国 7０ 6６（４） 9４．３

九州・沖縄 6２ 6０（５） 9６．８

計
628

＋９

6０３

－８

9６．０

－２．７

プロツク 指定施設数 返信数 ％

北海道 ８ ８（１） １００．０

東北 １１ １１（１） 1００．０

関東・甲信越 1３８ 132（30） 9５．７

東海・北陸 3７ 3７（９） １００．０

近畿 4９ 4９（１３） 1００．０

中国・四国 2３ 2１（４） ９１．３

九州・沖縄 2６ 2５（５） 9６．２

計
2９２

＋４

2８３

＋３

9６．９

－０．３



(3)施設別・アンケート返信内容の比較（2003年）

(4)人間ドックアンケート調査返信施設の受診者数比較（2003年）

７．日病指定・一泊人間ドック実施病院並びに－日人間ドック実施施設のアンケート返信状況

一年度別比較一
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総数
項目別統計返信

数
％

癌症例統計

返信数
％

一泊 指定病院 628 603 96.0 476 75.8

￣

曰 指定施設 292 283 96.9 252 86.3

計
920

＋１３

886

－５

9６．３

728

－２７

79.1

男性受診者数 女性受診者数 総受診者数
項目別対象

受診者数

癌症例対象

受診者数

① 泊人間ドック 140,310 93,150 233,460 233,423 228,337

②一日病院外来ドック 391,487 260,908 652,395 642,716 323,719

③
￣

曰人間ドック 941,958 597,188 1,539,146 1,516,728 1,630,159

④その 他 437,018 304,949 741,967 721,739 708,139

合計 １，９１０，７７３ 1,256,195 3,166,968 3,114,606 2,890,354



まとめと今後の目標

■人間ドック・健診の現況と質の向上をめざして

平成15年（2003年）の日本病院会・人間ドック指定病院および指定施設の現況について、調査

結果を報告しました。

２１世紀は予防医学の時代と言われていますが、－泊人間ドック指定病院数は628、一日人間ドッ

ク指定施設数は292と共に増加をしています｡それに伴い各種人間ドックは前年より増加傾向がみ

られ、総合すると前年より１０万人増えて約336万人に達しています。更に生活習慣病健診と一般健

診を加えると約1,327万人が受診したことになり、前年より約７万人の増加です。

今後、更に人間ドック実施病院・施設数の増加、それに伴い受診者数も増えることが予想され

ます。数の増加が質の低下につながらないよう、日本病院会は本年９月より「人間ドック機能評

価機構」を発足の予定です。

内容の濃い人間ドック・健診の普及が、国民の健康増進に役立つことを期待しております。

■人間ドックの癌統計一増えている前立腺癌・乳癌一

人間ドックで発見される癌のトップは胃癌であり、次いで大腸癌です。両方を合せると19年前

は全発見癌の約70％を占めていましたが、今回の調査では約18％低下しています。

その理由は、男性では前立腺癌の増加であり、女性では乳癌が著しく増えたためです。

その対策としては、５０歳以上の男性に対してPSA検査、４０歳以上の女性に対する乳房エコー検査

やマンモグラフィーを基本検査項目に導入する必要があります。

人間ドックで最も発見頻度の高い胃と大腸癌については、早期癌の占める割合が80％前後です。

治療方法も特に大腸癌は内視鏡的切除が年々増加しており、二次予防の有用性が実証されてい

ます。

今後は、PET、ＣＴ、MRIと各種腫瘍マーカーによる多臓器総合診断を目的とする「癌専門ドック」

が普及して行くと思われます。

人間ドックの検査項目別統計一健康度悪化がストップ-

1984年に人間ドックの全国集計を始めて驚いたことは、狭い日本の中で健康度の地域差が大き

いことでした。その後20年間の経年変化をみますと、地域差が次第に縮小してきました。その理

由は、かつて健康度の良いと言われていた地域が次第に悪化の傾向をたどり、地域特性が失われ

てしまったことです。

その結果、働き盛りの日本人の健康度は年々悪くなり、健常者が人間Ｆツク受診者全体に占め

る割合は1984年の29.8％から2003年は13.3％（前年と同率）と、１６．５％も減ってしまいました。

特にライフスタイルに関係の深い６項目（肥満、耐糖能異常、高血圧、高コレステロール、高

中性脂肪、肝機能異常）が、いずれも異常頻度が増加傾向を示していました。しかし、今回の調

査ではやや歯止めがかかったようで前年に比し肥満、高中性脂肪、肝機能異常は各年代共にやや

改善しています。
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健康度悪化の理由としては、次の４項目が考えられます。

1．生活習慣の欧米化

外食産業やコンビニエンス・ストアの普及により、手づくりの家庭料理を作る頻度が減少し

ています。結果として和食中心から、洋食や中華風の料理など嗜好が多様化し、食物の中に占

める脂肪の割合が25％を越すようになったためです。

2．専門学会による病態識別値の採用

近年、相次いで日本動脈硬化学会、日本高血圧学会、日本糖尿病学会、日本肥満学会、日本

痛風・尿酸代謝学会などが、検査値のガイドラインを発表しました。その基準値は国際学会と

の共通化をめざしたために、従来の我が国独自の基準範囲より厳しくなっています。

3．人間ドック反復受診者の増加による加齢の影響

人間ドックの普及に伴い、全国調査によれば反復受診者の割合は全受診者の70～80％を占め

るようになりました｡その結果､人間ドック受診者の平均年齢が40歳代から50歳代へと移行し、

さらに60歳以上の受診者が増えつつあります。

4．社会環境の悪化

バブル社会の崩壊により、大企業や銀行関係の倒産が発生し、サラリーマンのリストラや出

向、単身赴任が増えています。その余波は中小企業にも及び、経済はデフレ化の傾向が進展し

ています。このような社会環境の変化は、有形・無形に心のバランスを失い、ストレスが生活

習慣を悪化させる原因となっている人が増えています。

■健康度アップ戦略

２０世紀の人間ドックを総括すると､二次予防としての癌検診は成果を挙げることが出来ました。

しかし、生活習慣病発症に関連した検査の異常頻度は年々悪化しています。

その理由は前記の通りに種々考えられますが、なんと言っても最大のポイントは、人間ドック

受診者自身による生活習慣の改革が殆ど失敗に終ったことです。２１世紀型の人間ドックは、早期

発見・早期治療の二次予防から、生活習慣改善のための一次予防中心へと変化しなければなりま

せん。

そのためには、検査のための時間と同じ位の割合で健康教育や生活指導を充実させる必要があ

ります。そこで人間ドック担当医によるライフスタイル症候群（生活習慣関連６項目）を中心と

した健康度アップ戦略（図Ｉ）を紹介します。

人間ドック受診者の診療の際には、単なる打診・聴診・触診のほかに問診が重要です。

問診票の従来の形式は、臨床で使用している疾患別の問診項目が過半数が占めていましたが、

検査で分かる質問は省略します。そして、限られた時間内の問診ですから、生活習慣とストレス．

チェックに重点を置きます。

ストレス゛テストは、性格、行動パターン、社会的適応状況などを確認します。そして検査成

績の中から、特に生活習慣関連項目に的をしぼり、問診内容と総合して個別化した総合健康評価

を致します。

今までは、ここまでの説明と同意（informedconsent）で終っていましたが、今後は双方向の
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同意（interactiveconsent）が必要で、受診者の質問を積極的に受け入れる姿勢で対応すること

が求められています。

そして最後に受診者自身の意志に基づいた選択（informedchoice）が行われることにより、悪

い生活習慣に対する行動変容の実行がより成果を挙げることが出来るのです。勿論、受診者のフ

ォロー・アップを充実し、繰り返し行動変容の状況を確認することが重要であることは言うまで

もありません。

２１世紀の医療改革は、治療から予防へ視点を変えることが提唱されています。

そして、厚生労働省は「健康日本21」の理念として、

１．壮年期死亡の減少

２．健康寿命の延伸

を挙げています。

２１世紀の人間ドックは、上記の理念を実証することが主題であり、予防医学か

立とその方向に基づいた「人間ドック医療」の実践を普及しなければなりません。

予防医学から健康医学の確

図Ｉ健康度アップ戦略

擁ilii蕊ihJiii1iili議鑿iIiii1Miili篝口 検査成績

↓ ↓

瀧iiiiiii1ji1iNmX:jIluif霧■灘生活習慣 ライフスタイル症候群

（ ）（肥iiiii緋鰯 ）
性格・行動パターン，

社会的適応
(遺伝・既往歴を含む）
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第８診療'情報管理課程通信教育（旧診療録管理課程通信教育）

１．入学状況

・第65(17)期生入学

１）開講月日平成16年７月１日

２）入学者数1,744名（ただし、専門課程編入生257名含む）

３）受講料100,000円（年額）

・第66(18)期生入学

１）開講月日平成17年１月１日

２）入学者数1,714名（ただし、専門課程編入生457名含む）

３）受講料100,000円（年額）

２．卒業状況

・第60(16)回生卒業

１）卒業者数819名男252名、女567名

２）卒業式典平成１６年４月２４日（士）

同会場東京：ダイヤモンドホテル

・第61(17)回生卒業

１）卒業者数1,131名男368名、女763名

２）卒業式典平成16年11月２７日（士）

同会場東京：東条インペリアルパレス

３受講者人員数状況

・入学者の総数

診療録管理課程

受講者数

5,355名5,355名（第１回昭和47年７月～第48回平成８年１月）

男1,155名女4,200名

14,168名（第49(1)回平成８年７月～第66(18)回平成］診療情報管理課程 14,168名（第49(1)回平成８年７月～第66(18)回平成17年１月）

男5,174名女8,994名

通算19,523名男6,329名女13,194名

卒業者数

2,231名（第１回昭和49年９月～第43回平成７年10月）

男392名女1,839名

7,319名（第44(1)回平成８年４月～第61(18)回平成16年１１月）

ただし、特別補講（第46(3)回860名、第50(7)回77名）を含む

男2,130名女5,189名

通算9,550名男2,522名女7,028名

7,814名（平成17年３月末現在）

62(14)期以前1,658名

63(15)期1,233名６４(１６)期1,561名

65(17)期1,711名６６(18)期1,651名
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集中スクーリング及び試験実施状況

）夏期

第65回スクーリング期日

東京：平成16年10月１４日（木）‐

平成16年10月25日（月）－

大阪：平成１６年９月２３日（木）‐

福岡：平成16年８月１９日（木）‐

平成16年９月２３日（木）←

スクーリング会場及び参加者数Ｇ

東京：笹川記念会館（1o月）

笹川記念会館（１０月）

大阪：天満研修センター（９月）

４．

1）

東京：平成16年10月１４日（木）～20日（水）

平成16年10月25日（月）～30日（士）

大阪：平成１６年９月２３日（木）～29日（水）

福岡：平成16年８月１９日（木）～２５日（水）

平成16年９月２３日（木）～２８日（火）

スクーリング会場及び参加者数（延べ人数）

東京：笹川記念会館（1o月）

笹川記念会館（１０月）

大阪：天満研修センター（９月）

福岡：国立病院機構九州医療センター（８月）

国立病院機構九州医療センター（９月）

試験日

東京・卒業：平成16年９月１９日（日）

東京・進級：平成１６年10月１７日（日）

大阪：平成16年９月１９日（日）

福岡・卒業：平成16年９月１９日（日）

福岡・進級：平成16年８月22日（日）

試験会場及び受験者数

東京：笹川記念会館・ＴＦＴ

笹川記念会館・アルカディア市ヶ谷

大阪：天満研修センター

福岡：国立病院九州医療センター

3,781名

2,711名

4,741名

1,573名

1,446名

基礎・専門課程

基礎・専門課程

基礎・専門課程

基礎・専門課程

基礎・専門課程

卒業

進級

進級・卒業

進級・卒業

名
名
名
名

４
９
６
３

５
３
８
８

４
５
５
３

2）冬期

第66回スクーリング期日

東京：平成１７年３月１７日（木）

平成17年４月１７日（日）

大阪：平成17年２月２１日（月）

福岡：平成17年３月１５日（火）

スクーリング会場及び参加者数

東京：笹川記念会館（３月）

～２３日（水）

～２２日（金）

～26日（士）

～２０日（日）

(延べ人数）

基礎・専門課程3,738名

(医学用語ビデオ補講）２０名

基礎・専門課程4,221名

(医学用語ビデオ補講）７名

基礎・専門課程5,239名

(医学用語ビデオ補講）１２名

基礎・専門課程1,493名

(予定）

(予定）

笹川記念会館（４月）

大阪：天満研修センター（２月）

福岡：国立病院機構九州医療センター（２月）
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(医学用語ビデオ補講）２名

基礎・専門課程1,545名

(医学用語ビデオ補講）５名

国立病院機構九州医療センター（３月）

試験日

東京・卒業：平成17年２月20日（日）

東京・進級：平成17年３月20日（日）

大阪：平成17年２月20日（日）

福岡：平成１７年２月20日（日）

試験会場及び受験者数

東京：笹川記念会館・昭和大学医学部

大阪：天満研修センター

福岡：国立病院九州医療センター・

福岡国際医療福祉学院

進級・卒業

進級・卒業

進級・卒業

1,300名

928名

594名

５指定専門学校（19校）専門課程編入試験

１）開催地、参加校数、受験者数、日時

FLf
2）受験者総数351名（受験者無し4校）

６認定大学（ｅ大学４専門学校）「診療情報管理士」認定試験

１）開催地、参加校数、受験者数、日時

２）受験者総数477名
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会場 参加校数 受験者数 日時

東北文化学園専門学校 １ 4１ Ｈ1６．９．１９ ９：００～１２：00

笹)||記念会館 ６ １６２ H1６．９．１９ ９：００～１２：００

藤田保健衛生大学短期大学 １ ５ H1６．９．１９ ９：００～１２：００

天満研修センター ４ 8９ Ｈ1６．９．１９ ９：００～１２：００

広島国際大学国際教育センター １ 4２ Ｈ1６．９．１９ ９：００～１２：00

国立病院機構九州医療センター ２ 1２ Ｈ１６．９．１９ ９：００～１２：００

参加大学名及び会場 受験者数 日時

藤田保健衛生短期大学 6６ Ｈ１６．９．１９ ９：００～１６：３０

鈴鹿医療科学大学 2９ H1６．９．１９ ９：００～１６：３０

)||崎医療福祉大学(医療情） 1４５ Ｈ１６．９．１９ ９：００～１６：３０

川崎医療福祉大学(医療マ） 1０４ H1６．９．１９ ９：００～１６：３０

広島国際大学 4３ Ｈ１６．９．１９ ９：００～１６：３０

国際医療福祉大学 1７ Ｈ1６．９．１９ ９
●

● ００ 戸、‐ 1６
●

● 1５

お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 ９ H1６．９．１９ ９
●

● ００ へ‐ 1６
●

● 1５

京都栄養医療専門学校 ６ H1６．９．１９ ９
●

● 0０ 戸～ 1６
●

● １５

大阪医専 3７ Ｈ1６．９．１９ ９
●

● 0０ へ‐ 1６
●

● 1５

福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 2１ Ｈ１６．９．１９ ９
●

● ００ 戸、‐ １６
●

● 1５



７．コーディング勉強会（「分類法演習」補講授業）

１）開催地、回数、日時

１６．５．２２

１６．６．１９

１６．７．３１

１６．１０．

１６．１１．２０

１６１２．１８

１７．１．２２

１６．５．１５

１６．７．１７

１６．１１．１３

1６．１２．１１

１７．１．１５

１７．２．

１６．１１．２７

１７．１．２２

１６．４．１７

１６．６．２６

１６．１１．２７

１７．２．１２

１６．４．２６

１６．５．２８

１６．６．１８

１６．７．２６

１６．８．２７

１６．９．２１

１６．１１．１５

１６．１２．１０

１７．１．１４

１６．５．２２

－１３２－

No. 会場地
教室

数

問題

番号
会場 日時

参加

者数

１ 札幌 1 ５ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1６．５．２２ 1３
●

● 3０ 戸、－ 1６
●

● 3０ 3８

２ 札幌 １ ６ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1６．６．１９ １３：３０～１６：３０ 2３

３ 札幌 １ ７ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1６．７．３１ 1３
●

● 3０ 〆～ 1６
●

● 3０ 3３

４ 札幌 １ ８ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1６．１０．９ 1３
●

● 3０ グーゾ １６
●

● 3０ ９

５ 札幌 １ １ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1６．１１．２０ １３：３０～１６：３０ 3５

６ 札幌 １ ２ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1６．１２．１８ 1３
●

● 3０ へ＝ １６
●

● 3０ 2８

７ 札幌 １ ３ 札幌お茶の水医療秘書歯科助手専門学校 1７．１．２２ 1３
●

● 3０～ 1６
●

● 3０ 2８

８ 仙台 1 ３ 東北文化学園専門学校 1６．５．１５ １３
●

● 3０ 戸、‐ １６
■

● 3０ 3３

９ 仙台 １ ４ 東北文化学園専門学校 1６．７．１７ １３：３０～１６：３０ 3７

1０ 仙台 １ ５ 東北文化学園専門学校 1６．１１．１３ 1３
●

● 3０ グヘゴ 1６
●

● 3０ 2６

1１ 仙台 １ ６ 東北文化学園専門学校 1６．１２．１１ 1３
●

● 3０～ 1６
●

● 3０ 3３

1２ 仙台 １ ７ 東北文化学園専門学校 1７．１．１５ 1３
●

● 3０ 戸、‐ 1６
●

● 3０ 1６

１３ 仙台 １ ８ 東北文化学園専門学校 1７．２．５ １３：３０～１６：３０ 2１

1４ 福島 １ １ 郡山市｢ビッグアイ｣市民プラザ 1６．１１．２７ １３：３０～１６：３０ 2５

1５ 福島 １ ２ 郡山市｢ピッグアイ｣市民プラザ 1７．１．２２ 1３
●

● 3０～ 1６
●

● 3０ 2１

1６ 新潟 １ １ 国際メディカル専門学校 １６．４．１７ １３：００～１６：００ 3６

１７ 新潟 １ ２ 国際メディカル専門学校 1６．６．２６ １３：００～１６：0０ 3１

1８ 新潟 １ ３ 国際メディカル専門学校 1６．１１．２７ １３：００～１６：００ 2２

1９ 新潟 １ ４ 国際メディカル専門学校 1７．２．１２ １３：００～１６：００ 1４

2０ 東
■－

ﾉﾗﾐ ２ ５ 日本病院会 １６．４．２６ １３
●

● 3０ へ‐ １６
●

● 3０ 6５

2１ 東
■‐

ﾉﾗﾐ ２ ６ 日本病院会 1６．５．２８ 1３
●

● 3０～ 1６
●

● 3０ 6０

2２ 東
■＝

」丁〈 ２ ７ 日本病院会 1６．６．１８ 1３
●

● 3０ 戸、－ 1６
●

● 3０ 5５

2３ 東
■＿

ﾒﾗﾐ ２ ８ 日本病院会 1６．７．２６ １３：３０～１６：３０ 6２

2４ 東
■－

ﾉ7１ ２ １ 日本病院会 1６．８．２７ 1３
●

● 3０ 戸、‐ 1６
●

● 3０ 6４

２５ 東京 ２ ２ 日本病院会 1６．９．２１ 1３
●

● 3０ 戸、‐ 1６
●

● 3０ 6９

2６ 東
■-

ﾉﾗﾐ ２ ３ 日本病院会 1６．１１．１５ 1３
●

● 3０ 戸～ 1６
●

● 3０ 5８

2７ 東
■－

ﾉﾃﾐ ２ ４ 日本病院会 1６．１２．１０ 1３
●

● 3０～ 1６
●

● 3０ 6５

2８ 東京 ２ ５ 日本病院会 1７．１．１４ １３：３０～１６：３０ 5４

2９ 東京 ２ ６ 日本病院会 1７．２．４ 1３
●

● 3０ 戸～ 1６
●

● 3０ 5９

3０ 名古屋 1 ５ お茶の水医療秘書福祉専門学校 1６．５．２２ 1３
●

● 3０ へ＝ 1６
●

● 3０ 2２



１６７．２４

１６．１２．４

１７．１．２９

１６．５．２３

１６．５２３

１６．７１１

１６．７．１１

１６．８．２２

１６．８２２

１６．

１６．１０．１７

１６．１０．１７

１６．１１．

１６．１１．

1６．１２．

１６．１２．

１７．１．３０

１７．１．３０

１７２．２７

１７．２．２７

１７．３．１３

１７．３．１３

1６１１．１４

１７．１．２９

１６．６．２６

１６．７３１

１６．１１．１３

１７．１．２９

－１３３－

No. 会場地
教室

数

問題

番号
会場 日時

参加

者数

3１ 名古屋 １ ６ お茶の水医療秘書福祉専門学校 １６．７．２４ １３：３０～１６：３０ 2５

3２ 名古屋 １ ７ お茶の水医療秘書福祉専門学校 1６．１２．４ １３：３０～１６：３０ 2４

3３ 名古屋 １ ８ お茶の水医療秘書福祉専門学校 1７．１．２９ １３：３０～１６：３０ 2６

3４ 大阪 1 １ 天満研修センター 1６．５．２３ ９：３０～１２：３０ 2９

3５ 大阪 １ ２ 天満研修センター 1６．５．２３ １３：３０～１６：３０ 2９

3６ 大阪 １ ３ 天満研修センター １６．６．６ ９:３０～１２
●

● 3０ 2７

3７ 大阪 1 ４ 天満研修センター １６．６．６ １３：３０～１６：３０ 2５

3８ 大阪 ２ ５ 天満研修センター 1６．７．１１ ９:３０～１２：３０ 6２

3９ 大阪 ２ ６ 天満研修センター 1６．７．１１ １３：３０～１６：３０ 5９

4０ 大阪 ２ ７ 天満研修センター 1６．８．２２ ９:３０～１２：３０ 5８

4１ 大阪 ２ ８ 天満研修センター １６．８．２２ １３：３０～１６：３０ 5１

4２ 大阪 ２ 1 天満研修センター １６．９．５ ９:３０～１２：３０ 6０

4３ 大阪 ２ ２ 天満研修センター １６．９．５ １３：３０～１６：３０ 5６

4４ 大阪 ２ ３ 天満研修センター 1６．１０．１７ ９：３０～１２：３０ 5３

4５ 大阪 ２ ４ 天満研修センター 1６．１０．１７ １３：３０～１６：３０ 4４

4６ 大阪 ２ ５ 天満研修センター 1６．１１．７ ９：３０～１２：３０ 4９

4７ 大阪 ２ ６ 天満研修センター 1６．１１．７ １３：３０～１６：３０ 3３

4８ 大阪 ２ ７ 天満研修センター 1６．１２．５ ９：３０～１２：３０ 4１

4９ 大阪 ２ ８ 天満研修センター 1６．１２．５ １３：３０～１６：３０ 4７

5０ 大阪 ２ １ 天満研修センター １７．１．３０ ９：３０～１２：３０ 5８

5１ 大阪 ２ ２ 天満研修センター 1７．１．３０ １３：３０～１６：３０ 5７

5２ 大阪 ２ ３ 天満研修センター 1７．２．２７ ９：３０～１２：３０ 1６

5３ 大阪 ２ ４ 天満研修センター 1７．２．２７ １３：３０～１６：３０ 1９

5４ 大阪 ２ ５ 天満研修センター 1７．３．１３ ９：３０～１２：３０ 3４

5５ 大阪 ２ ６ 天満研修センター １７．３．１３ 1３
●

● 3０ 'ヘン 1６
●

● 3０ 3６

5６ 三重 1 １ 松阪中央総合病院 1６．１１．１４ 1３
●

● 3０ グヘー 1６
●

● 3０ ２１

5７ 三重 １ ２ 松阪中央総合病院 1７．１．２９ １３：３０～１６：３０ 1５

5８ 広島 1 ５ 広島医師会臨床研修センター 1６．６．２６ １３：００～１６：００ 3３

5９ 広島 １ ６ 広島医師会臨床研修センター 1６．７．３１ １３：００～１６：００ 3１

6０ 広島 1 ７ 広島医師会臨床研修センター １６．１１．１３ 1３
●

● 0０ 戸、‐ 1６
●

● 0０ 3２

６１ 広島 1 ８ 広島医師会臨床研修センター 1７．１．２９ 1３
●

● 0０ 戸、‐ １６
●

● 0０ 3１



１６．６．２０

１６．６．２０

１７．１．２３

１６．４．１７

１６．５．２２

１６．７．１７

１６．９．１１

１６．１１．１３

１７．１．２９

１７．２．

１６．６．１９

１６．８．２８

１６．１０．１６

１６．１２．１１

１７．３．

１６．５．２２

１６．７．１０

１６．１１．１３

１７．１．１５

１７．１．２９

１７．２．

１６地区

2）参加者総数2,976名

８講師会

１）東京会場講師会

日時平成16年12月２日（木）１６：３０～１８：３０

会場社団法人日本病院会

出席者１７名

２）大阪会場講師会

日時平成16年11月１８日（木）１４：００～１６：００

会場天満研修センター

出席者１２名
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No. 会場地
教室

数

問題

番号
会場 日時

参加

者数

6２ 愛媛 １ ３ 愛媛県立中央病院 1６．６．２０ １０：００～１３：００ 2７

6３ 愛媛 １ ４ 愛媛県立中央病院 1６．６．２０ １４：００～１７：0０ 2０

6４
■－

局 知 １ ５ 高知県教育会館高知城ホール １７．１．２３ １４：００～１７：００ 4０

6５ 徳島 １ ２ 徳島県立中央病院 １６．４．１７ １４：００～１７：００ 3２

6６ 福岡 １ １ 渕上医療福祉専門学校 1６．５．２２ 1３
●

● 3０ 〆～ 1６
●

● 3０ 3１

6７ 福岡 ２ ２ 渕上医療福祉専門学校 １６．７．１７ 1３
●

● 3０ ヘグ 1６
●

● 3０ 5６

6８ 福岡 ２ ３ 渕上医療福祉専門学校 １６．９．１１ １３：３０～１６：３０ 5２

6９ 福岡 ２ ４ 渕上医療福祉専門学校 1６．１１．１３ １３：３０～１６：３０ 4０

7０ 福岡 １ １ 渕上医療福祉専門学校 １７．１．２９ １３：３０～１６：３０ 2４

7１ 福岡 １ ２ 渕上医療福祉専門学校 1７．２．５ 1３
●

● 3０ へ＝ １６
●

● 3０ 1７

7２ 福岡 １ ５ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 １６．６．１９ １３：００～１６：0０ 3０

7３ 福岡 ２ １ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 1６．８．２８ １３
●

● ００ 戸、‐ 1６
●

● ００ 5６

7４ 福岡 ２ ２ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 1６．１０．１６ 1３
●

● 00 戸～ １６
●

● 0０ 3３

7５ 福岡 ２ ３ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 １６．１２．１１ 1３
●

● 0０ 戸、＝ 1６
●

● 0０ 2９

7６ 福岡 １ ４ 福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校 １７．３．５ 1３
●

● 00 へ‐ 1６
●

● 0０ 1０

7７ 大分 １ ５ 大分県厚生連鶴見病院 1６．５．２２ 1３
●

● ００ 戸、‐ 1６
●

● 0０ 2３

7８ 大分 １ ６ 大分県厚生連鶴見病院 １６．７．１０ １３：００～１６：００ 2２

7９ 大分 １ ７ 大分県厚生連鶴見病院 １６．１１．１３ １３：００～１６：００ 2８

8０ 大分 1 ８ 大分県厚生連鶴見病院 1７．１．１５ 1３
●

● 0０戸～ 1６
●

● 0０ 2４

8１ 熊本 １ ４ 済生会熊本病院健診センター 1７．１．２９ 1３
●

● 3０ 戸～ 1６
●

● 3０ 2９

8２ 沖縄 １ １ おもと会大浜第二病院 1７．２．５ 1３
●

● 3０ 戸、－ 1６
●

● 3０ 3０

16地区 116教室 １７会場 2,976



３）福岡会場講師会

日時平成16年11月３０日（火）１４：００～１６：００

会場国立病院九州医療センター

出席者12名

９平成17年度実施教育提供の説明会

日時平成１７年１月１７日（月）１３：００～１５：００

会場社団法人日本病院会

出席者９５名（委員10名、大学１７名、専門学校39名、研究会12名、企業１７名）

新潟中越地震被害者のための補講スクーリング

日時平成17年１月２２日（士）、２３日（日）

10.

会場新潟市国際メディカル専門学校

専門課程：２４名参加者基礎課程：８名

-135-
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硬
睾
骨

轍硬化療法(Sclerotherapy）

胸膜つづき

．………………………………３４９２［肥乃］

テトラサイクリンを用いた

…･…………………………３４９２［胆２/］

‐痔核….．……………………………………49.42

-静脈ＮＥＣ………･………･………………Ｂ9.92

1＄脈瘤…..…………………………………39.92

…食道静脈瘤(内視鏡下)……………………42.33

iiiＰ硬膜形成術・…………･………………………02.12

◆硬膜ボンド…･……………………………･…86.59

●睾丸形成術………………………………･…62.69

●畢丸固定術……………･……………………６２．５

●睾丸摘除術(副睾丸切除を伴う）(片側)……62.3

-迫残または単一睾丸……･………･………62.42

-両側(根治的)………･………･……………６２４１

◆骨格系(Ｘ線）･………………………………88.31

◆骨

一塩密度検査…･……………………………88.98

-年齢研究……･……………………………Ｂ8.33

◆骨関節切開術一骨切り術も参照……………77.30

●骨幹部切除術一コード７７．８を参照

◆骨切り術(内転)(角形成)(ブロック)(回転

しない)(転位)(部分的)(回転性)………･…77.30

-下顎骨(分節)(歯根尖下)…………………76.64

---ギグリソー…………………･…･………７６．６１

－－下顎角(観血的)…………………………76.62

----非観血的.………………………･……７６６１

－－下顎枝(観血的)…………………………７６．６２

－－－非観血的．…･…………………………76.6］

－－身体･…………･…………………………76.63

-顔面骨ＮＥＣ………………………………76.69

-胸郭(肋骨)(胸骨)…………………………77.31

--模状…………･……………･……………７７．２１

－脛骨…･……………………………………７７．３７

－－模状．……･…･……………･…･…………77.27

-肩甲骨．………………･……………………７７．３１

－－模状．……………………･………………77.21

‐-骨盤……………………………･…………77.39

--模状．…………･…………………………77.29

-鎖骨……………………….．………………７７．３１

－－模状…….………………………………･７７．２１

－指節骨(足)(手)……………………………77.39

J以下の修復のための

－－－バニオネット……………..…………77.54

----バニオンーパニオン切除術を参照

～－－外反母趾－バニオン切除術を参照

一模状…………･…………………………７７．２９

－－－以下の修復のための

－－－－－バニオン……………………･…･…７７．５４

－－－－－バニオンーバニオン切除術を参照

一一一一外反母趾~バニオン切除術を参照

一一膝蓋骨……….…………･…………………77.36

--模状…………….……………………･…77.26

-尺骨．………………………･………………77.33

--模状………………･………………･……77.23

-手根骨，中手骨．…………………………７７．３４

－－喫状………………………………..……77.24

-上顎骨(分節)………………………………76.65

--全…………..……………………………76.66

-上腕骨．………………………………･……77.32

--模状…………………………･…･………77.22

-足根骨………….…………………･………77.38

--模状………….……………………･……77.28

-足趾…………………….…･………………77.39

--以下の修復のための

－－－パニオン………………･･……………77.54

‐－－パニオンーバニオン切除術を参照

一一一外反母趾－バニオン切除術を参照

一一模状．…………………………………･…７７．２９

－－－以下の修復のための

－－－－バニオン……………｡.……………７７．５４

－－－－バニオンーバニオン切除術を参照

一一一一外反母趾－バニオン切除術を参照

一大腿骨…….…….…………………………77.35

--模状…………………･…･………………77.25

-中足骨切除術……………………………･･77.38

--模状…………….…………･……………７７．２８

－－－外反母趾修復のための…･…･………７７．５１

－椎骨…………….……………………･……77.39

--模状…….………………………･………77.29

-椀骨………………………………｡…･……77.33

--模状……………….………･……………77.23

-特定の部位ＮＥＣ…………………………77.39

--模状….……………………………･……77.29

-腓骨………………….……………･………77.37

--喫状……….…………………………･…77.27

◆骨形成術ＮＥＣ－コード７８．４を参照

一以下のための

－－骨延長術一延長術，骨を参照

一一骨短縮術一短縮術，骨を参照

一一不正癒合または非癒合の修復術一修復

術，骨折，不正癒合または非癒合を参照

一下顎骨，下顎骨のＮＥＣ…………………76.64

--下顎枝(観血的)…………………………７６．６２

－－－非観血的……….…………･…………76.61

--身体..……………………………………76.63

-顔面骨ＮＥＣ………………………………76.69

ｆﾛ.ﾛ７，,

い､.､－．

鐘
罎竃

た

AＫ

Aｌｉ

K-iFや

』
像十八

１１．．．
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事業案内

〆"￣~
DＢ

‐－F￣~

鰯
'…
へ年〆

鰯

診療情報管理課程
教育

一一一一ｐ
Ｊ
刑
－

通
鯵

社団法人曰本病院会

診療!i=報管理士教育委員会

-138-



園英二:嘉懲二二嘉二鯛撰
た、情報開示や説明責任が社会の要請となって

います。医療の世界においても、それは例外で

はありません。医療業務の現場では、診療録の

的確な管理、つまりカルテの表紙を管理するこ

とから、その中に記されたひとりの患者さんに

関する幅広い診療情報を管理すること。さらに

は、それら情報を医療現場へ提供していくこと

が求められるようになっています。

その重要な役割を果たすキーマンが、「診療

情報管理士」なのです。社団法人日本病院会で

は長らく｢診療録管理士」の養成に努めてきま

したが、時代の要請を先取りし、平成8年に診

療録管理通信教育を診療情報管理通信教育に

改め、同時に修了認定者の称号を「診療情報管

理士」に改称しました。

以来、診療情報管理士の養成に力を注いで

いますが、平成12年の診療報酬上における診

療録管理体制加算の導入に伴って診療情報管

理士の必要性に対する認識が高まり、診療情報

管理課程の通信教育受講生と認定者は大幅に

増加しています。

医療の高度化や医療業務の複雑化、さらに

は、ＥＢＭ(根拠に基づいた医療)、医療機能評

価、ＤＰＣ(診断群分類を活用した包括評価)な

どの広がりによって、診療情報管理士が担う役

割はますます高まっており、医療機関になくて

はならない存在となっています。

ぜひ多くの皆様に、明日の医療を支える診療

情報の重要性をご認識いただき、診療情報管理

課程通信教育にチャレンジしていただきますよ

う、ご案内申し上げます。そして、医療スタッ

フとして歩む自らの道を光り輝くものにしてい

ただきたいと心から願っています。

ＭａＭ１ｇｅ

社団法人日本病院会副会長

診療情報管理士教育委員会委員長

大井手ﾘ夫

亘らのﾉ｡=ﾃﾆﾆﾗﾋﾃｸﾉi霞くらのに

灘
医療の質に

関する活動

画に

活動づつｕ)》古動閏目

／

い，
、
、－－ノ

曰本病院会

本会の発足は昭和２６年(１９５１）です。昭和２３年に制定された医療法の精神を受け、公・私立病院、その他の施設の開設者が参加し「全病院の

一致協力によって病院の向上発展と使命の遂行を図、、社会福祉増進に寄与する」ことを目的に活動を開始しました。現在は、会員病院数２，７１３

(平成１ｓ年８月２４日現在)で、日本の代表的な病院団体となっています。

会の活動の主なものは上図に示すように６つに分れており、この他に３つの学会等の事業も関連して行っています。

このうち診療情報管理±教育委員会が行う診療情報管理課程の通信教育は、すでに３０余年の実績を持ち、医療情報の管理に携わる人々の養成に

貢献しています。最近は特に医療情報の社会的な開示が求められるなど、ますますその需要が高まってきています。

委員会構成メンバー

日本瀞臓塞;担j当:Ｉ副会長■
診療情報萱灘教竜霊会委員ｌｉ
基礎1i課程)ずＩＪＩ凄賞会F委圓
専門騏課〈程;小委口員〕会H委員

分「類Ｕ叱委Ｌ員会/…委ｊ員

奈良昌治

大井利夫＊／大道道大／木村満／鈴木荘太郎／瀬戸山元一／中村洋一／鳥羽克子／西澤寛俊

木村満＊／大道道大／川合省三／鈴木荘太郎／瀬戸山元一／仲田裕行／吉田晃治

中村洋一＊／阿南誠／入江真行／枝光尚美／長澤哲夫／信)Ⅱ益明／三木幸一郎

鳥羽克子＊／秋岡美登恵／五十嵐よしゑ／上田京子／河村保孝／倉部直子／小坂清美／戸次弍子 (＊＝委員長）

(委員＝五十音順）
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●

診療,情報管理課程通信教育

昭和４７年(１９７２)７月、診療録管理±の養成を目的に開講した診療録管理通信教育は第１期生として１５９人が入学、

修業年限２年後には８２人の卒業生を送り出し日本病院会認定の診療録管理士として登録しました。

平成８年には「診療'肩報管理士」と呼称を改め、平成１６年(２００４)現在、第６５期を数えております。

認定者の推移を見ると開設時から３０期までは１００人以下であったのが

昭和Ｂ２年(１９８７)から100人台になり平成１２年(２０００)には１０００人台になっています。

この背景には、①医療の質の論議の高まい②医療機能評価機構の立ち上げやＤＲＧ／ＰＰＳ調査の試行、③カルテ開示問題の提起など、

さらに④平成１２年(２０００)から実施された診療録管理体制加算による影響、⑤ＤＰＣ等の医療環境の変化への対応など、

診療情報のもつ重要'性がますます注目されてきていることが考えられます。

惠胃T￣￣￣弓印Ⅱ̄

『7'?

－－両円雨戸｡腰

-参。'正｡p・理Ｉま －－－－－、

Bｉ
診療録(いわゆるカルテ)の内容精査と管理であるラ

イブラリー作業と同時に、得られた診療'肩報をもとに

データベースを構築したり国際疾病分類(lＣＤ)のコー

ディング作業、さらにはデータベースの分析と解釈を

通して医療の質の保証、医療ニーズの分析などを行う。

傘
・
□奎当二一・… ２，９７９

輪
守Ｆｒ

ｌ凸

２，１４５

瑚癖Ⅷ□・口卍域懸撚繍撒
く
Ｉ
。
Ｊ
Ｌ
：
↑
蝉
で
綴
驫
苛
蝋
八
》
い
い
と

脚磁曰烈蕊蕊獺繊

Ｌ２２ジ

に受講生入請者数の推移(編入生含む） 1,744

:驚溌、；
'?Vii癖（７）平成１２年(２０００)度が前年に比して一挙に３００人以上増加しているのは診療録管理体制加算による

制度的変化によるものと考えられます。

翌年以降の推移は傾向的増加に戻っていますが、増加率は急激です。 ､<ｌＡｉｔ＃Mi(:み

(､jfL1iff

蕊ｉ
ｎ/込鰯(：
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１１年度
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１４年度
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①

年間スケジュールと単位の取得

年２回の募集です。１回目は毎年５月末日が申込締切で７月１日から開講、２回目は１１月末日締切で１月１日から開講されます。

墓礎課程２４単位、専門課程２４単位を修得することが必要です。スクーリングと期末試験は東京、大阪、福岡の３ケ所で行われます。

受講資格は基本的に短大卒または専門学校卒以上の学歴を有する者。（ただし、現在、病院に勤務している者は当分の間、高卒者でもよい｡）

このうち－部病院勤務でない者は病院実習を必要とする場合があります。

ISchedule
●●

５月３１曰７月１曰

７月生申込締切り開講

●

８月

福岡会場

●

Ｓ月

大阪会場

スクーリングと期末試験

●頤》

●

１月１日

開講

●●

２月３月

大阪・福岡会場東京会場

スクーリングと期末試験

●

１１月

１月生申込締切り

、言同瘻１４百つし麺巴麹ｉ

ｉｉｉ１ｌｉ
学習スケジュールに従って教科書とリポート問題が送付されるの

で、自習しながらそのリポートを作成する。それを期曰(月報で通

知)までに会へ送付すると添削され本人へ返送される。各課程の全

リポートの提出のない場合は、各期末試験は受けられない。
蕊●し諸
一ＵＤ －

福岡会場／８月

(国立病院機構九州医療センター）
スクーリングは１年に３日間コースをおおむね夏期くＢ月(福岡

会場)・９月(大阪会場）・１０月(東京会場)＞と冬期く２月(大阪・

福岡会場)・３月(東京会場)＞の２回東京地区・大阪地区・福岡地

区で開催する。このスクーリングは１年を単位として、前期と後

期合計で６日間を、いずれかの会場で出席しないと期末試験を受

験できない。

ただし、勤務の都合でスクーリングに出席できなかった場合は、

出席日数の１／３に限り通信教育委員会が行う補講および下記

〔指定研究会・セミナー〕への参加をもって出席を認める。（１回３

時間１／２曰分、４時間以上１日分とする）

’ 大阪会場／９月

(天満研修センター）

東京会場／１０月

(笹川記念会館）

リポートの作成、スクーリングの後、各期末に行なわれる試験に

合格することにより単位が取得できる。

国診療情報管理セミナー、九州診療録管理研究会、

日本診療情報管理±協会、日本診療情報管理機構、

診療情報管理東京ネットワークの各研修会でスク

ーリングの出席代替として認められた講習会は、

スクーリング単位補充(年間６日間のスクーリング

に対し２日まで)として利用することができる。

スクーリングの他、勉強会（日本病院会)および

各地で開催されている日本診療録管理学会、北海

道診療録管理研究会、宮城県診療録管理研究会、福

島県診療録管理研究会、新潟県診療録管理研究会、

北陸診療録管理研究会、福井県診療録管懇話会、

東海診療録管理研究会、近畿病歴管理セミナー、四

指定研究会・

セミナー・

コーディング勉強会

蕊蕊露i蕊蕊ii露1鰯il蕊瀞;《蕊i蝋HgjI5Hl掌繊ii11iXlFi蕊溌i1iii蕊溌議蕊i蕊i灘：
診療情報管理士認定試験受験指定大学診療情報管理±認｜

観国際医療福祉大学群青山工学医療専｝

戯藤田保健衛生大学短期大学嚢札幌医療秘書福１

'餅鈴鹿医療科学大学ｑ､札幌お茶の水医；

'識関西国際大学竃北海道医学技術］

釧Ⅱ崎医療福祉大学(２学科）｡p北海道ハイテク．

弾広島国際大学鎌筑波研究学園専Ｉ

卒後教育

必要な課程を修了し資格取得した

あと実務をスムーズに行えるよう曰

｜本診療録管理学会では生涯教育の形

で研修会、学会、セミナーなどを行

｜っています。これにより各種問題点、

｜疑問の解決、スキルアップなどが図

’られます。

診療情報管理±認定試験受験指定専門学校

群青山工学医療専門学校

嚢札幌医療秘書福祉専門学校

⑭札幌お茶の水医療秘毎歯科助手専門学校

竃北海道医学技術専門学校

煙北海道ハイテクノロジー専門学校

鎌筑波研究学園専門学校

室心お茶の水医療秘書歯科助手専門学校

ﾎﾞﾂﾞ東京医薬専門学校

｡ｌ東京医療秘書福祉専門学校

韓早稲田速記医療福祉専門学校

鯵横浜医療秘書歯科助手専門学校

⑬甲府医療秘書学院

輪京都栄養医療専門学校

蟻大阪医専

聯福岡お茶の水医療秘書福祉専門学校

傘福岡国際医療福祉学院

#':渕上医療福祉専門学校

損鹿児島ハイテク専門学校
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●

カリキュラム

本課程は基礎、専門ともに１２科目によって構成され、それぞれ前期、後期の指定がなされています。

各々の科目については科目別授業計画が策定されており、例えば、「医療概論｣の場合、

①医療と医学、②医の倫理、③社会保障制度、④医療関係法規、⑤公衆衛生に分かれており、その中が更に細分化された形で提示されます。

さらに、各々の科目について、①目的およびねらい②授業計画、③評価方法、④教材、⑤参考図書、⑥その他というように

授業内容が細かく示されています。（次頁参照）

iCurriculum

蕊譲蕊蕊蕊鑪蕊i蕊lii蕊iii鑿 蕊■蕊
『帝

１１J・ＹＵｊ
Ｕい;
PP12d

b44W

医療概論

人体構造・機能論

臨床医学総論(先天性疾患､外因性傷病等含む）

臨床医学各論Ｉ（感染症および寄生虫症）

臨床医学各論Ⅱ（新生物）

臨床医学各論Ⅲ（血液・代謝・内分泌等）

臨床医学各論Ⅳ（脳神経・感覚器系等）

臨床医学各論Ｖ（循環器・呼吸器系等）

臨床医学各論Ⅵ（消化器・泌尿器系）

臨床医学各論Ⅶ（周産期系）

塵床医学各論Ⅷ（筋骨格系）

医学用語

１２科目

医療管理総論

医療管理各論Ｉ

医療管理各論Ⅱ

医療情報学

医療統計学

診療情報管理論Ｉ

診療情報管理論Ⅱ

分類法総論１

分類法総論Ⅱ

分類法演習１

分類法演習Ⅱ

分類法演習Ⅲ

１２科目

２４科目
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診療情報管理±の仕事の大切なものの一つに|ＣＤコ

ーディングがあります。これはＷＨＯが世界中に勧告

しているもので、疾病及び関連保健問題の国際統計分

類のためのコード化の作業です。

このことにより死因や疾病の発生、さらにはＥＢＭ

(根拠に墓づいた医療)などのための重要な－次統計が

作成されます。日本では人口動態統計などの基礎資料

として、またＷＨＯでは世界保健統計のために利用し

ています。

この統計分類は医学用語とは異なり、病気、けが、

患者の状態、医療行為などを既存の基準に従ってカテ

ゴリーやグループに割ｂつけることをいいます。医学

的に類似の疾患や状態を同じグループに入れて、すべ

ての病気を表そうというものです。

譲際疾病分霊
■丙
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■=卒業音からのメッセージ

カルテに対する

意識改革につながる肉
ＥＢＭ、つまり、エビデンス(根拠)に基づく医療が社会的な要請とな

っていますが、ＩＴの進展によって診療情報が簡単に分析、統計化され

るようになれば、そのデータは医療現場で治療方針を決定する上での

重要なエビデンスとなり得ます。また、純粋にメディカルな資源として

だけでなく、経営判断の資源ともなり、医療や病院経営を大きく変え

ていく原動力ともなるでしょう。その情報の構築や一元管理に大きく

関わっているのが、診療情報管理士なのです。

私は､当大学がカルテ開示の準備を進めていく過程で、カルテ管理の

ji鵜ｌｉｉｊ/

（Ｉ
ｂ

質の高い医療サービス提供の

一翼を担う

中央棟オープンに伴って診療情報管理システムを構築するため、準

備段階の平成８年に当院に入職しました。診療情報管理士の資格は前

の職場にいるときに取得していましたが、ちょうど診療情報管理士に

移行しましたので、その資格の認定も受けました。

当院ではカルテの一元管理を行っています。毎日約3000件ものカル

テの入出庫をコントロールしているので、診療録管理室の機能が停止

すれば､病院全体の機能がしなくなります。また､ＤＰＣ(診断群分類)に

よる包括医療制度が導入され、ますます診療情報管理士の必要性が重

開拓していく活動が

何よりも大切

当病院開院の昭和61年に入職し、以来、最新の医療ニーズに応える

診療情報を提供したいという発想のもと、つねに診療情報管理の新し

いシステムづくりに取り組んできました。良質かつ高度で信頼される

医療、医学医療の教育と研究、そして病院経営などの助けとなるよう

に診療情報の管理者として様々な提案をしています。

今後は、電子カルテ化が進められるわけですが、各種診療データが

デジタル処理されるようになると、セキュリティの問題とともに、情報

のブラックボックス化に伴う重要な情報の見落としに十分注意を払う必

計が､当ｗＷ;f駅野ｒＨ腎忽ａｉｒ晴尖?獺ﾕｨｰ' 空ｌ１ｉＩＷ.

j蕊蕊in蕊■

■科目別授業計画く基礎課程＞

単位面接授業

＝
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科目名 単位 面接授業 授業計画

１ 医療概論 ２ ３

1）医療と医学

①医療の歴史②現代医療

2）医の倫理

①倫理綱領②インフォームド・コンセント

③診療情報の開示

S)社会保障制度

①医療保障と社会福祉保障

②医療提供制度の仕組み③医療保険制度

4)医療関係法規

5)公衆衛生

２ 人体構造・機能論 ２ ３ 1）人体の仕組み：構造２)人体の働き：機能

ａ
臨床医学総論

(先天性疾患、外因性傷病等含む）
２ ・３

1）疾病の原因３)治療総論

2）診断４)先天性疾患５)外因性疾患

４

臨床医学各論Ｉ

(感染症および寄生虫症） ２ ３

1）感染症総論

①分類②伝染性感染症と医療体制

③曰和見感染症④性感染症

2）感染症各論

①通常見られる感染症②寄生虫疾患



募集要項

|受講資格ならびに受講内容
Ｉ墓礎課程受講資格

３ページ参照

２｡専門課程編入資格

（１）医師・看護師(准看護師除く）

（２）(社)曰本病院会指定専門学校生のうち

基礎課程認定試験合格者
※基礎課程修了者は専門課程に進級

３.申込方〉去

●申込用紙日本病院会指定の用紙とする。

●履歴書市販のものを使用、写真貼付のこと。

①学歴

②職歴(診療情報管理業務にある者は､職歴を詳述のこと）

●申込締切毎年５月、１１月末日

４.実施要綱

（､修業年限二雷雲鬘'二ｺ計2年
（留年期間は受講期間の倍とする）

（２）受講者選考書類審査

（３）受講料１年＝１００，０００円

受講受理通知を受けてからの納入のこと。

既納の受講料は返却しない。

（４）資格専門課程修了者は４病院団体協議会

（社）日本病院会、（社)全日本病院協会、

（社）日本医療法人協会、（社）日本精神科

病院協会、および(財）医療研修推進財団

の認定による診療情報管理±として登録

する。

５.履修科目

４ページ参照

Ｂ単位修得方法

（１）上記履修科目の基礎課程２４単位、

専門課程２４単位を修得することが必要。

［単位の修得方法］

３ページ参照

（２）リポートの作成

３ページ参照

（３）スクーリング(面接講義）

３ページ参照

（４）各地の指定研究会・セミナー

３ページ参照

（５）期末試験

３ページ参照

（６）合否の判定はこの試験にもとづき診療情報管理±教育委

員会で行う。

７．実習

１項の－部受講者は、日本病院会指定の各地の病院において

週間の病院実習を行い履修証明を提出する。ただし、当分の間、

希望者のみとする。

８申込みおよび問合せ

曰本病院会診療情報管理課程通信教育

〒１０２－８４１４束京都千代田区一番町１Ｓ－３

ＴＥＬＯＳ－３２ｅ５－１２Ｂ１(通信教育課直通）

郵便振替ＯＯ１ｇＯ－５－３ｇ６０４５

社団法人日本病院会通信教育部

あり方を学ぶ必要性を痛感したことから診療情報管理課程を受講しま

したが、カルテや診療情報に対する認識が高められ、視野が大きく広

がりました。カルテの持つ重要性が認識できれば、どのように管理さ

れるべきかという観点からカルテを取り扱うようになります。ですか

ら、カルテに関わる医療スタッフ､特に医師は､診療情報管理について学

んでいくべきではないかと思います。カルテに対する意識改革が図ら

れることは、まず間違いないでしょう。今後の社会の要請から考えると

医師にもぜひ本講座を受講し資格をとっていただきたいと思います。

視きれました｡入院カルテの記述内容を読み検査や治療内容を確認

し、不明な点があれば医師に問い合わせ、その結果を医事課へ送りま

す。この情報が請求と直結するため、責任重大です。常に向上心をも

ち最新の情報や知識を吸収し、医師や医療スタッフと連携して患者さん

に質の高い医療を提供するため日々努力をしていきたいと思っていま

す。そしてこのように重要な仕事を担うためは、通信教育を受講し、

資格を取得することが実現への第一歩となることでしょう。

要があります。診療情報管理の本質として見失ってはならない情報を

丹念に整理・分類し、効果的に医療現場にフィードバックしていくこと

も私たちの重要な役割になっていくのではないでしょうか。

診療情報管理については様々な考え方が存在し、完成形は確立され

ていません。自分たち自身の手で開拓していく分野なのです。通信教

育で診療情報管理の基礎を学び資格を取得することがまず第一歩で

す。それを出発点に切瑳琢磨し、診療情報管理のめざすべき方向性を

切り拓いていく活動が何よりも大切であると私は考えています。

■シラバス＜例＞

面接授業時間

ｌ矢1張阻

の医療の歴史 ①医療保障と社会福祉保隈

②医療提供制度の仕組み

③医療保障制度

4）医療関連法規

②

本パンフレットに掲載の統計数字、資格に関する要件、役職等は平成１６年(２００４)９月現在のものです。
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科
目

医療概論

基礎課程・前期

単
位
数 ２

自習時間

面接授業時間

1７

３

講
師

1.目的およびねらい

医学を社会的に適用させてはじめて医療が成り立つものである｡したがって、

医学と医療に関する歴史的変遷を知ったうえで、医療の現状を理解することを

目的とした。また、医療成立の原則と、医の倫理に関して理解を深める必要が

ある。一方、医療は母体となる社会構造(社会資源)を基礎として成り立って

いる。したがって、社会保障制度の枠組みである「所得保障｣、「医療保障｣、

｢公衆衛生｣、「社会福祉」の原則と実態を知り、社会規範である関連法規の知

識を得て、医療の社会的役割を総合的に理解する。

2.授業計画

1）医療と医学３)社会保障制度

①医療の歴史①医療保障と社会福祉保障

②現代医療②医療提供制度の仕組み

2）医の倫理③医療保障制度

①倫理綱領４)医療関連法規

②インフォームド・コンセント５)公衆衛生

③診療情報の開示

3.評価方法

スクーリング、出席(３時間)、リポート提出､期末試験

４.教材

診療情報管理±テキスト診療情報管理Ｉ

５.参考図書

木村明「医療・医学概論」（日本病院共済会）

小坂樹徳「医学概論新版看護学全書別巻ｇｊ（メヂカルフレンド社）

６.その他



平成17年４月１曰

各位

社団法人曰本病院会

診療情報管理士教育委員会

委員長大井利夫

専門課程小委員会

委員長中村洋一

前略

平素、本通信教育事業にご支援、ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。

さて、昨年８月に実施しました診療情報管理士、診療録管理士アンケート調査にご協力をいただ

きありがとうございました。

この度、報告書がまとまりましたので「報告書抜粋版」をご送付いたします。

現在、診療情報管理士認定者は平成17年４月の認定にて１万人を超えようとしております。

この調査が診療情報管理に関する各方面において活用され、わが国の診療録管理が一層、発展す

る重要な資料となりますことを期待しております。

本委員会では本調査を継続して実施していきたいと考えており、皆様の更なるご理解．ご協力を

お願い申し上げます。

草々

なお、「診療情報管理士(診療録管理士含む）の現況調査アンケート報告書」（平成17年３月）は小

冊子（Ａ４版85頁）であり、ご希望の方には送料をご負担いただきまして送付させていただきます。

＜報告書ご希望の場合＞

※送付先（〒住所、氏名）を明記し、240円切手を同封の上、下記宛お申込ください。

申込先：〒102-1284東京都千代田区一番町１３－３

社団法人日本病院会通信教育課アンケート調査報告書係り宛

【調査の概要】

１．調査目的

この調査は、診療録管理士を含む、診療情報管理士（以下、診療録・診療情報管理士と称する）

の現状を調査し、今後の日本の病院における診療情報管理体制の向上に資することを目的とする。

２．調査対象

（社)曰本病院会の診療情報管理課程通信教育を受講し、「診療録・診療情報管理士」の認定を受

けた者を調査の対象者とした。

また、発送数7,415件、宛先不明で返送された件数1,139件、回答数2,933件であった。

なお、2004(平成16)年５月アンケート調査時の診療録管理士及び診療情報管理士の認定者数は

8,419人、2005(平成17)年３月現在の認定者数は9,550人である。

３．調査項目

調査項目は、大きく次の３つに分けた。

Ｌあなたご自身のことについてお尋ねします。

性別、年齢、最終学歴等

Ⅱ勤務先のことについてお尋ねします。

所属施設、病院の設置主体、病床数等

Ⅲ診療情報管理に関する業務の方はお答え下さい。

業務の内容、他職種との連携等

４．調査時期

2004年８月13曰に郵送した。

５．調査方法

質問紙を用いた郵送法によった。
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【集計結果】

以下に、アンケートの質問項目の順に、集計結果を述べる。（アンケート票は、【附属資料】

を参照）

Ｌ「あなたご自身のことについてお尋ねします｡」

１－１「都道府県｣、「性別｣、「年齢」

回答者の都道府県別の回答率は、多い順に山口県56.8％、群馬県54.8％、山梨県54.2％な

どであった。また、住所不明で戻ってきた返戻率は、多い順位に東京都28.4％、宮城県27.4

％、岡山県26.7％などであった。ただし、住所については、今回は特に自宅と勤務先の区別

を問わなかった。

都道府県別回答数Ｉ １

琴JTLlTJjPlJJl
146

都道府県 回答数 返戻数 送付数 回答率 返戻率 都道府県 回答数 返戻数 送付数 回答率 返戻率

山口県 4２ ７ 7４ 56.8％ 9.5％ 秋田県 1５ ２ 3４ 44.1％ 5.9％

群馬県 4６ ３ 8４ 54.8％ 3.6％ 熊本県 6１ 1８ 140 43.6％ 12.9％

山梨県 1３ ５ 2４ 54.2％ 20.8％ 佐賀県 2４ ７ 5７ 42.1％ 12.3％

愛媛県 4１ ７ 7６ 53.9％ ９２％ 滋賀県 3０ ５ 7２ 41.7％ 6.9％

岩手県 1０ ４ 1９ 52.6％ 21.1％ 大阪府 250 106 608 41.1％ 17.4％

島根県 2８ ５ 5４ 51.9％ 9.3％ 高知県 2４ 1０ 5９ 40.7％ 16.9％

徳島県 3１ ２ 6０ 51.7％ 3.3％ 香川県 3５ ６ 8８ 39.8％ 6.8％

,鳥取県 1７ ３ 3３ 51.5％ 9.1％ 奈良県 3４ 1０ 8６ 39.5％ 11.6％

長崎県 3７ ５ 7２ 51.4％ 6.9％ 埼玉県 124 5２ 320 38.8％ 16.3％

北海道 121 3９ 243 49.8％ 16.0％ 静岡県 8８ 2７ 228 38.6％ 11.8％

宮崎県 1９ ４ 3９ 48.7％ 10.3％ 岐阜県 5６ ７ 152 36.8％ 4.6％

和歌山県 1８ １ 3７ 48.6％ 2.7％ 福井県 2８ ２ 7７ 36.4％ 2.6％

沖縄県 3３ ４ 6８ 48.5％ 5.9％ 神奈川県 157 9９ 435 36.1％ 228％

福島県 5９ ９ 122 48.4％ 7.4％
■_

｣5ミ 都府 6８ 3５ 190 35.8％ 18.4％

新潟県 6６ 1４ 138 47.8％ 10.1％ 長野県 4５ ８ 133 33.8％ 6.0％

青森県 2７ ６ 5８ 46.6％ 10.3％ 鹿児島県 3３ 1０ 9９ 33.3％ 10.1％

大分県 4０ ８ 8６ 46.5％ 9.3％ 山形県 1７ ６ 5３ 32.1％ 11.3％

栃木県 3３ ４ 7１ 46.5％ 5.6％ 宮城県 4３ 3７ 135 31.9％ 27.4％

富山県 3２ ５ 6９ 46.4％ 7.2％ 三重県 4１ 1２ 130 31.5％ ９２％

石川県 3８ ８ 8２ 46.3％ 9.8％ 東
■－

｣牙（ 都 205 185 651 31.5％ 28.4％

茨城県 4５ 1１ 9８ 45.9％ 11.2％ 愛知県 150 5８ 506 29.6％ 11.5％

兵庫県 131 4１ 286 45.8％ 143％ 広島県 7３ 3７ 247 29.6％ 15.0％

福岡県 173 5６ 378 45.8％ 14.8％ 岡山県 115 104 390 29.5％ 26.7％

千葉県 114 4５ 254 44.9％ 17.7％ 無回答 ３

計 2,933 1,139 7,415 39.6％ 15.4％



１－４「あなたは診療録・診療情報管理士のほかに資格をお持ちですか｡」

診療録・診療１情報管理士以外の資格の所持については、なし（482％)、医師・看護師以外

のその他の医療関連資格（22.1％)、看護師（10.8％)、医師（1.5％)、その他（21.0％）で

あった。その他については、司書・図書館司書（1.7％)、医療事務（１３％)、栄養士（１０％）

などであった。

1－４所持している資格

無回答 鰯Ｍ､１％

２１．０％その他

なし

その他医療関連資格

Ｈ１０．８％看護師

医師 １１．５％

30％ 40％ 50％ 60％20％１０％0％

１－９「あなたは現在、診療情報管理士の業務に就いていますか｡」

現在、診療情報管理士の業務についている割合は383％であり、以前就いていたものは108

％であった。

１－９－１情報管理士の業務についているか

５７９６０．４％

田はい

■いいえ

□以前就いていた

口その他の業務

■無回答

３８３％

４
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Ⅱ．「勤務先のことについてお尋ねします」

Ⅱ－１－２病院の設置主体

２２０８１１３４６０５６１２１９１９９１６７９４１１６342

1000％５１％208％２５％四E■■､■■､■０７％360％５３％155％

設置主体については、やはり、診療情報管理士を配置出来る医療機関はそれなりの規模があ

ることが予想され、それを裏付ける結果となっている。

ただし、今回の調査は、診療情報管理士個人の調査であり、このサンプル数がそのまま医療

機関の数を表すものではないことに注意をする必要がある。

Ⅱ－４「所属施設のＤＰＣに関して｡」

ＤＰＣがいかに診療情報管理士の配置に影響を与えているかという極めて印象深いデータで

ある。現在ＤＰＣを導入(試行的適用含む）している医療機関は特定機能病院等82病院、試行

的適用病院62病院である。さらにこの調査時点では、調査協力病院を入れたとしても合計で

200程度の病院だったはずである。つまり、全病院数に及ぼす影響を考えると、せいぜい、２

％程度のはずである。しかし、それが実際に行っているという回答が11.2％、予定しているま

で入れると（結果的に調査協力病院になったかもしれない)、２６％以上の数値になる。これが

何を意味しているかというと、そういう医療機関に診療情報管理士が集中している、もしくは

DPC関連医療機関には診療情報管理士が条件となっているという実態がある。やはり、ＤＰＣ

は明らかに診療情報管理士の広がりに影響を与えていると考えてよいであろう。

行っていない

341

予定している １５．３％

250

DPCを行っている １１２％

0％１０９６２０％３０％４０％５０％６０９６７０％８０％

Ⅱ－４－３「ＤＰＣの運用に診療情報管理±は関わっていますか｡」

今回の調査においては、何に関わっているか詳細が明確ではないという問題はあるものの、少なく

ともＤＰＣの運用においては診療情報管理士はすでに確固たる地位を築きつつあるという結果である。

関わっていない

関わっている

0％ 20％ 40％ 60％ 80％
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合計
国（独立
行政法人
含む）

都道府県
市町村

社会保険
曰本
赤十字社

厚生連 済生会 医師会 医療法人 学校法人
その他
の法人

2,208 113 460 5６ 121 9１ 9９ 1６ 794 116 342

1000％ 5.1％ 20.8％ 2.5％ 5.5％ 4.1％ 4.5％ 0.7％ 36.0％ 5.3％ 15.5％



Ⅱ－５－２「従事人数計」〔所属施設の病床数とのクロス集計〕

~吾一計~FTT五了、~二-5-）(－Ｆ二-5ﾌ(~「二-F７(~Ｆ１５ﾌ(~｢11ｍ工一

400、

上段：実数（人）中段：従事人数割合（％）下段：病床数別割合（％）

従事人数は全体として、病床数に関連するが、３人までというグループが全体として中核をなす

(626％)。さらにそのグループは、500床未満のレベルまでは、ほぼ60％を維持しており、病床数

による変動は意外なほど少ないというのが印象である。つまり、それは施設の規模がそれなりに大

きくなっても「最低限の人数」で維持している現状が見えてくる。また、複数の診療情報管理士が

１カ所の施設に集中していることも勘案する必要がある。さらに、従事者と業務内容の関係が今回

の調査ではわからないので、断定的な評価は難しい。

今後、ＤＰＣの導入等の要因によって充実が期待されるが、もう少し経年的な推移を見守る必要

があろう。

Ⅱ－７「あなたの勤続年数」（男女別）

合計１年未満１年以上３年以上５年以上１０年以上１５年以上２０年以上２５年以上３０年以上

１１４・５９

１５．４１１．７９４８．０

勤続年数については、長期に渡って継続している通信教育の成果が明確に現れたものであると評

価出来る。それは、既に現役引退する者が出ている程の歴史があり、比較的満遍なく分布している
ことでもわかる。

公的にはそれほど診療情報管理士の位置づけが明確になっていないことを考えると業務そのも

の、もしくは診療情報管理士の存在は確固たる地位を占めていることを感じさせる。
今後は現在の通信教育受講生の激増に併せて、未経験の新規認定者が激増することが決まってい
るので勤続年数の分布もここ数年で大きく様変わりするはずである。

したがって、長い経験をもつ診療情報管理士が初心者にうまくノウハウを引き継いでいくシステ
ムの構築、改善（生涯教育の充実）が急務であることを裏付けるデータである。
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合計 いない ～３人 ～ 5人 ～８人 ～10人 11人以上

合計
1,801
100.0

100.0

104

5.8

100.0

1,128
62.6

100.0

337

18.7

100.0

125

6.9

100.0

4７

2.6

100.0

6０

3.3

100.0

2０床未満

2５

1000

1.4

1８

72.0

17.3

６

24.0

0５

１

4.0

0.3

0.0

0.0

0０

0.0

0.0

0.0

2０床以上

9９

100.0

5.5

2０

20.2

19.2

7３

73.7

6.5

３

3０

0.9

２

2０

1.6

0.0

0.0

１

1.0

1.7

100床以上

340

100.0

18.9

3７

10.9

35.6

285

83.8

25.3

1３

3.8

3.9

４

1.2

3.2

１

0.3

2.1

0.0

0.0

200床以上

253

100.0

14.0

８

3.2

7.7

218

86.2

19.3

2２

8.7

6.5

４

1６

3.2

0.0

0.0

１

0.4

1.7

300床以上

409

100.0

22.7

８

2.0

7.7

276

67.5

24.5

8９

21.8

26.4

2１

5.1

16.8

1４

3.4

29.8

１

0２

1.7

400床以上

225

100.0

12.5

３

1.3

2９

133

59.1

11.8

6３

28.0

18.7

1７

7.6

13.6

２

0.9

4.3

７

3.1

11.7

500床以上

181

100.0

10.0

４

2.2

3.8

7６

42.0

6.7

3９

2Ｌ５

11.6

2７

14.9

21.6

1１

6.1

23.4

2４

13.3

40.0

600床以上

136

100.0

7.6

３

2.2

2.9

3２

23.5

２８

6９

50.7

20.5

1８

13.2

14.4

５

3.7

10.6

９

6.6

15.0

７００床以上

133

100.0

7.4

３

2.3

2.9

2９

21.8

2.6

3８

28.6

lＬ３

3２

24.1

25.6

1４

10.5

29.8

1７

12.8

28.3

合計 1年未満 1年以上 3年以上 5年以上 10年以上 15年以上 20年以上 25年以上 30年以上

合計
2,430
100.0

135

5.6

225

9.3

209

8.6

478

19.7

394

16.2

312

12.8

257

10.6

205

8.4

215

8.8

男
741

100.0

2５

3.4

5６

7６

5０

6.7

156

21.1

124

16.7

114

15.4

8７

11.7

7０

9.4

5９

8.0

女
1,684

100.0

110

6.5

169

10.0

159

9.4

321

19.1

268

15.9

197

11.7

170

10.1

135

8０

155

9.2

無回答
５

100.0

１

20.0

２

40.0

１

20.0

１

200



Ⅲ．「診療録管理に関する業務の方はお答え下さい」

Ⅲ－２「他の職種（医師、看護師等）との連携をとっていますか｡」

いいえ 約86％が連携をとっているとの回答である。個

人に対する調査なので、回答者が携わっている業務

の範囲にもよるところがあるが、診療情報管理業務

は本来医師等との連携のもとに行われるべきもので

あるから、100％となることが望ましい。

１５３１０８８ ９３５

１４１％85.9％100.0％

Ⅲ－３あなたは診療情報に関する会議に出席し、診療情報管理について議論に参加するよう

な立場・権限がありますか。

いいえ 72.1％が「はい」の回答である。100％であるこ

とが望ましいが、１施設に複数の診療情報管理士が

配置されている場合、代表者として１人のみ出席す

るという場合も考えられる。

３０８７９４1102

72.1％ 27.9％

Ⅲ－４「あなたは診療情報の開示に関する会議に出席し、診療情報の開示について議論に参

加するような立場・権限がありますか｡」

Ⅲ－４－２〔年齢とのクロス集計〕

％
％
飴
％
％
髄
叱
髄
％
％
％

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
９
８
７
６
５
４
３
２
１

１

Ⅲ

IlllIllliIl||’
50代 60代～30代 40代20代

前項と同様、年齢が高くなると議論に参加する立場・権限を持つ者の率が上昇する。

-150-

■

合計 はい いいえ

1,088 935 153

1000％ 85.9％ 14.1％

合計 はい いいえ

1,102 794 308

％ 72.1％ 27.9％



Ⅲ－５「あなたは管理的な院内の会議に出席し、病院の管理に関する議論に参加するような

立場・権限がありますか｡」

Ⅲ－５－２〔年齢とのクロス集計〕

％
％
％
％
％
％
飴
％
％
％
船

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
９
８
７
６
５
４
３
２
１

１

Ⅲ

20代 30代 40代 50代 60代～

これまでと同様、年齢が上がるに従い、議論に参加する立場・権限を持つ診療情報管理士の

率は上昇する。

Ⅲ－９「診療情報の開示に診療情報管理士が関わっていますか｡」

現在、診療情報管理業務についている

1,122例について集計した。

開示に関わっている診療情報管理士は

499例（44.5％)、関わっていないものは

はい いいえ 無回答

１１２２４９９５７９４４

％４４５％５１６％８８％

579例（51.6％）と関わっていない割合がやや高かった。

個人情報保護法施行に伴い、医療機関での開示への体制整備は不可欠であり、今後診療情報

の開示はますます活発に行われることは必至である。現時点では、診療情報管理業務に就いて

いながら約半数が開示に関わっていなかったが、今後、診療情報管理士が関わるべき重要な業

務のひとつであろう。

Ⅲ－９－２〔診療情報の開示に診療情報管理士がどのように関わっていますか｡〕

開示に関与していると回答した499例のうち回答のあった411例について集計した。開示へ

の関わり方|こっては、自由記載であったため、表のとおり分類して集計した。

開示の窓口から実施まで全般を担当している者が206例（50.1％）と半数を占めていた。そ

のほかの関わり方としては、診療録の複写や準備のみ（17.3％)、開示委員会への出席（１４６

％)、開示規定の作成（3.9％）であった。

①複写、
ルテ準備

②開示委員
会への出席

④規程の
作成

５その他

４１１７１６０

％１７３％１４６％

１６５８

３９％１４１％

ここ数年、診療情報管理士の業務内容の変化は著い､・ものの管理だけでなく、情報の管理

から患者への応対まで業務内容が拡大していることが伺える。開示全般を担当とするというこ

とは、院内調整の能力や法的な知識も必要になるので、今後の診療情報管理士教育にとっても

大きな課題と言える。
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■

合計 はい いいえ 無回答

1,122 499 579 4４

％ 44.5％ 51.6％ 8.8％

合計
①複写、力
ルテ準備

②開示委員
会への出席

③開示窓口、受付
(実施までを含む）

④規程の
作成

⑤その他

411 7１ 6０ 206 1６ 5８

％ 17.3％ 14.6％ 501％ ３９％ 14.1％



Ⅲ－１４「貴院の診療録管理に関する現在の最大の問題点を挙げてください｡」

現在、診療情報管理業務に就いていると回答した1,122例のうち無回答を除く1,099例につい

て集計した。最大の問題点を１つのみとの設問であったが、複数回答が多かったためすべての

問題について集計した。

「医師の理解、協力」が最も多く299例（272％)、次に、「要員の確保」214例（19.5％）「保

管スペースの拡張」１９２（17.5％）であった。

1999年の現況調査では、「保管スペースの拡張」が358％と最も多く、次に「要員の確保」

16.3％、「情報システムの導入」１４８％、「管理能力の向上」10.1％であった。

現況調査の対象が医療機関であること、また今回の調査においては複数回答を集計している

ため、一概に比較は困難であるが、「保管スペースの拡張」の問題が、減少傾向にあるのは、

診療記録の電子化が影響していると考えられる。「要員の確保」については、前回同様の結果

であり、まったく改善がみられていないのは残念である。この５年間で保険診療上診療録管理

体制加算が認められ、診療情報管理士の受講生は大幅に増加したが、医療機関ではまだまだ投

資の対象とはなっていないようである。今後、個人情報保護法施行やＤＰＣ導入に伴い、ます

ます診療情報管理士の担う業務が増えていくことが予測されるが、要員の確保がないままに求

められる業務だけが増えても、質の高い診療情報管理は行えない。今後の長期的な課題である。

「医師の理解、協力」は、前回の9.7％から27.2％に大幅に増加している。これは、1999年は

まだ診療情報管理業務の主体は、ものの管理で、医師の協力がなくても業務が成り立っていた

ものの、最近では情報の管理や個人情報保護、診療記録の開示など医師との連携なくては業務

が成り立たないことが多く、医師の理解、協力が得られないことを問題と感じているのではな

いかと推測される。また、診療録管理体制加算取得のために、院内の環境整備も整わない中で

診療情報管理室を新設することだけを求められ、新設してみたものの医師の理解、協力が得ら

れず円滑に業務がすすんでいない現状も推測される。
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合計

①保管ス
ペースの

拡張

②要員の
確保

③管理者
の理解を
得る

④医師の
理解、協
力

⑤収納機
器の導入

⑥情報処
理システ

ムの導入

⑦管理能
力の向上

⑧管理責
任者の後
継者の養
成をどう
する力】

⑨その他 ⑩不明

1,099 192 214 132 299 ９ 152 165 9７ 5７ ７

％ 17.5％ 19.5％ 12.0％ 27.2％ 0.8％ 13.8％ 15.0％ 8.8％ 5.2％ 0.6％



第９病院経営管理者養成課程通信教育

入学状況

第27(6)回生入学

開講式平成16年７月１日

入学者数５０名

受講料480,000円（年額）

１

●

(1)

(2)

(3)

２卒業状況

．第２5(4)回生卒業

（１）卒業者数３８名（男34名女4名）

（２）卒業式典平成16年９月２５日（土）

会場東京：東条インペリアルパレス

３．受講者人員数状況（平成17年３月３１曰現在）

・入学者の総数

［第１回～第27(6)回生］

累計693名

男631名

女６２名

・認定者の総数

［第１回～第25(4)回生］

累計422名

男387名

女３５名

･現受講者の総数

２６(5)回生

２７(6)回生

その他（留年生）

39名

50名

11名

４修了試験、集中スクーリング及び試験実施状況

（１）修了試験（2年次後期試験）

・期別第25回生

・期曰平成16年６月２５日（金）

・会場日本病院会会議室

(2)スクーリング

・前期

(上記修了試験以外の各年次各期末試験はスクーリング１日目開始前に開催）

平成16年７月５日（月）～９日（金）

７月１２日（月）～１６日（金）

２年次生[第26(5)回生］197名（１０科目）

l年次生[第27(6)回生］242名（９科目）
-153-
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曜曰

･後期 平成17年１月１０日（月）～１４日（金）

１月１７日（月）～21日（金）

429名（11科目）

516名（11科目）

･廷出席者数２年次生[第26(5)回生］

１年次生[第27(6)回生］

曜日

単位取得状況

･修了試験（2年次後期）

ｌ）期別第25(4)回生

２）試験期日平成15年６月25日（金）

３）会場日本病院会会議室

４）受験者数３８名

５）単位取得者数３８名

(3)

.l年次後期

ｌ）期別

２）受験者数

３）単位取得者数

第26(5)回生

41名

40名

・１年次前期

ｌ）期別

２）受験者数

３）単位取得者数

第27(6)回生

46名

46名（見込）

･２年次前期

ｌ）期別

２）受験者数

３）単位取得者数

第26(5)回生

39名

39名（見込）
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期日 ７月５日

６
日

７
日

８
日

９
日 １２日

ｎ
日

過
日

ｕ
曰

旧
曰

陥
曰

曜日 月 火 水 木 金 月 月 火 ス 〈 木 金

内容
スクーリング

[＃27(6)l年次前期］

試験

[＃26(5)1年次後期］

スクーリング

[＃26(5)2年次前期］

会場 東
■＝

足： 東条インペリアルパレス、東京ファッションタウン（１６日のみ）

期曰 １月１０日

皿
曰

ｎ
日

四
日

田
曰

ｕ
曰

１７日

Ⅳ
曰

旧
曰

四
日

即
日

ｎ
日

曜日 月 月 火 水 木 金 月 月 火 Z 〈

｜
ノ

｜
に 金

内容
試験

[＃２６２年次前期］

スクーリング

[＃２６２年次後期］

試験

[＃２７１年次前期］

スクー'ノング

[＃２７１年次後期］

会場 東京
●

● アルカディア「了ヶ谷



第１０第54回日本病院学会

１．学会長土屋章（社団法人神奈川県病院協会会長、渕野辺総合病院理事長）

２．テーマ 「健康社会、愛と信頼の病院をめざして－みなと未来からの提言一」

３．開催期日平成１６年７月２日（金）～３日（士）

４．開催地神奈川県・横浜市

５．会場横浜国際平和会議場（パシフィコ横浜）

６．演題

（１）記念講演１題

「冒険の心一未知への挑戦一」 プロスキーヤー三浦雄一郎

（２）特別講演５題

①「医療における『愛』」 神奈川県立保健福祉大学学長阿部志郎

②「高齢者医療の現状と将来」 国立長寿医療センター研究所所長田平武

③「新たなる感染症の発生に対応して－SARS、感染症法改正、そして鳥型インフルエンザ－」

国立感染症研究所感染症情報センター長岡部信彦

④「医療制度改革の目指すもの」

社団法人日本医業経営コンサルタント協会会長松田朗

⑤「ロボットの臨床応用の現状と将来」 早稲田大学教授藤江正克

（３）市民公開講座１題

「人生８０年時代を生きる」 聖路加国際病院理事長・名誉院長日野原重明

（４）シンポジウム８題

①「中小病院の歩むべき道一輝く病院づくりのために－」

上飯田第二病院名誉院長福田浩三

ｌ）「新・牧病院の取り組み｣ 医療法人情翌会牧病院理事長牧恭彦

２）「地域・病・病連携」 総合川崎臨港病院理事長渡辺嘉久

３）「病床数縮小、オーダリングシステム、機能評価認定と病院の経営」

新潟県済生会三条病院院長品田章二

委員：医療法人弘仁会板倉病院理事長梶原優

医療法人財団織本病院理事長・名誉院長織本正慶

②「日本の病院医療を考える－日本医師会会長と病院団体トップ５人が語る－」

座長：医事評論家行天良雄

ｌ）「医療改革を考える」 社団法人日本医師会会長植松治雄

２）「自治体病院からの提言」 社団法人全国自治体病院協議会会長小山田惠

３)「全日病と四病協の活動」 社団法人全日本病院協会会長佐々英達

４）「医療法人制度改革に取組む」 社団法人日本医療法人協会会長豊田堯

５）「日本精神科病院協会と四病協の活動」

社団法人日本精神科病院協会会長鮫島健
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「地域医療における役割と医療制度」 社団法人日本病院会会長山本修三

代理・副会長武田隆男

｢医療提供体制の変化は看護をどう変えるか

－何時でもどこでも安心して受けられる医療一」

座長：信州大学医学部保健学科教授森田孝子

「患者さん中心の医療・看護にむけて」高知県高知市病院組合理事瀬戸山元一

「クリエイティブな看護管理」ＮＴＴ東日本関東病院看護部長坂本すが

「ボランティアから見た医療サービスの変遷」

ボランティア会ランパス会長椎野惠子

「在院日数短縮に向けての看護部門の取り組み」

東名厚木病院理事長室室長江原正恭

｢インターネット時代の病院－１Ｔを活用した新たな挑戦一」

座長：上都賀総合病院名誉院長大井利夫

茨城県立医療大学保健医療学部教授中村洋一

「地域ＣＡＴＶイントラネットを活用した医療福祉連携」

米沢市立病院脳神経外科科長・地域情報連携室長成田徳雄

「全身管理表を活用した診療」 織本病院副理事長高木由利

「放射線科病身連携システムにおけるネットカンファランス機能の有用性」

横須賀共済病院放射線科部長藤田安彦

「地域医療連携における情報提供システム」

岡山済生会総合病院企画部長・病院管理担当参与兼務田淵正登

｢アジアにおける病院の苦悩とその対策」

(DilemmasFacingAsianHospitalsandPossibleCountermeasures）

座長：虎ノ門病院顧問秋山洋

ProblemsFacingKoreanHospitalsandPossibleCountermeasures

Kwang-TaeKim(PastPresidentofKoreanHospitalAssociation／

PresentChairmanofIHFPreparatoryCommittee）

PatientSafetyandHospitalAdministration

Wen-TaChiu(ExecutiveBoardMemberofTaiwanHospitalAssociation）

HospitalRestructuring:StrategiesforPerformanceand

QualityImprovementinMongolia

SodovSonin(PresidentofMongolianHospitalAssociation）

MeetingIncreasedDemand

AndrewBlair(PresidentoftheNewZealandPrivateHospitalsAssociation）

ＤｉｌｅｍｍａｓＦａｃｉｎｇＡｓｉａｎＨｏｓｐｉｔａｌｓａｎdPossibleCountermeasures

AdibA・Yahya(PresidentoflndonesianHospitalAssociatio､）

ＤｉｌｅｍｍａｓＦａｃｉｎｇＡｓｉａｎＨｏｓｐｉｔａｌｓａｎdPossibleCountermeasures

-l56-

6）

③

l）

2）

3）

4）

④

l）

2）

3）

4）

⑤

l）

2）

3）

4）

5）

6）



TiburcioSMacias(PresidentofPhilippineHospitalAssociation）

７）PostSARS-ANewNorminHospitalServicesinHongKong

LawrenceLai（ImmediatePastPresidentofAsianHospitalFederation）

８）OverviewofHealhcareChallenges

RidzwanBakar(PresidentofAsianHospitalFederation＆

AssociationofPrivateHospitalsMalaysia）

特別発言：社団法人日本病院会会長山本修三

⑥「病院マネジメント最前線一事務管理者からの提言一」

座長：医療法人弘仁会板倉病院理事長梶原優

１）「診療報酬改定から読み取る急性期型病院の将来展望について」

財団法人筑波メディカルセンター法人事務局次長兼病院事務部長鈴木紀之

２）「トヨタ自動車マネジメント手法導入中のトヨタ記念病院の挑戦」

トヨタ自動車株式会社トヨタ記念病院事務長小野政秀

３）「ここ１０年の取り組みの成果と今後の課題」

熊本整形外科病院・熊本リハビリテーション病院事務長望月眞一

４）「外来分離後の急性期病院」医療法人財団石心会川崎幸病院事務部長小林和彦

⑦「病院におけるチーム医療の推進」 座長：神奈川県病院協会参与益田啓作

ｌ）「『チーム医療』の理念と現実」

東京大学大学院人文社会系研究科、日本学術振興会特別研究員細田満和子

２）「地域医療におけるチーム医療」 諏訪中央病院内科医長吉澤徹

３）「『療養生活支援の専門家』として看護師はチーム医療にどう貢献するか」

聖路加看護大学学長井部俊子

４）「チーム医療における薬剤師の役割」 横浜赤十字病院薬剤部長酒井英洋

⑧「病院機能の選択と診療報酬改定の評価

一機能分化と連携に成功する病院の意思決定を探る－」

フォーラム~社団法人日本病院会・統計情報委員会一

総合司会：日本病院会・統計情報委員会ワーキング委員会委員大石洋司

趣旨説明：日本病院会・統計情報委員会委員長中後勝

基調講演「平成１６年診療報酬改定の影響度評価と病院意思決定分析」

日本病院会・統計情報委員会ワーキング委員会委員長関田康慶

座長：日本病院会・統計情報委員会委員長中後勝

シンポジウム座長：東北大学大学院経済学研究科教授関田康慶

報告1．「急性期機能の選択と成功する病院の意思決定」

日本福祉大学福祉経営学部講師李析

千葉大学名誉教授里村洋一

報告2．「慢性期機能の選択と成功する病院の意思決定」

宮城大学事業構想学部助手糟谷昌志
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医療法人愛仁会常務理事・本部局長山門和明

報告3．「機能分化の選択・連携と成功する病院の意思決定」

東北文化学園大学医療福祉学部助教授加藤由美

日本大学医学部社会医学講座医療管理学部門助教授梅里良正

総合討論：診療報酬改定データベースに基づいて、機能分化と連携に成功する病院の意

恩決定を探る。

５０１題

インターコンチネンタルホテル３Ｆ「ボールルーム」

（５）一般演題等

７．医療人の集い

８．併設展示会

９．参加者数延べ

１０．プログラム別掲

５００名延べ５，
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B､勺

....農1ｏ

救急医療

座長菊うlｈ格

PⅡ-7-2-10
;ｊＪ
Ｐ－1５

、

畑ﾄﾛ

姉

hI

や

ゐざ

｣Ｔａｕ

鐺急性期医療

座長植田葉子

PⅡ-7-4台１６～2０

急性期医療

座長木山保

ＰⅡ▲7-4-21～2６

亜急性期医療

座長遠藤昌夫

ＰⅡ-8-5-1～５
抄▼

/長期医療と介護一

座長瀬尾'ilH力

PⅡ-8-6-6～1０
ＰＯ

汀■

在宅医療･在宅介護

座長川口良人

PⅡ-8-7-11～1４

緩和医療

座長利ｌ惟貞

ＰⅡ-8-8-15～1９

事務管理

(総務b人事労務も
財務･教育等）
座長辻田征勇
ＰⅡ-8-9-20～2３
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患者･家族への

指導､教育

座長繊本正座

Ⅱ-9-16-16～2０

Ⅱ患者･家族への

指導､教育
円引

座長桃田寿津代
、←

Ⅱ-9-16-21～２６～

しj患者6家族への

LvI
,し

り■

指導ざ教脊虹：

座長宮崎忠昭>jｊ
'｢･向

Ⅱ-9と16-27～3０

,患者･家族への
-Ｖ

指導､教育Ｈ

‐座長Ⅶ宮下正弘釦

Ⅱ－ -31～3４

患者･家族べの
ひごノロ
，ﾛﾊ

●

1指導、教育

象、座長陰森田雅之

Ⅱ~9-16と35～3９

患者6家族への

指導､教育，

座長井手道雄

Ⅱ-9-16-40～4４

医療機能評価・

ISO･医療の質

座長大道道大

Ⅱ-10-11-20～2５

医療機能評価．

ISO･医療の質

座長真田勝弘

Ⅱ-10-11-26～3０

ji医療1目能PF価.

Ｐ､

｡

ISO･医療の質J、

…座長村上信乃

Ⅱ-10-11-31～3５

医療､Q能評価・

ISO･医療の質

座長小島恭子

Ⅱ-10-11-36～3９

医療機能評価.

ISO･医療の質

ﾄ座長八木伸一

Ⅱ台10-11-40～4３

医療機能評価。

ISO･医療の質

座長川合弘毅

Ⅱ-10-11-44～4８

ワークショップ･パネルディスカッション５
｢病院から地域へのﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝにおける連携は可能か
-効果的な継続的理学療法展開のための鋤1-」

座長隆島研吾
共催：社団法人神奈111県理学療法士会

ワークショップ･パネルデイズｶｯｼｮﾝｱ
｢精神科作業療法の今後の課題と展望」

座長蝕見隆彦
共催：神奈)||県作業療法士会

ワークショップ･パネルディスカッション６
｢新世紀における病院検査室運営の戦略」

座長米坂知昭

共催：社団法人神奈111県臨床衛生検査技師会

ワークショップ･パネルディスカッション８
｢医療経済を考慮した医薬品適正使用」

座長全田浩

共催：社団法人神奈111県病院薬剤師会

医療機器・福祉機器展示



第1１－１日本人間ドック学会

人間ドック・健診施設機能評価

１．事業開始平成16年９月1日

２．申請数109施設（平成17年３月１８日現在）

３．認定数３１施設（平成17年３月１８日現在）

認定のための調査を受けることにより、職員の意識改革や健診の質の改善活動を促進し、また

ドック受診者が安心して健診を受けられるための情報を提供することを目的とした評価制度であ

る。

調査は１．基本的事項と組織体制、２．地域・職域との関係、３．受診者の満足と安心、４．

健診の質の確保、５．運営の合理,性の５領域からなり、185の調査項目がある。主な特色としては、

健診の質や受診者プライバシーの配慮、アメニティの充実も評価項目にあり、これまでの建物基

準や検査精度、検査機器や職員配置より踏み込んだ調査内容となっている。これを平均レベルで

評価されると認定施設となる。認定施設はその評価結果を日本人間ドック学会のホームページで

公表している。

Ａ・日本人間ドック学会理事会

１．開催回数１回

２．出席者３１名

Ｂ曰本人間ドック学会評議員会

１．開催回数１回

２．出席者１４３名

（協議項目）

議題

（１）第４４回日本人間ドック学会開催結果報告

（２）次期(第４６回)学会について

（３）次々期(第４７回・平成１８年度)学会長選出について

（４）日本人間ドック学会会則等の－部変更について

（５）人間ドック・健診施設機能評価受審の手引き等について

（６）第６回人間ドック認定指定医交付及び更新について

（７）平成１５年予防医学委員会報告(現況報告）

（８）平成１５年度曰本人問トミック学会会計報告・監査報告

（９）平成１５年度閉経後高コレステロール血症予後調査研究会計報告・監査報告

（１０)平成１７年度事業計画(案)について

（11)平成１７年度一般会計収支予算(案)について

（12）日本人間ドック学会名誉会員に推戴する会員及び名誉顧問・理事・評議員皇

について

（13)その他

・ロゴマークについて

・学会組織図について

評議員等の異動

Ｃ、学術・図書編集委員会

１．開催回数６回
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出席者延べ数６１名

協議項目

（１）第４５回人間ドック学会一般演題等ついて

（２）「健康医学」第１９巻第１号、２号、３号、４号、５号の発刊について

（３）「健康医学」より「人間ドック」に名称変更について

（４）英文誌の発刊について

（５）本学会の法人化について

（６）国際人間ドック学会について

●
●

（皿”〆〈］（や一、四）

、人間ドック・健診施設機能評価委員会

１．開催回数６回

２．出席者延べ数６３名

３．協議項目

（１）人間ドック・健診施設機能評価票の決定について

（２）パイロットスタディの実施について

（３）人間ドック･健診施設機能評価の公表方法について

（４）新規サーベイヤー研修会/機能評価受審説明会の実施について

（５）人間ドック・健診施設機能評価研修会〔サーベイヤー養成研修会〕

（６）人間ドック・健診施設機能評価申請状況について

（７）人間ドック・機能評価受審説明会の実施について

（８）人間ドック･健診施設機能評価の審査方法について

（９）人間ドック･健診施設機能評価の認定について

の実施について

Ｅ第２回人間ドック・健診施設機能評価研修会（サーベイヤー養成研修会）

１．日時平成１６年５月２８日（金）１３：００～１７：００

平成１６年５月２９日（土）１０：００～１６：００

２．会場東京都：東京グランドホテル

３．参加者１３３名

（一日目）開会挨拶（敬称略）

日本病院会会長山本修三

日本人間ドック学会理事長奈良昌治

総合司会日本人間ドック学会会計担当理事

横浜赤十字病院院長天川孝則

講演「人間ドック・健診施設機能評価」を実施するにあたって

～機能評価をする必要性、意味、機能評価の重要性～

日本人間ドック学会理事長

日本病院会副会長奈良昌治

総合司会小山和作理事

「人間ドック・健診施設機能評価基準について」

～事前提出書類（書面審査）、評価判定の考え方等～

東京大学大学院医薬経済学講座助教授福田敬

(二日目）開会挨拶
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日本人間ドック学会理事長奈良昌治

｢人間ドック･健診施設」シミュレーションによる機能評価のロールプレイ

財）日本医療機能評価機構理事

日本人間ドック学会理事岩崎榮

東京大学大学院医薬経済学講座助教授福田敬

①サーベーヤー事前打ち合わせの実際

②開始挨拶とオリエンテーション

③書類確認/審査開始挨拶

④合同面接調査

⑤領域別面接調査／⑥領域別部署訪問

総合司会小山和作

⑦研修の振り返り／全体講評

研修終了証交付／閉会挨拶奈良昌治

Ｆ第３回人間ドック・健診施設機能評価研修会（サーベイヤー養成研修

１．日時平成１７年１月１４日（金）１２：４５～１７：００

２．会場東京都：住友新橋ビル

３．参加者２６名

挨拶曰本人間ドック学会理事長

オリエンテーション

人間ドック・健診施設機能評価委員長

サーベイヤーの為の評価のあり方ノウハウ

（財)日本医療機能評価機構理事

(サーベイヤー養成研修会）

奈良昌治

小山和作

岩崎榮

修了証授与／挨拶人間ドック・健診施設機能評価委員長 小山和作

Ｇ第１回人間ドック。健診施設機能評価受審説明会

１．日時平成１７年１月１５日（士）９：４５～１５：３０

２．会場東京都：ヤクルトホール

３．参加者５５０名

開会の挨拶社団法人日本病院会会長

日本人間ドック学会理事長

個人‘情報保護法について

厚生労働省医政局総務課企画官

三井記念病院総合健診センターの取り組み

三井記念病院総合健診センター所長

人間ドック・健診施設機能評価とは

（財）曰本医療機能評価機構理事

機能評価受審について

人間ドック・健診施設機能評価委員会長

質疑応答

山本修三

奈良昌治

梶尾雅宏

山門実

岩崎榮

小山和作
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第1１－２第45回日本人間ドック学会

平成16年８月２６日（木）・２７曰（金）

名古屋国際会議場（名古屋市）

高木弘

(ＪＲ東海総合病院院長）

『健やかに老いるために」

開催日程

開催会場

学会長

●
●
●

『
０
Ⅱ
Ⅱ
（
（
叩
／
〈
］
（
”
三
、
》
）

４．テーマ

５．開催内容
学会長講演

特別講演

教育講演

一般公開講演

シンポジウム

ランチョンセミナー

題
題
題
題
題
題

１
４
１
１
２
８

一般演題 ２６０題

２７７題

６．学会参加者数合計６１４９人(内有料参加者２４７９人）

参加者数

登録参加者２４７９名

学会招待者９５名

一般参加者８００名

報道関係者２０名

小計３３９４名

ランチョンセミナー参加者数 ２１７０名

スタッフ数 ５８４名

１４５名

７９名

３６０名

主催者スタッフ数

ランチョンセミナースタッフ数

商業展示関係者スタッフ数

合 ６１４９名計

プログラム第１日目８月２６日（木）午前

９：００－９：３０

学会長挨拶

（社)日本病院会会長ご挨拶

日本人間ドック学会理事長ご挨拶

来賓ご挨拶

｢健やかに老いるために」
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高木弘

座長山本修三

ＪＲ東海総合病院院長

恩賜財団神奈川県済生会

（社）日本病院会会長

９：３０－１０：００

「ウィルス肝炎の臨床」

森脇久隆岐阜大学医学部消化器病態学教授

座長西村昭男医療法人社団カレスアライアンス理事長

（社)日本病院会理事

１０：００－１１：００

「8020運動の意味するもの」

～過去40年間の歯科治療を振り返りながら～」

宮村一弘愛知県歯科医師会会長

座長福田浩三上飯田第二病院名誉院長

第45回日本人間ドック学会副学会長

１１：００－１２：００

８月26日（木）

１３：００－１４：３０ 講演：「若さを老いにつなぐ」

日野原重明聖路加国際病院理事長

日本人間ドック学会理事

座長高木弘学会長

対談：日野原重明

水尾衣里名城大学人間学部人間学科助教授

座長高木弘学会長

「心血管系の再生医療」

藤原久義岐阜大学大学院医学研究科再生医科学

循環病態学・第２内科教授

座長武田隆男武田病院グループ会長

（社)日本病院会副会長、日本人間ドック学会

１４：４５－１５：４５

理事

『曰帰りドックか、宿泊ドックか』

座長岩塚徹マリーンクリニック顧問

櫻井健司聖路加国際病院院長

日本人間Ｆツク学会理事

シンポジスト：「当院における現状と展望」

廣岡孝ＪＲ東海総合病院ドック委員長

「宿泊ドックの立場から～当院における現況と今後の役割～」

西崎統聖路加国際病院内科医長

「人間ドックの使命と受診者ニーズ」

小山和作日本赤十字社熊本健康管理センター名誉所長

日本人間ドック学会理事

「山中湖クリニックのＰＥＴ健診よりみた日帰りと宿泊ドックに

ついて」
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日野原茂雄山中湖クリニック予防医療センター長

日本人間ドック学会理事

主要プログラム第２日目８月２７日（金）午前

「脳血管障害の発症予防と脳ドック」

９：００－１０：００山本績子藤田保健衛生大学神経内科学教授

座長宮下正弘秋田赤十字病院院長

（社)曰本病院会理事

「がん患者さんのためのがん研究」

１０：00-11：００上田龍三名古屋市立大学大学院医学研究科・

臨床分子内科学教授

座長栗山康介名古屋第二赤十字病院名誉院長

第45回日本人間ドック学会運営委員

「閉経後高コレステロール血症予後調査研究進捗状況報告」

１１：００－１１：３０山門賞三井記念病院総合健診センター所長

日本人間ドック学会理事

座長佐藤祐造愛知学院大学教授

第45回日本人間ドック学会運営委員

８月27日（金）午後「人間ドック２０年の歩み」

１３：００－１４：００笹森典雄牧田総合病院附属健診センター院長

日本人間ドック学会副理事長

座長奈良昌治足利赤十字病院名誉院長

（社)日本病院会副会長、

日本人間ドック学会理事長

『消化管造影か、内視鏡か』

座長笠井保志ＪＲ東海総合病院副院長

松木康夫新赤坂クリニック名誉院長

（社)日本病院会予防医学委員会委員

シンポジスト：「上部消化管造影検査の立場から」

中村元俊ＪＲ東海総合病院放射線科主任医長

「内視鏡による胃癌・食道癌検診の有用性と課題」

１４：００－１６：００

三原修一日本赤十字社熊本健康管理センター副所長

「大腸がん検診における検査の選択肢と精度管理」

今村清子横浜市立市民病院がん検診センター所長

「大腸検診の精査法における内視鏡と注腸Ｘ線の位置付け」

光島徹亀田検診センター長

ランチョンセミナー

８月２６日（木）

第１日目１２：００～1３ ００

ｌ 「人間ドックで役立つメタボリックシンドロームの知識」
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羽賀達也

座長大井利夫

愛知県厚生連海南病院診療部長

厚生連上都賀総合病院名誉院長

(社）日本病院会副会長日本人間ドック学会監事

｢エビデンスに基づく高血圧性臓器障害の予防戦略」

山崎力東京大学大学院医学系研究科

クリニカルバイオインフォマティクス研究ユニッ

座長川合弘毅医療法人若弘会理事長（社)日本病院会副会長

２

卜教授

｢高脂血症診療一到達点と２１世紀の展望一」

寺本民生帝京大学医学部内科

座長中村治雄（財)三越厚生事業団

３

教授

常務理事曰本人間Ｆツク学会理事

｢骨粗髭症～骨検診の重要性と治療へのアプローチ～」

鈴木敦詞藤田保健衛生大学医学部内分泌代謝内科講師

座長池澤康郎中野総合病院院長（社)日本病院会副会長

４

ランチョンセミナー

８月２７日（金）

第２日目１２：００～1３ 0０

｢心疾患スクリーニングにＢＮＰ検査を導入する意義とその費用対効果」

「ＢＮＰ検査を導入する意義」中村元行岩手医科大学内科学第二講師

「ＢＮＰ検査を導入する費用対効果」

池田俊也慶応義塾大学医学部医療政策・管理学講師

座長立松輝中日病院院長、第45回曰本人間ドック学会運営委員

５

６「人間ドック診療の新たな展開一健康増進とＱＯＬの改善一」

「人間ドックにおける自由診療薬剤の処方」辻博黒部市民病院健康管理センター

「人間ドックと男性更年期」高橋英孝昭和大学衛生学教室講師、

日本人間ドック学会評議員

座長西脇洋大同病院理事長、第45回日本人間ドック学会運営委員

所長

｢苦痛のない新たな内視鏡挿入法の紹介」

中沢幸久みなと医療生活協同組合協立総合病院外科医長

座長丹羽利充名古屋大学附属病院予防医療部、日本人間ドック学会評議員

７

｢ドックにおける乳癌検診」

遠藤登喜子（独)国立病院機構名古屋医療センター放射線科部長

座長稲垣春夫トヨタ記念病院院長、第45回日本人間ドック学会運営委員

８

-169-



第１２－１日本診療録管理学会

曰本診療録管理学会理事会

・開催回数５回

・出席者延べ数５７名

（協議項目）

１）日本診療録管理学会の次期評議員選任の件

２）日本診療録管理学会次期理事・監事選任の件

３）日本診療録管理学会の次期理事長選任の件

４）平成15年度事業報告の件

５）平成16年度事業計画案の件

６）平成16年度収支予算案の件

７）平成17年度事業計画案の件

８）平成17年度収支予算案の件

９）第30回学術大会（平成16年度）決算報告・監査報告の件

Ａ、

●
●

『
０
口
Ⅱ
」
（
叩
／
〈
］

１０）日本診療録管理学会運営の件

①日本診療録管理学会委員会構成の件

・代表者会議

・編集委員会

・生涯教育委員会

・国際疾病分類委員会

・３０周年事業委員会

②平成16年度日本診療録管理学会行事予定の件

11）会則の一部改正に関する件

12）委員会審議の件

１３）３０周年記念事業の件

14）規定の件（診療情報管理士「倫理綱領」等）

15）役員の追加選任の件

16）第３２回学術大会（平成18年度）開催地の件

17）学会法人化の件

18）学会名称の件

19）新規委員会の設置

・倫理委員会

・定款規約検討委員会

20）日本救急医学会、日本外傷学会、外傷症例の全国的なシステムの件

21）腫瘍登録士認定制度の件

22）その他

－１７０－



Ｂ曰本診療録管理学会評議員会

１．開催回数１回

２．出席者１０４名

（協議項目）

１）平成15年度事業報告の件

２）平成15年度収支決算報告、同監査報告の件

３）第29回学会（平成15年度）決算報告・監査報告の件

４）平成16年度事業計画案の件

５）平成16年度収支予算案の件

６）会則の一部改正に関する件

７）委員会審議の件

８）役員追加選任の件

９）第３２回学術大会（平成１８年度）開催地の件

Ｏ編集委員会

１．開催回数３回

２．出席者延べ数２０名

３．協議項目

ｌ）３０周年記念誌の発刊の件

2）会誌「診療録管理」第１６巻１号、３号、第１７巻１号の発刊の件

3）会誌「診療録管理」のサイズ、表紙デザイン変更の件

4）査読の件

5）学術大会一般演題分類の件

、生涯教育委員会

ｌ開催回数３回

２．出席者延べ数１９名

３．協議項目

ｌ）診療`情報管理士生涯教育研修会開催の件（春、秋、冬）

２）「診療情報管理士指導者」認定実施要綱、教育内容の作成の件

Ｅ国際疾病分類委員会

１．開催回数２回

２．出席者延べ数１７名

３．協議項目

ｌ）委員会の設置、活動の件

２）ICD-102003年度版翻訳作業の件
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3）社会保障審議統計分科会疾病、生涯及び死因分類部会の件

4）統計情報高度利用総合研究事業の件

Ｆ３０周年事業委員会

１．開催回数１回

２．出席者５名

３．協議項目

１）３０周年記念式典の件

２）３０周年記念事業の件

Ｇ・曰本診療録管理学会設立30周年記念式典

日時：平成16年９月１６日（木）１８：００～１８：３０

場所：幕張プリンスホテル

次第１、開会の辞日本診療録管理学会３０周年事業委員会委員長里村洋一

２．挨拶日本診療録管理学会理事長大井利夫

日本病院会会長山本修三

３．祝辞厚生労働省医政局長岩尾總一郎

日本医師会会長植松治雄

４．功労者表彰第３代理事長岡島光治

第４代理事長西村昭男

５．閉会の辞日本診療録管理学会生涯教育委員会委員長瀬戸山元一

Ｈ診療情報管理士生涯教育研修会

○第７、ａ９回診療情報管理士生涯教育研修会

１．テーマ “緊急特番,，～ＤＰＣ導入で診療情報管理士は何を担うか～

２．日程東京会場（第７回）：日時：平成１６年６月１３日（日）

会場：笹川記念会館２階国際会議場

参加者数：310名

大阪会場（第８回）：日時：平成16年７月１０日（士）

会場：大阪医専１０階マルチホール

参加者数：317名

福岡会場（第９回）：日時：平成16年７月24日（士）

会場：国立病院機構九州医療センター３階

参加者数：171名

３．プログラム

開会挨拶：東京：奈良昌治（社団法人日本病院会副会長）

大阪：瀬戸山元一（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員長）
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福岡：大井利夫（日本診療録管理学会理事長）

総合司会／川合省三（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

講演Ｉ：「ＤＰＣ導入の概要と診療情報管理」

講師／３会場：中村健二（厚生労働省保険局医療課企画官）

司会／東京：霞堂直史（東海大学医学部附属大磯病院診療部地域医療科担当課長）

大阪：西本寛（滋賀県立成人病センター診療１情報管理室長）

福岡：寺延美恵子（高知県・高知市病院組合移行業務課主任）

講演Ⅱ：「ＤＰＣ導入の概要と診療情報管理士への期待」

講師／東京：橋本英樹（帝京大学医学部公衆衛生学助教授）

大阪：松田晋哉（産業医科大学医学部公衆衛生学教室教授）

福岡：桑原－彰（京都大学大学院医学研究科

社会健康医学系専攻医療経済学分野博士課程）

司会／東京：長澤哲夫（北里大学東病院病歴室長）

大阪：小坂清美（日生病院病歴図書室調査役）

福岡：亀谷和代（医療法人大成会福岡記念病院診療情報管理室室長）

講演Ⅲ：「病院機能評価で問題になる診療情報管理の現状（サーベイヤーの立場から）」

講師／東京：伊藤和文（㈱日立製作所日立総合病院名誉院長）

大阪：岡本豊洋（特定医療法人岡本病院（財）理事長）

福岡：伊藤新一郎（長崎県離島医療圏組合対馬いづはら病院名誉院長）

司会／東京：鳥羽克子（国際医療福祉大学医療福祉学部教授）

大阪：枝光尚美（大阪府立母子総合医療センター診療情報管理室主任）

福岡：戸次弍子（国家公務員共済組合連合会浜の町病院診療録管理室室長）

シンポジウム：～ＤＰＣに向けて診療情報管理士はどう対処するか～

司会／阿南誠（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

「厚労省研究班にてコーディングの適正化に関する研究に参加した立場から」

東京：秋岡美登恵（国立病院機構九州医療センター

診療情報管理室診療情報管理士主任）

大阪：上田京子（国立病院機構仙台医療センター診療情報管理室主任）

福岡：久富洋子（アイネット・システムズ㈱

システム企画グループマネージャー）

「診療情報管理士としてＤＰＣ実務に携わっている立場から」

東京：櫻井勉（慶應義塾大学病院医療事務室総務担当課長）

大阪：須貝和貝'」（昭和大学病院診療録管理室主任）

福岡：長浜宗敏（大阪大学医学部附属病院医療情報部）

「医師の立場から」

東京：富士幸蔵（昭和大学医学部泌尿器科学教室講師）

大阪：松村泰志（大阪大学医学部附属病院医療'情報部助教授）
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福岡：冷牟田浩司（国立病院機構九州医療センター副院長）

○第10,11回診療情報管理±生涯教育研修会

｢ランチョンセミナー」（第１０回）

１．日時：平成16年９月１６日（木）１２：３０～１４：００

２．会場：幕張メッセ国際会議場第３会場

３．参加者数：306名

４．プログラム

開講式

挨拶：瀬戸山元一（生涯教育委員会委員長、日本診療録管理学会理事）

講演

テーマ：「厚生労働省の指導および監査における診療記録の位置づけ」

講師：伏見清秀（東京医科歯科大学医学部医療情報部助教授

同大学大学院医療政策学講座医療情報・システム学分野助教授）

座長：阿南誠（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

｢モーニングセミナー」（第11回）

１．日時：平成16年９月１７日（金）７：３０～９：００

２．会場：幕張メッセ国際会議場第３会場

３．参加者数：298名

４．プログラム

開講式

挨拶：瀬戸山元一（生涯教育委員会委員長、日本診療録管理学会理事）

講演

テーマ：「ＩＣＤ、今、世界では」

講師：木村もりよ（厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課

疾病傷害死因分類調査室室長）

座長：川合省三（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

○第12,13回診療情報管理±生涯教育研修会

１．日程

東京会場（第１２回）：日時：平成１７年３月５日（士）

会場：昭和大学上條講堂

参加者数：441名

９：００～１７：３０

時：平成17年３月１２日（士）９：００～１７：３０

場：大阪医専マルチホール
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参加者数：520名

プログラム

挨拶：〈東京〉大井利夫（日本診療録管理学会理事長）

〈大阪〉川合省三（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

平成17年度実施『診療情報管理士指導者』認定制度について

説明：阿南誠（日本診療録管理学会理事・生涯教育委員会委員）

特別講演：外傷症例の全国的な登録システムの構築について

講師：有賀徹（昭和大学病院副院長）

講演：個人情報保護法における医療現場での対応

講師：〈東京〉山本修三（社団法人日本病院会会長）

〈大阪〉武田隆男（社団法人日本病院会副会長）

講演：ＤＰＣ導入と今後の保険制度について

講師：江浪武志（厚生労働省保険局医療課保健医療企画室課長補佐）

シンポジウム：『ＤＰＣ導入や日常業務の中でＩＣＤコーディングや構造的な問題点に迫る』

2．

～診療情報管理士として、ＩＣＤ改定へ現場からの提言～

司会：〈東京〉西本寛（大津赤十字病院）

〈大阪〉三木幸一郎（北九州市立門司病院）

シンポジスト：①教育する立場での問題点

く東京〉大津淑子（大阪医専）

〈大阪〉五十嵐よしゑ（関西国際大学）

②ＤＰＣデータを検証する立場での問題点

く東京〉阿南誠（国立病院機構九州医療センター）

〈大阪〉久富洋子（アイネット・システムズ㈱）

③一般病院の日常業務における問題点

く東京〉倉部直子（江別市立病院）

〈大阪〉小林智彦（姫路聖マリア病院）

④ＤＰＣ導入病院における問題点

く東京〉小平美砂緒（産業医科大学病院）

〈大阪〉小林智彦（姫路聖マリア病院）

質疑応答・ディスカッション
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第1２－２第30回日本診療録管理学会

１．会期平成16年９月１６日（木）～１７日（金）

２．開催地千葉（幕張メッセ国際会議場）

３．学術大会長里村洋一（千葉大学名誉教授）

４．テ_マ良質な医療と診療録

一医療のアカウンタビリティを上げよう－

－診療'情報管理士の能力と地位の向上をめざそう－

５．演題

１）学術大会長講演１題

２）特別講演２題

３）鼎談（国際教育フォーラム）１題

４）シンポジウム１題

５）一般演題８９題

６）ポスターセッション２３題

６．参加者1,252人

７．プログラム

１）学術大会長講演座長：大井利夫（上都賀総合病院名誉院長）

９月１７日（金）９：００～１０：００

「これまでの１０年とこれからの10年」

里村洋一（千葉大学名誉教授）

２）特別講演Ｉ座長：里村洋一（千葉大学名誉教授）

９月１６日（木）１５：００～１６：００

「EUにおける医療情報管理のイノベーション」

WolfgangGiere（ゲーテ大学）

３）特別講演Ⅱ座長：平井愛山（千葉県立東金病院院長）

９月１７日（金）１３：００～１４：００

「診療録と医療の質の評価」

福原俊一（京都大学大学院医学研究科教授）

４）鼎談国際教育フォーラム

９月１７日（金）１０：００～１１：３０

SueWaiker（NationalCentreforC1assificationsinHealthAustrallia）

山本修三（社団法人日本病院会会長）

木村もりよ（厚生労働省大臣官房統計`情報部

人口動態・保健統計課疾病障害死因分類調査室長）
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５） シンポジウム座長：鳥羽克子（国際医療福祉大学医療経営管理学科教授）

９月１６日（木）１０：４５～１２：１５

「診療情報は医療を変えられるか」

基調講演郡司篤晃（聖学院大学大学院政治政策研究科教授）

梅里良正（日本大学医学部社会医学講座医療管理学部門

副島秀久（済生会熊本病院副院長・TQMセンター長）

大槻憲吾（特定医療法人慈泉会相澤病院経営企画部）

谷川真希子（東京大学医学部附属病院医事課病歴審査係）

教授）
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第１３国際モダンホスピタルシヨウ2004

国際モダンホスピタルシヨウ2004n名称

回生催 社団法人日本病院会／社団法人日本経営協会

｢２１世紀の健康・医療・福祉一安心できる医療、信頼される病院」回テーマ

2004年７月14日(水)～16日（金）３日間回会期

回開場時間

回面積

、出展社数

回来場者数

回会場

午前１０時～午後５時

会場面積：２３，０００㎡展示面積：6,900㎡

359社〔前回316社〕

68,900人〔前回59,700人〕いずれも３日間延べ

３．４、アトリウム、会議棟東京ビッグサイト（東京・有明）西展示ホール１．２

〒l35-OO63東京都江東区有明３－２１－１

束京ファッションタウンビル／有明ワシントンホテル

総務省、消防庁、外務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、東京都、日本貿易振興機構、側

製品輸入促進協会、㈱日本医師会、㈱日本歯科医師会、㈱日本薬剤師会、（M:)日本看護協会、㈱医療

情報システム開発センター、財日本医薬情報センター、㈱医療機器センター、㈱医療関連サービス

振興会、㈹全国自治体病院協議会、（'｡:)全日本病院協会、㈱日本精神科病院協会、㈱日本医療法人協

会、全国公私病院連盟、⑪日本病院薬剤師会、伽日本栄養士会、㈱日本放射線技師会、㈱日本臨床

衛生検査技師会、肋東京都臨床衛生検査技師会、㈱日本作業療法士協会、㈱日本理学療法士協会、

(社)全国社会保険協会連合会、（財)日本訪問看護振興財団、（財)日本医療機能評価機構、ＮＨＫ、（社)日本

民間放送連盟、アメリカ合衆国大使館商務部、英国大使館商務部、オーストラリア大使館、オラン

ダ大使館、デンマーク大使館（順不同）

囮後援

社会福祉法人全国社会福祉協議会、日本医療機器関係団体協議会、㈱日本エム・イー学会、（社)日

本画像医療システム工業会、㈹電子情報技術産業協会、日本薬科機器協会、日本医療産業同友会、

日本医用機器工業会、日本医療器材工業会、日本理学療法機器工業会、日本医用光学機器工業会、

杣日本分析機器工業会、（社)日本衛生検査所協会、㈱日本衛生材料工業連合会、（ｉｔt)日本ホームヘルス

機器工業会、肋日本医療福祉建築協会、㈹全国消防機器協会、保健医療福祉情報システムエ業会、

日本在宅医療福祉協会、（社)東京都医療社会事業協会、⑪日本臨床工学技士会、東京商工会議所、特

定非営利活動法人生活・福祉環境づくり２１、財テクノエイド協会、日本福祉用具・生活支援用具

協会、㈹全国老人保健施設協会、肋日本医学放射線学会（順不同）

皿協貢

囮展示内容 ①医療環境設備・機器

②医療機器・材料

③医療情報システム

④看護支援関連

⑤保健・介護支援関連

⑥医療関連アウトソーシング

⑦人材教育、図書など
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、作画展示 ｢在宅医療と地域連携」

〈企画：ホスピタルショウ委員会保健・医療・福祉部会〉

｢医療情報ネットワークと病院マネジメント」

〈企画：ホスピタルショウ委員会医療情報部会〉

囮展示コーナー

病院経営サポートコーナー

ブックコーナー

囮セミナー－日本病院会主催一

病院医療の質を考えるセミナー「e-Japan戦略Ⅱにおける医療」

基調講演「e-Japan戦略Ⅱにおける医療」

パネルディスカッション「e-Japan戦略Ⅱにおける医療」

「医療安全管理者養成課程講習会」

囮ホスビタルショウカンファレンス

「セカンドオピニオンの推進～患者さんとの信頼関係を育むために」

「地域医療における機能分化と病院経営～新たな医療提供体制の課題」

「医療における個人情報保護とセキュリティ」

「医療の質向上と経営メリットにつながる電子カルテとは」

「NST（栄養サポートチーム）の取り組み」

「患者さんの視点を経営改善に生かす「患者アドポカシー室」の取り組み」

「県立病院における経営健全化とBSC活動の展開」

「医療のリスクマネジメントとＩＴの活用」

「｢医療のインターネット」へ向けて」

「DPC導入が病院経営に与えるインパクト」

「価値を高める看護の標準化の必要性」

囮出展社プレゼンテーションセミナー

【Ａコース】

㈱日立製作所「社内病院経営改善事例と病院経営支援のコンサルサービスの紹介」

㈱日本エル・シー・エー「事例で解説ISO9001が病院を変える！」

オーソ･クリニカルダイアグノステイックス㈱「患者さんを惹きつける臨床検査一リアルタイム診療(ｕ１／検査の最前線」

東芝メディカルシステムズ㈱「DPCの時代に勝ち残る：ベンチマークを起点とした戦略的病院経営の実例」

㈱ハーデイ「大標準化時代を迎えた健診・人間ドック」

マイクロソフト㈱「連携によるへルスケアCollaborativeHealthcare」

㈱サイプレス「人が動く．考える：変革時代の病院経営」事例１４３０床病院の増収のための３施策とその効果

㈱サイプレス「人が動く．考える：変革時代の病院経営」事例２病院新築前のコスト大削減の活用とその結果

富士フィルムメディカル㈱「FCRPicoSystemと連携するネットワーク医用システム」

㈱フューチャー・ウエイブ「生活習慣病予防、改善のための末梢血管血流測定」

日本オラクル㈱「医療リスクマネジメントとゼロ在庫の実現に向けて」

メディカル・データ・ビジョン㈱「医療行政の変革期における病院経営戦略」

【Ｂコース】

㈱ケアコム「ケアコムが創造する〔産科アメニテイスペース（ハッピーバースデイシステム)〕」

メディカル・データ・ビジョン㈱「実例に基づく利益の出せる指標管理」

㈱メディカルアソシア「医療関連人材（医師・看護師など）のベストマッチを支援する」

㈱ケアコム「病棟IT化へのケアコムからのご提言一インテリジェントナースコール〔NICSS〕」

リプライス㈱「イライラ“混雑”を患者サービスへ転換」
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禰楓

国際モダンホスピタルショウ2004は、“２１世紀の

健康・医療・福祉一安心できる医療、信頼される

病院”のメインテーマにより７月１４日付く)～１６日（金）

の３日間、東京ビッグサイト（東京国際展示場）

の西１～４ホール、アトリウム（会場面積23,000

㎡・展示面積6,900㎡）を使用して開催した。会期

中３日間の来場者数は68,900名、出展社数359社

(うち、海外出展は５ヵ国１地域から10団体・社

(３機関.l団体・６社)）を数えた。

展示内容は、商業展示として環境設備、医療機器

ゾーン、看護・介護サポートゾーン、医療関連ア

ウトソーシングゾーン、医療情報システムゾーン

に分かれ、国内外のメーカー・ディーラーによる展

今回の主催者企画展示は、「在宅医療と地域連携一

察illli

‘

謨
迅』

に分かれ、国内外のメーカー・ディーラーによる展示・実演が行われた。

今回の主催者企画展示は、「在宅医療と地域連携」と「医療情報ネットワークと病院マネジメント」の２

つを実施した。「在宅医療と地域連携」では、地域における在宅医療の事例紹介や在宅医療環境について考

察、提案する主催者企画展示と、在宅患者さんや医療事業者などをサポートする機器・用品・システム・サ

ービス等について出展社から提案された「在宅医療・リハビリ・ヘルスケアコーナー」および「テーマステ

ージ」により展開した。

また、「医療情報ネットワークと病院マネジメント」では、医療機関のＩＴ活用実践等の先進事例をデモ

展示で紹介する「先進事例」機器展示と、医療情報ネットワーク、ＩＴ活用による病院マネジメント支援、

画像システム・電子カルテによる情報共有等について出展社から提案する「ソリューションコーナー」およ

び「ＩＴソリューションステージ」により展開した。会期中は、いずれも連日にわたり盛況であった。また、

西１ホール内では、㈱日本医療福祉建築協会が主催する「医療福祉建築賞2003」で受賞した６施設をパネル

紹介した。

さらに、展示コーナーとして、各種病院向けにサービスを紹介する「病院経営サポートコーナー」を展示

ならびにプレゼンテーションステージにより展開した。さらに医療・看護・福祉に関する書籍、教育的なＣ

Ｄ－ＲＯＭ等を販売する「ブックコーナー」を昨年に引き続き設けた。今回もブックコーナーは、来場者の

目にとまりやすいアトリウムでの開催となり、多くの人で賑わった。

ホスピタルショウカンファレンスは、キーノートスピーチをはじめ、さまざまな角度から取り上げた１１

本のプログラムが用意きれ、いずれについても多くの参加者の関心を集めた。このほか、出展社プレゼンテ

ーションセミナー、日本病院会セミナーと多彩な内容にあふれ、聴講者は企画展示の会場内プレゼンテーシ

ョンステージを含め、３日間延べ7,900名にも及んだ。
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■■■■. ■河

会期３日間の来場者数と近年の来場者数推移は以下のとおりである。

、名称

2004年（第Ｓ１回）

７月14日伽晴れ１６，１００人

７月１５日（木）晴れ25,300人

７月16日（金）曇り時々晴れ27,500人

２００ｓ年（第ｓｏ回）

７月１６日（水）曇り時々晴れ１４，１００人

７月１７日（木）曇り時々晴れ22,900人

７月18日（金）曇り時々晴れ22,700人

第１日

第２日

第３日

合計

回国際モダンホスピタルショウ来場者数推移

68,900人 合計 59,700人

[単位:人］
70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,0００

１０，０００

０
1９９８１９９９２０００２００１２００２２００３２００４［年度］

回海外来場者

今年の海外来場者は以下のとおりである。１１ヵ国・地域から170名の海

外来場者があった（昨年は11カ国・地域：163名） 尻■ｒ…害ﾘﾘﾘＨｐ塵■

￣Ｐ，

{1111
７月１４日(水）

７月15日（木）

７月16日(金）

名
名
名

１
８
１

８
６
２

合計170名

国・地域別の内訳は次のとおりである。（五十音順）

アメリカ、イギリス、インド、オーストラリア、韓国、スペイン、スリランカ、台湾、中国

パキスタン。

■■

`劃■凹四ｉ■■■四Ｍ國幽..割笛
主催者ならびに出展社から、病院関係者、ユーザーに対し46万部の

招待状が発送されたほか、ニュースレリース、各種印刷物を作成し、

積極的なパブリシティ活動を展開するとともに業界専門紙・誌の広告

を通じて来場者動員に努めた。

ﾛｼﾞｧ頂ノＬＥ＝ＪＵ="ヨワェ
ロＷワロ

。Ｂ１１０：【Ｘ】B■、５：DＣ

Ⅱボスター（制作部数：aooo部）

（社)日本病院会会員病院および出展社、後援・協賛団体を中心に配布。 :'ii室iij1il
回招待状(制作部数:４ｓ0,000部）

⑪日本病院会会員病院、後援・協賛団体、ホスピタルショウ委員会

委員、出展社および行政機関、公的機関、保健福祉関係施設、訪問看

護ステーション等に配布。

gzH5錘
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回専門紙・誌広告

「病院新聞」２/５，６／24号

「最新医療経営Phase3（フエイズ・スリー)」７月号

「最新介護経営介護ビジョン」７月号

ロｕⅡ■

三鈩蕊i露Ｉ

皿インターネットホームページ

年間を通してホスピタルショウのホームページを開

設。インターネット上の広報活動とともに、出展社ホー

ムページとリンクを行う。

ＵＲＬ：http://www・nomaorjp/hs／

回国際モダンホスピタルショウ２００４ガイド（発行部数：フ０，０００部）

会期中、招待状持参者に無料配布。来場者のガイドと

して、また、病院経営に役立つ情報誌として刊行。

①会場案内図

②企画展示

「在宅医療と地域連携」

「医療情報ネットワークと病院マネジメント」

③セミナープログラム

④出展社の見どころ

⑤分野別出展社一覧

⑥出展社名簿

体裁：Ａ４判変型本文184頁

３０巴

囿寵箸会見ならびに記者クラブ資料入れ

事務局では、下記のとおり記者会見ならびに記者クラブへの資料入れを行なった。

牙壬ロ

回報道資料の配信

下記のニュースレリースを報道関係者に配信した。
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日時 方式 場所 対象

平成16年１月20日㈹ 会見 東条インペリアルパレス 一般紙・専門紙誌

平成16年６月９日(金） ” 日本病院会 〃

平成16年７月９日(ｵ(） 資料入れ 厚生労働記者会 一般紙・テレビ

平成16年７月９日(ｵ(） 〃 厚生日比谷クラブ 専門紙誌

日時 内容

平成16年１月６日(1k） 記者説明会ならびに新春講演会を１月21日㈹に

平成１６年１月20日('k） 出展申込受付開始に関するしリース

平成16年２月24日㈹ ポスターデザイン完成に関するしリース

平成16年５月19日(ｵ(） 開催内容決定に関する記者説明会案内

平成16年６月９日(木） 開催内容決定に関するしリース

平成16年７月９日(金） 開幕に関するしリース

平成１６年７月20日㈹ 閉幕に関するしリース
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皿テレビ

ＮＨＫ総合テレビ「首都圏ネットワーク｣」（７月14日（水）１８：１０～）

※このほかSkyPerfecTV772ch（ケアネットＴＶ）が企画展示「在宅医療と地域連携」のテーマ

ステージを取材、１０月頃の放映予定だが、現在のところ放映日時は確定していない。
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回一般紙・専門紙麓の記事掲載一覧

回全体 廼麩

テレビ

全国紙／地方紙等

病院・医療専門紙誌

経済・工業紙／その他業界専門紙・誌

インターネットマガジン

件
件
件
件
件
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日時 掲載紙・陣 件数

平成１５年10月 東京ビッグサイトイベントカレンダー 1件

平成15年12月 OMNI-MANAGEMENT、いいかいご（Web新企画出版)、ＪＡＳＰＡ通信 3件

平成16年１月
JapanMedicine、日本情報産業新聞、情通新聞、日本事務機新聞

Web玄陽社、ＷｅｂＪＩＨＡ等
12件

平成16年２月
病院新聞、保健産業事報、シルバー新報、東京医療品新報、

日本病院会ニュース、電材流通新聞、日本情報産業新聞、建設新聞、

Web病院新聞、寝装リビングタイムスWeb、CLEANINGONLⅢＥ等
14件

平成16年３月 東京医療品新報、保健産業事報、財形福祉、OMNI-MANAGEMENT

Kaigoweb等
6件

平成16年４月 てんぽ流通新聞、東京ビッグサイトイペントカレンダー 2件

平成１６年５月 月刊国試対策、販促会議、東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄイベントスケジュール、Webオフィスマガジン等 5件

平成16年６月

産経新聞、岐阜新聞、病院新聞、日本病院会ニュース、薬局新聞

ミズ・コミュニティ、石鹸日用品新報、週刊建設ジャーナル、生活産業新聞

オフィスマガジン、日経ソリューション、e-GovOnline

石鹸新報WEB-NEWS等

22件

平成１６年７月

病院新聞、JapanMedicine、医理産業新聞、医療タイムス、薬事日報、Phase3
月刊新医療、介護ビジョン、石鹸日用品新報、日経へルスケア21,日経産業新聞

日本冷凍冷房新聞、プラスチック産業資材新聞、Web病院新聞、

Ｗｅｂヒューマン・ヘルスケア・システム、NkkeiBPMedWave、

Web福祉チャンネル、NikkeiBPevents、ｃｔｉｗｅｂ等

42件

平成１６年８月 保健産業事報、ナース専科、財形福祉、宝島 4件

平成16年９月 月刊新医療、介護ビジョン 2件

合計 113件



四..｣鯉..凹廻.四四..劃画砺■■■
開幕初日（７月１４日）午前９時ｓｏ分から、

関係者多数が出席した。

開会式が東京ビッグサイト・西展示棟内のアトリウムで挙行され、

(以下、敬称略・順不同）

●開会式のプログラム

羊催箸挨拶

社団法人日本病院会 会長

代行・副会長

理事長

山本

武田

本松
修
隆
茂

男
敏

社団法人日本経営協会

来賓挨拶

厚生労働省大臣官房審議官(健康・医政担当）

社団法人日本医師会会長

代理・副会長

社団法人日本看護協会会長

代理・副会長

島
松
井

敦子

治雄

秀也

裕子

美智子

岡
植
櫻
南
古

殿
殿
殿
殿
殿

橋

出展社代表挨拶

パラマウントベッド株式会社代表取締役社長 木村憲司殿

ホスピタルショウ委貝長挨拶

ホスピタルショウ委員会 委員長 里村洋

テープカット

厚生労働省大臣官房審議官（健康・医政担当）

社団法人日本医師会副会長

社団法人日本看護協会副会長

パラマウントベッド株式会社代表取締役社長

社団法人日本病院会副会長

社団法人日本経営協会理事長

ホスピタルショウ委員会委員長

岡島

機井

古橋

木村

武田

本松

里村

子
也
子
司
男
敏
一

智
敦
秀
美
憲
隆
茂
洋

殿
殿
殿
殿

諄み丙
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ホスビタルショウ委員会の２つの部会がそれぞれ企画展示を実施した。

企画展示に連動した出展社を募り、オープンステージとともに連曰来場者で賑わった。

鴎■H零ii鞠憲FiLi騨霧認童三
一一バー鱈入w憲錘痔襄雪亘一…－…麹､輿wmi溌画箪議涼ドーーー。｢在宅医療と地域連携」

＜企画：ホスピタルショウ委員会保健・医療・福祉部会＞

会場：西２ホール看護・介護サポートゾーン

医療を提供する場が、高齢化の進行や病院の在院日数

の短縮などにより、長期にわたる療養は日頃の生活の場

である在宅で対応しようとする方向が明らかになりつつ

あるなかで、期待される在宅医療の今後の役割を踏まえ

た提案を行った。在宅療養環境の提案として、訪問して

くる医師・看護師・ヘルパーなどからのサービスを受け

るためのスペースの確保、家族の目が行き届く快適な居

室、そして自立して食事・入浴・排泄などができるよう

に工夫された「リビングホスピタル｣、訪問診療や訪問

看護・介護を円滑に実施するための「在宅ケアワゴン」

の製作などを中心とした企画展示が注目を集めた。

さらに在宅療養環境とともに重要な、地域におけるサ

ービス基盤の事例をパネルで紹介した。

また、企画展示に連動した、在宅患者さんや医療従事

者などをサポートする機器・用品・システム・サービス

等について出展社から提案する「在宅医療・リハビリ・

ヘルスケアコーナー」も展開した。

企画展示コーナー内に設置し、出展社プレゼンも加え

たテーマステージは、在宅医療に関心の高い来場者を集

め、ステージごとに熱心に聞き入る聴講者で、毎回盛況

だった。

霧ii鼬i唇｡雲１１
､が

い、蝿
②在宅ケアワゴンの提案

医師や看護師の悩み（不衛生な環境と処置時の医療機

器類の扱い、継続した医療管理）と家族の悩み（薬・ケ

ア用品の整理、見守り、緊急時対応など）に注目し、その

解決の一つとして３タイプの「在宅ケアワゴン」を製作

し、衛生に配慮した在宅医療の効率化と安心・安全に配

慮した「パッケージツール」としての在り方を提案した。

｢すっきりカート」

ﾃﾞｻﾞｲﾝ協力：㈱日建スペースデザイン吉川昭氏

製作協力：㈱天童木工、㈱福地

「Ｔｒｉｏ」

ﾃﾞｻﾞｲﾝ協力：㈱伊藤喜三郎建築研究所

原勇次氏／矢口ゆかり氏

製作協力：㈱岡村製作所

｢ホスピタルワゴン」

ﾃﾞｻﾞｲﾝ協力：ケアタウン総合研究所高室成幸氏

製作協力：清原理環境建築研究所、リビングホス

ピタル研究会、㈱アイシーテル、旭化成

ホームズ㈱、㈱ＮＴＴドコモ、㈱クロムサ

イズ、㈱住環境‘快適工房、ビアンカ・デ

ザインパートナーズ㈲、PKDesign社、

③ＴＶ電話機能付き携帯電話を利用した、遠隔医療・看

護・介護などへの可能性について提案した。

協力：ドコモエンジニアリング㈱

④㈱日本看護協会における訪問看護の取り組み紹介と在宅

医療機器を使用する主な在宅医療法をパネルで紹介した。

企画協力：棚日本看護協会

さらに在宅医療機器テクニカルセミナーを毎日11時、

１４時に30分間実施した。

７／１４（水）在宅人工呼吸療法協力：フジ・レスピ

ロニクス㈱

７／１５（木）在宅中心静脈栄養法・在宅成分栄養経管

栄養法協力：テルモ㈱

７／16（金）在宅酸素療法協力：帝人フアーマ㈱

⑤在宅診療における在宅医療機器アンケートをパネルで

紹介した。

Ⅱ在宅医療環境の提案

①リビングホスピタル

在宅医療空間としての｢家の機能変化」をテーマに､住

まいと快適`性(ホスピタリティ）をコンセプトとした「リ

ビングホスピタル」を提案した。リビングホスピタル環

境がめざすのは、たとえ医療依存度が高くとも住み'慣れ

た「家」で「自立した生活」が営めることであり、今回は

｢居間・リビング」に注目したコンセプト展開を図った。

企画協力：ケアタウン総合研究所所長高室成幸氏

協力：清原理環境建築研究所、旭化成設計㈱、

㈱住環境』快適工房、積水化学工業㈱、セ

キスイファミエス東京㈱、積水ライフテ

ック㈱、㈱天童木工、東陶エムテック㈱、

東陶機器㈱、パラマウントベッド㈱、ビ

アンカ・デザインパートナーズ㈲、㈲フ

ジヤマサービス、㈱ミカド、㈱村田合同

協賛団体：特定非営利活動法人生活・福祉環境づ

くり２１、福祉住環境コーディネーター協

会、リビングホスピタル研究会
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パネルで紹介した。協力：日本生活習'償病予防協会

○生活習慣の予防・改善問診システム「もんしん君」

協力：㈱ムープネット

○個人の生活習慣病レベルに沿って予防・改善指導が

行えるＡＳＰ（ApplicationServiceProvider）シス

テム「生活習慣病予防指導支援システム」

協力：ネクストウェア㈱

○自宅で簡単に血液採取で疾病予防｡検査精度の高い、

在宅血液検査サービス「ＤＥＭＥＣＡＬ（デメカル)」

協力：㈱リージャー

■リハビリ

○介護予防のための高齢者パワーリハビリテーション

事業の取り組みとその効果についてパネルで紹介

し、パワーリハビリ機器の体験デモも行った。

協力：㈱川崎市保健衛生事業団、パワーリハビリテ

ーション研究会、酒井医療㈱

○リハビリテーション、スポーツシーン等での人間の

筋肉の動きを３ＤＣＧアニメーションで表示「ＡＲ

ＭＯ（アルモ)」協力：㈱ジースポート

回「在宅医療と地域連携」事例紹介

５つの取り組み事例をパネルで紹介した。

□順天堂大学浦安病院

地域に密着した病院、地域への窓口としての療養指導

室における、地域医療チームとの協働により、住み慣

れた地域で在宅療養生活を始める患者さんやその家族

をサポートする支援体制づくりを紹介した。

□世田谷区若手医師の会

平成６年１１月に世田谷区の30歳から49歳までの若手の

医師を中心に始まった「世田谷区若手医師の会｣。地

域医療を担当する若手医師たちが、地域住民に良質の

医療を提供するために取り組んだチーム医療「在宅ネ

ットワーク」について紹介した。

□⑪東京都薬剤師会

在宅患者が薬局から購入し、家庭からごみとして排出

されている使用済み注射針を薬局で回収し、適正処理

をおこなう在宅医療廃棄物処理「使用済み注射針回収

事業」の取り組みについて紹介した。

□長野県看護大学看護実践国際研究センター看護地域貢献研究部門

少子高齢過疎化が進む地域背景をふまえた独居高齢

者、高齢者世帯、在宅療養者と家族の自立支援・学習

支援を目的として、産学官で取り組んでいる遠隔看護

システムを紹介した。

□武蔵野市／㈱武蔵野市福祉公社

「住み`慣れたまち、そして家にいつまでも…」そんな

願いを実現する、福祉資金貸付制度（リバースモゲー

ジ制度）や有償在宅福祉サービス事業、権利擁護事業

などの住民支援体制づくりについて紹介した。

*在宅医療・リハビリ・ヘルスケアコーナー

在宅患者さんや医療従事者などをサポートする機器・

用品・システム・サービス等について出展社から提案

する「在宅医療・リハビリ・ヘルスケアコーナー」を

展開した。

在宅医療・リハビリ・ヘルスケアコーナー出展社

サブポート㈱

サンコーテリア㈱

在宅医療情報推進協議会

㈲創造技術研究所

㈱テクノスジャパン

東和医療器㈱

㈱日本作業療法士協会

㈱日本訪問看護振興財団

⑪日本理学療法±協会

アキレス㈱

㈱ア・テンド

㈱アデック

エア・ウォーター㈱

㈱エムイーネット

花王㈱

㈱科薬

㈱Give＆Ｇｉｖｅ山忠

㈱健康予報サービス

ネクストウェア㈱

ネグ産業㈱

㈱ＨＩＴＳ

㈱プラッツ

㈱八神製作所

矢崎総業㈱

㈱ログファーム

回地域で支える疾病予防･介護予防～生活習慣病とリハビリ～

生活習慣病とリハビリについての取り組み事例とデモ

展示を行った。

■生活習慣病

○生活習'慣病を予防するための啓発活動推進について

○テーマステージ

企画展示内で、企画

展示の協力医療機関・

団体・企業の方のセミ

ナーと「在宅医療・リ

ハビリ・ヘルスケアコ

ーナー」出展社プレゼ

ンセミナーを実施し

た。空き時間には、ビ

デオ（提供：(社)日本看

護協会）を放映した。
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システム」協力：東芝メディカルシステムズ㈱

＊「心電図ファイリングシステム」

協力：日本光電工業㈱

＊高額な医療機器を無駄なく適性なサイクルで利用し

急患･急変に備える「ＩＣタグによるＭＥ機器管理」

協力：㈱日立製作所

＊意思決定を迅速化する経営指標管理システム「部門

別原価計算・ＢＳＣシステム」

協力：日本オラクル㈱

品質

アウトカム指向のクリニカルパスをベースとした記録

の中から意味ある情報を収集、分析、問題を明確化し

プロセスを改善

＊アウトカム指向型日めくり式クリニカルパス作成支

援ツール「アウトカムファイル」

＊データベース型医療記録システム

＊細分化した病名・術式管理システム「SKHマスタ」

協力：㈲ネクスト・ケア・システムズ

サービス

＊「患者視点による病院選択メカニズム解明プロジェ

クト」協力：㈱大伸社

教盲

＊「ｅラーニング」全職員がインターネットで感染対

策を学習協力：㈱キューラメデイクス

○医療法人社団カレスアライアンス（曰鋼記念病

院）・診療科別、疾患別の病院経営分析システム

診療科・疾患・手術ごとなどの様々な視点から経営・

診療情報を分析できる有用な病院経営支援システムの

活用実践、ＤＰＣ時代のデータドリブンの経営を実例を

もとに紹介した。

協力：東芝メディカルシステムズ㈱

○聖路加国際病院・インターネットによる購買効率化

事務用品・日用品購入時のインターネットを活用した

購買効率化の実践を紹介した。

協力：㈱メデイヴァ、アスクル㈱

○独立行政法人国立病院機構災害医療センター・グ

ループウェアの活用事例紹介

医療情報システムにグループウェアをアドオンし、検

査・画像システム、オーダリング、病床利用率、宿日

直表、インシデントレポート等、ポータル機能を駆使

して同じ画面をあらゆる職種が閲覧｡情報を共有化し、

コミュニケーション・医療情報システムの利用をさら

に活発にしている実践を紹介した。

協力：サイポウズ㈱、ＮＥＣソフト㈱

○彦根市立病院・リスクマネジメントシステム

院内ＬＡＮ（オーダリングシステム）を利用したイン

シデント・アクシデントレポートシステムの活用例を

紹介した。協力：㈱富士通プライムソフトテクノロジ

｢医療情報ネットワークと病院マネジメント」

＜企画：ホスピタルショウ委員会医療情報部会＞

場所：西３．４ホール医療情報システムゾーン

医療機関のＩＴ活用実践等をデモ展示で紹介する「先

進事例」機器展示と、医療情報ネットワーク、ＩＴ活用

による病院マネジメント支援、画像システム・電子カル

テによる情報共有等について出展社から提案するソリュ

ーションコーナーで展開した。

「先進事例」機器展示では、どのように医療情報ネッ

トワークと病院マネジメントシステムを活用して質の高

い医療サービスを提供し経営健全化を果たしていくかを

考えた。先駆的活用実践として、ＭＭＬ機能を実装した

電子カルテ、ＤＰＣシステム、病院経営支援システム、

クリニカルパスシステム等を紹介し病院の方による展示

説明を行った。来場した病院職員からは、ユーザーの立

場からの説明・意見交換が好評だった。現在、医療界で

関心の高いマネジメントツールであるバランスト・スコ

アカードのシステム・ソリューションや、保険証認証シ

ステムへの関心も高かった。

また、コーナー内にはステージを設置した。医療機関

の事例セミナー、ソリューションコーナー出展社プレゼ

ンテーションセミナーを実施し毎回盛況だった。

●「先進事例」機器展示（主催著作両）展示内容

①医療情報ネットワーク

○顔認識技術を使った電子カルテ端末利用者の常時認

証システム（スクリーンロックによる不正使用防

止）協力：ＮＥＣ

○保険証認証システム

病院・診療所や歯科診療所、保険薬局等の医療機関を

被保険者（被扶養者）が受診、利用した際に保険証の

有効性を即時的に検証するシステム。

協力：ＮＴＴ東日本、ＮＴＴコムウェア㈱

○インフォームドコンセント（がん等の手術の`患者さ

んへの説明）用ＣＧアニメーションデータベース

（ＤＶＤ）「OpeAnime」協力：㈱メデイアグルー

②ＩＴ活用による病院マネジメント支援

○鹿児島大学医学部・歯学部附属病院・ＤＰＣ対応

の病院'肩報システム

ＤＰＣデータを病院データウェアハウスに蓄積、ＤＰ

Ｃ別原価管理をはじめとして各種分析に活用｡さらに、

ＤＰＣデータを利用して退院サマリ作成を支援し、正

しい病歴を蓄積する実践を紹介した。協力：ＮＥＣ

○済生会熊本病院・ｌＴ活用による病院経営効率化

スピード的確でスピーディな診断支援をする画像フ

ァイリングシステム

＊「ＰＡＣＳ・レポーティングシステム・遠隔画像診断
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○特定非営利活動法人大阪へルスケアネットワーク普

及推進機構・地域医療連携とクリニック電子カルテ

複数の病院・クリニックが施設ごとに異なる電子カル

テによる情報を電子紹介状等で連携する取り組みをク

リニック向け電子カルテ「ダイナミクス」のデモで紹

介。協力：(有)ダイナミクス

③｢医療版バランスト･スコアカード｣システムコーナー

①財務②顧客③内部プロセス④学習と成長の４

つの視点から目標・指標を設定し、組織のビジョンと

現場の目標を有機的に結びつける戦略的マネジメント

ツールであるバランストスコアカード（BSC）のシ

ステム・ソリューションを紹介した。

＊医業経営向けバランス・スコアカード「ヘルスケ

ア・スコアカードｗ」協力：アイ・ティ・エル㈱

＊ＢＳＣを中心とした医療業界向けビジネスソリュー

ション「mySAPBusinessSuite」

協力：ＳＡＰジャパン㈱

＊ＢＳＣやシックスシグマに基づいたスコアカード管

理ができる「Cognos⑪MetricsManager」

協力：コグノス㈱

＊あらゆる分野で活躍できる「日本版Cockpit

ManagerTM」バランス・スコアカードソリューシ

ョン 協力：ニデコビジネスソフト㈱

＊パーソナル・ポータルをベースに、KPIの一覧や詳

細分析、因果関係の確認、データ統合、コミュニケ

ーション支援を主要機能とするＢＳＣソリューション

「OracleBalancedScorecard」

協力：日本オラクル㈱

●ソリューションコーナー

「先進事例」機器展示（主催者企画）と連動するかた

ちで、医d療情報ネットワーク、ＩＴ活用による病院マネ

ジメント支援、画像システム・電子カルテによる情報共

有等について出展社から提案するソリューションコーナ

ーを展開した。

④電子カルテを中心とした情報共有

○東京都ＨＯＴプロジェクト・電子カルテを中心とし

た地域医療連携システム

東京都内のクリニックや病院をＭＭＬ機能を実装した

電子カルテで結び、地域医療連携や患者さんへの情報

提供を行うことを目的とするＨＯＴ（Healthof

Tokyo）プロジェクトを紹介した。

協力：肋東京都医師会、㈱エスアールエル、㈱サン・

ジャパン、三洋電機㈱、セコム医療システム㈱

ソリューションコーナー出展社

アイ・ティ・エル㈱㈱国際疾病管理研究所

アイネット・システムズ㈱コドニックス．リミテッド㈱

旭化成情報システム㈱コニカミノルタエムジー㈱

㈱アストロステージ㈱島津製作所

㈱アップルドクターｉｉｉジーネットテクノシステムズ

㈱アピウスＧＥｉｉ河メディカルシステム㈱

㈱イーヤマ住商情報システム㈱

㈲石井ソフトウェア開発西華産業㈱

㈱イメージワンセコム医療システム㈱

㈱ウェルキャット中央システム技研㈱

㈱エーゼット㈱テクノプロジェクト

㈱オフィス未来テクマトリックス㈱

OIIクライムメディカルシステムズテラリコソインコーボレイテッド

㈱グッドマン東京特殊電線㈱

興和㈱東光コンピュータサービス㈱

㈱東陽テクニカ

㈱トプコンメディカルジャパン

ニッセイ情報テクノロジー㈱

㈱ネットマークス

パナソニックAVCメティカノUln1

フィリップスﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ輔

㈱フォトロン

フクダ電子㈱

富士ソフトＡＢＣ㈱

富士フィルムメディカル㈱

㈱ミロク情報サービス

㈱ムーブ

メダシス・ジャパン㈱

メディカルデータビジョンWll

Ｔソリューションステージ

企画展示コーナー内で、事例セミナーとソリューションコーナー出展社プレゼンセミナーを実施した。

｡｣】。
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①病院医癒の質を考えるセミナー

レ日時：７月１４日（水）１３：００～１５：４０

レ参加者数：５９施設・114名

し場所：ＴＦＴビル研修室9０５．９０６

●日本病院会コーナー

【パネル展示】

①「ご来場の皆ざまへ」今年のホスピタルショウは

通算31回。テーマを「２１世紀の健康・医療・福祉」

サプテーマを「安心できる医療、信頼される病院」

といたしました。医療は国民のもの、患者さんのも

のという原点に立って、良質な医療を、安心して受

けることができるようにする。当然のことではあり

ますが、そこにはいろんな問題が含まれています。

どうか、関係の皆さまには、このホスピタルショウ

から大いに学び、併設のカンファレンス、セミナー

も参加されて、実りの多い一日となりますようお祈

りいたします。また、今回のパネル展示は、この９

月から開始する｢人間ドック・健診施設の機能評価」

特集としましたので、ご覧ねがいます。（社団法人

日本病院会会長山本修三）

②日本病院会会員の状況、日本病院会の役員（常任理

事会構成）

③人間ドック・健診施設の機能評価、９月からスタート

④「評価の目的」「対象施設」（下欄、人間ドックの変遷）

⑤「評価の枠組み」「評価基準(1)」（同、各種ドック・健

診受診者数の推移、年代別健常者の頻度一性別比較）

⑥「評価基準(2)｣「訪問調査者」（同、生活習慣病の危

険因子主要６項目の異常頻度、癌の臓器別発見率の

経年変化）

⑦「評価手順(1)」

③「評価手順(2)」

⑨２１世紀は「予防」の時代

その他、第55回日本病院会、第45回日本人間ドック学

会、第30回日本診療録管理学会学術大会の各ポスター

を展示。

●日本病院会セミナー・講習会

東京ファッションタウンビル（ＴＦＴビル）研修室・

有明ワシントンホテルにおいて、セミナーと講習会を開

催し、３日間で延べ344施設・408名の参加者を集めた。

《シンポジウム＞

メインテーマ「e-Japan戦略ｎにおける医療」

基調粛演「e-Japan戦略ｎにおける医則

政府IT戦略本部評価専門調査会委員

慶応義塾大学環境情報学部教授

ハーバード大学経営学博士

國領二郎氏

パネルディスカッション『eJapan範略ｎにおける医奴」

厚生労働省医政局研究開発振興課

医療技術情報推進室室長

新村和哉氏

経済産業省商務情報政策局サービス産業課

医療・福祉機器産業室室長

藤本康二氏

②平成1ｓ年度医療安全卸聖者養成聾程嵐習会

し日時：７月14日伽９：４０～１８：00

７月15日(７k）９：００～１７：００

レ参加者数：285施設・294名

し場所：有明ワシントンホテル

プログラム

(第１曰）７月１４日（水）

９：００－開場

９：４０－９：４５１開会挨拶日本病院会常任理事元原利武

９：４５－９：５０研修の目的と趣旨説明

全日本病院協会常任理事飯田修平

９：５０－１０：２０Ⅱ講義なぜ、医療の安全か質・情報・安全

全日本病院協会常任理事飯田修平

１０：２０－１２：00安全管理の組織作りとその運営

武蔵野赤十字病院呼吸器外科部長兼医療安全推進室長矢野真

１２：００－１３：００＜昼食＞

１３：００－１３：４０概念（用語）の理解

宮沢弁護士事務所長宮沢綱

１３：４０－１４：２０安全管理の必要性、重要性の理解宮沢潤

１４：２０－１４：３０＜休憩＞

１４：３０－１５：４０安全管理の必要性、重要性の理解

九州大学大学院医学系学府医療経営・管理学助教授鮎沢純子

１５：４０－１６：１０医療経済・保険鮎沢純子

１６：１０－１６：２０＜休憩＞

１６：２０－１７：４０安全管理の必要性、重要性の理解

東邦大学医学部公衆衛生学教室助教授長谷川友紀

１７：４０－１８：00個人情報保護と情報提供の取り組み長谷川友紀

?､

■

(第２曰）フ目１ｓ日（木）
９：ＯＯ－ｌＯ：５０質の向上練馬総合病院院長飯田修平

１０：５０－１１：００＜休憩＞

１１：００－１２：３０組織概論上都賀総合病院名誉院長大井利夫

１２：３０－１３：３０＜昼食＞

１３：３０－１５：１０組織概論東海大学病院副院長（教授）堺秀人

１５：１０－１５：２５＜休憩＞

１５：２５－１６：５５情報提供・収集

慶応義塾大学医学部医療政策科学講師池田俊也

１６：５５－１７：００連絡事項

１
．
凸

|曇蕊$
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杣日本医療福祉建築協会主催の「医療福祉建築賞2003」受賞施設をパネルで紹介した。

■1iiiiiIiiiiiiiiiiii霧iiiiiiiIiiiiii:鱒'11$夕Ｈ卸嬰裏漏Ｆ

徳田･岩麟出精熊桿品

nJ

鰯０２３

乳鱗二
（株)作Pエ厨店名古■古店

幽囚凹盟脳凹回回回喧団
露丑

Ⅱ病院経営サポートコーナー

西１ホール・医療関連アウトソーシングゾーン内で展

開。１５団体が出展。本コーナーは、経営ビジョンの策定

や業務の効率化、サービスの質の向上など、病院経営健

全化を目的とした各種病院向けサービスを発表、紹介す

る場として開設された。

展示内容は医業経営コンサルティング、医療事務サポ

ート、物品管理サポート、人材紹介システムなどの情報

をパネル展示､ビデオ上映､資料配布等により､紹介した。

また、コーナーに隣接するプレゼンテーションステー

ジでは、本コーナー出展社のうち、１３団体による自社サ

ービス、システム、ユーザー事例等の発表、紹介するプ

レゼンテーションが行なわれた。オープンステージによ

り、１日７～８セッションを実施した。３日間で合計２２

セッションが開催され、参加人数は延べ約1,100名であ

った。

回プックコーナー

医療・看護等に関する書籍、教育的なＣＤ－ＲＯＭ・ビ

デオなどの紹介、即売をアトリウムにて開催。１３社（２３

区画）の出展があり、会期中多数の来場者でにぎわった。
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－.ニーーーーー竜二

ホスピタルショウカンファレンス

３日間で11本のカンファレンスを実施した。シンポジ

ウムでは、「2004年診療報酬改定にみる病院機能分化の

新潮流」のテーマでパネルディスカッションを行った。

ＩＴフォーラムでは、医療の質・病院経営の面からの電

子カルテを取り上げ関心が高かった。その他、病院経営

に関するテーマへの参加が多かった。３日間の参加者総

数は1,696名。

①キーノートスビーチ

｢セカンドオビニオンの推進

～患者さんとの信頼関係を育むために」

国立がんセンター中央病院病院長野村和弘氏

し日時：７月14日（水）１１：００～１２：ＯＯ

し参加者数：４６名

し場所：東京ビッグサイト会議棟６０７．６０８

②シンポジウム

｢地越医痕における機能分化と病院経営

～新たな医療提供体制の課題」

＜基調講演＞

｢地域医療の再構築と病院経営の新機軸」

東北大学大学院医学系研究科教授

濃沼信夫氏

くパネルディスカッション＞

｢2004年診療報酬改定にみる病院機能分化の新潮流

～地域医療支援・亜急性・ハイケアを中心に」

コーディネーター：東北大学大学院医学系研究科教授

濃沼信夫氏

発言者

～医療提供体制と病院機能分化の課題～

特定医療法人若弘会理事長川合弘毅氏

～地域医療支援病院としての病院運営～

前橋赤十字病院院長宮崎瑞穂氏

～急性期病院の経営戦略と地域連携～

財団法人竹田綜合病院理事長竹田秀氏

～ケアミックス型の病院経営

医療法人社団永生会永生病院理事長安藤高朗氏

し日時：７月１４日（水）１３：００～１６：５５

レ参加者数：206名

し場所：東京ビッグサイト会議棟６０７．６０８

③ｌＴフォーラム１

｢医療における個人情報保護とセキュリティ」

東京大学大学院情報学環助教授山本隆一氏

し日時：７月15日（木）１１：００～１２：００

>参加者数：257名

し場所：東京ビッグサイト会議棟607.608

111111111111111111

④ｌＴフォーラム２

｢医疲の質向上と経営メリットにつながる電子カルテとは」

｢現状で実現可能な電子カルテの範囲一標準化の課題と意義」

浜松医科大学医学部附属病院医療情報部

教授木村通男氏

｢電子カルテシステムが目指す医療の質の向上とは？」

聖路加国際病院外科医長（病院情報システム委員会委員長）

中村清吾氏

｢病院経営面から見た電子カルテの影響・効果」

医誠会病院院長井川澄人氏

｢データベース型医療記録システムと戦略的ＩＴ化投資」

済生会熊本病院医療情報システム室室長

松下龍之介氏

し日時：７月15日附１３：００～１６：５５

レ参加者数：350名

し場所：東京ビッグサイト会議棟６０７．６０８

⑤ＩＴフォーラム３

｢医療のインターネットヘ向けて」

東京都医師会理事（大橋産婦人科院長）

大橋克洋氏

し日時：７月16日（金）１３：００～１４：００

レ参加者数：５３名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606
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⑰看護セッション

『価値を高める看護の標準化の必要性」

｢看護部における標準化の意味と指標の必要性」

ＮＴＴ東日本関東病院看護部長坂本すが氏

｢看護標準化への取り組み－“看護実践ガイド”の作成

から活用にいたるまで」

聖隷三方原病院総看護部長吉村浩美氏

質疑応答司会：ＮＴＴ東日本関東病院看護部長

坂本すが氏

し日時：７月16日（金）１４：３０～１６：５０

レ参加者数：155名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606

-ﾐﾆ急蕊惑溌i蕊;;塞鐸…

⑥トピック１

｢ＮＳＴ（栄養サポートチーム）の取り組み』

｢ＮＳＴって何？－チームによる栄養療法」

松江赤十字病院第１外科副部長韓秀弦氏

｢ＮＳＴ活動の実際」

松江赤十字病院栄養課管理栄養士作野範子氏

し日時：７月14日(７k）１４：００～１５：２０

レ参加者数：５１名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606

⑦トピック２

｢■者さんの視点を経営改讐に生かす

｢巴者アドポカシーニ』の取り組み」

医療法人財団立川中央病院アドポカシー室

室長・統括事務局副事務局長進士君枝氏

し日時：７月14日（水）１５：５０～１６：５０

＞参加者数：３８名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606

⑧トピック３

『県立病院における経営健劃上とBSC活動の展開」

三重県庁病院事業庁総括室長山本浩和氏

し日時：７月16日（金）１１：００～１２：００

レ参加者数：123名

し場所：東京ビッグサイト会議棟606

⑨トピック４

｢医疲のリスクマネジメントとｌＴの活用」

千葉県立東金病院病院長平井愛山氏

し日時：７月16日（金）１１：００～１２：ＯＯ

し参加者数：122名

し場所：東京ビッグサイト会議棟６０７．６０８

⑩スペシャルセッション

｢ＤＰＣ導入が病院経営に与えるインパクト」

｢ＤＰＣの現状と病院マネジメントへの影響」

産業医科大学医学部公衆衛生学教室教授

松田晋哉氏

｢ＤＰＣの問題点、改善点を民間病院の視点から考える」

医療法人伯鳳会赤穂中央病院理事長古城資久氏

レ日時：７月16日（金）１３：００～１５：２０

レ参加者数：295名

し場所：東京ビッグサイト会議棟6０７．６０８

出展社プレゼンテーションセミナー

出展社が自社ブースの展示だけでは十分に伝えきれな

い、新製品・技術・サービスの内容やユーザー事例等の

効果的な発表の場として、出展社プレゼンテーションセ

ミナーＡコース、Ｂコースを開設した。Ａコースは、東

京ビッグサイト・会議棟6Ｆで１２セッションを開催し

延べ1,285名が参加した。Ｂコースは、西展示棟2F商談

室(6)で5セッションを開催し、延べ210名が参加した。

●出展社プレゼンテーションセミナーＡコース

＜Ａ－１＞㈱日立裂作所

｢日立纏合病院における経営改善への取組み」

㈱日立製作所日立総合病院院長岡裕爾氏

｢日立の病院経営支援コンサルティングサービスの取組み」

㈱日立製作所トータルソリューション事業部

ライフサポートシステム部部長長井卓也氏

し日時：７月14日㈹１１：３０～１２：１５

レ参加者数：128名

し場所：605会議室

くＡ－２＞㈱日本エル・シー・エー

、例で解説ＩＳＯＳＯＯ１が病院を変える！」

㈱日本エル・シー・エーＭＭＣ事業部遠藤洋氏

し日時：７月１４日６１０１２：４５～１３：３０

レ参加者数：５５名

し場所：605会議室

くＡ－Ｓ＞オーソ･クリニカル･ダイアグノステイツクス㈱

｢患者さんを竃きつける■床検査一リアルタイム診療I,／

検宜の最前線」

日本臨床検査医学会会長／慶應大学医学部中央臨床検査

部教授渡辺清明氏

>日時：７月14日（水）１４：００～１４：４５

D参加者数：９１名

，場所：605会議室

くＡ－４＞東芝メディカルシステムズ㈱

｢ＤＰＣの時代に勝ち残る：ベンチマークを起点とした戦

略的病院経宮の実例」

-192-



アキ･よしかわ氏(GIobalHealthConsultingチェアマン）

し日時：７月１４日（水）１５：１５～１６：ＯＯ

ｐ参加者数：130名

し場所：605会議室

くＡ－Ｓ＞㈱ハーデイ

｢大標準化時代を迎えた健診・人間ドック」

㈱ハーデイ代表取締役社長矢後昭彦氏

Ｐ日時：７月１５日（木）１１：３０～１２：ｌ５

し参加者数：118名

し場所：６０５．６０６会議室

くＡ－Ｓ＞マイクロソフト㈱

｢連携によるヘルスケアCoIIaborativeHeaIthcare」

マイクロソフト㈱デベロッパーマーケティング本部

プラットフォームストラテジスト安田責亮氏

㈱アイシーエス法人システム事業本部医療情報シス

テム部副部長吉田慎哉氏

し日時：７月１５日（木）１２：４５～１３：３０

レ参加者数：165名

し場所：605.606会議室

くＡ－フ＞＜Ａ－Ｂ＞㈱サイプレス

｢人が動く．考える：変革時代の病院経営」

事例１４３０床病院の増収のための３施策とその効果

助脳神経疾患研究所附属総合南東北病院理事長

渡邊一夫氏

事例２病院新築前のコスト大削減の活動とその結果

㈱倉敷成人病センター常務理事西文治氏

>日時：７月１５日（木）１４：００～１６：００

レ参加者数：187名

し場所：６０５．６０６会議室

くＡ－Ｓ＞富士フィルムメディカル㈱

｢FCRPicoSystemと連携するネットワーク医用システム」

富士写真フィルム㈱機器商品開発センターＤｌグルー

プ主任研究員船橋毅氏

し日時：７月１６日（金）１１：３０～１２：ｌ５

Ｐ参加者数：１１０名

し場所：605会議室

くＡ－１Ｄ＞㈱フユーチヤー・ウエイブ

｢生活習慣病予防、改善のための末梢血管血流測定」

㈱フューチャー・ウエイブ代表取締役社長

太田雅也氏

し日時：７月１６日（金）１２：４５～１３：３０

レ参加者数：４５名

し場所：605会議室

くＡ－１１＞日本オラクル㈱

｢医療リスクマネジメントとゼロ在庫の実現に向けて」

国立国際医療センター医療情報システム開発研究部

部長秋山昌範氏

卜日時：７月16日（金）１４：００～１４：４５

心参加者数：140名

し場所：605会議室

くＡ－１２＞メディカル・データ・ビジョン㈱

｢医療行政の変革期における病院経営戦略」

東京医科歯科大学大学院教授川渕孝一氏

>日時：７月１６日（金）１５：１５～１６：００

レ参加者数：116名

し場所：605会議室

●出展社プレゼンテーションセミナーＢコース

＜Ｂ－１＞㈱ケアコム

｢ケアコムが創造する〔産科アメニティスペース（ハッ

ビーバースディシステム)〕」

㈱ケアコム企画室係長中澤哲也氏

し日時：７月15日（木）１４：００～１４：４５

レ参加者数：３２名

し場所：２Ｆ商談室(6)

＜Ｂ－２＞メディカル・データ・ビジョン㈱

｢実例に基づく利益の出せる指標管理」

ホワイトボックス㈱代表取締役石井友二氏

し日時：７月15日（木）１５：１５～１６：００

レ参加者数：３８名

し場所：２Ｆ商談室(6)

＜Ｂ－Ｓ＞㈱メディカルアソシア

｢医療関連人材（医師・看護師など）のベストマッチを

支援する」

㈱メディカルアソシア代表取締役社長加藤佳男氏

し日時：７月16日（金）１１：３０～１２：１５

レ参加者数：２０名

し場所：１Ｆ商談室(6)

＜Ｂ－４＞㈱ケアコム

｢病棟ＩＴ化へのケアコムからのご提鬘－インテリジェン

トナースコール〔ＮＩＣＳＳ〕」

㈱ケアコム企画室部長代理南出清志氏

し日時：７月１６日（金）１２：４５～１３：３０

>参加者数：４０名

し場所：２Ｆ商談室(6)

＜Ｂ－Ｓ＞リプライス㈱

｢イライラ“混雑,，を患者サービスへ転換」

リプライス㈱山村芳雄氏

レ日時：７月１６日（金）１４：００～１４：４５

レ参加者数：８０名

し場所：２Ｆ商談室(6)
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第１４国際活動

1．国際病院連盟（ＩＨＦ）

IHF2005年Congress運営（フランス）について本会への協力依頼があり、国際委員会として

もこれに応じることとした。

また、会費について本年度も同事務局から５％の値上げについて意見聴取があったが秋山理

事より、昨年に引き続き（アメリカと同等の会費を支出している本会としては到底受け入れら

れる金額ではないとの理由で）会費値下げの要求を行い、関係各国にも本件を説明。その後ＩＨＦ

各国理事の反対もあり、会費据え置きとなった。今後も秋山理事を通じて諸外国の状況、特に

アジアの代表国として各種意見をGoverningCouncilMeetingの席上反映させるべく努力して

いく。

2．アジア病院連盟（ＡＨＦ）

第５４回日本病院学会（土屋章学会長）において「各国が直面している苦悩と対策（Dilemmas

FacingAsianHospitalsandPossibleCountermeasures)」をテーマにＡＨＦ加盟各国会長をシ

ンポジストとして開催。来場者のための同時通訳も行った。

韓国、台湾、ニュージーランドフィリピン、香港、マレーシア、モンゴルの７カ国がシン

ポジストおよびオブザーバとして参加。司会を秋山国際委員長、そして武田担当副会長が特別

発言を行った。

海外視察研究会

諸般の事情により開催を見送った。

3．
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第１５広報

1．曰本病院会ニュースの発行（主な記事・寄稿）

<号数〉〈発行日〉

691号４月１０曰

１）①第１０代会長に山本修三氏役員改選、陣容を刷新

副会長に池澤、川合、村上、大井の新顔４氏再任の武田、奈良氏との６人体制に

常任理事も約半数が交代「信頼される医療創り」へ

②「日本病院会会長就任にあたって」山本修三

③「基本方針」作り、政策提言を（就任会見）副会長の面々、結束誓う

２）中山会長の退任の挨拶（代議員会・総会にて）

３）予算は単年度処理に変更補正予算、事業計画、予算案を承認（代議員会・総会）

医師不足で対応求める（代議員会・総会で質問）

４）中小病院コーナー「病床規模の意義」（松田朗・財団法人厚生年金事業振興団常任理事）

692号４月２５日

ｌ）診療報酬改定に伴う質疑応答87問集

693号５月１０曰

１）曰病の活動基本方針案を提示（山本会長）医療の安全と質がテーマ1）曰病の活動基本方針案を提示（山本会長）医療の安全と質がテーマ１８年診療報酬改

定対応を最重視

2）第３０回日本診療録管理学会学術大会の一般演題申込み、６月１１日まで

3）６副会長の就任の所感

。「副会長に再任されて」武田隆男・武田病院グループ会長

．「新しい理論の構築を」池澤康郎・中野総合病院理事長

．「医療問題と年金問題」川合弘毅・医療法人若弘会理事長

．「人間ドック・健診施設の機能評価機構の推進に向けて」奈良昌治・足利赤十字病院名誉

院長

.「マドリングスルーの中で」大井利夫・上都賀総合病院名誉院長

.「病院団体の団結を願って」村上信乃・国保旭中央病院長

4）①診療'情報管理士818人を登録四病協の第６０回通教認定式

②日本診療録管理学会の新理事長に大井利夫氏（役員改選）

5）要望実現度を報告四病協が診療報酬改定に対する１０項目で

6）①主潮「団体の組織活性化は原点から」

②中小病院コーナー「曰病理事会に想う事」（織本正慶・医療法人財団織本病院理事長）

694号５月２５曰
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新執行部初の代議員会・総会

①診療報酬体系への提言を最重視「活動基本方針」総会で決定中医協に反映めざす

「総力挙げ本年度内に」（山本会長）シンクタンク設置も視野に委員会は６カテゴリ

ーに改編

②病院団体の追加枠求め「中医協参画にアピールを」（山本会長）

③名誉会長に中山前会長、名誉会員には大道前副会長

④平成１５年度事業報告３事業が四病協主催に

⑤平成１５年度決算を承認次期繰越は１０億円超に

武田副会長が受章（春の叙勲で曰病が推薦）感染症対策の充実に尽力

①主潮『新執行部の「七人の侍｣』

②中小病院コーナー「ゼロ改定と中小病院の経営」（福田浩三・上飯田第二病院名誉院長）

l）

2）

3）

695号６月１０日

１）①第５４回日本病院学会開催迫る７月２，３日横浜市で「健康社会、愛と信頼の病

院をめざして－みなと未来からの提言」テーマに一般演題４８６題、多彩なプログラ

ム

②土屋学会長挨拶「医療人の″人間愛,，浮き彫りに」

２）「行動する団体」めざす曰病が新執行部披露パーティー患者中心の医療の本道を進も

う

３）新常任理事の就任の所感

．「医療問題と地域医療」林雅人・平鹿総合病院長

．「モラルとしての医療、ビジネスとしての医療」近藤達也・国立国際医療センター病院長

．「人間ドック感染症対策を中心に」天川孝則・横浜赤十字病院顧問

.「より良い医療のために」舘田邦彦・市立旭川病院長

．『｢坂の上の雲」に向かって』土井章弘.（財）岡山旭東病院長

．「常任理事就任にあたっての所感」梶原優.（医）弘人会板倉病院理事長

．「医療の方向性の担い手として」齋藤寿一・社会保険中央総合病院長

４）報告「第２回人間ドック・健診施設機能評価研修会開催」（小山和作・人間ドック・健診施

設機能評価委員長）

５）四病協の今後の委員会方針を確定８人委員会は西澤（全日病)、大井（曰病）体制に

６）①主潮「改正特区法と混合診療」

②中小病院コーナー「都市型中小病院の挑戦」（牧恭彦・医療法人清翠会牧病院理事長）

696号６月２５曰

ｌ）「中医協に病院代表」の声贈収賄事件後、中医協が再開再発防ｌＬ「広い視点で論議す

べき」当日資料に委員構成のあり方指摘星野会長国会招致「審議が不透明との質問受け

た」改善策集約後に再出発陳謝の三団体に策定謀す「機能分化と連携上、参画必要」
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（日本病院会）

2）病院長セミナーで「活動基本方針」具現医療の質・経営の質テーマに８月５～６日・大

阪で小川常任理事が企画

3）山本会長が会長就任講演（済生会が主催）混合診療解禁論を批判市場原理でなく地域

医療連携をめざせ医師不足対策の取組示唆

4）新常任理事の就任の所感

.「今こそチャンス！」邉見公雄・赤穂市民病院長

．「再度担当常任理事として」土屋章・渕野辺総合病院理事長

.「病院経営の安定化を目指して」角田幸信・済生会広島病院長

.「感染対策で医療の質向上を」佐藤眞杉．（医）美杉会佐藤病院理事長

．「医療の現場から優れた提言を！」福井順・長崎記念病院顧問

.「常任理事に再任されて」福田浩三・上飯田第二病院名誉院長

.「連携に基づいた地域医療を」渡部透・新潟南病院理事長

．「医療の質と安全」元原利武・明舞中央病院理事長

．「医療の質の向上と医療費抑制」小川嘉誉・多根総合病院理事長

5）ホスピタルショウ2004開催へ７月１４～１６日、東京ビッグサイトでテーマは「２１

世紀の健康・医療・福祉一安心できる医療、信頼される病院」

6）①主潮「安楽死について」

②中小病院コーナー「病床数縮小の後先」（品田章二・新潟県済生会三条病院長）

697号７月１０日

ｌ）人間ドック機能評価を９月に開始（日本病院会と曰本人間ドック学会）機構立上げ６００

会員から結果を公表し、５年ごとの更新制健保連への推薦施設も一本化に施設のふる

い分けでなく、業界のレベルアップめざす

２）①第４５回日本人間ドック学会の開催概要「健やかに老いるために」テーマに８月

２６日～２７日、名古屋国際会議場

②高木弘学会長の挨拶「長寿高齢社会の人間ドック探る」

３）曰医との定例協議会設置へ（四病協）連携強化に初の取組み

４）平成１７年度税制改正で要望介護報酬上の損税も指摘耐用年数３９年の短縮も

５）ＷＨＯのＩＣＤ改訂責任者が協力要請学会の招きで来曰したユースタン氏(スイス）本

会の通信教育を絶賛

６）へき地等の医師配置標準緩和へ（厚生労働省）定員の９割、３年間の特例

７）主潮「急がれる地域医療対策」

698号７月２５曰

１）第５４回曰本病院学会特集

①第５４回日本病院学会盛会に 横浜市に延べ５５００人健康社会に向け愛と信頼の

-197-



病院像探る安全と質の向上、経営改善に大きな成果医療界トップの討論会、コメデ

イカル８分野によるＷＳ、ＡＨＦシンポなど初物目白押し

②シンポジウム「曰本の病院医療を考える－日本医師会長と病院団体トップ５人が語る」

病院の中医協参画で温度差病院側「医療費のあり方論議｣、曰医「点数の技術的配分機

関」株式、混合診療には反対で一致受診行動の誘導で今後協議も

③シンポジウム「中小病院の歩むべき道一輝く病院づくりのために」中小病院の生き

る道を討議急性期病院として効率的運営を紹介率や看護体制の維持に悩み医師を

確保し、方針転換は早く

④シンポジウム「インターネット時代の病院－１Ｔを活用した新たな挑戦」ＩＴ活用

の事例を紹介ケーブルテレビを活用して診療予約全身管理表を使って見落としチェ

ック依頼検査画像でネットカンファランス情報提供書の作成、送信をシステム化

⑤診療報酬改定影響率速報のフォーラム（５７７病院を調査）入院が１曰当り３％ダ

ウン、改定幅下回る１人１日当りは０．７％減にとどまる平均在院日数２２～２８

日は亜急性期入院医療管理料算定を介護保険併設施設に成功例多数

⑥市民公開講座「人生８０年時代を生きる」（日野原重明・聖路加国際病院理事長）

７５歳からの「新老人運動」を提唱

寄稿「意外と出足が鈍い亜急性期病床」（大道道大・医療法人大道病院長）

大阪府下５７０病院中、手上げは１８病院

井手理事が逝去看護学校改善に尽力

第３０回診療録管理学会の開催予定概要

①９月１６．１７日、千葉市で記念学術大会テーマ「良質な医療と診療録」〈医療のア

カウンタビリティを上げよう〉〈診療情報管理士の能力と地位の向上を目指そう〉

②診療録管理学会の足跡″アピール〃で内外に認識求める（第２２回学会）

③学術大会長の挨拶「千葉幕張へいらっしゃい」

新刊書評く改訂版・病院職員読本リーダーとなるための１０章〉「リーダーシップ修得を

う」（中山耕作曰本病院会顧問）

2）

3）

4）

5）

願う」（中山耕作曰本病院会顧問）

6）①主潮「官製市場開放を問う」

②中小病院コーナー「今年の日本病院学会のこと」（織本正慶・医療法人財団織本病院理

事長）

699号８月２５曰

１）病院長セミナーで医療改革を論議

①大阪に３１０人特別講演など精力的に医師養成、次期医療費改定の動向など

②植松治雄曰本医師会会長が特別講演「医療改革の問題点」現場の目から小泉改革に

反論国民の信頼なくして改革不可能本会に連携強化求める

③真野俊樹．多摩大学大学院客員教授の特別講演「２１世紀の医療経営一非営利と効率

の両立を目指して」
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④特別講演「戦略的病院経営の新手法」高橋淑郎・日本大学商学部教授がバランス・ス

コアカードを紹介

⑤シンポジウム「良い医師をどう育てるか」を論議臨床研修制度、専門医のあり方な

ど臨床研修には指導医体制研修病院をランキング専門医に第三者評価を生涯教

育も合否が必要小児科志望やＤがい重視

⑥「院長が知っておく問題」各部門代表でシンポジウム

⑦患者の視点で診療報酬改革麦谷厚労省医療課長がシンポで展望

曰医・四病協懇談会が初会合双方幹部で隔月の定例開催へ

中医協への病院代表で要望今日の動向踏まえ、別枠で参画を

国際モダンホスピタルショウ2004が盛況東京ビッグサイトに68,900人、最多の359社

武田副会長の受章を祝う春の叙勲で曰病が推薦、宴開く

中小病院コーナー「医療現場の悲鳴中小病院″座して消えるか、決断の時,，」（梶原優）

１
Ｊ
１
Ｊ
ｊ

２
３
４
５
６

700号９月１０曰

ｌ）新時代へ第４５回人間Ｆツク学会

①名古屋に3400人″予防医学,，見据えた取組み期待の施設機能評価事業も船出

②「人間ドック２０年の歩み」を辿る（笹森氏）３００万人の全国集計に育てる癌

の発見箇所が様変わり健康度、初めて改善の兆し

③シンポジウムで日帰り、宿泊両ドックの役割探る日帰り増加するも、将来も残る一

泊個別化とアメニティで宿泊は各科専門医を受診選択に健保の事情曰帰りも事

後指導必要

④「健やかに老いるために」学会長講演で四つの秘訣

⑤人間ドック機能評価事業「切り捨てでなく、レベルアップ」学会総会で承認

２）平成１７年度税制改正で要望（曰病と四病協）消費税の原則課税に介護報酬も

３）病院建物、平均使用３１年（四病協と曰医で初の調査）耐用年数３９年を下回る

４）①主潮「紹介率と医療の質」

②中小病院コーナー「中小病院とオリンピック」（福田浩三）

701号９月２５曰

ｌ）日本診療録管理学会３０年を画す

①千葉・幕張に１２７４人さらなる飛躍めざす医療の質など社会的課題も討議

②長い準備期間が終わり地域医療、地域連携へ「医療の情報化」里村大会長の講演

③診療`情報管理士に医療変革の期待シンポジウムで医療の安全・質への役割探る情

報量増大し、医師助けよインディケータ－の担手日めくり記録で医療向上

④曰・豪の鼎談豪州の診療情報管理士の教育わが国の人材育成に示唆も

⑤ドイツの「国民的電子カルテ」２年後稼動を報告（ギーレ氏）

⑥学会が創立３０周年記念式典を挙行「軒余曲折」乗り越え今日の発展
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地方六団体の補助金削減案に反対（四病協が要望）画一的廃止で地域医療などに格差

①主潮「愚かな人々の群れ」

②中小病院コーナー「在宅医療の病診連携」（牧恭彦）

１
Ｊ

２
３

702号１０月１０曰

ｌ）国民・患者のための行動めざす（山本会長へのインタビュー）′'行動基本方針〃推進に

意欲次期診療報酬改定への提言最重視わが国の病院医療に責務地域医療委設置が目玉

医療の質と機能が経営の鍵中医協参画にきちんと主張国民に平易な｣情報発信を病院間

の医師供給体制も

２）混合診療解禁に反対決議（常任理事会）ポスター配付など運動展開へ

３）中医協全員懇談会改革案作りを公益側に一任病院経営者の参画は長期的検討課題か

４）病院経営管理者３８人を登録２５回目の通信教育修了生認定式

５）①主潮「外人医療職に国家試験を」

②中小病院コーナー「医師数ｌたす１は３」（品田章二）

703号１０月２５曰

ｌ）混合診療は国民皆保険崩す元凶（石井暎禧雑誌・ニュース編集委員長）適正な医療は社

会保険で可能解禁の狙いは実質的な自由診療制患者負担増を狙う混合診療「保険外診

療」も病院負担が実態保険制度の空洞化を許すな

２）個人情報保護の概略（武田副会長）厚労省の医療・介護事業者取扱いガイドライン案を

説明ＧＬを１１月に成案、法は来年４月開示体制の整備と情報の洗出し

苦情処理の窓口、漏えい対策も必須

３）混合診療反対で統一行動曰医主導で国民医療推進協議会曰病ら３５団体、署名運動で

請願へ

４）岡本隆一元常任理事が逝去医薬品流通近代化に尽力

５）小児救急の実態を調査５１２会員病院中、７割が対応、二次救急は６割が対応

深刻な常勤小児科医の不足三次救急は２割強、初期救急は２割弱７割弱が昼夜対応可

能恒常化する医師の過重労働医師不足に患者側の専門医志向が影響医師、病院側共に

低報酬を問題視

６）北海道でホスピタルショウ１１月９．１０日、札幌市で東京以外で初

７）①主潮『｢混合診療」に更なる議論を』

②中小病院コーナー「更に国民医療費を検討すべきである」（織本正慶）

704号１１月１０曰

ｌ）混合診療反対でポスター作戦国民巻き込み運動展開窓口でチラシ配り危険性ＰＲ

「本当に患者本位の医療か？」を問う解禁によるマイナス面（効果・安全性に保証なし、

新規医療全て自己負担、お金の有無で医療に差）
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2）台風・地震被災へのお見舞い（新潟県中越地震）

3）混合診療解禁に反対声明（四病協）皆保険堅持、特定療養費拡充を

4）病院代表の参画見送り（中医協全員懇談会）長期的検討課題には含み日病は今後も主

張継続の方針

5）災害医療対策進まぬ現状（４４２会員の調査）耐震診断３割、補強２割と低調「財政

措置求める必要も」備蓄で対応可能は３割前後被災者含め入院受入れは４割外来数予

測、２～３倍が６割

6）秋の叙勲で曰病推薦の武田惇元常任理事が受章

7）曰病のロゴマークを作成縦横各種、基本はブルー

8）①主潮「医療と規制改革」

②私の病院経営メモ「日本病院会スポーツ大会の提案」（奈良昌治・足利赤十字病院名誉

院長）

③中小病院コーナー「経営管理ペンタゴン」（渡辺嘉久・総合川崎臨港病院長）

705号１１月２５日

ｌ）診療情報管理士、千人超える認定１期分では最多ＩＴ社会に対応、受講生も急増平

成８年から新体制で対応大学生等が３割、課題も「医療機関に必須の存在」（大井通信教

育委員長）

２）「ハロー！委員会」（中小病院委員会・福田浩三委員長に聞く）「会員全体の５割占める

中小病院に最も拠り所となる方策提供したい」各病院の経営努力に敬意学会シンポジウ

ムと情報交換会が活動の柱委員は適時入替え充実本紙寄稿も持ち回りで経営は機能集

中が必要

３）地方六団体の補助金削減案に反対曰病が平成１７年度予算・税制改正要望

４）「英文誌04年版」発刊表紙等一新、０５年版原稿を募集

５）①主潮「都市病院」

②私の病院経営メモ「目標は行動を促し、成果は行動を持続させる」（山本修三・神奈川

県済生会理事）「医療経営に王道無し」（崎原宏・永寿総合病院長）

③中小病院コーナー「今こそ、中小病院が試される時」（梶原優）

706号１２月１０曰

ｌ）「混合診療」解禁に反対声明首相、厚労相らに提出特療制度の拡充で対処可能と病院

団体に陳述機会与えよ

２）「会員名簿04」完成2700会員・７１万床を収載一般病床の組織率は６割に達する）

３）特定療養費の改革案を了承（中医協基本問題小委員会）「混合診療」の動向にらみ保険

適用拡大へ

４）人間ドックの指定制度を見直し施設機能評価の認定に切り換え

（支部の横顔・和歌山県〉「日本病院会和歌山県支部設置―一番早かった支部組織一」
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(中村了生・支部長）

診療情報管理士１１３１を登録診療情報管理士含め通算で1万人に迫る

①主潮「医療提供体制の確保」

②私の病院経営メモ「経営の管理学、経済学、社会学」（織本正慶・医療法人財団織本病

院理事長）

③中小病院コーナー「曰病学会に出席する病院は倒産しない」（福田浩三）

5）

6）

707号１月１曰

１）新春座談会「医療システムの変革と病院の将来像」（山本修三会長、田中滋・慶大大学院教

授、高原亮拾・日本医療機能評価機構副理事長、司会＝石井暎禧雑誌・ニュース編集委員長）

「１８年度改定」に向け提言の年

２）保険制度拡充で決着（混合診療問題で閣僚合意）特定療養費に代替２案

・曰病常任理事会で「基本的合意」に一定評価

３）正副会長の年頭所感

．「明日の医療に向けて、新たな出発」山本修三会長

.「新しい年を迎えて」武田隆男副会長

．「拝年道喜」池澤康郎副会長

.「人間ドック・健診施設機能評価推進の年」奈良昌治副会長

囮「酉年の夢」大井利夫副会長

４）第５５回日本病院学会の開催概要

①７月１８．１９日、名古屋市で会期中「愛知万博」もテーマ「健康で輝く日本の

創造」

②学会長挨拶「医療システムと医療経済の健全化を討議」（福田浩三学会長）

５）主潮「再度混合診療について」

708号１月２５曰

ｌ）個人情報保護法に準備開始を２月に東京・大阪で講習会利用目的の掲示、窓口整備な

ど急務に

２）「方向を－にし概ね容認」日本病院会が閣僚の「混合診療」基本的合意に対し声明文問

題解決に向け行動継続を明記

３）「医療の非営利性についての検討委員会」と「個人情報保護に関する委員会」を新設検

討対象はそれぞれ「認定医療法人」と「個人情報保護法」

４）中医協見直しに有識者会議（閣僚合意）「病院の意見反映できる委員構成」検討項目

に明記、夏～秋に結論

５）四病協会長座談会「四病協は医療制度改革にいかに取り組むか」テーマに（佐々英達・全

日病会長、豊田堯・医法協会長、鮫島健・曰精協会長、山本修三・曰病会長、司会＝梶原優

曰病常任理事）さらなる結束で医療改革に対時
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6）

7）

武田元常任理事を祝う昨秋の叙勲受章で宴

①主潮『｢混合診療」問題は決着したか』

②私の病院経営メモ「一年一目標」（宮崎忠昭・長野赤十字病院長）

部透・新潟南病院理事長）

③中小病院コーナー「病院のたからは人」（品田章二）

｢職員を知る」（渡

709号２月１０曰

ｌ）地域医療支援病院のあり方問う（社会保障審議会・医療部会で村上信乃副会長）二次医

療圏に柔軟性を診療録管理士の国家資格を要望第５次医療法改正の論点整理案に

２）「ハロー！委員会」（地域医療委員会・林雅人委員長に聞く）「地域間の医療の差を明確

にし、地域医療の姿を再構築したい」一番の問題は医師の偏在会員へアンケート調査（地

域医療支援病院の問題など）地域内で医療が回るかが鍵

３）ホスピタルショウ2005概要発表、出展受付を開始主催者企画は「救急医療」と「』情報

システム」

４）個人情報保護の準備事項曰病委員会が留意点提示

５）新潟県中越地震による施設損傷下で奮闘県立十日町病院を慰問

６）①主潮「急がれる多次元の医療改革」

②私の病院経営メモ「余りにも長かった三等病院長時代を顧みて」（角田幸信・済生会広

島病院長）

③中小病院コーナー「百万の蒼生（庶民）未だ春を知らず共に春を迎えるのはいつの

曰か」（織本正慶）

710号２月２５日

ｌ）７割が赤字病院、厳しさ続く（平成１６年病院運営実態調査）

①前年比で黒字は微増私的の黒字５割に回復も依然低調入院・外来患者数は減、単

価はアップ

②病床規模別でマイナス縮小（１００床当りの収支状況）

２）個人情報保護でポスタ一等曰病委員会がモデル作成

３）中医協改革の議論始まる（厚労省・中医協の在り方に関する有識者会議）病院の意見反

映できる委員構成検討へ今秋までに結論めざす

４）①主潮『カギは「地域医療｣』

②私の病院経営メモ「患者参加の病院づくり」（邉見公雄・赤穂市民病院長）

③中小病院コーナー「幸運は準備にほほ笑む」（渡辺嘉久）

711号３月１０曰

１）個人'情報保護法への対応探る（四病協が講習会、東京・大阪で盛況）

①組織対応がテーマに通説はなく、配慮の多寡が違法性決める対応の工程表で理解
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得よ民事の賠償額増大を懸念漏れたら大変の意識を

②個人'情報保護、現場の疑問点討議

2）医療計画等で早急な検討を指示(山本会長）他に医療費枠組みや消費税問題など広範厚

労省からアドバイス求められ

3）個人情報保護で病院の対応の手引き作成（曰病・委員会）医師教育の必要も記載

4）第４６回日本人間ドック学会学術大会の概要

①８月２５．２６日に秋田市、健康の考察テーマに一般演題４月２５日、参加登録７

月８日まで

②学術大会長の挨拶『｢健康」について考えてみよう」（宮下正弘学術大会長）

5）「診療情報管理士指導者」制度発足学会が４月に申請受付、認定後は講師に

6）介護療養型医療施設の食・居住費の存続求める（四病協が要望）

7）看護師、全国で１０～１５％増が必要（四病協調査）厚労省の需給計画の認識を問う結

果に絶対数不足で、補充困難

8）①主潮「医療と個人情報保護法」

②中小病院コーナー「中小病院の輝ける未来のために、名古屋でお会いしましょう」

（梶原優）

712号３月２５曰

１）初年度活動の総括と展望（山本会長）″基本方針〃の下で展開１８年度改定への「提

言」集約に意欲国民運動で混合診療阻止を実現中医協参画の病院協議体が急務「提言」

の軸は地域医療の確保１７年度も各県病と交流

２）地域医療のあり方で答申（地域医療委員会）完結型の医療計画は連携で

３）当局に要望２件

①医師需給検討会に参画要求当面は毎回オブザーバーで

②「外来４０名に１人」削除を（標準医師数）全国一律改め県単位提案

４）病院推薦枠めぐる討議も中医協有識者会議

５）①主潮「個人情報保護法」

②私の病院経営メモ「本業以外に手を出さない」（中佳一医療法人社団三思会理事長）

③中小病院コーナー「診療報酬を課税にして病院経営を正常化へ」（福田浩三）

《総評》

平成１６年度の日本病院会ニュースは２２回発行し、内訳は４頁建て１８回、６頁建て１回、

８頁建て３回とほぼ例年通りの発行回数と分量であった。

本年度４月の役員改選により山本新執行部がスタートし、懸案の医療制度改革問題などに対す

る本会の取り組みに会員の注目と期待が集まっていることから、年間を通じて執行部の方針、動

向を正しく伝えることを編集の柱とした。

まず、６９１号（４月１０日）では「第１０代会長に山本修三氏」と銘打ち、副会長６名体制
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の導入など新たな役員の陣容を紹介。山本会長が改選直後の記者会見で、基本方針を早急に作成

し政策提言を行うことを公約に掲げ、「行動する団体」をめざす考えを強調したことを報じた。併

せて、前期限りで退任された中山耕作会長が代議員会・総会で３３年間にわたる役員としての激

動の曰々を語った全容を掲載し、曰病の歴史の歩みを示す証言として紙面にとどめた。

４月の診療報酬改定に対応するため６９２号（４月２５日）に「質疑応答８７問集」と３月に

東京で行った説明会で厚労省が使用したスライドを掲載し、改定内容のポイント説明に供した。

６９３号（５月１０曰）に山本会長が公約に掲げた３年間の「日本病院会の新体制における活

動基本方針」を掲載し、執行部の基本的認識を伝えた。とくに平成１８年の診療報酬改定への対

応を最重要事項に位置づけ、１６年度内に提言をまとめ、１７年度に内外にＰＲ活動を実施、１

８年は改定後の効果と妥当性を検証し適正な運用を求める、などとする方針を掲載した。

６９４号（５月２５日）では、初の代議員会・総会の模様と、「活動基本方針」にそって中医協

に病院団体代表の参画をめざす執行部の考えを報じた。さらに提言に向けた具体的検討のための

委員会の再編内容を紹介し、執行部の意気込みを明らかにした。

６９７号（７月１０日）では、９月に発足する人間ドック機能評価事業の概要を紹介。評価結

果を公表し、５年ごとの更新制を採用するほか、健保連への推薦もこれに一本化するなどの大型

事業のあらましを紹介した。

夏場にかけては、それぞれの号で三学会の開催内容、病院長・幹部職員セミナーの取り組みな

どを詳細に掲載し、医療の質の向上と安全の確保に取り組む姿を取り上げた。

新執行部発足から半年を経過した時期を捉えて、石井本紙編集委員長が山本会長にインタビュ

ーを実施、７０２号（１０月１０日）に掲載した。山本会長は「活動基本方針」の推進に意欲を

示すとともに、今後の病院医療のキーワードに「地域医療」のあり方を提示。地域特性を踏まえ

たあり方を示す必要を強調した。

秋から年末にかけて、いわゆる「混合診療」解禁問題がクローズアップしてきた事態に対し、

本会の一連の反対運動を報じた。７０３号（１０月２５日）で石井編集委員長による問題点の解

説記事、７０４号（１１月１０日）で反対運動のポスター作成のＰＲと四病協による反対声明、

７０６号（１２月１０日）で本会が首相、厚労相に提出した反対声明の取り組みなどを大きく取

り上げた。

年初には恒例の座談会２題。７０７号（１月１日）に山本会長、田中滋慶大大学院教授、高原

亮治日本医療機能評価機構副理事長らによる「医療システムの変革と病院の将来」（司会は石井委

員長）を、７０８号（１月２５日）には四病協会長による「四病協は医療制度改革にいかに取り

組むか」（司会は梶原優曰病常任理事）をそれぞれ掲載し、一年の計を座談会から読み取っていた

だくことにした。

また、平成１７年に入って本紙の中心的テーマとなったのは、４月からの個人』情報保護法の全面

施行に対する一連の取り組みである。７０８号（１月２５日）に病院側の同法への準備の必要性

を促す記事を掲載、その後４月までほぼ毎号この関連記事を扱い、法令対応の準備を促した。
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第１６医療従事者無料職業紹介事業

昨年度より申請中であった新規の医療従事者無料職業紹介事業が、本年度新たに認可になり、インタ

ーネットによる求人'情報取扱いを本格的に開始した。好評のため今後も継続してより本格的に事業を開

始する予定。
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第１７統計情報室

Ｉ平成１６年「診療報酬改定の影響度・経営実態調査」

日本病院会の会員病院２，５５４病院に依頼し、調査を実施した。協力いただいた施設は、

（公的：３３５病院、私的：２７４病院）であり、回収率は２３．８％であった。

(依頼・回答施設内訳）

609施設

回収数

６０９

３３５

２７４

（調査概要）

１．病院属性

①開設者②病院の種類③病床数の－年間の実績（平成１５年度）

④集中治療病棟等の届出数⑤職員数（平成１６年４月末現在）

⑤－１介護療養病棟以外の職員数⑤－２介護療養病棟の職員数⑥入院基本料の現状

⑦入院基本料等加算およびその他の加算

⑧算定している（あるいは算定予定である）特定入院料⑨外部委託の実施状況

⑩平成１５年（平成１５年度）患者数⑪平成１５年４月及び平成１６年４月の手術件数

⑫他の医療機関への患者紹介・転送等の状況

Ⅱ収支

①介護療養病棟の有無②平成１５年度の医業収支

③平成１５年度の介護療養病棟の介護保険関連収支

Ⅲ．診療報酬

①平成１６年診療報酬実績（入院・外来16/２月・’6/３月・’6/４月）

②平成１６年診療行為別点数②－１ＤＰＣ実施病院は出来高払いに換算し算出

Ⅳ、病院の意思決定（抜粋）

①病院全体（一般病棟・療養病棟）における在院日数の目標②救急医療について

③リハビリテーション機能について④療養病棟について（現状、今後の予定等）

⑤介護保険算定を目的とした併設施設・事業所の実態⑥在宅医療の取組

⑦クリニカルパスの導入状況⑧手術の届け出、実施について⑨小児医療について
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カテゴリ 発送数 回収数 回収率

合計 2,554 609 23.8％

公的

小計

200床未満

200～399床

400床以上

934

193

352

389

335

5５

118

162

35.9

５
０
６

●
●
●

８
３
１

２
３
４

私的

小計

200床未満

200～399床

400床以上

1,620

１
， 066

393

161

274

133

7２

６９

１６．９

５
３
９

●
●
●

２
８
２

１
１
４



⑩精神科医療について⑪緩和ケアについて等

Ⅱ病院概況調査報告書

本会と全国公私病院連盟の会員の経営実態を把握するための調査として、病院運営実態分析調査

（病院概況調査報告。病院経営分析調査報告・病院経営実態調査報告）を本年度も継続し実施し、

調査にご協力いただいた施設には調査報告概要を送付した。

･平成１６年度病院概況調査報告概要（日本病院会担当）

1,201病院（調査依頼病院数：3,437病院）

内訳自治体病院６５９

その他公的病院２４７

私的病院２７３

国立・大学付属病院２２（概要への掲載を省略）

一般病院１，１２４

精神病院５４

結核病院ｌ（概要への掲載は省略）

平成１６年６月３０日現在

①病院数.病床数

②病床利用率・平均在院日数

③患者数

④救急・部屋数．設備・システム導入状況

⑤職員数（常勤、非常勤、委託職員）

⑥食事数（患者食事数）

⑦職員、病院当り患者数．業務量

⑧入院時食事療養費

⑨標傍診療科

⑩手術件数（全身麻酔、全身麻酔以外）

⑪剖検率

⑫研修指定・在宅医療

⑬入院基本料・看護単位

集計病院数

病院種類別

調査時期

報告書内容

⑭委託・医療機器・床面積・診療録管理体制・患者紹介・診療情報提供・広告
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第１８病院幹部医会

１．幹事会２回

①７月１４日（水）昼、東京ファッションタウンビル会議室。幹事＝１３名、オブザーバー

＝１名

ａ、今回のセミナープログラムについて（秋山昌範委員）

ｂ・次回３月の静岡がんセンターでのセミナーについて（米村豊・同センター副院長）

ｃ、今後の活動などについて

②３月４日（金）昼、静岡がんセンター展望喫茶。担当副会長・幹事＝１２名、オブザーバ

ー＝１名

ａ、今回のセミナープログラムについて（米村豊副院長）

ｂ、今後の「病院幹部医会」と「病院医療の質を考えるセミナー」について

日本病院会総務委員会の課題とし来年度以降の円滑なる運営を期待する

・日本病院会における位置づけを再検討する

・日本病院会が主催している「病院長・幹部職員セミナー」とのその目的や方向性を再

検討する

・日本病院会が掌握する委員会などで年会費を徴収している委員会などはなく（学会は

除く）幹部医会の「会費制」について再検討する（１５年度までは徴収し１６年度は

日本病院会組織改変のためペンディング）

・幹事構成など（例えば公と私の割合など）を再検討する

・今後のセミナーの内容について再検討する。ただし病院見学をする研修会は稀で継続

を希望する

２異動と入退会

入会＝高橋肇（北海道・高橋病院理事長、４月）

退会＝長澤正樹（神奈川・相模原協同病院副院長退職、６月）

島田尚史（東京都・野村病院診療科退職、６月）

小林_朗（大阪府・北摂総合病院副院長、８月）

坂本哲也（東京都・公立昭和病院退職、１月）

３．総評新執行部体制になり組織のあり方や委員会・研究会のあり方について再検討さ

れた一年であった。当幹部医会もその－つとして現在検討中で、来年度以降の運

営や事業については未定である。

次世代の院長や幹部クラスの医師を育成する場となれば幸いである。
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第１９四病院団体協議会

(庶務事項）

４月２８日 平成１６年度第１回の総合部会を開催。

日本病院会、日本精神科病院協会の役員改選に伴い､それぞれ山本修三会長、

鮫島健会長が就任。総合部会に新たに、前者から池澤康郎副会長、川合弘毅

副会長、大井利夫副会長、村上信乃副会長、後者から谷野亮爾副会長、山崎

学副会長が参画。

四会長が懇談。四病協の基本的スタンスを明確化、併せて今後の基本方針に

ついて意見交換を実施。

基本的スタンスは①株式会社の医療機関経営、いわゆる混合診療の導入に反

対する。②国民皆保険制度を堅持する。③ＤＰＣ導入は積極的に関与する。

一方、今後の基本方針としては、新たに①四病協として、共同してシンクタ

ンクを設ける。②病院団体の共同歩調に向け、四病協の枠の拡大を検討する

ことを決める。

８人委員会に会長、副会長の参加を要請して拡大８人委員会を開催。医療に

係る規制改革に関し官製市場開放委員会との意見交換への対応に向け四病協

意見のとりまとめを図る゜出席者の人選を図るも残念ながらヒヤリングは見

送られる。

「資金調達のあり方に関する委員会」が最終報告書「民間医療機関の資金調

達のあり方に関する研究報告」をとりまとめる。当該委員会は４月には厚労

省の医療機関債券による資金調達を行う際のガイドラインに対する意見書も

提出している。

総合部会終了後、第１回曰本医師会・四病院団体懇談会を開催。２月に１度

の頻度で定期的に会合、直近の医療情勢について意見交換に務める。

曰医は病院担当役員が出席、四病協は各団体会長、副会長１名が出席。

「社団医療法人における出資額限度法人の法制化要望」を厚労大臣に提出。

第５回総合部会を開催。「中医協の見直し」の一環として、病院団体の代表者

を中医協に参画させる四病協要望を提出するか否か、５月の総合部会から継

続的に協議、他団体の理解が得られず最終的に要望しないことになり、本問

題についてひとまず決着をみることになった。

「「国庫補助負担金の改革」に関する要望（反対意見）について」を関係機

関に要望。

「いわゆる「混合診療」についての声明」を厚労大臣外に要望。

第８回総合部会を開催。中越地震を踏まえ、全病院に対し「病院建物の耐震

化状況に関するアンケート調査」を実施することを決める。原案を国立保健

医療科学院小林健一氏が作成、厚労省との合同調査となる。
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５月１１日

６月１６日

７月２７日

７月２８日

７月２９日

８月１８日

９月１５日

１０月２７曰

１１月２４日



研修センター定款を改正。名称を研修・認定センターに改める外。１２月２２日

平成１７年

２月１７曰 個人｣情報保護法講習会をメルパルク東京で実施、参加者1401名。２月２８日

には大阪サンケイホールで１１０８名の参加のもと開催、

「医師の需給に関する検討会」に四病協代表の委員がいないことを踏まえ、３月１８日

｢諮問機関への代表者参画のお願い」を医政局長に要望。

(平成１６年

４月２日

４月５日

４月７日

４月２８日

５月７日

５月１１日

５月１２日

５月１９日

５月２６日

５月２８日

６月４日

６月９日

６月１６曰

６月１６日

６月２３曰

７月９曰

７月２３日

７月２３曰

７月２７日

７月２８日

７月２８曰

８月４日

８月１２日

６年度諸会議の開催記録）

１
１
１
１
１
１
１
Ｊ
１
１
１
１
１
１
ｊ
ｊ
１
１
１
Ｊ
１
１
ｊ

金
月
水
水
金
火
水
水
水
金
金
水
水
水
水
金
金
金
火
水
水
水
木

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

第１回医療保険・診療報酬委員会

第２回病院建物耐用年数実態調査委員会

第５回資金調達のあり方に関する委員会

第１回総合部会

第２回医療保険・診療報酬委員会

会長会議

第１回医業経営・税制委員会

第１回８人委員会

第２回総合部会

第１回医療従事者対策委員会

第３回医療保険・診療報酬委員会

第２回医業経営・税制委員会

第２回８人委員会

拡大８人委員会

第３回総合部会

第４回医療保険・診療報酬委員会

第３回８人委員会

第２回医療従事者対策委員会

第６回資金調達のあり方に関する委員会

第４回総合部会

第１回曰医・四病協懇談会

第１回医療制度委員会

第５回医療保険・診療報酬委員会

第１回介護保険小委員会合同委員会

第４回８人委員会

第５回総合部会

第６回医療保険・診療報酬委員会

第２回医療制度委員会

第３回医業経営・税制委員会
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全日病15名

日医

医法協６名

全曰病16名

全日病１４名

パレスホテル４名

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

６
６
４
４
２
５
８
６
３
０
７
６
５
１
８
７
４
６
３
８
５

１
１

１
１

１
１

１
１
１

１
１

１

医法協

曰病

全日病

曰精協

全日病

医法協

曰病

曰病

全日病

全日病

曰病

曰精協

医法協

全日病

曰医

曰病

全日病

名
名
名
名
名

７
９
０
７
９

１
１

曰病

曰病

全日病

曰病

医法協

１
Ｊ
１
Ｊ
ｊ

火
水
金
火
水

く
Ｉ
く
く
Ｉ

８月１３日

８月１８日

９月３日

９月７日

９月８日



病
病
医
病
日

日
日
日
全

名
名
名
名

８
６
２
７

１
１
１

第５回８人委員会

第６回総合部会

第２回曰医・四病協懇談会

第７回医療保険・診療報酬委員会

第２回介護保険小委員会合同委員会

第４回医業経営・税制委員会

第３回医療制度委員会

第６回８人委員会

第７回８人委員会

第３回医療従事者対策委員会

第７回総合部会

第８回医療保険・診療報酬委員会

第３回介護保険小委員会合同委員会

第４回医療制度委員会

第８回８人委員会

第４回医療従事者対策委員会

第８回総合部会

第３回曰医・四病協懇談会

第９回医療保険・診療報酬委員会

第５回医業経営・税制委員会

第５回医療制度委員会

第９回８人委員会

第９回総合部会

Ｊ
１
Ｊ
１

金
水
水
金

く
ｌ
く
く

９月１０日

９月２２日

９月２２日

１０月１日

医法協

曰病

曰病

曰病

曰精協

曰病

全日病

名
名
名
名
名
名
名

９
８
６
７
６
６
２
１
１

１
１
１
１
Ｊ
１
ｊ

水
火
木
金
火
水
金

く
く
く
く
く
く
く

１０月６曰

１０月１２日

１０月１４日

１０月２２曰

１０月２６日

１０月２７曰

１１月５曰

曰病

曰病

日精協

曰病

曰医

全日病

医法協

曰病

曰病

曰精協

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

７
７
４
０
２
０
８
６
８
８

２
１
１

１

１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
１
１

火
金
金
水
水
金
水
火
金
水

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

１１月９日

11月１９日

１１月１９日

11月２４日

１１月２４日

１２月３日

１２月８日

１２月１４日

１２月１７日

１２月２２日

平成１７年

１月７日 第１０回医療保険・診療報酬委員会

第４回介護保険小委員会合同委員会

第６回医療制度委員会

第１０回８人委員会

第５回医療従事者対策委員会

第１０回総合部会

第４回曰医・四病協懇談会

第６回医業経営・税制委員会

第１１回医療保険・診療報酬委員会

第７回医療制度委員会

第１１回８人委員会

第１１回総合部会

第１２回医療保険・診療報酬委員会
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18名全日病(金）

日病

曰病

曰病

曰精協

曰医

医法協

全日病

曰病

曰病

曰精協

全日病

名
名
名
名
名
名
名
名
名
名
名

７
６
０
９
２
５
９
６
７
５
８

１
１
１

１

１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
１
Ｊ
ｊ

火
金
金
水
水
水
金
火
金
水
金

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

１
２
２
２
２

１
２

月
月
月
月
月
月
月
月
月
月
月

１
１
１
１
１
２
２
２
２
２
３

１日

１日

１日

６日

６日

２日

４曰

８日

８日

３日

４日



Ｊ
１
Ｊ
１
ｊ

金
火
水
水
木

く
ｌ
く
く
く

第１２回８人委員会

第８回医療制度委員会

第１２回総合部会

第５回曰医・四病協懇談会

第６回医療従事者対策委員会

３月１１日

３月１５日

３月１６日

３月１６日

３月１８日

病
病
協
医
協

精
精

曰
日
日
日
日

名
名
名
名
名

６
８
９
３
２

１
１
１

（担当（当番）団体一覧）

１．総合部会

平成１６年４月～７月

平成１６年８月～１１月

平成１６年１２月～平成１７年３月

２．８人委員会

３．医療制度委員会

４．医療保険・診療報酬委員会

５．医業経営・税制委員会

５－１．病院建物耐用年数実態調査委員会

６．医療従事者対策委員会

７．資金調達のあり方に関する委員会

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人

全日本病院協会

日本病院会

日本精神科病院協会

日本病院会

日本病院会

全日本病院協会

日本医療法人協会

日本医療法人協会

曰本精神科病院協会

日本医療法人協会

（研修・認定センター）

1．医療安全管理者養成検討小委員会

２．感染症対策委員会

３．臨床研修指導医養成検討委員会

社団法人

社団法人

社団法人

曰本病院会

日本病院会

日本病院会

(厚生労働科学研究事業）

1．医療安全管理者の標準的な養成及び活動方法の確立に関する研究

社団法人日本病院会
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総合部会

第１回総合部会

曰時平成１６年４月２８曰（水）午後２時～３時

場所全日本病院協会会議室

議事

１．四病協の今後の運営について

（１）総合部会の運営及び曰医との協議について

これまでの総合部会は曰医副会長の出席のもと曰医会館で行われていたが、今後は当番

団体の会議室を使用して行うこととし、曰医とは別途、定期的に協議の場を設けることに

した。

（２）本年度の委員会体制について

８人委員会に叩き台の作成を付託した。

（３）四病協研修センターについて

・山本会長が研修センターの「平成１６年度事業計画案」を説明、了承された。

・研修センターの１６年度から２年間の役員は、１５年度に引き続いて８人委員会委員が

選出された。

（４）関係団体等への委員派遣について

曰医医業税制検討委員会委員は武田副会長、豊田会長とし、他は変更を踏まえ次回に検

討することにした。

２．その他

（１）救急医療防災セミナーについて

これまで曰病主催当セミナーを四病協主催のセミナーにしたいという申し出に対し次回

迄に各団体が検討することとなった。

（２）山本会長から曰病診療情報管理士養成通信教育委員会の委員に、四病協から西澤副会長

の就任を要請、了承された。

■

｜『口ロロロロ

第２回総合部会

曰時平成１６年５月２６日（水）午後２時～４時

場所全日本病院協会会議室

議事

○曰医青木常任理事から挨拶がされた。

１．厚労省「医療用医薬品の流通改善に関する懇談会」について

厚労省経済課長から流近協報告書より１０年が経過していることより、「医療用医薬品流

通過程における価格形成の実態」を明らかにするため、新たな委員会を立ち上げると説明さ

れ、当該委員会に対し四病協より委員派遣を要請された。

２．四病協の今後の運営について

１）８人委員会からの報告と提案
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西澤副会長から報告され了承された。

①５／’’四会長会議で以下のことを決定した。

ａ）曰医と「連絡・協議の場」を設ける。

ｂ）四病協の基本的なスタンスを意思統一した。

・株式会社の医療機関経営の解禁、いわゆる混合診療の導入に反対する。

・国民皆保険制度を堅持する

・ＤＰＣ導入は積極的に関与するものと考える。

ｃ）四病協として共同のシンクタンクを設ける。

。）病院団体の共同歩調に向け、四病協の枠の拡大を検討する。

ｅ）前出ａ，ｃ，。については８人委員会で対応策等具体的に検討する。

②８人委員会の体制

互選により委員長に西澤副会長、同副委員長に大井副会長を選出した。

８人委員会の機能として、総合部会の運営・調整、議案の論点整理等の作業を追加す

る。そのため、８人委員会の開催を総合部会の前の週とし定例化する。

③各委員会の構成等

ａ）常設委員会の種類、担当事務局等は基本的に前年度通りとする。

ｂ）委員の人数は８人委員会が各団体２名であることを除いて各団体３名を原則とする。

但し、各団体が担当する委員会に当該団体の８人委員会委員がいないことにならない

よう配慮する。

ｃ）各委員会の検討課題は概ね別掲の通りとする。これをもとに当該委員会で検討を加

え正式なものとする。

(別表）委員会の検討課題等

１８人委員会（担当事務局日本病院会）

１）四病協として緊急を要する案件への対応

２）中医協佐々会長との連携

３）各委員会との連携・調整、業務整理・振分け

４）総合部会の運営・調整、議案の論点整理

Ⅱ医療制度委員会（日本病院会）

ｌ）医療制度改革への対応一医療提供体制のあり方について－

・病院の機能分化について

・地域医療計画について

・病床区分への対応について

２）医療分野における規制改革について

・医療分野への株式会社参入について

・医療における広告規制の緩和について

３）新医師臨床研修制度について
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Ⅲ医療保険・診療報酬委員会（全日本病院協会）

１）医療保険制度改革への対応

①適切な診療報酬体系のあり方について

・中医協診療報酬調査専門組織への調査協力

・医療原価に関する調査

②高齢者医療制度について

③規制改革について

・いわゆる混合診療について

・保険者機能の強化について

２）介護保険制度見直しへの対応

・適切な介護報酬体系のあり方について

Ⅳ医業経営・税制委員会（日本医療法人協会）

ｌ）病院税制改正についての要望

２）医療法人制度について

・特定・特別医療法人について

・出資額限度法人について

３）資金調達のあり方について

Ｖ医療従事者対策委員会（日本精神科病院協会）

１）医療従事者の需給計画に対する対応

2）医療安全の確保と質の向上、医療従事者の質の向上への対応

・職員教育について

・医療機関における休日・夜間勤務の適正化について

註１介護保険制度に係る問題については必要に応じて小委員会

２資金調達のあり方に関する委員会、病院建物耐用年数実劇

介護保険制度に係る問題については必要に応じて小委員会を設置し対応を図る゜

２資金調達のあり方に関する委員会、病院建物耐用年数実態調査委員会は報告書作成の

段階で解散する時限委員会である。同様に、必要に応じてプロジェクト委員会を設置す

る場合がある。

３四病協研修センターの事務局は引き続き日本病院会が担当する。

④四病協研修センターの体制

・研修センターの理事は昨年度に引き続き８人委員会委員があたる。

・理事の互選により理事長に西澤副会長を選出。

・研修センターの理事の所掌については今後の検討課題とする。

以上の総合部会決議を一部修正した。

・研修センターの役員は理事６名、監事２名に改める。

・研修センターに関連する委員会について専門家集団を含む委員構成を認める。

・研修センターのあり方として、関連した４委員会と研修センター、８人委員会、常設

４委員会との関連を明確化する。これを８人委員会で検討することにし、具体的には
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四病協組織図を作成することとする。

・各団体は関連４委員会の委員を改めて氏名登録することとする。

・委員会等の体制は実施後、必要に応じ見直すこともあり得ることにする。

２）四病協派遣委員の変更と新選出

・医療情報システム開発センター理事

（１日）曰病山本会長→（新）曰病大井副会長

・認定病院患者安全推進協議会幹事会幹事

（旧）曰病山本会長→（新）曰病村上副会長

・平成１８年以降の看護職員の需給に関する検討会（仮称）は西澤副会長を派遣

.「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会（仮称）」は候補者として

武田副会長、飯田副会長の名があがり、四会長間で話し合うことになった。

３．救急防災セミナーの四病協開催案について

これまで曰病が主催していた「救急防災セミナー」を、今年度より四病協主催としたい旨

の提案があり了承された。

４．規制改革・民間開放推進会議の主張について

迅速に対応策を検討することにした。

５．その他

質問を受けて、青木常任理事は混合診療の解禁、特定療養費の拡大を否定する従来の曰医

のスタンスが変わっていないこと等を表明された。

第３回総合部会

曰時平成１６年６月２３曰（水）午後２時～４時

場所全曰本病院協会会議室

議事

１．「次世代育成支援対策推進法に基づく企業の取組み」

厚労省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課長より３０１名以上の労働者を雇用する事業

主は、仕事と子育ての両立を図るうえで必要な雇用環境を図る「一般事業主行動計画」を策

定し１７年４月１日以降に都道府県労働局に届け出る義務を負うことを説明され協力要請を

された。

２．医師臨床研修費補助事業

医事課長から新医師臨床研修制度にもとづく補助金の概要と申請手続きについて説明がさ

れた。

３．四病協の運営について

西澤副会長から提案され次のとおり了承された。

ｌ）日本医師会との定期会合

［構成］曰医／病院担当役員（寺岡副会長、青木常任理事、三上常任理事）

四病協／各団体の会長及び副会長１名、議事内容により所掌責任者が出席
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［開催頻度、場所］二ヶ月に１回、曰医会館で行う

［協議内容］それぞれが提案することとする

［会合の進行］曰医青木常任理事と四病協８人委員会委員長が交互に行う

２）委員会の構成等

①医療制度委員会、医療保険・診療報酬委員会、医業経営・税制委員会、医療従事対策

委員会、８人委員会の５委員会を常設とする。

②医療保険・診療報酬委員会の下に介護保険小委員会を設置するｄ構成員は各団体２名

とする（但し医療保険・診療報酬委員会委員との兼任を認める）。

担当事務局はこれまでどおりとする。

③医業経営・税制委員会と医療従事者対策委員会には８人委員会委員が出席していない

ので、前者には日野委員、後者には山崎委員がオブザーバーとして参画する。

３）四病協研修センター

前回の総合部会で８人委員会委員がセンター役員に就任することが了承されたが、その

うちの日野委員と山崎委員を監事とする。

４）関係団体等への委員派遣

名簿が配布され了承された。

４．官製市場民間開放委員会との意見交換について

西澤副会長から同委員会と四病協との意見交換は日程がつかず、同委員会の都合により延

期となった。秋には機会があると見込まれるので、混合診療について医療保険・診療報酬委

員会で、「医療法人の経営方式のあり方」については医業経営・税制委員会で意見取りまと

めを図ってもらいたいと提案され、検討の結果、両委員会への諮問が了承された。

５．中医協について

ｌ）全員懇談会および総会の報告

佐々会長から全員懇で贈収賄の当事者である健保連、連合、曰歯から事情説明がされ、

それぞれから改善策が次回までに提示され、そのうえで委員の補充が始められる見通しで

あると説明された。

２）要望書「中央社会保険医療協議会の見直しについて（案）」の件

６月１６日の拡大８人委員会で賛同を得た要望書「中央社会保険医療協議会の見直しに

ついて（案）」の修正案にもとづき意見交換が行われた。検討の結果、佐々会長から“要

望を提出する前に、先ず曰医と交渉を行い、その状況に応じて公表する”と提案し、その

方針で臨むこととなった。

６．第六次看護職員需給見通しに関する検討会の報告

西澤副会長から概略が説明された。

第４回総合部会

曰時平成１６年７月２８日（水）午後１時３０分～３時３０分

場所全日本病院協会会議室
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議事

１．日本医療機能評価機構「医療事故防止センター」について

日本医療機能評価機構担当者から機構内にセンターを設けたこととその業務内容が説明さ

れた。

２．日本医師会との打ち合わせ会について

ｌ）「中医協の見直し」に関する要望について

議論の結果を踏まえ、佐々会長は「病院経営者の代表を送り込むという要望を曰医に対

して行う。ただし、その結果、（病院経営者の代表が）四病協代表になるかどうかはわか

らない。曰医との話し合いでは、法改正の可能性を含めて別枠で代表を求めるという姿勢

で臨むということで理解したい」と総括され了承された。

２）曰医との打ち合わせ会について

西澤副会長から当会議終了後開催される第１回打ち合わせ会の議題が紹介された。

３．四病協研修センターについて

西澤副会長から研修センターの関連委員会の人数を前年通りとする旨提案があり了承され

た。

４．各委員会からの提案事項・報告事項について

１）「入院患者給食に関するアンケート調査」への協力

西澤副会長から厚労省が実施するアンケート調査に対し四病協の添付文書を求められた

ので要請に応じた旨が報告された。

２）「出資額限度法人法制化要望書」

大塚副会長から出資額限度法人の医療法施行規則への明記を内容とする要望案が説明さ

れ了承された。

３）「平成１７年度税制改正要望書」

大塚副会長から要望書を厚労大臣に対し提出したことが報告された。

４）「病院建物耐用年数調査」の集計結果

大塚副会長から調査結果と同じ耐用年数３１年を以って要望したいと報告された。

５）第２回医療従事者対策委員会の報告

奈良副会長が概要を報告された。

５．厚生労働省委員会からの報告について

１）医療機関における個人情報保護のあり方に関する検討会

武田副会長から概略が報告された。

２）医療用医薬品の流通改善に関する検討会

大塚副会長から概略が報告され、会議での発言のスタンスを「視点」としてまとめたも

のを提示され了解を求められた。医業経営・税制委員会委員に対するメールのやりとりで

対応することにした。

第５回総合部会
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日時平成１５年８月１８日（水）午後４時３０分～６時２５分

場所日本病院会会議室

議事

１．新型インフルエンザ対策に関する検討小委員会報告書について

結核感染症課長から発生時に備えタミフルの備蓄を依頼された。

２．関係機関からの依頼事項について

ｌ）平成１６年度「クリティカルパス情報交換委員会」の委員派遣について

医療情報システム開発センターからの依頼に対しこれまで通り全日病宮城敏夫常任理事

を派遣することにした。

２）ＩＳＯ／ＴＣ２１５国内対策委員会委員の委嘱について

同センターからの依頼に対し曰病から委員を派遣することになった。

３）著作権法改正要望について

文化庁著作権課からの照会に対し要望事項を当番団体である曰病に寄せることになった。

３．厚労省の委員会報告について

１）第３回「第六次看護職員需給見通しに関する検討会」

西澤副会長からフリートーキングを行った旨が報告された。

２）第３回「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」

武田副会長からガイトミライン策定に向け意見交換を実施した旨が報告された。

３）医療用医薬品の流通改善に関する懇談会準備作業会合

大塚副会長から当日、調整幅２％が適正化かと問題提起し、併せて薬剤管理費の必要性

を指摘してきたと報告された。

４）第２回診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会

西澤副会長から厚労省より介護度・看護度・医療の必要度を調べる患者特性調査票が３

種類提示されたが、何れにするか結論に至らなかった旨が報告された。

４．委員会等からの報告、提案事項について

１）日本医師会・四病院団体協議会懇談会

西澤副会長より第１回の懇談会内容が報告され、第２回開催に向け議題提出の依頼が行

われた。また、山本会長から８人委員会の所掌について疑義が提出され､山本・西澤間で調

整することになった。

２）資金調達のあり方に関する委員会

日野副会長から報告書「民間医療機関の資金調達のあり方に関する研究報告」が報告さ

れた。

３）医療保険・診療報酬委員会

西澤副会長が「障害者保健福祉制度と介護保険制度との統合に関する見解」をまとめた

ことを報告された。

４）８人委員会・研修センター役員会

西澤副会長から四病協の組織図（案）が提示され持ち帰って検討することになった。ま
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た、研修センターの定款改正に関し各団体の事務局長に原案を指示された。

５．その他

１）全国知事会の補助金削減案について

総額３．２兆円の補助金削減案を次回に検討することにした。

２）中医協に病院団体から委員が参画することの要望について

山本会長から曰病として単独で要望書を提出した旨が報告された。

佐々会長は四病協としての要望は「提出しないほうがよいと判断した」と明言された。

第６回総合部会

曰時平成１６年９月２２曰

場所日本病院会会議室

議事

１．「医療事故・過誤防止事業」

（水）午後１時～３時

１．「医療事故・過誤防止事業」に対する協力願い

日本産婦人科医会から医療過誤に取り組む内容が示され協力することになった。

２．厚労省等の委員会報告について

ｌ）第５４回中医協総会について

佐々会長から概略が説明された。

２）第３回慢性期入院医療の包括評価調査分科会

西澤副会長から患者特性、医療特性、ケア時間等を内容とする調査が実施される旨報告

された。

３）医療用医薬品の流通改善に関する懇談会準備作業会合

大塚副会長から適切な薬価、適切な薬品管理費の必要性等を意見提出した旨が報告され

た。

４）第４．５回「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」

武田副会長からガイドライン作成に向け素案を検討した旨報告された。

５）第１回社会保障審議会医療部会

豊田会長から医療提供体制の改革に向けフリーディスカッションが実施された旨と、地

方六団体の国庫補助負担金等の改革案が示されたことを報告された。

３．各委員会等からの提案事項、報告事項について

ｌ）「国庫補助負担金の改革」に関する要望（反対意見）について

西澤副会長から９月１５曰に要望を実施した旨の報告がされた。

２）第２回日本医師会・四病院団体協議会懇談会について

四病協が提出する議題について提出者から概略が説明された。

３）いわゆる「混合診療」の解禁について

山本会長から具体的な活動内容を８人委員会に指示された。

４）平成１７年度税制改正要望の提出結果について

大塚副会長から税制改正要望、出資額限度法人の法制化要望を関係議員に対して行った
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旨が報告された。

第７回総合部会

曰時平成１６年１０月２７日（水）午後２時～４時

場所日本病院会会議室

議事

１．厚生労働省等の委員会報告について

１）医療用医薬品の流通改善に関する懇談会

大塚副会長から論点に沿ってフリートーキングが実施されたことが報告された。

２）中医協全員懇談会／第５５回総会

佐々会長から全員懇で、中医協を巡る贈収賄事件を踏まえ公益側が提出した「中央社会

保険医療協議会の在り方の見直しについて」が議論され、出席者全員の同意のもと総会に

付された等が報告された。これを受けて議論が交わされたが、山本会長から別の機会に討

議したい旨の提案があり了承された。

３）第六次看護職員需給見通しに関する検討会

西澤副会長から検討会の模様が報告された。併せて、四病協として看護職員の需給に関

するアンケート調査を実施したい旨の提案があり了承された。

４）「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」

武田副会長より厚労省から示されたガイドラインについてその主なところが報告された。

５）医療計画の見直し等に関する検討会

豊田会長からワーキンググループがまとめた報告書内容が報告された。

６）社会保障審議会医療部会

鮫島会長から国庫補助負担金削減案に対する厚労省対案の内容が説明された。

２．各委員会等からの提案事項、報告事項について

１）８人委員会からの提案

①いわゆる「混合診療」についての提言（案）

山本会長より折衷案が提出され－部文言を修正したうえで了承された。

②日本医師会・四病院団体協議会懇談会

西澤副会長から第３回の議題の提出依頼があり了承された。

２）四病協研修センター役員会からの提案

①四病協組織図（案）ついて

西澤副会長から示されたが次回に検討することになった。

３）医業経営・税制委員会からの提案について

①医療法人を通じた株式会社等の医療機関経営への参入についての提案（案）

次回に検討することになった。

３．その他

１）国民医療推進会議総会の報告について
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総会に各団体も出席していることを以って報告とされた。

第８回総合部会

曰時平成１６年１１月２４日（水）午後２時～４時２０分

場所日本病院会会議室

議事

１．厚生労働省等からの依頼事項について

ｌ）病院職員に対するインフルエンザ予防接種の状況調査等について

厚労省健康局結核感染症課長から新型インフルエンザ対策としてタミフルの病院備蓄に

ついての協力要請と、また、昨年度に引き続き病院職員に対するインフルエンザ予防接種

の取組み実態を都道府県に対して調査すること及び全病院に対し生物テロに使用されるお

それのある病原性微生物等の保有状況を調べることについてが説明された。

２）医療機関の宿日直勤務に関する監督指導結果について

厚労省中央労働基準監察監督官より勤務医の宿日直に関してこれまでの是正、指導内容

が報告された。

３）医師臨床研修費補助事業の交付申請について

医師臨床研修推進室長より交付申請の手続きについて説明がされた。

２．厚生労働省の委員会報告について

ｌ）中医協第５６回総会／基本問題小委員会について

佐々会長から高度先進医療の承認状況、混合診療のヒヤリング状況について概要が報告

された。

２）社会保障審議会第３回医療部会について

豊田会長から概要が報告された。

３）第７．８回「医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会」について

豊田会長から年明けの論点整理に向けフリーディスカッションを実施した旨が報告され

た。

４）第３回医療用医薬品の流通改善に関する懇談会

大塚副会長から概要が報告された。

３．各委員会等からの提案事項・報告事項について

１）医業経営・税制委員会からの提案について

①医療法人を通じた株式会社等の医療機関経営への参入について提案（案）

次回の総合部会で検討することとなった。

②自民党「平成１７年度予算・税制改正に関する協議会」の報告について

大塚副会長から１１月１０曰に開催され自身が出席し対応した旨報告された。

２）８人委員会からの提案

①医療保険対応療養病床についての提言（案）について

猪口委員長から要望内容が説明された。検討の結果、全日病に対し各団体から意見を
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持ち寄ることにした。

②介護保険制度の見直しに関する要望書（案）について

猪口委員長より説明ののち、①と同様に意見を全日病に提出することとなった。

③病院建物の耐震化状況に関するアンケート調査の実施について

四病協としてアンケートを実施することになり、原案を８人委員会に付託された。

④個人情報の保護に関する法律に係る講習会の実施について

講習会を実施することにし、具体的な実施要領は８人委員会で詰めることになった。

3）四病協研修センター役員会からの提案

①四病協組織図（案）について

②研修センターの定款改正（案）について

時間が押し迫り次回に検討することとなった。

4）医療従事者対策委員会からの報告について

山本会長から11月１９日に開催された委員会内容が報告された。

第９回総合部会

曰時平成１６年１２月２２日（水）午後２時３０分～４時４５分

場所日本精神科病院協会会議室

議事

１．「第４回医業経営の非営利性等に関する検討会」について

厚労省指導課長から認定医療法人制度の検討状況等の説明が行われた。

２．８人委員会・四病協研修センター役員会からの提案事項について

１）個人情報保護法に関するセミナー企画について

個人情報保護法に関するセミナーの進捗状況が報告された。

２）四病協の組織図（案）について

総合部会の下に８人委員会の位置をもってくることで了承された。

３）研修センターの定款改正について

研修センターの名称を研修・認定センターに改める、事業推進にあたり委員会を設置す

ること及び関連団体に委託できることを追加挿入するという改正案が同意された。

3．医業経営・税制委員会からの提案事項について

医業経営・税制委員会がまとめた「医療法人を通じた株式会社等の医業機関経営への参入

について（提案）」の提出を見送ることにし、引き続いて同委員会に対し株式会社の医業参

入問題を検討するよう指示された。

４．医療保険・診療報酬委員会からの報告事項について

西澤副会長から「介護保険制度の見直しに関する要望書」、「医療保険対応療養病床につ

いての提言」を要望した旨が報告された。後者は医療保険・診療報酬委員会の名で行ったと

注釈された。

５．医業経営・税制委員会からの報告事項について
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大塚副会長から平成１７年度税制改正要望事項の結果が報告された。

６．医療従事者対策委員会からの報告事項について

西澤副会長から看護職員の需給に関するアンケート調査の中間報告が行われた。

７．８人委員会からの報告事項について

ｌ）医療関連サービス基本問題検討会・滅菌消毒専門部会の委員推薦について

都立駒込病院茂木伸夫口腔外科部長と武蔵野赤十字病院吉澤正文呼吸器科部長を推薦す

ることが承認された。

2）病院建物耐震化状況把握のための調査について

山口事務局長から厚労省で調査項目を詰めている段階であることが報告された。

８．厚労省等の委員会からの報告について

それぞれの委員から簡単なコメントが述べられた。

第１０回総合部会

曰時平成１７年１月２６日（水）午後１時３０分～３時１５分

場所日本精神科病院協会会議室

議事

１．産業廃棄物等不法投棄原状回復支援事業の現況について

環境省より前年と同様寄付依頼を受けた。

２．介護保険制度の見直しに関する要望書について

要望原案が了承された。

３．８人委員会からの報告事項について

ｌ）医療・介護関係事業者における「個人情報保護法」に関する講習会（案）

武田副会長からプログラム内容が紹介された。

２）病院の地震対策に関するアンケート調査概要（案）

西澤副会長から全病院を対象に実施すること等が報告された。

４．厚生労働省委員会等からの報告事項について

ｌ）医療計画の見直し等に関する検討会について

一般病床と療養病床の基準病床数について話し合われた。

２）滅菌消毒専門部会について

池澤副会長から部会で調査を実施することが紹介された。

３）中医協総会／調査実施小委員会について

佐々会長から概要が報告された。

４）社会保障審議会障害者部会について

長尾副会長から報告された。

５．その他

１）曰医執行部との会合について

継続して実施することを申し合わせた。

-225-



2）平成１７年度総合部会開催日程について

４～６月の日程が確認された。

第１１回総合部会

曰時平成１７年２月２３日（水）午後２時～４時１０分

場所日本精神科病院協会会議室

議事

１．「介護保険制度の見直しに関する要望書」に関する取材対応について

シルバー新報社よりの取材申込みに対して猪口委員長があたることとした。

２．各委員からの提案事項について

ｌ）医療法施行規則第１９条について

医師標準数の見直しについて提案者である山崎副会長が要望書の原案を作ることになっ

た。また、「医師の需給に関する検討会」に四病協の代表委員を参画させるよう申し入れ

ることとなった。

２）医療法人制度に関する疑義（回答）について

曰精協から提出された医療法人制度に関する疑義について、その回答が山崎副会長から

紹介された。『営利法人たることを否定された法人である医療法人の剰余金については、

医療法第５４条の規定とおり、配当が禁止されており、出資者に帰属するものではない』

とするもの。

３）病院経営上副次的に発生する費用の取扱いについて

基本的な考え方を医療保険・診療報酬委員会でまとめてもらうことになった。

３．四病協委員会からの提案事項・報告事項について

ｌ）第６回医業経営ｄ税制委員会からの提案事項

消費税損税の実態を曰医と協力して把握することになり、曰病に３０病院のデータ割当

をみた。

２）８人委員会からの提案事項について

西澤副会長から日本医師会・四病院団体協議会懇談会の議題に、四病協から「各学会か

らの要望受付の共同窓口設置案」が提案されている旨紹介があった。

３）医療従事者対策委員会及び厚労省検討会について

西澤副会長から四病協で実施した「看護職員の需給に関するアンケート調査」の集計結

果が報告された。全国的にみた場合看護師については現行のほぼ１０～１５％の増を必要

とするもの、併せて第５回「第六次看護職員需給見通しに関する検討会」の報告が行われ

た。

４．厚労省各委員会等からの報告事項について

ｌ）第５回医業経営の非営利性等に関する検討会について

豊田会長から厚労省は医療法人の類型を認定医療法人と出資額限度法人の二種に集約し

たい意向である旨が報告された。
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2）社会保障審議会医療部会について

鮫島会長から次回医療法改正に向け論点が示されたことが報告された。

3）中医協調査実施小委員会／診療報酬基本問題小委員会について

中医協の在り方に関する有識者会議について

佐々会長から医療経済実態調査の１３年６月調査と１５年調査の比較で、地域医療支援

病院の抽出割合に差があり、それが両年の医業収支差額に影響している旨が報告された。

4）医療計画の見直し等に関する検討会

豊田会長から一般病床と療養病床の基準病床数の算定式が決着をみたこと等を報告され

た。

5．その他

・財団法人産業廃棄物処理事業振興財団への出えん金について

前回通り各団体５０万円とすることで了承された。

第１２回総合部会

曰時平成１７年３月１６日（水）午後１時３０分～３時３０分

場所日本精神科病院協会会議室

義事

１．経済産業省「医療経営人材育成事業」に係る依頼について

依頼のあった「事業運営委員会」委員1名の人選は四会長で話し合うことにした。

（後日、西澤副会長を推薦することになった。）

２．第３回「医師の需給に関する検討会」におけるヒヤリング出席について

ヒヤリング出席に替えオブザーバーとしての出席を要望することとした。

３．８人委員会からの提案事項について

１）要望書「厚労省諮問機関への代表者参画のお願い（案）」について

了承した。鮫島会長が上記の要請をする際提出することになった。

２）「医療法人会計基準に関する要望書」について

原案を医法協が作成、既に曰精協が導入反対を決議していることより提出を見原案を医法協が作成、既に曰精協が導入反対を決議していることより提出を見送ること

になった。

３）「中医協の在り方に関する有識者会議への要望書」について

医療保険・診療報酬委員会で原案を作成し、８人委員会で－部手直しのうえ上程されて

きたが、協議の結果、二団体が反対をしたので取りやめとなった。

４）「医療法施行規則第１９条について（要望）」について

医師標準数の算定式から外来患者数を除く、また地域での充足率を乗じて地域の標準医

師数とする、これらを内容とする要望書が協議され了承された。

４四病協主催「個人情報保護法講習会」の剰余金について

剰余金３９８０７５円は研修・認定センターへ繰り入れることにした。

５．治療費の未払い対策について
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委員会を立ち上げ各団体1名ずつで構成することにした。

６．第５回日本医師会・四病院団体協議会懇談会の議題について

西澤副会長から紹介され了承された。

７．中医協診療報酬基本問題小委員会、調査実施小委員会、総会の報告について

佐々会長から報告された。

８．社会保障審議会第６回医療部会の報告について

豊田会長から広告範囲をポジティブ方式にするか、ネガティブ方式にするか話し合

回には結論がだされる予定であると報告された。

９．第６回医業経営の非営利性等に関する検討会の報告について

豊田会長より医療法人剰余金の使途明確化について話し合われたことが報告された。

ネガティブ方式にするか話し合われ次

２８人委員会

１．開催回数１２回

２．出席者数延べ８２名

３．協議事項

【初回の委員会（5/19）概要】

（１）委員長・副委員長の選任

委員長西澤寛俊（全日本病院会・副会長）

副委員長大井利夫（日本病院会副会長）

(2)四病協の各種委員会の担当団体

（担当事務局は、原則として委員長が所属する団体）

(3)８人委員会の役割

ｌ）四病協として緊急を要する案件への対応

２）佐々英達中医協委員との連携

３）各委員会との連携・調整、業務整理・振分け

(4)各種委員構成

委員は各団体から３名とし、内1名は８人委員会委員が参画する方針。

(5)四病協・研修センター
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委員会名等 担当事務局

８人委員会 曰本病院会

医療制度委員会 曰本病院会

医療保険・診療報酬委員会 全日本病院協会

医業経営・税制委員会 日本医療法人協会

医療従事者対策委員会 日本精神科病院協会

四病協・研修センター 曰本病院会



役員は８人委員会委員が就く（任期２年）。研修センターの会長に西澤委員長が兼任し、監事

に各団体の副会長から選任することを了承。また、役員の職務のほか、傘下の委員会（医療安全

管理者養成検討委員会、感染症対策委員会、臨床研修指導医養成検討委員会、診療I情報管理士認

定委員会）との役割を、明確化する。

(6)今後の四病協のあり方について

ｌ）８人委員会での検討事項について

四団体の会長会議で、下記事項について８人委員会での検討を要請。

①四病協と曰医との連絡会の開催方について

②シンクタンクの共同設置について

③中医協に対する取り組みをはじめ全国の病院団体が共同歩調をとり得る方策の模索

④８人委員会の呼称

(7)今後の四病協のあり方について

会長会議で、四団体の基本的スタンスを確認。

１）株式会社による医療機関経営の解禁反対、いわゆる混合診療の導入反対

２）国民皆保険制度の堅持

３）ＤＰＣ導入に対する積極的な関与

(8)委員会の開催要領について

総合部会（原則として毎月第４水曜日）の前週第３水曜曰に開催し、主として総合部会の運営・

調整、議案の論点整理等を行う。

【協議事項別・抜粋】

１）四病協として緊急に対応を要する案件

①いわゆる「混合診療」に関する要望書と今後の対応について（10/14）

２）当委員会の活動に関する事項

①８人委員会のあり方（7/23）

②四病協のシンクタンク構想について（7/23）

③病院建物の耐震化状況に関するアンケート調査について（11/１９．１２/17）

④個人情報の保護に関する法律に係る講習会の実施、企画について（１１／19.12／１７）

⑤個人情報保護法講習会の進捗状況（l/21）

⑥個人｣情報保護法講習会の開催報告及び剰余金取扱いについて（3/11）

３）厚生労働省等諸会議への対応

①医学研究における個人'情報の取扱いの在り方に関する専門委員会からの協力施設の推薦依

頼（7/23）

②医療関連サービス基本問題検討会・滅菌消毒専門部会への委員推薦について（12/17）

③「医師の需給に関する検討会」へのヒアリング参加について（3/11）

４）各種委員会に関する事項

①医療保険・診療報酬委員会について（6/16）

②病院建物耐用年数の調査報告（概要）について（7/23）
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③医療従事者対策委員会での日本医師会・青木常任理事の講演（7/23）

④医療法人を通じた株式会社等の医療機関経営への参入（１０/14）

⑤看護職員の需給に関するアンケート調査について（10/22）

⑥医療保険対応療養病床についての提言(案)について（11/１９）

⑦介護保険制度の見直しに関する要望書(案)について（１１/19）

⑧「中医協の在り方に関する有識者会議」への要望書について（3/１１）

5）各委員からの提案事項

①病院経営上副次的に発生する費用の取扱いについて（2/１８）

②医療法施行規則第19条について（2/18）

③医療法人制度に関する質疑について（2/18）

④医療法人会計基準に関する要望書(案)について（3/11）

⑤医師の需給に関する検討会について（3/11）

⑥医療法施行規則第19条に関する要望について（3/11）

⑦病院の未収金（治療費不払い）について（3/１１）

6）要望、声明等

①いわゆる「混合診療」の要望書と今後の方針について（10/１４）

②いわゆる「混合診療」についての提言(案)について（10/22）

③介護保険制度の見直しに関する要望について（l/21）

④医師の需給に関する検討会への要望書について（3/１１）

7）日本医師会・四病院団体協議会の連絡会議

①四病協・総合部会のあり方および日本医師会との連携について（6/１６）

（懇談会形式として初回を７/２８に実施）

②曰本医師会・四病院団体協議会懇談会の議題について（8/13）

・小児救急医療のあり方の議題提出

③日本医師会・四病院団体協議会懇談会の議題について（2/18）

・各種学会からの要望事項の取りまとめ窓口について

8）四病協研修センターに関する事項

①研修センターの運営方針について（6/16）

②研修センターの位置付けについて（7/23）

③四病協組織図(案)及び研修センターの定款改正(案)について（12/17）

．「研修・認定センター」と名称を改称

9）その他

①総合部会の議題について（開催ごとに内容確認）

②１６年度委員会委員名簿(案)について（6/16）

平成’６年度は委員の変更があり、当委員会の役割等を再検討、再認識し活動を図

った゜また、四病協・研修・認定センターの発足にあたり、事業活動の検討、囚病
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協組織図の策定を図Ｄ８人委員会委員が役員を兼務し研修・認定事業の運営にあた

った。今年度も四病協の各種委員会から要望事項が提出され、取りまとめ等を当委

員会で実施した。さらには、四病協の活動として、日本医師会・四病院団体協議会

懇談会、個人』情報保護法講習会の実施、病院の地震対策に関する実態調査を担当し

た。

２－２曰本医師会・四病院団体協議会懇談会

1．開催回数５回

２．出席者数６３名（延べ人数）

○７月２８日に初回の打合せ会は日本医師会植松治雄会長を始め執行部４名の参席、四病院団体

協議会から各団体の会長、副会長１名が出席し開催された。今後、２ケ月に一度、日本医師会館

を会場としての開催を基本とした。

３．協議事項

（第１回）

曰時平成１６年７月２８日（水）午後４時～５時４０分

議題

１．この会の名称について

．「日本医師会・四病院団体協議会懇談会」とした。

２．規制改革・民間開放推進会議について

・官製市場民間開放委員会意見交換会（6/23）での曰医の意見披露。（混合診療解禁問題、

医療法人の議決権問題等）

2-2.構造改革特区における提案事項について

・介護・看護に関する外国人受け入れ問題を協議し、曰医から①日本の国家試験（日本語によ

る国家試験）に合格した外国人の就労は可とする。②医療福祉関係資格の相互認証は行わ

ない。旨の考え方の披露。看護学校補助金の削減等について意見交換。

３．臨床研修について

・研修医に対する補助金の流れの現状報告。

４．介護保険制度改革について

ｌ）障害者福祉との統合

２）被保険者の拡大

３）要支援・軽度の要介護者に対するサービス支給のあり方

・曰医から介護保険制度改革の問題点として上記3点をあげた。社会保障審議会介護保険部

会での動向報告。四病協としての「意見」の進捗状況報告。

（第２回）

曰時平成１６年９月２２日（水）午後４時～５時３０分

議題
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1．規制改革・民間開放推進会議

・規制改革・民間開放推進会議が8/3にまとめた中間報告、９/１０の小泉首相の発言した「混合

診療については解禁の方向で年内に結論」に対する曰医の今後の運動展開が披露（各都道

府県医師会を中心としたキャンペーン）。四病協での混合診療解禁反対等の統一見解の披

露。

２．介護保険制度の見直しについて

・社会保障審議会・介護保険部会（7/30）に取りまとめた介護保険制度見直しに関する報告

書におれる賛否両論の意見交換。

３．社会保障審議会医療部会の検討事項について

・医療部会（9/14）での意見交換について披露。三位一体改革に対する曰医、四病協の意見

披露。

４．小児救急医療体制について

・地方6団体が対案した小児救急医療、救急医療体制に対する補助金の削減についての意見交

換。診療所としての初期医療の実態、今後の小児救急医療体制の在り方として曰医と検討

することを確認。

５．看護師問題について

・看護師不足の実態報告及び看護師・准看護師養成の現状、外国人の採用問題等について意

見交換。

６．精神保健医療福祉の改革ビジョンについて

・精神保健福祉対策本部がまとめた改革ビジョンに対する見解の取りまとめ報告、曰精協か

ら、精神病床に係わる基準病床数算定に対する検討に対する要望、福祉財源の確保、地域

の受け皿の整備について曰医に支援依頼。

(第３回）

日時平成１６年１１月１７日（水）１６時３０分～１８時１５分

議題

Ｌ混合診療について

・国民医療推進協議会「国民皆保険制度を守る署名運動」の署名現状報告。

２．介護保険制度の見直しについて

・社会保障審議会介護保険部会（１０/29）での議論内容を披露。四病協としての居住費用に対

する見解を披露。

３．社会保障審議会医療部会について

・社会保障審議会医療部会（11/11）で検討されている医療提供体制に関し出席者との意見交

換（地域医療の在り方、現状等）。サテライト問題等を含め曰医の病院委員会での検討、

整理を実施。

４三位一体の改革について

・配布資料一読、当面推移を見守ることとした。

５．その他
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①厚労省の検討会設置について

・医師の需給供給に関する検討会が来年１月発足する旨の報告。

６．次回懇談会について

・１７年１月26日（水）午後4時30分～

(第４回）

曰時平成１７年１月２６曰（水）１６時３０分～

議題

○ＷＡＭＮＥＴ病院・診療所システムの機能追加について

・独立行政法人福祉医療機構から、ＷＡＭNETの機能の現状及び追加機能の説明報告。

１．混合診療と中医協について

・混合診療問題に関する現状報告。中医協の在り方の見直しに関する有識者会議の設置、曰

医の未承認薬使用の妥当性に対する取組報告。混合診療許可に関する学会から要望内容の

披露。一般紙における混合診療記事への注意を促す。

２．医療計画について

．「医療計画の見直し等に関する検討会」で検討している一般病床及び療養病床の基準病床

算定式に関し、規制改革・民間開放推進会議の動向を含め意見交換。

３…医療法人制度について

.「医業経営の非営利性等に関する検討会」での議題である「医療法人制度改革の基本的な

方向性」の議論内容の披露後、曰医との相互協力を図Ｄ慎重に対応することを確認。

４ＥＰＡ（経済連携協定）について

・１１/29の曰比首脳会談での合意した看護師、介護福祉関係の経済連携協定の内容、受け入れ

に伴う研修体制の構想を披露。病院団体としての慎重に取り組む必要性を強調。

５．介護保険制度改革における食費、居住費について

・四病協が要望した介護療養型医療施設での居住費､食費の保険給付対象の要望内容を披露。

(第５回）

曰時平成１７年３月１６日（水）１６時３０分～

議題

1．中医協の見直しについて

・中医協の在り方に関する有識者会議（2/22）の傍聴（青木常任理事）報告。

２．医療計画について

・一般病床及び療養病床における基準病床の算定式と医療提供体制の関連報告。算定に際しての

「一般病床」の解釈、「日常医療圏」の解釈について意見交換。

３．医療法人制度について

・医業経営の非営利性等に関する検討会（3/8）の論点となった認定医療法人制度を中心に参画

委員から意見披露。

４．ＥＰＡ（経済連携協定）について

・フィリピン看護師の受け入れに際し当懇談会で対応等を検討、４月１日に「ＥＰＡに関する

-233-



検討会」を開催するに当り各団体から１名の参画を了承。

５．介護保険制度改革における食費、居住費について

・介護保険法等の－部改正に伴う社会保障審議会介護保険部会で議論されている食費、居住費

についての動向報告。西島参議院議員の基本的考え方が披露。

６．医師需給について

・曰医から、医師の需給に関する検討会での意見概要報告。四病協から、検討会の設置に際し

四病協代表委員が参画していない現状を問題視し、追加参画を要請。当検討会の委員参画に

関し植松会長への相談を示唆、当検討会に対する意見があれば受け入れをする。出席委員と

の医師不足の実態報告等。

７．地域医療支援病院について

・地域医療支援病院の経緯説明、承認病院の現状報告。

８．広告規制について

・厚労省のまとめた「患者・国民の選択の支援」における広告規制に関する概要報告。

９．学会等による要望の受付窓口について

・各種学会からの要望事項の受け入れを曰医、四病協が協力し実施。要領について、青木曰医

常任理事、西澤８人委員会委員長で検討し､次回の懇談会で報告。

10.その他

①損税の調査について

・曰医、四病協での調査協力を了承。

②次回懇談会の開催について

・５月１８日（水）午後４時３０分～

２－３．四病協・病院の地震対策に関する実態調査

調査四病院団体協議会及び厚生労働科学研究班（地震災害に対応した医療施設の配置計画に関

する研究）の合同調査を実施。（後掲調査参照）

調査実施平成１７年２月１曰

調査対象

現状

全国の病院

①回収状況

②概要作成

③報告書

約6,000病院

３月末に作成

４月を予定
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事務連絡

平成１７年２月ｌ曰

⑤
各病院長殿

厚生労働省医政局指導課長

病院の地震対策に関する実態調査への協力依頼について

平素より医療行政につきましてご理解を賜り厚く御礼申し上げます。

この度、四病院団体協議会及び厚生労働科学研究班（「地震災害に対応した医療施設の配置計画に

関する研究」主任研究者小林健一国立保健医療科学院）の合同調査の一環として、標記調査が実

施されることになりました。

平成16年１０月には新潟県中越地震により多くの医療機関が被害をうけ､病院における地震対策の重

要性があらためて叫ばれているところです。

地震への備えとしては､建物構造が十分な耐震強度を持っていることが前提となり、さらに、地震発

生時においても医療提供機能の維持ができることが期待されます。本調査は、病院の施設・設備・災

害時の対応といった多面的視点で、病院の震災など災害への準備状況を調査し、今後の対策の基礎と

することを目的としています。

各病院におかれましても、この調査は、震災対策を改めて確認するきっかけとしていただけると思

っております。

つきましては､年度末も近づき業務ご多忙のところ誠に恐縮ですが､本調査の趣旨をご理解いただき、

ご協力くださいますよう､何卒よろしくお願い申しあげます。
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平成１７年２月1日

様
様
様

理事長

病院長

関係部長 ⑤…,M…
社団法人

会長

社団法人

会長

社団法人

会長

社団法人

会長

日本病院会

山本修三

全日本病院協会

佐々英達

曰本医療法人協会

豊田堯

日本精神科病院協会

鮫島健

病院の地震対策に関する調査について（ご協力お願い）

拝啓日頃、四病院団体協議会の諸活動には格別なるご支援、ご協力をいただき誠にありがとうござ

います。

このたび、四病院団体協議会では、厚生労働省の全面的なサポートを受け、緊急災害時に備えた院

内体制、医療提供機能に関する耐震性調査を、厚生労働科学研究班（「地震災害に対応した医療施設

の配置計画に関する研究」主任研究者小林健一国立保健医療科学院）との協力により実施する運

びとなりました。

つきましては、後掲の調査へのご協力をお願い申し上げる次第であります。

なお、ご回答いただきました調査内容については漏洩の無いよう取扱い致し、集計結果については

厚生労働省､四病院団体協議会を通じご返送いたしますので､何卒ご協力いただきますようお願い申し

上げます｡ご回答に際しては､同封致しました返信用封筒にてご返送くださるようお願い申し上げます。

敬具

記

病院の地震対策に関する実態調査

四病院団体協議会及び厚生労働科学研究班（主任研究者・小林健一）

（四病協）社団法人日本病院会、社団法人全日本病院協会、

社団法人日本医療法人協会、社団法人日本精神科病院協会

平成１７年２月２８日（月）の必着でお願い致します。

厚生労働省医政局指導課主査中田勝己

電話03-5253-1111（内線2559）FAXO3-3503-8562

調査名

実施主体

提出期限

問合せ

回答先病院の地震対策に関する実態調査・事務局

〒351-0197埼玉県和光市南2-3-6国立保健医療科学院施設科学部内
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）涛院の地麓対策に閲するアンケート勘U萱

貴施設の概要について、Ａ～Ｇの各欄にご記入ください。

Ａ・病院名

Ｂ・病院所在地の都道府県名 ･１首・府・蝋

Ｃ、ご連絡先電話二番号：－－－－摩一

Ｄ・翻答響(､お名前・職名：お名前 職ｆｉｉ－－…－－－－－－－…

Ｅ、許可癒床数：総数 ﾙﾈﾐ

内訳

Ｆ・開設者：

（当てはまるものにＣ〉

鯛（厚生労働省）

【劃（その他独立行政法人lIil立病院機構、｜]N|立大学法人を含む）

都道府県４．市町村５－その他の公的縢療機関

社会保険団体７句公益法人８．畷療法人

学校法人並びにその他の法人１０．会社

個人１２．暖育機関（大学附属摘院）（再掲）

◆
●
◆
●
●
◆

で
Ｉ
（
（
９
）
０
Ｊ
〈
ｈ
〉
ハ
リ
で
Ｉ
（勺
０
Ⅱ
（

１．基幹災害拠点病院２．地域災害拠点病院

３．指定なし

Ｃ・災害医療拠点病院U､指定

（帯てはまるも⑰に…)）

Ｈ・貴施設は、地震防災対策特別措徽法第２条に基づき、都道府県知事が作成したjlPf筒年計画に定め

られた地震防災上緊急に盤,繍すべき瞳療施l没に核叩化ますか：

〈いずれかにくう、Ｉはいに該Wiする場合は指定年月(１（両暦）をご記入ください）

２．いいえＬはい、指定年月日（丙歴） 年 ｢ｒ月

貴施設は、大規模地震対策特別織機法に基づく地震防災対策強化地域に指疋された地域内に所ｲｆ

し、かつ、へき地医療、救急医療等を擬1つ公的医療機関に砿Ⅵｉしますか：

（いずｵ(かに;…)、］．；まいに該觜する場合；よ指定年月Ｈ（itl暦）をご記入ください）

２．いいえ１．はい）指定年川］（禰暦） 年 Ｈ）月
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病院の地麓対策に閲するアンケート調査

【建物の構造的耐震性について】

Ｑｌ患省が利用する；主な建物の中で、新耐震基準（１９８１年（昭和５７ｲ|己り）で建設された建物の有無

についてお教えください（１または２に該当する場合はQ1-1にもごl創答ください）

１．すべての建物が新耐震基準である２．－部の建物が新耐霧基準である

３．新耐震基準の建物はない ４．不明

Ｑｌ－ｌ新(耐震基準で連投された建物の用途（機能）についてお教えください（複数１両|答側，

１．診療棟２．病棟３．サービス棟４．その他

（建物の逮設年に関わらず）これまでに耐震診断を受けたことがある（１．はいの場合は診断を受けた

年ﾉｵ〈西暦）を記入し、さらにＱ２１にもご凹答ください）．……………．１．はい２．いいえ３．不明

〔診断を受けた年（西暦）年〕

Ｑ２

Q2-１耐震診断の結果、耐震補強が必要と診断されたものがある

（１．はいの場合はＱ２-2にもご回答ください）…………..…１．はい２．いいえ３．不明

Q2-２耐震補強が必要と診断された｡!、二CjZ2建物について、耐震補強工事を完了している

（`ＪＬ上Ａｌ△ZiLの場合はQ2-3にもご脚答ください）………….１．はい２．いいえ３．不明

|耐震補強が必姿と診断された建物に対して補強工事を行っていない（または実施できない）

理由を挙げてください（複数|潮答可）

１．現在工事中である２．建て替え計画がある３．費用調達が困難

４．診療業務との両立が困難５．その他〔－－－〕

Ｑ２－３

【防災計画の策定について】

Q３地震を想定した防災マニュアルを策定している………………………１．はいＺいいえ３．不明

地震発生直後の施設衝理ﾏﾆﾐﾆｪｱﾙ（建築設備関係）を策定している

…….…………….………………………………………………………………１．はい２．いいえ３．不明

Ｑ４

ライフライン（水・電気・ガス等）のf;』呪止を想定した防災訓練を行っている

.………………………….………………………………………………………１．はい

Ｑ５

2．いいえ３．不明

地震時に多数のli1A(災者が発ftLた場合に、災轡|量療を↑j:う場所（トリアージ、治療、遺体安置等）を

疋めている.………………………………….……………..…………………１．はい２．いいえ３．不明

Ｑ６

(ｇ７１ｕｉＴ区町村や関連htl体の緊急述絡I先を掲示板などに|ｿ|示している…．１．はい２．いいえ３．不明

ＱＳ他の医療機関との間で災宵時の連携・応援体制を策進している.…１．はい２．いいえ３．不明
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j祷院の地麓対策に関するアンケート調査

【備蓄・必要物資の確保についてX

Q9飲料水、食料の備蓄計臓iを策起している（１．はいの場合はQ９１～2にもご|j;ji1:答ください）

………………………………………….……….………………………………１．はい２．いいえ ３．不明

備蓄している飲料水、食料の賞味期限を定期的に確認している

..………………………………………………………………….…１．はい

Ｑ９－ｌ

２．いいえ３．不明

Q9-2飲料水、食料の備蓄I鼠についてお教えください

１．半日分２．１日分３．２日分以上 ４不明

Ｑｌ(）非常時に備えた医薬品の備欝計画を策定している（１．はいの場合はＱ１０１にもご回答ください〉

………………….….……………………………………………………………１．はい２．いいえ３．不明

備蓄している医薬品の使用期限を定期的に確認している

.……………………….……………………..……………….….…１．はい２．いいえ３．不明

Q10-l

Qlo-2塵薬品の備蓄鐘についてお教えください

１．半日分２．１日分３．２日分以上 ４．不明

Ｑ１１地震発生後の必j饗物資の調遮方法について、予め関係業者と調達計画について定めている

…………………………………………….….….……………………..………１．はい２．いいえ ３．不明

【建物の給水設備について】

Ｑ１２建物への給水は受水槽を利Ｉl】している（１．はいの場合はＱｌ２１～5にもご回欝ください）

….…………………………….…………………….………………….………．１．はいZいいえ ３．不明

Ql2-1受水槽（ii議置水槽を除く）の容篭についてお教えください

１．半日分２．１日分３．２日分以上４．不明〔容量 Ｏ〕

受水櫓の投徽時期を把握している（１．はいの場合は投潰した年（禰謄）をお教えください）

.……….……………………….……………………………………１．はい２．いいえ３．不明

〔設置年（西暦）年〕

Ｑｌ２－２

Ql2-3受水槽はアンカーボルトによりli1il雄されている….………１．はい２．いいえ３．不明

ＱｌＬｌ受水機と配管の接続は防振継手にしている.….……………１．はい２゜いいえ３．不明

地震発生M寺の給水l蝋から受水|;illiヘリ)給水方法を防災マエュアルに組戦している

………………………….………………………….………………．１．はい２．いいえ

Ｑｌ２－５

３．不明

Ｑｌ３給水設嚇の代替として、使用uI龍な)件｢設備などがある…..………１．はい２．いいえ３．不明
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鋳院の地湧珂策に閲するアンケート郵査

【建物の電気設備について】

Ｑ１４非常用電源として痩家発電機を設置している（１．はいの場合はＱ雌１

．……………………………………………………………………………….…１．

1にもご闘答ください）

はい２．いいえ３．不明

ＱＬｌ－１空冷式の園家発電機を所有している…………………………１．はい２．いいえ３．不明

〔容量 kｗ〕

Ｑｌ５蔵家発電機の燃料術欝量を確認Ｉしている（１．はいの場合はQl5-1にもご働答ください）

…….…….………………………………………………………………………１．はい２．いいえ ３．不明

備蓄燃料による闘家発髄機の稼働可能時１１Mをお教えください

１．１２時間未満２．２４時間未満３．３６時間未満

４．４８時間未満５．７２時間未満６．７２時間以上

Ｑ1５－１

Ｑ１６持ち運び可能なポータブル発篭機を所有している.………………….､１．はい２．いいえ３．不明

【燃料の確保について】

Q１７都市ガス・プロパンガス・軽油など、．異なる複数穂類のエネルギーを利用している

２．いいえ３．不明.……………….…………………………….………………………….…….…１．はい

Ｑ１８カセットコンロ（|i蕊｣ニコンロ）およびボンベを備蓄している.….…１．はい ２．いいえ３．不明

【通信設備について】

Ｑ１９災害時用の通矯回線（防災無線、ホットライン襟）を設置している

…………………………………………………………………..………………１‘はい ２。いいえ３．不明

Ｑ２０院内の電話交換機は蓄電池を内蔵し、かつ非常電源回路と接続している

．……………………………………………….…………………………………１．はい ２．いいえ３．不明

Ｑ２１院内連絡閉のハンドマイクまたはトランシーバーを備えている…．１．はい ２．いいえ３．不明

【家具や医療設備について】

Ｑ２２収納棚を床または鰯に固定している（市販の圃定用金具等でも可）

………………………….……………………………….………………………１．はい 2．いいえ３．不明

Ｑ２３危険物や重量物を｣二部に収納しないように定めている.……………．１．はい

Q２４撮影機器（ＣＴなど）をボルトで建物駆体に固定している…..……１．はい

２。いいえ３．不明

2．いいえ３．不明

Q25ホ｡一ダブル撮影装置を所有している….…………………………………１．はい ２．いいえ３．不明

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。同封の返信用封筒でご返送ください。
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２－４四病院団体協議会主催

①平成１７年２月１７日（木）

個人情報保護法講習会

東京会場：メルパルク東京

参加者数：1,401名

大阪会場：大阪サンケイホール

参加者数：１，１０８名

合計参加者2,509名

②平成17年２月２８日（月）

プログラム

開会挨拶

医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会委員

社団法人日本病院会副会長武田隆男

１２:３０～１２:３５

「個人'盾報保護法の解説」について

「厚生労働省のガイドラインの解説」について

東京会場：厚生労働省医政局総務課企画官

大阪会場：厚生労働省医政局総務課課長補佐

１２:３５～１４:００

梶尾雅宏

濱田幸夫

休憩１４:００～１４:３０

「個人情報保護法導入管理措置の実際」について

東京・大阪会場：公立岩瀬病院医局長外科部長三浦純一

大阪会場：科学技術文明研究所特別研究員稲葉一人

１４:３０～１６:００

閉会１６:００

３．医療制度委員会

1．開催回数７回

２．出席者数延べ４９名

３．協議事項

１）委員会活動・運営方針について

２）当面の諸問題について

①市場原理と医療制度

ａ）「医療・社会保障と背反する市場原理について

ｂ）「ヘルスケア市場の競争戦略」について

ｃ）医療法人制度のあり方について
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②医療計画の見直しと医療提供体制、診療報酬制度等

ａ）医療計画の記載事項関連について

ｂ）既存病床数の補正関連について

ｃ）必要医師数算定方式の見直しについて

。）国立大学病院の経営改革について

ｅ）療養病床のあり方について

③地域医療と医療連携

ａ）自治体病院の再編・ネットワークの推進について

ｂ）地域医療支援病院について

ｃ）門前診療所について

。）夜間・休日における精神科救急医療体制の整備について

ｅ）医療施設数の近年の推移、診療所の開設・廃止の最近の推移について

ｆ）医師確保について

ｇ）臨床研修医制度について

④曰比ＦＴＡ交渉での看護師等の受け入れについて

３）厚生労働省、日本医師会、四病院団体協議会等の関連委員会について

○厚生労働省

①「医療計画の見直し等に関する検討会」開催報告

②「医業経営の非営利性等に関する検討会」開催報告

○四病院団体協議会

①「国庫補助負担金の改革」に関する要望（反対意見）について

②曰病：「混合診療に対する声明」について

③全日病：「病棟機能別入院患者のケアの実態」報告

○その他

①総務省：「地域医療の確保と自治体病院のあり方等に関する検討会」開催報告

４．総評

病院が本来の職務に専念出来る医療制度の確立を目指す観点から、主として下記；病院が本来の職務に専念出来る医療制度の確立を目指す観点から、主として下記３テーマ

を中心に検討を行った。

(1)規制改革・民間開放推進会議「中間取りまとめ」（平成16年８月３日付）に提示された、

いわゆる「混合診療」、医療法人制度のあり方（「株式会社参入」問題）への対応

(2)次期医療計画の基本的な考え方、医療提供体制（機能分担と連携）の実効性をあげるた

めの診療報酬のあり方

(3)地域医療における医療法上の問題点、医師確保、臨床研修医制度と地域医療

□（平成１６年度）四病協医療制度委員会における委員の主な意見

（１）規制改革・民間開放推進会議「中間取りまとめ」（平成１６年８月３日付）に提示された、い

わゆる「混合診療」、医療法人制度のあり方（「株式会社参入」問題）への対応
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○「ヘルスケア市場の競争戦略」（マイケル・ポーター、エリザベス・タイスバーグ）で、「ア

メリカの医療制度では、歪んだ競争が質の低下とコストの上昇をもたらしている」「賛否が

渦巻く抜本案というのは、国民皆保険制度を導入して低所得者を救済するというもの。この

制度の下では、すべての人が言わば顧客として医療の質に関心を抱くようになる」と分析し

ている。

○出資持分のない特定・特別医療法人の統合を視野に入れた「認定医療法人」の創設は、持分

の放棄をはじめ徹底した'情報公開、同族支配からの脱却を求めることによって高い非営利性

を担保する一方、公募債の発行や税制面の優遇といったインセンティブを設けた。医療法人

自体の見直しも検討事項としているが、その要件は出資額限度法人より厳しく、その対応が

今後問題である。

(2)次期医療計画の基本的な考え方、医療提供体制（機能分担と連携）の実効性をあげるため

の診療報酬のあり方

○医療計画における医療圏の設定と病床数の規制は既存病院の既得権の擁護である。医療

計画での規制を解除し、ある程度の競争が働く医療界にすべきである。ＤＰＣの後戻りでき

ない拡大が進むことに不安を拭い切れない。

○医療計画の記載事項関連は､①夜間･休日における精神科救急医療体制の整備が不可欠，

②医師、薬剤師、看護師等の医療従事者の確保は、地域差を踏まえて実効ある方策の設定

が必要，③公的病院および旧「総合病院」精神科の位置づけと民間精神科病院の役割分担

を明確化する。

○既存病床数の補正関連は、精神科医療では「隔離室」がベッドカウントされている。理

論上では隔離室をカウントしなくても過剰入院とはならないので、隔離室をカウントしな

い。

○必要医師数算定方式の見直しは、①病院外来と診療所の医師配置基準格差の是正，②全

国一律基準で必要医師数を決めるのではなく、地域特性や多様な病院運営が可能となるよ

うに医療法での規定を削除し、診療報酬上で多様性を持たせる方向に転換する。

○特に麻酔科医、小児科医、放射線科医などの人員配置は、財政的な裏付けをもった配慮

をすべきである。

(平成'8年度の医療制度改革を念頭においた医療計画の見直しの方向性）

○①曰常医療圏については、現在市町村合併が急速に進んでいる中で、それが一段落したと

きに行政圏域と合わせて考えることをしなければ混乱するのではないか。②主要疾病ごとの

ネットワークを圏域で定め、全国共通の死亡率、在宅復帰率、救命率等の目標設定すること

について、専門性を持った基幹病院がそれぞれの地域にあればよいが、あまりに専門性を分

化させてゆくことが本当に良いことなのか。例えば「がん」はＡ病院という規定をしてしま

うことで他の病院での「がん」の診療を阻害してしまうようなことにならないか。地域差、

年齢分布などの疫学的な調査を踏まえた形でないと、死亡率、復帰率、救命率などを一律設
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定することの危険性はないか。

○①日常医療圏の設定に際しては、あらためて患者の流れを調査する必要がある。診療拠点

医療機関については、最低限ICD分類が出来て、アウトカム評価が出せる施設を指定すべき。

②人口千人当りの急性期患者4人～5人（先進国の数値）を参考に、まず平均在院日数１４日と

した上で、急性期病床数を２次医療圏あるいは日常医療圏で算出、次に回復期、維持期リハ

（介護度2～5）の必要病床数を決定すべき。急性期病床数の3倍は必要である。介護は介護度

によってのみサービスを決定する。例えば特養では、医師は嘱託で医療費はまるめから外さ

れる、と言うような扱いをしない。

○厚労省は患者の治療経過に応じた全国共通の指標を示し、都道府県に対して質の高い効率

的な保健医療提供体制の構築を要請。都道府県の解釈で「医療計画の見直しの方向性」の考

え方が大きく変わることを危`倶する｡都道府県の医療審議会の委員は全て医師会代表である。

診療ネットワークは病院の問題なので、委員として病院代表が参画すべきことを働きかける

必要がある。

(3)地域医療における医療法上の問題点、医師確保、臨床研修医制度と地域医療

(地域医療における医療法上の問題点）

○都道府県ごとの医師数、病床数の比較（人口１０万人当たり）を見ると、過剰病床圏と非過

剰病床圏における必要医師数のあり方を再考すべきである。全国一律基準で必要医師数を決

めるのではなく、地域特性や多様な病院運営が可能となるように医療法を見直す必要がある。

○地域医療の定義はあるのか。行政区ではなく、医療計画では２次医療が完結する地勢的範

囲を指しているように伺える。定義がなければ明確化すべきである。

○近年診療所の開設が年間4500件を超えている。病院を退職した医師ではなく、主に中堅医

師が開設している｡新医師臨床研修制度の影響ではなく、中堅医師の退職で人手不足となり、

大学病院の機能がかなり弱くなっている。自由開業医制をベースにした、今の医療政策を厚

労省は見直さないと病院医療は崩壊する。

(地域医療と医療連携）

○今後一般病床は、三次救急・高度先進医療を担う病床、高度と言わないまでも救急医療・

急性期を担う病床、急性期を過ぎた中等度の医療を担う病床等に特化する方向が考えられ、

視野におく必要がある。

○一般病床と療養病床の間に、どうしても埋まらない問題がある。例えば経管栄養を要する

重篤なお年寄りが特養から急性期一般病床に入院，ある程度落ち着いても、特養は次の待機

患者を受け入れて引き取らない｡患者は一般病床に止まり、どこへ行けばよいか困っている。

医療機関としても急性期の役割を果たせない状況にある。介護施設で急変した患者を一般病

床で引き受けたあと返す方式は組み立てられないか。

(医師確保、臨床研修医制度と地域医療）

○新医師臨床研修制度の導入でシニアレジデントが大学病院に引き揚げたことによる医師不
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足、三位一体の改革に伴う補助金削減、税源移譲、地方交付税の減少等による資金不足が生

じ、地域医療が危機に瀕している。地域医療の問題を検討する際、東京を例示すると議論が

おかしくなるので、東京は外すべきである。

○特にへき地における医師確保は喫緊の課題である。大学病院に頼るのは論外。各病院機能

に応じた地域内での医療連携のあり方を検討する際、設立母体が異なる病院がネットワーク

化して医師確保を図る島根県方式が望ましい。地域医療を確保するには、診療所を含め官民

が互いをパートナーと位置付ける発想が必要である。

○地域及びへき地医療・医師確保・臨床研修医制度は、すべて互いに相関する事項ととらえ

る必要がある。医師確保困難の問題は、病院や医師の責ではなく制度の問題である。切り口

の一つとして、病院が低人口域に動くのではなく、全国規模で診断・トリアージュ・患者搬

すべて互いに相関する事項ととらえ

ではなく制度の問題である。切り口

規模で診断・トリアージュ・患者搬

送システム確立する必要がある。

医療保険・診療報酬委員会

開催回数１２回

出席者数延べ１３３名

協議事項

1）今年度の委員会事業について

①介護保険小委員会の設置

２）中医協の動向について

①平成16年度診療報酬改定についての総括

②中医協・診療報酬調査専門組織への協力について

ａ）ＤＰＣ導入の評価及び影響の検証等に関する調査

ｂ）慢性期入院医療の包括評価に関する調査

ｃ）医療機関のコストに関する調査

ｄ）医療技術の評価に関する調査

③中医協医療経済実態調査について

３）意見交換について

①平成18年度診療報酬改定に向けての中医協各種調査

４
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平成18年度診療報酬改定に向けての中医協各種調査について

ａ）ＤＰＣ導入の評価及び影響の検証等に関する調査

ｂ）,慢性期入院医療の包括評価に関する調査

ｃ）医療機関のコストに関する調査

ｄ）医療技術の評価に関する調査

桑島昭文

江浪武志

厚生労働省保険局医療課課長補佐

厚生労働省保険局医療課課長補佐

②介護保険制度の見直しに係る諸問題について

ａ）施設給付の見直し

-245-



ｂ）ケアマネジメントの見直し

ｃ）地域密着サービスの創設

厚生労働省老健局総務課課長山崎史

厚生労働省老健局老人保健課課長三浦公

４）厚生労働省の諸施策への対応について

①いわゆる混合診療について

②診療報酬体系の見直しと平成18年４月診療報酬改定に向けた四病協要望書について

③今後の療養病床（医療・介護）のあり方について

④介護保険制度の見直しについて

５）調査、集計について

①四病協：病院経営調査の実施方について

６）要望、声明について

①「介護保険制度の見直しに関する要望」（案）

②「医療保険対応療養病床についての提言」（案）

③「中医協の在り方に関する有識者会議への要望書」（案）

７）厚生労働省、四病院団体協議会等の関連委員会について

○厚生労働省

①中医協：「診療報酬基本問題小委員会」、「総会」報告

②中医協：「診療報酬調査専門組織・ＤＰＣ評価分科会」報告

③中医協：「診療報酬調査専門組織・医療機関のコスト調査分科会」報告

④中医協：「診療報酬調査専門組織・慢性期入院医療の包括評価調査分科会」報告

⑤「社会保障審議会介護保険部会」報告

○四病院団体協議会

①曰病：「病院医療材料の診療報酬上の評価に関する調査」報告

②全日病：「（平成１５年度）病院経営調査」報告

③曰精協：「障害者保健福祉制度と介護保険制度との統合に関する見解」報告

○その他

①医療経済研究機構「医療機関の部門別収支に関する調査研究検討委員会」報告

郎
嗣

４．総評

療養病床は今後どうあるべきかのスタンスを決めて、

養のあり方について検討を行い、「要望書」、「提言」

主として超高齢社会における医療療

にまとめた。

○四病協「介護保険制度の見直しに関する要望」（骨子）

指定介護療養型医療施設（療養病床、老人性痴呆疾患治療病棟１，２）は、医療を必要とし

ているための入院、リハビリテーションを行うため一定期間の入院、在宅復帰支援のため

の入院などを行う医療施設である。居住しているわけではない。従って、これらの入院に
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おける居住費用・食費の徴収は理由がない。

居住費用・食費は、現行の保険給付制度の存続を要望する。

○四病協医療保険・診療報酬委員会「医療保険対応療養病床についての提言」（骨子）

・今後の医療保険対応療養病床の入院対象は次のような患者像になるべきである。

一般病床に長期入院している医療必要度の高い患者

介護保険3施設に入所している医療必要度の高い患者

医療必要度が高いため在宅療養の継続が困難な患者

また、下記のような場合も入院対象となる。

リハビリテーションにより回復を望める場合の一定期間の入院

在宅復帰支援のための一定期間の入院など。

・このような医療保険対応療養病床の機能分化により、一般病床における医療必要度の高い

長期入院患者や介護保険施設入所者における医療必要度の高い利用者は、転院等により医

療保険対応療養病床への入院に集約されるようになる。

その結果、一般病床の急』性期医療への特化、介護保険施設の介護機能への特化がより推進

されることが期待できる。

４－２．介護保険小委員会

1．開催回数４回

２．出席者数延べ１９名

３．協議事項

ｌ）介護保険制度の見直しについて

①支援費制度の見直しについて

②施設給付の見直しについて

③療養病床のあり方について

２）要望、声明について

①「介護保険制度の見直しに関する要望」（案）

②「医療保険対応療養病床についての提言」（案）

３）厚生労働省、四病院団体協議会等の関連委員会について

①「社会保障審議会介護保険部会」報告

②曰精協：「障害者保健福祉制度と介護保険制度との統合に関する見解」報告

４．総評

介護保険制度の見直しは、介護保険小委員会を設置し検討することで合意。

委員数は各団体それぞれ２名，必要に応じて医療保険・診療報酬委員会とｉ診療報酬委員会と合同開催した。
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５．医業経営・税制委員会

１．開催回数６回

２．出席者数延べ５１人

３．協議項目

（１）平成１７年度税制改正について

（２）平成１７年度税制改正要望の重点事項についての検討

（３）「医療法人を通じた株式会社等の医療機関経営への参入」提言に対する四病協としての

対応について

（４）平成１７年度税制改正要望の自民党役員等への提出及び厚生労働省の税制改正要望につ

いて

病院会計準則の全面改正について

出資額限度法人について

厚労省・医療用医薬品の流通改善に関する懇談会について

自民党・平成１７年度予算・税制に関する協議会について

株式会社の医業経営参入問題について

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

４．総評

曰病の執行部が変わり、曰病の委員が武田副会長と崎原理事に交替し、関口理事は前期か

ら引き続き留任。委員長は大塚医法協副会長。５月１９日の８人委員会で、各委員会の役割

が示され「医業経営・税制委員会」は、ｌ）病院税制改正の要望、２）医療法人制度（特定・

特別医療法人、出資額限度法人、資金調達のあり方）の問題である。

平成１７年度税制改正は消費税問題を第一に、曰医と同一歩調をとって協力に要望してい

くこととした。ほかに事業税の特例存続と拡充、固定資産税の軽減、出資額限度法人の制度

化等を取り上げた。

８月２７日自民党の関係役員に趣旨説明を行い、その実現を要請した。１１月８日自民党

の平成１７年度予算・税制要望ヒアリングに大塚委員長、関口理事などが出席、団体が多く

来年は２回に分けるという提案も出た。

２月２曰の委員会で平成１７年度税制改正の結果について討議し、今後とも消費税の損税

問題を取り上げて、四病協として実態調査を行うよう総合部会に提案することとした。

規制改革・民間開放推進会議の「株式会社等の病院経営参入」提言に対して、医療の非営

利原則を守る観点から「参入不可」とする委員会の見解をまとめ、１０月２７日の総合部会

に提出することとした。

医療用医薬品の流通改善に関する懇談会の準備作業会合について、病院側は薬価差と管理

費の分離を考えてほしいと提案している。１２月７日厚労省は流通改善に向けた新たな提言
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を盛り込んだ「中間とりまとめ（案）」をまとめた。

病院建物耐用年数実態調査について、病院建物の耐用年数実態調査を曰医と四病協の合同

で実施し、3,000病院を目標に調査し法定耐用年数を実状に合わせて短縮するよう、税制改正

要望につなげることを目的とする調査。４月１５日に調査表を発送し、回答総数は2,657件で

曰病としての回答数は607会員（発送件数1,840、回答率３３．０％）。

過去（概ね５年以内）に取り壊した構造別建物の回答結果では、ＲＣ造（鉄骨鉄筋・鉄筋

コンクリート造・現行法定耐用年数３９年）の平均使用実績年数は３１．０年で中間値は３１

年。また、現在使用中の建物で同造の平均使用（見込）年数の結果は、３１．４年，中間値

は３１年であり、経過年数の回答で３９年以上たっている病院の割合は５．７％という結果。

調査の結果から、病院用建物の耐用年数は現在の３９年では、医療の進歩に応じた機能的

な施設と快適な医療環境を確保するには十分な減価償却が行えないため、３１年に短縮する

必要性を確認し要望の実現を訴えることになった。

６医療従事者対策委員会

１．開催回数６回

２．出席者数延べ４７人

３．協議項目

（１）平成１５年度委員会活動報告について

（２）平成１６年度委員会活動について

（３）医療機関における休日及び夜間勤務の適正化について

（４）現在の医療従事者（看護職員）の状況

（５）病院における看護職員需給実態調査（案）について

（６）病院薬剤師基準についての要望と現状について

（７）休日夜間勤務の適正化について

（８）紹介予定派遣について

（９）看護職員の需給に関する調査について

（１０）医療法における薬剤師基準と薬剤師の需給見通しについて

（１１）病院における今後の薬剤師業務について

（12）看護職員の需給に関する調査（最終報告）

４．総評

曰病の委員が奈良副会長と川城・小川常任理事に交替し、 委員長曰病の執行部が変わり、曰病の委員が奈良副会長と川城・小川常任理事に交替し、委員長

は前期から引き続き秋山曰精協理事。５月１９曰の８人委員会で、各委員会の役割が示され

「医療従事者対策委員会」は、ｌ）医療従事者の需給計画に対する対応、２）医療安全、質

の向上、医療従事者の資質向上（職員教育、休日・夜間勤務の適正化）である。
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医療機関の休日及び夜間勤務の適正化について、厚労省労働基準局から取り組み状況の報

告を受け、病院の救急医療の実態について体験的理解を求めた。看護師.唯看護師養成所数

と１学年定員の推移について、曰医常任理事から准看の定員の半減がそのまま全体の減にな

っているなどの説明。

厚労省の第六次看護職員需給見通し検討会に向け、四病協として看護職員の緊急実態調査

を行い、11月２４日の総合部会に中間報告した。看護師不足の関連でＦＴＡ交渉の問題に

ついて議論。

「看護職員の需給調査報告書」はＦＴＡの後押しになるが“不足，,と結論づけ、２月２１

日に厚労省に提出した。（四病協の5,546病院にアンケートを送付し、有効回答数は2,230病

院（回答率４０．２％）、うち曰病は発送件数1,827件で回答数620会員、回答率３３．９％）

改正労働者派遣法の紹介予定派遣の状況について看護協会から話を聞き、同協会はこれに

反対ではないが慎重に見ており、派遣会社のヒアリングから徐々に浸透してくると認識して

いる旨の説明。

薬剤師を取り巻く環境について日本薬剤師会から話を聞き、薬学教育も平成１８年から６

年制が始まり、移行期間の２年間がブランクになって卒業生が出ないので需給関係が問題に

なる。薬剤師としての実習を病院の薬剤部や薬局で強制的に行うことになり、多くの学生が

卒業前に実習するので病院の協力を要請した。

資金調達のあり方に関する委員会

、開催回数２回

、出席者数延べ１０人

、協議項目

l）「民間医療機関の資金調達のあり方に関する研究報告」最終報告書（案）について

2）「医療機関債」発行のガイドライン(案)について

７．

１．

２．

３．

（１）

（２）

４．総評

平成１５年６月に立ち上げ、委員長は医法協曰野副会長ぴ継続案件の、「民間医療機関の

資金調達のあり方に関する研究報告」の報告書作成について、民間医療機関の資金調達のあ

り方に関する研究報告民間医療機関の資金調達手段としては、医療機関債の発行が最も有効

である旨の報告。８月１８日の総合部会に提出することになった。

厚労省・医療機関債発行ガイドラインについては問題点等に対する改訂案を示すのではな

く、問題点等を指摘するのみとし４月１９日厚労省に提出した。
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四病院団体協議会資金調達のあり方に関する委員会委員名簿

＜委員長＞

氏名

日野頌三

役職

日本医療法人協会副会長

所属

特定医療法人頌徳会

＜委員＞

氏名 役職 所属

郎
宜
毅
夫
六
俊
一
樹

孝
弘
秀
喜
寛
紘
俊
學

石井公認会計士事務所

医療法人若弘会

国立保健医療科学院経営科学部

へルスケアマーケティング研究所

西岡病院

松田公認会計士事務所

石井

川合

小山

鈴木

西澤

松田

真野

山崎

学識経験者

日本病院会副会長

学識経験者

学識経験者

全日本病院協会副会長

学識経験者

学識経験者

日本精神病院協会副会長

多摩大学大学院

慈光会病院

【５０音順】
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厚生労働科学研究事業

１．研究名：「『医療安全管理者』の標準的な養成及び活動方法の確立に関する研究」

２．研究期間：平成１６年４月１日から17年３月３１日（２年研究の最終年）

３．研究班会議：５回（のべ出席者２４名）

４．研究者及び研究分担

-252-

研究者名 研究項目 所属

山本修三

(主任研究者）

研究統括、医療安全管理者養成の教材開発、特に

｢道具としてのパーソナルコンピュータ」「全体

のまとめ」項目に着手

日本病院会

済生会神奈川県支部

西澤寛俊
医療安全管理者養成の教材開発、特に「医療経済

と損害保険」「質の向上」項目に着手

全日本病院協会

西岡病院

兀 原利武

医療安全管理者養成の教材開発、特に「ミスや事

故などの事例収集と分析、改善、標準化と未然防

止について」「研修と教育」項目に着手

日本病院会

明舞中央病院

大井利夫

医療安全管理者養成の教材開発、特に「用語の解

説」「組織について」「安全管理の必要性と重要

性の整理」項目に着手

日本病院会

上都賀中央病院

飯田修平

医療安全管理者養成の教材開発、特に「品質管理」

｢組織について」項目に着手。米国・退役軍人病

院と日本の安全管理者養成講習の方法・内容との

比較検討。

全日本病院協会

練馬総合病院

柳川達生

医療安全管理者養成の教材開発、特に「物品の管

理と』情報の管理」に着手。米国における退役軍人

病院の医療安全講習会に参加し日本の安全管理

者養成講習の方法・内容との比較検討。

練馬総合病院

佐伯みか

医療安全管理者養成の教材開発、特に「具体的な

組織作りとその事例」「患者への`情報提供と収集」

に着手。米国における退役軍人病院の医療安全講

習会に参加し日本の安全管理者養成講習の方

法・内容との比較検討。

練馬総合病院
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研究協力者 協力した研究項目 所属機関

宮澤潤
医療安全管理者養成の教材開発、特に弁護士の立

場から医療周辺に関する確認項目の考察
宮澤弁護士事務所

鮎澤純子

医療安全管理者養成の教材開発、特に安全管理、

'ノスクマネジメント、保険に関する確認項目の考

察

九州大学医学部大学院

長谷川友紀
医療安全管理者養成の教材開発、特に米国、豪州

での現状の報告と診療情報についての考察
東邦大学医学部

棟近雅彦
医療安全管理者養成の教材開発、特に医療の質と

は何かを質マネジメントの視点から考察
早稲田大学

大藤正
医療安全管理者養成の教材開発、特に品質管理の

解析方法などの視点から医療への考察
玉川大学

堺秀人

医療安全管理者養成の教材開発、特に病院組織に

おけるインシデント報告のあり方についての考

察

東海大学医学部

三宅祥三

医療安全管理者養成の教材開発、特に武蔵野赤十

字病院のケースから安全管理や質管理の委員会

における運営や人材育成を中心に考察

武蔵野赤十字病院

池田俊也

医療安全管理者養成の教材開発、特にインフォー

ムド・コンセントや診療情報、患者の声などの情

報提供および収集についての考察

慶應義塾大学

医学部

光
－卸一

勝 義郎

医療安全管理者養成の教材開発、特にトラブル対

策に関わる諸対応についての解析やその後の方

針のあり方に関する考察

JUKI株式会社

邉見公雄
医療安全管理者養成の教材開発、特に職員教育や

患者教育などについて現場の立場からの考察
赤穂市民病院

遊佐洋子
練馬総合病院における医療の質向上活動の推進

事例の報告
練馬総合病院

佐合茂樹
医療安全管理者養成の教材開発、特に業務上の建

物や物品についての考察
木沢記念病院

関田康慶

医療安全管理者養成の教材開発、特にデータ解析

と統計分析のリスクマネジメントへの応用を考

察

東北大学大学院

古市英俊
医療安全管理者養成の教材開発、特に現場での業

務とパソコンの考察

済生会神奈川県

支部



５．概要

医療における患者への「安全」と「安心」を提供することは極めて重い責務である。平成１

４年には診療報酬改定の中でも各医療機関に対しての医療安全管理体制の整備を促す施策を提

示している。

これを受け日本病院会、全日本病院協会、医療法人協会と日本精神科病院協会が一致団結し

た四病院団体協議会（以下、四病協）は「医療安全管理者養成研修」を設置した。安全管理や

品質管理の基本的事項や実務指導に関わる教育・研修を行い、組織的な安全管理体制を確立す

る知識と技術を身につけた人材を育成・養成することによって、安全文化の思想と風土を医療

現場に根付かせ、最終的には今でき得る最高の、そして活力ある医療を提供するのが最大の目

標である。

ついては当研究課題にある「標準的養成」には今現在の病院の実態に即した標準的なテキス

ト作成に必要な内容をまとめることが急務であると考えた。

よってその分野の専門家による考察を中心に１冊にまとめる作業を今年１年の最大の課題と

し、次の１３項目がベストであり全国に啓蒙し病院医療の質の向上の一助としたい。

①医療安全の概念と専門用語の理解

②安全管理の必要性・重要性の理解（法的側面、関係法規、医療訴訟、報告制度の法的

意味、安全管理と危険管理・危機管理、海外での安全に関する取組み、個人情報保護と情

報提供）

③医療経済・保険（損害賠償保険、投資と費用など）

④質の向上（医療の質、満足について、質の保証、質の向上、質の評価、認証など）

⑤品質管理概論（品質管理の歴史、品質管理の考え方、標準化、継続的改善、手法・技法な

ど）

⑥病院組織概論（組織とは、理念・方針・目標、責任と義務、規則・規定・法律など）

⑦安全管理の組織づくりとその運営（武蔵野赤十字病院の例）

⑧情報提供と収集

⑨ミスや事故等の事例収集と分析、改善、標準化と未然防止（問題解決）について

⑩病院における研修と教育について

⑪設備や物品の管理

⑫データ解析と統計分析のリスクマネジメントへの応用

⑬道具としてのパーソナルコンピュータ（説明とその用途と応用）

●四病院団体協議会研修・認定センター

四病院団体協議会として研修センターを設立（平成１５年１２月１７日）し、平成１６年１２

月２２日、研修・認定センターとなる。
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事業

１ 医療安全管理者養成課程講習会

1）主催四病院団体協議会

2）目的

医療の安全確保は、病院団体、職能団体、医療機関および医療従事者に課せられた極め

て重い責務である。しかしながら、昨今安全に関する問題が頻発し、医療における安全の

確保は国民の大きな要請にもなっている。

中略

四病協医療安全管理者養成は、安全管理・品質管理の基本的事項や実務指導に関わる教

育・研修を行い、組織的な安全管理体制を確立する知識と技術を身につけた人材（医療安

全管理者）を育成・養成することによって、安全文化の思想と風土を医療現場に根付かせ、

医療の質向上を図ることを目的としている。

3）平成１６年度実施内容

：第１クール平成16年７月１４日（水）～１５日（木）

有明ワシントンホテル（東京都江東区）

受講者：２９４名

：第２クール平成16年７月３１日（土）～８月１日（日）

東京ビッグサイトＴＦＴビル（東京都江東区）

受講者：２９０名

＊第１、第２クール受講修了者・・２８３名に修了証授与（15年157名）

：第３クール平成16年８月２１日（土）～22日（日）

・第１回演習日本病院会会議室（東京都千代田区）

受講者：７８名

※認定証授与者（61名）

.第２回演習平成16年９月４日（士）～５日（曰）

日本病院会会議室（東京都千代田区）

受講者：７８名

※認定証授与者（53名）

・第３回演習平成16年11月１３日（士）～１４日（日）

日本病院会会議室（東京都千代田区）

受講者：５４名

※認定証授与者（36名）

・第４回演習平成16年12月１１日（士）～１２日（日）

日本病院会会議室（東京都千代田区）

受講者：４０名＊認定者数平成１５年～１６年２７７名

2．ＩＣＳ（InfectionControlStaff）養成のための感染管理講習会

ｌ）主催四病院団体協議会
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:第１クール平成１６年１１月２７日（士）午後～２８日（日）午前

東京都港区三田笹川記念会館

･参加者（団体別）

．（社）日本病院会．．・・・２３６名

.（社）全日本病院協会・・・・８６名

．（社）日本医療法人協会・・・４８名

．（社）日本精神科病院協会・・６５名合計４３５名

（職種別）

・医師２５名、薬剤師４４名、臨床検査技師、５９名、看護師３０４名

臨床工学技士３名

:第２クール平成１７年２月１９日（士）午後～２０日（日）午前

東京都港区三田笹川記念会館

･参加者４３７名

:第３クール・予定

平成１７年５月１４日（土）～１５日（日）

会場：東京都港区三田笹川記念館

･参加者４５０名予定

臨床研修指導者養成課程講習会開催概要

主催四病院団体協議会

平成１６年度

：第１回平成１６年９月１０日（金）午後～１２日（日）午前

会場：日本病院会５階会議室

・半曰コース平成１６年９月１０日（金）午後参加者４７名

・３日間コース９月１０日（金）午後～１２日（日）午前参加者５０名

：第２回平成１６年１２月１０日（金）午後～１２日（日）午前

・半曰コース平成１６年１２月１０日（金）午後参加者２７名

・３日間コース１２月１０日（金）午後～１２日（日）午前参加者５０名

会場：東京都港区三田笹川記念会館

：第３回平成１７年３月４日（金）午後～６日（日）午前

・半曰コース平成１７年３月４日（金）午後参加者４３名

・３日間コース１７年３月４日（金）午後～６日（日）午前参加者５０名

※「修了証書」半曰コースは四病協の会長名で、３日間コースは四病院団体協局

政局長名の連盟で授与済。

各コースの形式、期間及び対象・目標等

：コース名臨床研修責任者・指導者等養成コース

▽研修形式主としてワークショップ
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▽研修期間２泊３日

▽対象・目標：臨床研修責任者（各診療科で臨床研修を統括する者）

診療部長・科長クラス。カリキュラムの作成、研修プログラムの具体的運営、及び研修

医と指導者の評価ができる能力開発を目指す。

：臨床研修指導者（各診療科で実際に研修医を指導する者）

各科中堅医師クラス。各診療場面での適切な指導法、効果的なフィードバ

ックの与え方ができる能力開発を目指す。

：コース名臨床研修統括者・協力者等コース

▽研修形式主として講演会

▽研修期間半日

▽対象・目標：臨床研修統括者（各病院で臨床研修を統括する者）

院長・副院長クラス。自らが臨床研修改革への大きな牽引力となるためのトップマネジ

メント能力開発を目指す。

：臨床研修協力者（各病院で臨床研修をバックアップする部門の統括者）

看護部門、事務部門などの統括者に対して、臨床研修を充実させるための協働や、病院

運営の諸問題に対応できる能力開発を目指す。

□平成１７年度実施予定（４回）・・３回までの仮曰程

開催地：東京社団法人日本病院会会議室

参加費：３日間コース５万円・半曰コース１万円

募集定員：臨床研修責任者・指導者等コース（３日間）５０名

：臨床研修統括者・協力者等コース（半曰）５０名計１００名

第１回 平成１７年６月３日（金）～５日（曰）

・半曰コース６月４日（土）午後

・３日間コース６月３日（金）～５日（日）

平成１７年９月２曰（金）～４日（日）

・半曰コース９月３日（士）午後

・３日間コース９月２日（金）～４日（日）

平成１７年１２月２日（金）～４日（日）

・半曰コース１２月３日（士）午後

・３日間コース１２月２日（金）～４日（日）

定員50名

定員50名

第２回

定員50名

定員50名

第３回

定員50名

定員50名
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第２０日本病院会政治連盟

平成１６年

４月２４日 日本病院会山本会長の新執行部体制による第１回合同理事会が4/24開かれ､政治連盟

委員長には武田隆男副会長が選出された。会議途中で連盟役員会に切り替えて平成

15年度連盟収支報告（15.4～16.3）が行われ、了承を得た。収入の部は、会費収入

が通常・臨時会費を合わせ471件・’’007万円で、前期繰越200万円と合わせ収入合計

が1,207万円。支出は経常経費が126万円、政治活動費として激励会・講演会39件と

第43回衆議院議員選挙の陣中見舞5件等の823万円で、支出合計が950万円、次期繰越

257万円であった。

日本病院会の常任理事会及び連盟役員会が5/22行われ、６～７月に予定される第20回

参議院選挙に向けて武田委員長から、「参院選に対する当連盟の基本方針」として、

当連盟の推薦は与野党にかかわらず病院医療に理解のある人物本位とする、などと

いう方針が示された。また、武田委員長は「４月新体制となって、山本会長が提唱し

た『日本病院会の活動基本方針』の実現を目指し政界対策にのぞみたい」と挨拶し

た。

５月２２日

第20回参議院選挙は6/16の会期末の後、６/24公示、７/11投票と確定したが、当連盟

は6/１１、曰医連推薦の比例区･西島英利候補を支援することを決めて会員に通知し、

後援会入会申込書を各地区医師会と重複を避けて8,000件を集め、７/３，日医連の植

松委員長に届けた。７/１１投票の結果、西島候補は25万票を得て当選した。もう一人

の推薦、南野知恵子候補も当選し、両候補には特に、平成18年の診療報酬の見直し

と消費税の損税など病院問題の解決に取り組むよう要請した。

７月１１日

自民党の厚生労働部会･厚生関係団体委員会合同の平成17年度予算･税制改正要望ヒ

アリングが１１/１０自民党本部で開かれ、関口医療経済･税制委員長が出席して予算関

係では国庫補助負担金の削減案と混合診療導入に反対を表明、税制改正の重点要望

事項として消費税の非課税制度に対する見直しを求めた。また、四病協としての要

望も別途行われた。同様のヒアリングが11/16公明党、１１/１７民主党で行われ、池澤

副委員長が出席した。

１１月１０日

平成17年

２月１日 自民党組織本部主催の「各種団体との新年懇親会」が2/l赤坂プリンスホテルで開か

れ奈良副委員長が出席、小泉総裁以下党幹部が出席して懇談した。
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第２１混合診療に対する取組み

Ｉ混合診療問題検討プロジェクトチーム

1．設置目的規制改革・民間開放推進会議などが主張する「混合診療の解禁」に

病院会の考え方を提示することを目的に設置

２．委員構成会長山本修三

副会長武田隆男、池澤康郎、川合弘毅、奈良昌治、大井利夫、

常任理事邉見公雄（医療制度委員会委員長）

石井暎禧（医療制度委員会委員）

理事関口令安（医療経済・税制委員会委員長）

有識者小長井良浩（医療制度委員会アドバイザー）

に対する日本

村上信乃

※「手術材料の診療報酬上の評価に関する調査」実施、分析

（医療経済・税制委員会）

委員長関口令安

副委員長福田浩三

委員大村昭人、加賀谷寿孝、崎原宏、中佳一、山下昭雄

開催回数１０回

出席者数延べ６１名

協議事項

国民皆保険制度を堅持する曰病の基本的姿勢について

我が国と米国の医療制度の違いについて

病院医療の診療報酬上の評価に関する問題点について

規制改革・民間開放推進会議の「混合診療の解禁」に対する曰病の見解について

３．

４．

５．

１）

２）

３）

４）

４．総評

「混合診療の解禁」に対する日本病院会の考え方を「混合診療に対する声明」として取りま

とめ、小泉純一郎・内閣総理大臣（平成１６年１２月１日付）、尾辻秀久・厚生労働大臣、星

野進保・中央社会保険医療協議会会長（平成１６年１２月２曰付）に提出した。

○提出報告

１．期曰

２．説明者

平成１６年１２月２日（木）

池澤康郎・副会長

石井暎禧・常任理事

山口和英・事務局長

l）小泉純一郎・内閣総理大臣

2）尾辻秀久・厚生労働大臣
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3）星野進保・中央社会保険医療協議会会長

（中島正治・厚労省審議官）

①麦谷眞理・厚労省保険局医療課長

②岩尾總一郎・厚労省医政局長

③原勝則・厚労省医政局総務課長

④谷口隆・厚労省医政局指導課長

⑤梶尾雅宏・厚労省医政局企画官

４．記者会見：１）厚生記者会

２）厚生曰比谷クラブ

○混合診療に対する声明（骨子）

主張Ｉ混合診療については、原点に戻って議論すべきである。

主張Ⅱ高度先進医療を提供する立場の病院団体に意見を述べる機会を与えるべきである。

１社会保障・国民皆保険の意義

２高度先進医療に関わる専門医師の役割

３医療の安全性と有効性

４特定療養費制度の見直しと拡大

５患者の負担について

６患者による医療の選択

７財源問題について

８中央社会保険医療協議会の委員について

主張Ⅲ特定療養費制度の見直し拡大について

１高度先進医療は、特定療養費化されてから保険収載までに期間限定（一年以内）を１高度先進医療は、特定療養費化されてから保険収載までに期間限定（一年以内）を要望

する。

２手術料は「技術」と「モノ」に分けるべきである。手術料は技術料に限り、材料費は分

けて請求出来るように要望する。

○日本と米国の医療制度について（骨子）

ｌ・日本と米国の医療制度

２．保険医療とはなにか

３．高度先進医療はいわゆる混合診療より安い

○手術材料の診療報酬上の評価に関する調査について－材料費の占有度一（骨子）

手術料に占める材料費比率の高額化は、手術料の診療報酬減額に起因する。平成１６年の改

定によって、対象とした３６項目のうち実質１４項目（３８．８９％）が減額（９５．１５～

９５．４０％）となっている。
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材料費の実質購入状況を、都立豊島病院の調査で見ると、１２年度と１６年度の購入価格は

ほとんど変わっていない。

また、内視鏡下手術に使用するデイスポ製品の請求については、時間的・量的には不十分で

はあるが、使用材料費の保険加算請求は診療報酬改定時に追加されている（超音波凝固切開装

置など）。

以上の観点から、手術に置ける診療報酬の減額は、技術料の減額であり、安全で効率の良い

医療を求められている手術治療を推進する上で、次の事柄について考慮されるべきである。

ｌ手術技術料と材料費の分離請求

２手術技術料の増額

３手術材料費の迅速適正な加算

○診療報酬制度の改善と特定療養費制度拡充に関する日本病院会の提言（骨子）

１．国民にとって必要な医療はすべて公的医療保険制度により提供されるべきである。提供さ

れるべき医療水準は、基礎的最低水準の医療ではなく、必要最適な医療水準が、全国民に提

供されるべきとの立場に立つ。

２．保険制度の改善のため、有効な医療サービスでありながら、保険適用されない医療の保険

適用を要求する。（現場医師等の混合診療容認の感情は、自由診療を求めると言うより、公

的保険での診療が認められず、改善の展望がないという不満に根ざしたものであり、この改

善により、混合診療への誤った期待は低下する）

３．適用拡大も前項に準ずる

４．高度先進医療のあり方

５．選定療養：患者の選択（患者の同意）という性格を堅持する

６．診療外サービスの定義とあり方
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Ⅱ「混合診療」に関するポスター等の作成について

・混合診療問題には役員会で多くの時間を費やし議論を交わしていたが、このたび、規制改革・民

間開放推進会議が中間報告まとめで混合診療を「全面解禁」と打ち出した事を受け、平成16年９

月25日の第６回常任理事会で「世界に冠たる国民皆保険制度は死守するというスタンスで混合診

療は反対である」という事を再確認した。また、「混合診療については、国民的な議論が必要」

という観点から、総務委員会で患者さんに「混合診療」を理解願うための運動の一環としてポス

ター等を用いた運動展開等を披露。

（総務委員会）委員長武田隆男（日本病院会副会長）

委貝池澤康郎（日本病院会副会長）

委員大井利夫（日本病院会副会長）

委員川合弘毅（日本病院会副会長）

委員奈良昌治（日本病院会副会長）

委員村上信乃（日本病院会副会長）

委員山口和英（日本病院会事務局長）

･１０月23日の第７回常任理事会でボスター、チラシの原案を披露。

（説明内容）

本会として､混合診療問題の国民への理解を得る目的で作成したとし、１点目は「黄色の注意信

号を表す交通標識の中に保険診療と自由診療の線が混じって－本となり、曲がりくねった線の行

く先に「混合診療」の文字と、その下に“本当に患者さん本位の医療なのでしょうか？,，」２点

目は「赤ちゃんの眼を大写しにしたデザインで、ピュアな眼で混合診療をきちっと見据えて考え

てください小

また、チラシの文章としては、「混合診療はプラスの面ばかりが注目されていますが」とし、

「効果と安全性に疑問があるものが野放しになります」「自己負担に歯止めがかからなくなりま

す」「医療における経済格差が広がります」を明記し、最後に「皆さんも考えてください」とま

とめている。

･ポスター（標識、赤ちゃん）28,000枚、チラシ280,000枚を作成し、１１月上旬に会員各位に発送。

※ポスタ－２種類（標識、赤ちゃんの目）、チラシ（表は標識のポスターを使用）
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ポスター

(標識・Ａ２）

ポスター

(標識・Ｂ２）

ポスター

(赤ちゃん・Ａ２）

ポスター

(赤ちゃんＢ２）

チラシ

200床未満 1施設２枚 １施設２枚 l施設２枚 1施設２枚 1施設８０枚

200床以上 l施設３枚 1施設３枚 1施設３枚 1施設３枚 1施設１２０枚



①ポスター（１）。標識
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②ポスター(Ⅱ）。あかちやんの目②
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③チラシ(裏面）

呆険外の自由診療を併用マ

ｌＯ）

凸ＤＪ､、

▽０〕円

l:言い点はかりか強調されていまか、、、

ノ】 ｡匡

矢阿

の採り金診療が扉

の保険診療が田ﾉﾉ

二“弓凹＝は旦幸しま

現在の保険制度のもとでも､既に先進的な医療を受けられる｢特定療養宍制度｣がありますbこれを拡充して

対応することを､私たちは提案しています6また専門家や海外で評価を得ている治療法･医薬品等については、

効果と安全性を確認した上で､積極的に保険対象とすべきです6これらの対案を日本全体で討議するためにも、

｢混合診療｣の拙速な解禁は避けるべきだと考えています。

私たちは､｢混合診療｣についてオープンな議論を呼びかけていきます６

社団法人日本病院会 http://www・hospitaLor・jｐ
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Ⅲ「国民医療推進協議会」への参加

・９月25日の第６回常任理事会で混合診療解禁問題の議題で日本医師会の「国民医療推進協議会」の設

置が話題となる。

･９月29日・曰医発第683号で日本医師会植松治雄会長から「国民医療推進協議会」への参加依頼が本

会あて届く。

･１０月12曰に「国民医療推進協議会設立会」が開催され、日本病院会も参加した。

(10/１２．国民医療推進協議会役員選出）

会長植松治雄（日本医師会会長）

副会長井堂孝純（日本歯科医師会会長）

〃中西敏夫（日本薬剤師会会長）

〃 （総会(こて選出）

理事各参加団体より推薦いただいた方

監事内藤昭三（日本学校保健会専務理事）

〃土屋修（日本医療事務振興会専務取締役）

､１０月２１日に開催された日本医師会の「国民医療推進協議会・総会」に山本会長が出席゜（賛同団体

３５団体）

･１０月23日の第７回常任理事会で参加趣旨説明があり、承認後、本会としての活動構想を披露。

･１０月25日には日本病院会会員（2,709施設）各位に対し「国民皆保険制度を守る国民運動」への参加

呼びかけ、署名運動への協力依頼等を実施。

（送付物）

・署名運動のお願い（後掲参照）

・署名運動に係るお願い事項

・趣意書兼署名用紙

・チラシ

・ポスター
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(写し）

国民皆保険制度を守る署名運動について（お願い）

政府の規制改革・民間開放推進会議は、混合診療の解禁を強く打ち出し、今年中に解禁決定を目論

んでおります。

混合診療が解禁されれば、本来、健康保険に導入すべき医学・医療の進歩による新技術が自費扱い

にされ、自費医療費の増大を招き、一部の人しか恩恵を享受できず、国民医療の不平等を引き起こす

ことになります。

自費医療費の増大は利潤追求を目的とした私的医療保険の参入を許し、公的医療保険が縮小・形骸

化され、現在の国民皆保険制度は破壊され、その結果、米国のように私的医療保険会社による医療支

配を許すことになり、国民に安心で質の高い医療が平等に提供できなくなります。

人の命は平等です。生命と個人の尊厳を守るべき医療の世界に、経済的な弱肉強食（市場原理）の

論理を持ち込むことは極めて危険であります。裕福な一部の人のみが優遇され、弱者を切り捨てる政

策は容認できません。誰でも、いつでも、どこでも安心して平等に医療を受けられる国民皆保険制度

を守るために、いまこそ国民が結束する必要があります。

日本病院会は国民皆保険制度を守るために、このたび日本医師会が提唱する国民医療推進協議会に

参画することにいたしました。

この運動を強力に推し進めるために、皆様方のご尽力により、一人でも多くの国民の皆様から署名

を集めていただき、国民の切なる願いとして国会に請願し、所期の目的を達成する決意でありますの

で、格段のご支援を賜わりますようお願い申し上げます。

平成十六年十月二十五日

国民医療推進協議会

社団法人曰本病院会

会長山本修三

会員各位
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･１１月４日に日本医師会・植松治雄会長から本会に（国民医療推進協議会参加団体あて）「署名・請願」

要領が届き、署名簿を請願として衆・参両院議長に「請願書」として提出する旨の通知。

･11月27日の全理事会で山本会長から、署名運動の中間報告（１１/２４．１２時現在）として、トータル597

万7000人の報告披露。及び、東京都医師会主催の「国民医療を守る東京大会」に本会を代表し、池

澤康郎副会長が出席し開催報告が披露。（参加者数約1,800名）

※日本病院会会員の署名協力・国民医療推進会議への届け出

１１/２２届け出.・・・５１，５４３人分

追加届け出.・・・１０，０５７人分計６１，６００人分

･１１月30日に国民医療推進協議会が衆・参両院議長に請願書を提出。
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第２２要望・提言

要望内容

（曰病として提出した要望等）

種別月日

平成16年

１．７月８日

内 容

要望平成17年度税制改正に関する要望

要望中央社会保険医療協議会に病院団体から委員が参画することを要２．７月２６日

望する

要望自民党：平成17年度予算・税制に対する要望３．１１月１０日

要望公明党：平成17年度予算・税制に対する要望４．１１月１６日

声 明混合診療に対する声明５．１２月1日

声 明いわゆる「混合診療」問題に係る基本的合意に対する声明６．１２月２７日

（調査等）

平成16年

７．５月１曰

８．５月３１日

９．１０月２１日

平成17年

１０．２月４日

平成16年度診療報酬改定影響度の調査について

平成16年病院運営実態分析調査について

病院経営分析調査（平成15年度）

地域医療の実態に関するアンケート調査について

（その他の活動）

平成16年

11.11月１０日

１２．１１月１６日

ヒアリング自民党：平成１７年度予算・税制に対する要望

要望公明党：平成17年度予算・税制に対する要望
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(四病協として提出した要望等）

容内種別月日

平成１６年

１．４月２６日 ｢医療機関債発行ガイドライン(案)」に対する意見書意 見

平成17年度税制改正要望の重点事項について望要２．７月２２日

社団医療法人における出資額限度法人の法制化要望望要３．７月２９日

障害者保健福祉制度と介護保険制度との統合に関する見解意 見４．８月１８日

｢国庫補助負担金の改革」に関する要望について（反対意見）意 見５．９月１５日

いわゆる「混合診療」についての声明声 明６．１０月２７日

介護保険制度に見直しに関する要望書望要７．１２月２日

医療保険対応療養病床についての提言提８．１２月９日 口

平成17年

９．３月１８日 諮問機関への代表者参画のお願い望要

医療法施行規則第19条について（要望）望要１０．３月１８日

（調査等）

平成16年

１０．４月１５日

１１．１１月５日

平成17年

１２．２月１日

建物の使用年数実態調査の協力依頼について

看護職員の需給に関するアンケート

病院の地震対策に関する実態調査
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曰病会発第７６号

平成１６年７月８日

厚生労働大臣坂口力殿

価
圏
濫
だ

社団法人曰本；

会長山本

曰本病院

修

平成１７年度税制改正に関する要望

標記に関して別添の通り意見を取りまとめましたので提出いたします。

記

税制改正要望

重点要望項目 1項目

要望事項

国税 4項目

地方税 3項目

以上
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平成１７年度税制改正に関する重点要望項目

【国税】

1．医業及び介護に係る消費税については社会保険診療報酬及び介護保険介護報酬に係る非課税

制度を見直し、消費税制度の在り方にも合致する原則課税に改めること。

《理由》

現行、最終消費者である患者に転嫁できない仕入れ消費税相当分は、社会保険診療報酬及び介

護保険介護報酬に加算され、中間段階である医療機関、施設には、益税は勿論、損税も発生しな

いシステムを敷いているとのことである。

厚生労働省は、社会保険診療報酬に消費税分として１．５３％の点数加算しているが、医療機

関が購入する医薬品や医療材料、医療器具、病院用建物増改築や委託業務の際に係る支払消費税

がこの割合を上回った場合は、非課税制度であるが故に還付の手続きをとることができない。介

護保険法の規定に基づく居宅介護サービスの支給に係る居宅サービス及び施設介護サービス費の

支給に係る施設サービス等も同様である。つまり医療機関がその分の差額を負担する、いわば損

税が発生することになる。

このような不合理を是正するため、社会保険医療及び介護保険介護報酬も消費税の体系に組み

入れ、医療機関、施設に損税が生じないように措置を講じられることを強く要望する。

その際、正確な税額計算を実行できるように、インボイス方式による算出に努めるものである。
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平成１７年度税制改正に関する要望

【国税】

1．医療法人については公益法人の収益事業と同一の法人税率を適用するとともに、特定医療法

人については、非課税とすること。

併せて、特別医療法人の法人税についても非課税とすること。

《理由》

医療法人は医療法を根拠とし、剰余金の配当が禁止されるなど営利追求が認められない法人で

ある。このような制約を受けているにも拘わらず、営利法人と同様の税率が課せられているとい

う不合理が生じている。また、公益法人の行う医療保健業と何ら差異がないにも拘わらず、税率

においては均衡を欠いており、極めて不公平である。したがって、医療法人の法人税率（現行３

０％）は公益法人のそれと同率の２２％に是正すべきである。

特定医療法人は、その組織・運営及び解散時の財産帰属が社会福祉法人と同一条件でありなが

ら課税法人とされていることは極めて不公平である。そのため現行税率２２％を非課税に改める

べきである。

特別医療法人は、特定医療法人に類する公益性の高い法人であるので、特定医療法人と同様に

法人税を非課税とすべきである。

２．病院建物を耐震構造に強化した場合の改善費については、当該年度の損金処理を可能

にすること。

《理由》

現在、国や自治体は災害拠点病院や後方支援病院の指定を策定し、災害発生時の医療提供体制

の確保・充実を図っているとのことである。

これらの病院が建物を耐震構造に改造した場合に要した費用については､当期の所得の計算上、

全額を損金に算入できるよう税制面の配慮をお願いしたい。

3．医療機器の特別償却制度の対象となる機器の範囲を拡大すること。

また電算ソフト取得費については、当該年度の損金に算入できるようにすること。

《理由》

医療機器については技術革新が著しく、経済的使用可能年数と法定耐用年数との乖離が生じて

いるのが現状である。法定耐用年数を大幅に短縮すべきである。

更に、医療機器の特別償却の対象となる範囲は｢直接医療用に供される機器･装置並びに器具.
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備品」と限定されているが、医療サービスを提供するうえで必要欠くことのできない間接的なも

のにも特別償却制度の適用範囲を拡大すべきである。

〈参考〉救急車、患者運搬車、解剖台、死体保存庫、自動カルテ抽出機など。

また、医療情報の提供を促進させるためにも、税制面での特例措置を図るべきである。電子カ

ルテシステムや医療情報システムに係るソフト等を購入した場合、当該年度の損金に算入できる

よう図られたい゜

４病院用建物の耐用年数を短縮すること。

《理由》

病院用建物は、医学の進歩に対応した機能的構造をもった施設が要求されているにもかかわら

ず陳腐化が激しいのが現状である。平成１０年度改正で建物耐用年数は３９年に短縮されたが、

医療の進歩に応じた快適な医療環境を確保するには未だ十分な減価償却が行えない状況である。
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【地方税】

1．医療機関における社会保険診療報酬に係る事業税非課税の特例措置を存続すること。

また、この特例措置は開設者を問わず、全ての民間医療機関に適用すること。

医療法人については特別法人として事業税の軽減措置を存続すること。

《理由》

公的医療機関に比較して税負担という出費を余儀なくされている民間医療機関に、更に税負担

の加重を強いることは、経営の悪化を招き医療事業の健全性を損なう恐れがある。地域医療の円

滑推進のために本特例措置は存続させるべきである。また、この特例措置を医療生協立の病院(曰

本生活協同組合連合会に８１病院が加盟）にも適用すべきである。

医療法人は営利を目的として開設することは認められず、剰余金の配当は禁止されるなど、営

利を目的とする普通法人とは質的に異なる法人である。また、医療法人は地域住民に医療サービ

スを提供するという公共性の高い法人であることから、特別法人として扱い普通法人より軽減さ

れた事業税率の適用を存続すべきである。

加えて、事業税の算出は各々の都道府県によって計算方法が異なっているので合理的に統一を

図るべきである。

法人事業税への外形標準課税の導入については、現在の社会保険医療制度下では社会保険医療

に関わる医療機関に対して非課税措置は必要ですので､そのための措置を講ずるよう要望します。

2．民間病院の直接その用に供する固定資産については、公的医療機関と同様に固定資産税を非

課税とすること。特に公的性格そのものである特定医療法人には直ちに適用すること。

《理由》

現在、公的医療機関においては、直接その用に供する固定資産については、固定資産税は非課

税となっている。地域医療を担う民間病院も、公的病院と同様に社会的に位置づけられるもので

ある。殊に介護保険制度が施行した現在では、介護関連施設の整備を求められていることから

も、この非課税措置は必要である。

3．介護老人保健施設等について登録免許税･固定資産税及び不動産取得税を非課税とすること。

《理由》

高齢化社会の進展や介護保険制度の施行に伴って、介護老人保健施設や療養型病床群の整備は

社会的な要請である。これらの施設の普及を促進し、制度の円滑な確立を期すためにも税制面か

らの誘導措置は不可欠である。
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中央社会保険医療協議会に病院団体から委員が参画することを要望する

わが国の医療は社会保険制度を枢軸として実施されており、国民医療費は今や３１兆円

を超えるに到っております。疾病を予防し、患者に必要かつ十分な医療を行い、以って全

国民の健康を保障するために、医学と医療技術は益々高度化しつつあります。この医療を

適正に実施してゆくためには、限られた社会的財源を有効に用いる努力を懸命に続けなけ

ればなりません。特に超高齢社会である今曰、高齢者医療保険制度を見直し、わが国の現

状と将来に則した社会的医療を財政的にも安定して行える方針を早急に確立すべきであり

ます。そのためには、医療の現場の実状を把握したうえで、これをさらに改善していく方

策を立てるよう、あらゆる分野の英知を結集すべきであります。

現在、わが国の医療を担う医師のうち６５％は病院に勤務しており、また、国民医療費

の医科分はその７０％弱が病院の医療に対して支払われている現状から明らかなように、

病院における医療行為は膨大かつ多岐にわたっています。更に、臨床研修は病院で行われ

ており、救急医療の大半は病院で行われております。病院がこのように国民の医療を担う

役割は今後一層拡充されていくことは疑う余地がありません。国民の健康と安寧を保障す

る施設として、病院は自らの役割を認識するばかりでなく、各方面の方々の理解と協力を

求める時期に達しております。

中央社会保険医療協議会は厚生労働大臣の諮問に対して、わが国の医療政策を経済的に

最も有効に展開する見地から、診療報酬額その他について審議し、答申し、または建議す

る重要な機関であります。機関のこのような性格から、社会保険医療協議会法では診療報

酬の支払者側委員を、健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事

業主及び船舶所有者を代表する委員と定め、実際、これら関係団体から委員を任命してお

ります。

これに対して、診療報酬を受けとる側の代表は医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委員

と明記されております。しかしながら、前述した如く、医療機関としての病院の果たす役

割は誠に大きく、特に、昨今問題となっている急性期入院医療費の包括払い方式にしても、

また高度先進医療などに対する「特定療養費」など殆どは病院医療に関わるものであるこ

とから、今後の医療政策を経済的視点から議論する場である同協議会に、病院を経営管理

する病院長の代表が参画することは必要不可欠なことと思料するところであります。

よって、現在検討が急がれている同協議会の見直しに関し、現行の委員構成について検

討が行われる際は、日本医師会推薦枠とは別枠で、病院経営者の団体である病院団体の代

表が委員として参画できるよう措置されることを切に要望するものであります。

以上
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平成１６年１１月８日

自由民主党

政務調査会厚生労働部会長

組織本部厚生関係団体委員長

田村憲久殿

後藤田正純殿

霞
社団法人曰本病院

会長山本修

平成１７年度予算・税制改正に関する要望

標記に関して別添の通り意見を取りまとめましたので提出いたします。

記

予算要望 2項目

税制改正要望

重点要望項目 1項目

要望事項

国税 ４項目

地方税 3項目

以上
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平成１７年度予算要望について

１．国庫補助負担金の削減について

わが国は、国民皆保険制度のもと、いつでも、どこでも、だれでも、一定の自

己負担で医療サービスを公平、平等に受けられる体制を敷いています。この医療

サービスは、全国どこでも一般医療について量的、質的な基盤整備が図られてい

ることが前提に成り立っている社会システムであります.しかし、現在、医療過

疎といわれている無医地区は、平成１１年調査で全国９１４箇所にのぼり、２０

万の地域住民が日常的な医療サービスを受けられない状況にあります。今回、三

位一体の改革のもと、これら僻地医療対策の厚労省予算を削減することは、医療

サービスが教育と同じくユニバーサル・サービスであることを無視し、医療提供

における地域格差の一層の拡大につながります。診療報酬制度など基幹となる枠

組みが全国統一して実施されているのに、診療報酬のみでは経営が成り立たない

地区への補完的措置である補助金だけを、地方自治体の裁量に委ねることは一貫

した施策とは言えません。また、小児救急医療をはじめ救急医療体制の確保に関

しても、看護職員確保対策関係予算にしても、これらに対する予算措置は、国民

が何処に住もうと地域格差を最小限に公平なサービスが受けられることを、国の

責任として最低限保障するためのものであります。

従って、地方六団体がこのたび提案した国庫補助負担余の削減案に反対するも

のであり、国と地方の役割を明確化したうえで財源のあり方について考えられま

すよう要望いたします。

２.公的医療保険制度の基盤強化について

医療の現状をみますと、医療技術において曰進月歩が著しく、また高齢社会の

進行と相俟って、医療費の増加は避けて通ることはできません。そのため－部先

進医療については混合診療を導入せよとする意見や、そのため民間保険を活用せ

よとする考えが示されております。

しかし、混合診療・民間保険の導入は必然的に受難者である患者個人の費用負
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担を大きく増加させることになり、経済的理由から受診機会を失う患者さんも出

現することになります。医療に関して国民負担の限度は、国民が判断すべきこと

でありますが、高度先進医療の安全性・有効性の保証は、国民に対する国の責任

であり、これを前提として新しい有用な検査、治療等は、これを必要とする人の

ために速やかに導入、保険給付すべきものは、給付に至るまでの期間を極力短縮

すべきであります。

私ども医療現場に携わる者は、医療の質の向上に努めるとともに、医療資源の

効率的活用に充分に配慮しなければなりません。しかし効率性の追求は、同時に

保険者に対しても求められるものであり、公的医療保険の基盤を堅固にすること

の方がはるかに合理的であります。従って、現在の診療報酬制度の下で運用され

ている特定療養費制度を拡大、より効率的に運用し、ａ)高度先進医療、ｂ)予防、

健康増進・生活習慣、ｃ)サービス・アメニテイ、ｄ)付加価値医療などについて、

選択により給付できる制度とすべきであります。

わが国の国民皆保険制度は、単に国民すべてが何れかの医療保険に加入してい

ることを指すものではなく、国民に対し保険契約先を特定し、強制的に保険料を

徴収し医療を提供する社会保障の一環であります。自由経済による社会のマイナ

ス面を補完するこの制度の本来の役割を維持する中で、時代の要請に応えるよう

に見直しを図るべきであります。

国民が将来の憂いなく安心して生活できるように、将来とも安定した公的医療

保険制度を早急に再構築されるよう要望いたします。

以上

-279-



平成１７年度税制改正に関する重点要望項目

【国税】

1．医業及び介護に係る消費税については社会保険診療報酬及び介護保険介護報酬に係る非課税

制度を見直し、消費税制度の在り方にも合致する原則課税に改めること。

《理由》

現行、最終消費者である患者に転嫁できない仕入れ消費税相当分は、社会保険診療報酬及び介

護保険介護報酬に加算され、中間段階である医療機関、施設には、益税は勿論、損税も発生しな

いシステムを敷いているとのことである。

厚生労働省は、社会保険診療報酬に消費税分として１．５３％の点数加算しているが、医療機

関が購入する医薬品や医療材料、医療器具、病院用建物増改築や委託業務の際に係る支払消費税

がこの割合を上回った場合は、非課税制度であるが故に還付の手続きをとることができない。介

護保険法の規定に基づく居宅介護サービスの支給に係る居宅サービス及び施設介護サービス費の

支給に係る施設サービス等も同様である。つまり医療機関がその分の差額を負担する、いわば損

税が発生することになる。

このような不合理を是正するため、社会保険医療及び介護保険介護報酬も消費税の体系に組み

入れ、医療機関、施設に損税が生じないように措置を講じられることを強く要望する。

その際、正確な税額計算を実行できるように、インボイス方式による算出に努めるものである。
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平成１７年度税制改正に関する要望

【国税】

1．医療法人については公益法人の収益事業と同一の法人税率を適用するとともに、特定医療法

人については、非課税とすること。

併せて、特別医療法人の法人税についても非課税とすること。

《理由》

医療法人は医療法を根拠とし、剰余金の配当が禁止されるなど営利追求が認められない法人で

ある。このような制約を受けているにも拘わらず、営利法人と同様の税率が課せられているとい

う不合理が生じている。また、公益法人の行う医療保健業と何ら差異がないにも拘わらず、税率

においては均衡を欠いており、極めて不公平である。したがって、医療法人の法人税率（現行３

０％）は公益法人のそれと同率の２２％に是正すべきである。

特定医療法人は、その組織・運営及び解散時の財産帰属が社会福祉法人と同一条件でありなが

ら課税法人とされていることは極めて不公平である。そのため現行税率２２％を非課税に改める

べきである。

特別医療法人は、特定医療法人に類する公益性の高い法人であるので、特定医療法人と同様に

法人税を非課税とすべきである。

２．病院建物を耐醒構造に強化した場合の改善費については、当該年度の損金処理を可能

にすること。

《理由》

現在、国や自治体は災害拠点病院や後方支援病院の指定を策定し、災害発生時の医療提供体制

の確保・充実を図っているとのことである。

これらの病院が建物を耐震構造に改造した場合に要した費用については､当期の所得の計算上、

全額を損金に算入できるよう税制面の配慮をお願いしたい。

3．医療機器の特別償却制度の対象となる機器の範囲を拡大すること。

また電算ソフト取得費については、当該年度の損金に算入できるようにすること。

《理由》

医療機器については技術革新が著しく、経済的使用可能年数と法定耐用年数との乖離が生じて

いるのが現状である。法定耐用年数を大幅に短縮すべきである。

更に、医療機器の特別償却の対象となる範囲は｢直接医療用に供される機器･装置並びに器具.
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備品」と限定されているが、医療サービスを提供するうえで必要欠くことのできない間接的なも

のにも特別償却制度の適用範囲を拡大すべきである。

〈参考〉救急車、患者運搬車、解剖台、死体保存庫、自動カルテ抽出機など。

また、医療情報の提供を促進させるためにも、税制面での特例措置を図るべきである。電子カ

ルテシステムや医療情報システムに係るソフト等を購入した場合、当該年度の損金に算入できる

よう図られたい゜

4．病院用建物の耐用年数を短縮すること。

《理由》

病院用建物は、医学の進歩に対応した機能的構造をもった施設が要求されているにもかかわら

ず陳腐化が激しいのが現状である。平成１０年度改正で建物耐用年数は３９年に短縮されたが、

医療の進歩に応じた快適な医療環境を確保するには未だ十分な減価償却が行えない状況である。
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【地方税】

1．医療機関における社会保険診療報酬に係る事業税非課税の特例措置を存続すること。

また、この特例措置は開設者を問わず、全ての民間医療機関に適用すること。

医療法人については特別法人として事業税の軽減措置を存続すること。

《理由》

公的医療機関に比較して税負担という出費を余儀なくされている民間医療機関に、更に税負担

の加重を強いることは、経営の悪化を招き医療事業の健全性を損なう恐れがある。地域医療の円

滑推進のために本特例措置は存続させるべきである。また、この特例措置を医療生協立の病院（日

本生活協同組合連合会に８１病院が加盟）にも適用すべきである。

医療法人は営利を目的として開設することは認められず、剰余金の配当は禁止されるなど、営

利を目的とする普通法人とは質的に異なる法人である。また、医療法人は地域住民に医療サービ

スを提供するという公共性の高い法人であることから、特別法人として扱い普通法人より軽減さ

れた事業税率の適用を存続すべきである。

加えて、事業税の算出は各々の都道府県によって計算方法が異なっているので合理的に統一を

図るべきである。

法人事業税への外形標準課税の導入については、現在の社会保険医療制度下では社会保険医療

に関わる医療機関に対して非課税措置は必要ですので､そのための措置を講ずるよう要望します。

2．民間病院の直接その用に供する固定資産については、公的医療機関と同様に固定資産税を非

課税とすること。特に公的性格そのものである特定医療法人には直ちに適用すること。

《理由》

現在、公的医療機関においては、直接その用に供する固定資産については、固定資産税は非課

税となっている。地域医療を担う民間病院も、公的病院と同様に社会的に位置づけられるもので

ある。殊に、介護保険制度が施行した現在では、介護関連施設の整備を求められていることから

も、この非課税措置は必要である。

３．介護老人保健施設等について登録免許税･固定資産税及び不動産取得税を非課税とすること。

《理由》

高齢化社会の進展や介護保険制度の施行に伴って、介護老人保健施設や療養型病床群の整備は

社会的な要請である。これらの施設の普及を促進し、制度の円滑な確立を期すためにも税制面か

らの誘導措置は不可欠である。
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平成１６年１２月１曰

内閣総理大臣小泉純一郎殿

社団法人日本病院会

会長山本修

混合診療に対する声明

わが国の医療保険制度は、国民に対し保険契約先を特定し、誰からも公平に保険料を徴収す

る社会保険制度であります。いわば国民の医療については、国が責任をもつことの裏返しに、

国民が公的医療保険の被保険者になる仕組みとしているのであります。そして、高度先進医療

等については、申請により一部の医療機関で行えるように、保険制度の枠内に特定療養費とし

て取り込み、患者の選択への対応を図っています。

今回、混合診療によって、多様な患者ニーズに対応しようとしていますが、公的保険制度の

枠外にこれを認めることは、医療に関する国の全面的な関与を否定することに繋がります。も

し、患者が保険診療外の医療を望むことが許されるなら、患者が保険診療自体を望まないこと

も許されてしまい、ひいては公的保険の被保険者にならないことも許されてしまいます。公的

医療保険は相互扶助により成り立っている制度であります｡一部の者がこれから離脱すること

が許されるなら制度として成り立たなくなることも生じます。

もとより、高度先進医療として諸外国で行われている医療行為があれば、国は情報を収集し

て、分析して、根拠に基づいたものである限り速やかに特定療養費化するべき義務を負ってい

ます。

国民皆保険制度はわが国に培われ、国民が全幅の信頼を寄せてきた制度であります。この仕

組みを根幹的に改めるのではなく、社会保険である特徴を維持し、時代の要請に応えるように

見直しを図るべきであります。

当初は、６月下旬に規制改革・民間開放推進会議でヒアリングを予定しておりましたが取り

消され、その後中医協をはじめとして私達の意見を述べる機会がないまま、今日に至っており

ます。

貴職は、９月１０日の経済財政諮問会議で、混合診療についての結論を年内に出すよう指示

されておられます。ついては、期日の迫った状況の中で、私達の主張を是非共貴職に聴いて戴

きたく、１２月上旬中に私どもと直接対話することを切に望む次第であります。

今般、次の通り混合診療に対する当会主張をとりまとめましたので提出いたします。
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主張Ｉ混合診療については、原点に戻って議論すべきである。

１今後の医療提供体制、診療報酬制度に重要な影響をあたえる混合診療について、高度

先進医療の提供者である病院団体の意見を聞くこともなく、また、その影響を強く受け

る国民、患者に十分な説明責任を果たすことなく、まず、混合診療ありきで、この問題

の解決を図ろうとする規制改革・民間開放推進会議のやり方は、国民のための医療とい

う視点からも、また、手続き論からも容認できない。

２混合診療に反対する「国民皆保険制度を守る運動」に６００万人を超える国民が署名

している実態を無視するべきではない。

３混合診療に対し、現状、賛成・反対の意見は、いくつかの報道にみられるように、そ

の内容について大きなばらつきがあり、この問題の結論を得る状況にない。

４以上から、この問題を整理、検討する場を作り、関係者による早急な解決を図るべき

である。この場には、当然、医療現場を担当している病院団体も参加する資格がある。

主張Ⅱ高度先進医療を提供する立場の病院団体に意見を述べる機会を与えるべきである。

１社会保障・国民皆保険の意義

市場経済原理主義の欠陥、たとえば貧富の格差の発生を補うセイフティネットが、共

助の精神に則った社会保障であり、医療は、その本質として、市場経済に乗せるべき財

ではない。この考え方で、１９６１年達成された国民皆保険の基本理念は、「国民に平

等、公平な医療の提供」であった。

この基本理念は、４０年以上を経過した２００３年、厚生労働省の医療提供体制の基

本方針の中にも、医療の平等、公平性を基本とすることが確認されている。しかも、こ

の国民皆保険制度は、２０００年にＷＨＯの調査で世界一（健康寿命、乳児死亡率な

ど）という評価を受けたことを無視するべきではない。

２高度先進医療に関わる専門医師の役割

高度先進医療に関わる医師の役割は、新しい先進医療の開発、臨床適応、そして技術

の普及､普遍化であり､支払い能力によって受ける医療に差を作ることではない｡また、

新たに開発された有効な医療は､限定された施設または医師個人で独占すべき性質のも

のではない。専門家は高度な技術を必要とする患者に広く、公平に利用されることを推

進する義務がある。

３医療の安全性と有効性

医療は人種差、個人差がある。他国の結果がそのまま当てはまることにはならない。

だからこそ、国民皆保険制度の中で、安全性、有効性を検討、確認された医療が提供さ

れてきた。すなわち、この制度のスタートからＥＢＭの考え方が取り入れられてきたの

である。

曰本で行われていない先進医療の適用を､－患者と一医師との合意で簡単に行うこと

は、人道的見地から許されることではない。しかし、各国で有用とされている先進技術

等が国際的評価のあるＥＢＭセンターで評価されているものについては、早急に特定療

養費化し患者に適用できる環境を整えるべきである。
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４特定療養費制度の見直しと拡大

ほとんどの医療をカバーできている国民皆保険にも、－部ルールの硬直化等により、

急速な医療の進歩に対応できていない点がある。この欠点を補完するルールとして、特

定療養費制度があり、この仕組みの見直し、拡大によって、現在、規制改革・民間開放

推進会議の指摘する医療行為はすべて対応できる。現実に先進医療の認可、薬剤の適応

外使用等について、急速な改善もなされている。

５患者の負担について

すべてが自費診療より、混合診療の方が自己負担が少ない。混合診療より、特定療養

費制度の方が、さらに自己負担が少ない。しかも、安全性、有効性に関してある程度の

保障がある医療を提供できる。

混合診療を導入すれば、患者には重い負担が課せられることになる。

６患者による医療の選択

患者は受ける医療を製品として見ることはできない。医療は安全性、有効性にも個人

差があり､不確実性の要素が高い｡高度に専門分化した現代の医療は､医師であっても、

専門外の医療を評価､選択することは困難である｡ホームページの一部をはじめ､現在、

適切とはいえない医療情報が氾濫し、かえって適切な情報が隠れて、患者の誤った選択

につながる危険性は高くなっている｡適切な情報に基づく医療の選択は患者の権利であ

るが、医療の選択を患者だけの責任とすることには無理がある。

７財源問題について

医療費が将来これだけかかるという政府等の予測は､これまで正しかったことはない。

医療保険組合等の再編・統合、保険料率と給付率の公平化、共助と自立のバランス、高

齢者医療保険制度のあり方等、早急な具体案の検討が必要である。

８中央社会保険医療協議会の委員について

中央社会保険医療協議会に、病院団体代表が委員として参画することを要望する。
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平成１６年１２月２日

厚生労働大臣尾辻秀久殿

社団法人曰本病院会

会長山本修

混合診療に対する声明

わが国の医療保険制度は、国民に対し保険契約先を特定し、誰からも公平に保険料を徴収す

る社会保険制度であります。いわば国民の医療については、国が責任をもつことの裏返しに、

国民が公的医療保険の被保険者になる仕組みとしているのであります。そして、高度先進医療

等については、申請により一部の医療機関で行えるように、保険制度の枠内に特定療養費とし

て取り込み、患者の選択への対応を図っています。

今回、混合診療によって、多様な患者ニーズに対応しようとしていますが、公的保険制度の

枠外にこれを認めることは、医療に関する国の全面的な関与を否定することに繋がります。も

し、患者が保険診療外の医療を望むことが許されるなら、患者が保険診療自体を望まないこと

も許されてしまい、ひいては公的保険の被保険者にならないことも許されてしまいます。公的

医療保険は相互扶助により成り立っている制度であります｡一部の者がこれから離脱すること

が許されるなら制度として成り立たなくなることも生じます。

もとより、高度先進医療として諸外国で行われている医療行為があれば、国は情報を収集し

て、分析して、根拠に基づいたものである限り速やかに特定療養費化するべき義務を負ってい

ます。

国民皆保険制度はわが国に培われ、国民が全幅の信頼を寄せてきた制度であります。この仕

組みを根幹的に改めるのではなく、社会保険である特徴を維持し、時代の要請に応えるように

見直しを図るべきであります。

今般、次の通り混合診療に対する当会主張をとりまとめましたので提出いたします。
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主張Ｉ混合診療については、原点に戻って議論すべきである。

１今後の医療提供体制、診療報酬制度に重要な影響をあたえる混合診療について、高度

先進医療の提供者である病院団体の意見を聞くこともなく、また、その影響を強く受け

る国民、患者に十分な説明責任を果たすことなく、まず、混合診療ありきで、この問題

の解決を図ろうとする規制改革・民間開放推進会議のやり方は、国民のための医療とい

う視点からも、また、手続き論からも容認できない。

２混合診療に反対する「国民皆保険制度を守る運動」に６００万人を超える国民が署名

している実態を無視するべきではない。

３混合診療に対し、現状、賛成・反対の意見は、いくつかの報道にみられるように、そ

の内容について大きなばらつきがあり、この問題の結論を得る状況にない。

４以上から、この問題を整理、検討する場を作り、関係者による早急な解決を図るべき

である。この場には、当然、医療現場を担当している病院団体も参加する資格がある。

張Ⅱ高度先進医療を提供する立場の病院団体に意見を述べる機会を与えるべきである。

１社会保障・国民皆保険の意義

市場経済原理主義の欠陥、たとえば貧富の格差の発生を補うセイフティネットが、共

助の精神に則った社会保障であり、医療は、その本質として、市場経済に乗せるべき財

ではない。この考え方で、１９６１年達成された国民皆保険の基本理念は、「国民に平

等、公平な医療の提供」であった。

この基本理念は、４０年以上を経過した２００３年、厚生労働省の医療提供体制の基

本方針の中にも、医療の平等、公平性を基本とすることが確認されている。しかも、こ

の国民皆保険制度は、２０００年にＷＨＯの調査で世界一（健康寿命、乳児死亡率な

ど）という評価を受けたことを無視するべきではない。

２高度先進医療に関わる専門医師の役割

高度先進医療に関わる医師の役割は、新しい先進医療の開発、臨床適応、そして技術

の普及､普遍化であり､支払い能力によって受ける医療に差を作ることではない｡また、

新たに開発された有効な医療は､限定された施設または医師個人で独占すべき性質のも

のではない。専門家は高度な技術を必要とする患者に広く、公平に利用されることを推

進する義務がある。

３医療の安全性と有効性

医療は人種差、個人差がある。他国の結果がそのまま当てはまることにはならない。

だからこそ、国民皆保険制度の中で、安全性、有効性を検討、確認された医療が提供さ

れてきた。すなわち、この制度のスタートからＥＢＭの考え方が取り入れられてきたの

である。

曰本で行われていない先進医療の適用を､－患者と－医師との合意で簡単に行うこと

は、人道的見地から許されることではない。しかし、各国で有用とされている先進技術

等が国際的評価のあるＥＢＭセンターで評価されているものについては､早急に特定療

養費化し患者に適用できる環境を整えるべきである。

主張Ⅱ
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４特定療養費制度の見直しと拡大

ほとんどの医療をカバーできている国民皆保険にも、－部ルールの硬直化等により、

急速な医療の進歩に対応できていない点がある。この欠点を補完するルールとして、特

定療養費制度があいこの仕組みの見直し、拡大によって、現在、規制改革・民間開放

推進会議の指摘する医療行為はすべて対応できる。現実に先進医療の認可、薬剤の適応

外使用等について、急速な改善もなされている。

５患者の負担について

すべてが自費診療より、混合診療の方が自己負担が少ない。混合診療より、特定療養

費制度の方が、さらに自己負担が少ない。しかも、安全性、有効性に関してある程度の

保障がある医療を提供できる。

混合診療を導入すれば、患者には重い負担が課せられることになる。

６患者による医療の選択

患者は受ける医療を製品として見ることはできない。医療は安全性、有効性にも個人

差があり､不確実性の要素が高い｡高度に専門分化した現代の医療は､医師であっても、

専門外の医療を評価､選択することは困難である｡ホームページの一部をはじめ､現在、

適切とはいえない医療情報が氾濫し、かえって適切な情報が隠れて、患者の誤った選択

につながる危険性は高くなっている｡適切な情報に基づく医療の選択は患者の権利であ

るが、医療の選択を患者だけの責任とすることには無理がある。

７財源問題について

医療費が将来これだけかかるという政府等の予測は､これまで正しかったことはない。

医療保険組合等の再編・統合、保険料率と給付率の公平化、共助と自立のバランス、高

齢者医療保険制度のあり方等、早急な具体案の検討が必要である。

８中央社会保険医療協議会の委員について

中央社会保険医療協議会に、病院団体代表が委員として参画することを要望する。

主張Ⅲ特定療養費制度の見直し拡大について

１高度先進医療は、特定療養費化されてから保険収載までに期間限定（－年以内）を要

望する。

２手術料は「技術」と「モノ」に分けるべきである。手術料は技術料に限り、材料

費は分けて請求出来るように要望する。［資料２参照］

亡責麟雲~問題について特定療養費制度により対応するという厚生労働省の．
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手術材料の診療報酬上の評価に関する調査について

－材料費の占有度一

調査：曰本病院会医療経済・税制委員会

２００４．１１．３０

はじめに:2002年の診療報酬改定によって､施設基準に適合しない施設の手術点数が、

70/100に減算された。この影響を調査する過程で、手術料に包括されている材料費の

占有率が高い手術が多く見られた。当委員会で約３００病院からの集計について、２００３

年夏の病院長・幹部職員セミナーで報告したが、今回調査内容の精度をさらに高めるた

め、改めて関東近辺の３１病院に依頼し、２７病院からデータが提出され検討した。

調査対象病院：資料２－１に示す２７病院（199床から９５６床）の協力を得た。

調査対象手術：身体各部位（臓器)、各診療科を網羅し、普遍的であって、窓意的で

ないことに留意して、３６項目の手術について調査した〔資料2-2〕･

手術料に包括される材料費率（中間値）：資料２－３に示す結果を得た。診療報酬の手術

料に占める材料費の割合が１０％未満は４項目の手術であった。１０％～25％未満が２６

項目、２５％以上の材料費比率を認めた手術は６項目であった。特に、内視鏡使用の手

術ではデイスポ製品使用で高額となっている〔資料２－８(1)〕oK888(2)の手術において

は､最大値が105.73％、中間値でも48.60％と材料費比率は高率であった〔資料２－７（３

５/３６），２－８(2)〕。

結論と提案:手術料に占める材料費比率の高額化は､手術料の診療報酬減額に起因する。

平成１６年の改定によって、対象とした３６項目のうち実質１４項目（38.89％）が減額

（95.15～95.40％）となっている〔資料2-4〕･

材料費の実質購入状況を、都立豊島病院の調査で見ると、１２年度と１６年度の購入価格

はほとんど変わっていない〔資料２－５（1-3)〕。

また、内視鏡下手術に使用するデイスポ製品の請求については、時間的・量的には不十

分ではあるが、使用材料費の保険加算請求は診療報酬改定時に追加されている（超音波

凝固切開装置など）〔資料2-6〕。

以上の観点から、手術における診療報酬の減額は、技術料の減額であり、安全で効率の

良い医療を求められている手術治療を推進する上で､次の事柄について考慮されるべき

である。

１．手術技術料と材料費の分離請求

２．手術技術料の増額

３．手術材料費の迅速適正な加算
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診療報酬|制度の改善と特定療養費制度拡充に関する日本病院会の提言

国民にとって必要な医療はすべて公的医療保険制度により提供されるべきである。提

供されるべき医療水準は、基礎的最低水準の医療ではなく、必要最適な医療水準が、

全国民に提供されるべきとの立場に立つ。

(ア)混合診療に反対する。基礎的最低水準の医療のみを一般には提供し、自己負担が

可能な特定の人々のみに最適な医療を提供するという混合診療派の主張には反対

である。

(イ）例外的な事例については、特定療養費制度で対処すべきであり、指摘された問題

点は、保険制度の改善、特定療養費制度で対処しうる。混合診療解禁により可能

となると主張される項目は、全て保険診療制度・特定療養費制度およびそれらの

運用の改善により達成できる。

け)特定療養費制度の拡大は無限定であってはならない。無限定な拡大は実質的な混

合診療となり国民皆保険制度の理念に反したものとなる。

に)特定療養費制度のカテゴリーは高度先進医療と選定医療とでよく、第３のカテゴ

リーは必要ない。一部にカテゴリーの整理と称して、特定療養費制度の目的にそ

ぐわないカテゴリーを増やそうという意見があるが、それは特定療養費制度の無

限定な拡大の第１歩である

保険制度の改善のため、有効な医療サービスでありながら、保険適用されない医療の

保険適用を要求する（現場医師等の混合診療容認の感情は、自由診療を求めると言う

より、公的保険での診療が認められず、改善の展望がないという不満に根ざしたもの

であり、この改善により、混合診療への誤った期待は低下する）

(ア)保険収載を原則とする。特定療養費制度と混合診療の相違は、自己負担が過渡的

なものか、永続的なものかの差である。混合診療では、新しい技術は保険への繰

り入れがなされず、永く特定の人にのみ提供されることになる。

(イ）一律の（回数・数量等の）制限を改め、病状等に応じた弾力的な制度及び審査シ

ステムとする。「算定しない」等制限を目的とする注釈（すべてが保険外診療と誤

解され混合診療を必要とする理由となる）は改め、「を標準とし、それを超えて必

要ある時は症状詳記」といったものにするか、費用の大きくないものは回数・数

量等を包括化するかの、いずれかとする。

例１．ピロリ菌の場合：現状でも２回の薬剤投与でほとんど治癒に至るので

実際上の問題は少ないし、３回以上の投与がなされた場合でも、遡っ

て自由診療になるのではなく、３回目に投与された薬剤費が「算定で

きない」だけであり、診療契約上は除菌が必要ならば投与しなければ

ならないと解され、病院負担で投与することになる。すでに実施され

１．

２．
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た過去２回の保険診療は全く合法的な診療なので、これを自由診療に

変えることは不可能であるし、誤りである。この問題は、一律の制限

という運用上の仕組みに問題があり、医学的な根拠ある時には可能で

あるように仕組みを改善するべきである。なぜならこれは治療の不成

功の問題であって患者の選択の問題ではないからである。

腫瘍マーカーの場合も、患者の希望がまずあるのではなく、診療の過

程における診断の手段としてである。回数問題も、急に値が高くなる

など異常所見がある時に、回数を超えて検査の希望があると考えられ

る。これも前項と同様に対処すべきである。

より問題がある例は、心筋梗塞への経皮冠動脈形成術における手術用

のカテーテルやステントの使用制限である。２カ所の病変に対して完

全閉塞の場合３本、不完全閉塞では２本以下となっているが、病変部

の状態・長さ等、制限を越えて使用しなければならない場合がある。

技術の未熟に起因するものでない場合が多い。やむを得ない場合には

症状詳記で可能とされるが、実際上承認されることは稀である.病院

は数十万円の負担をすることになるが、患者の責任。要望によるもの

でないため、自己負担は筋違いである。算定制限は不当であり、運用

規定を標準的病変に対して標準使用量と改め、パリアンスは保険診療

内の給付とすべきである。この例に限らず救急現場や術中の判断は病

院にとっても選択の余地はないからである。

抗ガン剤の動脈内持続注入用や中心静脈栄養用の埋め込みカテーテル

などは、手術料に含まれるとなっているが、これらも、手術料と別立

ての材料費として算定すべきである。

乳房再建術の問題は、手術料部分の問題はすでに解決済みであり、材

料費問題である。

その他の手術においても材料費の扱いが、手術料に包括されたり、一

定数量までの算定を認めたり、原則がない。技術料と材料費の分離を

原則とすべきことは既に述べたとおりである

例２．

例３．

例４．

例５．

例６．

の)特定療養費制度での運用は保険収載までの過渡的（期間限定)措置として運用し、

有効性・安全性が確保され次第、保険収載する。

(ェ)保険審査基準の地域格差をなくすため、審査基準の標準化・透明化が望ましい。

西高東低といわれる診療費格差は、保険審査の格差であると言われる。これは、

保険外診療の自由診療化という要求につながりかねない。なにを保険診療とし、

何を「保険外診療」とするかは、審査次第というべき現状にあるからである。

このような状況の中で仮に混合診療が進めば、保険診療の範囲を止めどなく狭

めるだろう。
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(オ)経済査定（医学的エビデンスのない査定）の禁止

高額になったレセプトに対して、経済査定が一般化している。審査委員が現在

の専門医療の水準を理解できず、また査定金額を増やすには、高額レセプトか

らの減点が効率的だからである。医学的根拠に基づく審査がなされるべきであ

る。

適用拡大も前項に準ずる

高度先進医療のあり方

(ア）まったくの研究途上の医療は保険外

研究費であるので、病院負担が当然で、患者負担は論外である。３大学病院長

の要望は、独立行政法人となった現在、再生医療などを含めた研究費の捻出を

いかにするか悩んでいることに起因すると聞いているが、混合診療問題とは別

である。臨床試験の段階に達したものについては、すでに選定療養における、

治験の扱いとして認められており、新たな特定療養費化や、混合診療の必要性

はないと考えられる。

(イ）有用性・安全性が一定程度確立し、未だ普及段階でない治療は特定療養費制度で

対処する

①十分な安全性・有効性・経済性が担保されないので、特定した研究施設で行

い、成果を集積する必要がある。これによりエビデンスが集積され、普及・

保険収載が促進される。施設が限定される現制度でよい。

②専門家組織により検討されることなく、患者と担当する医療機関の責任だけ

で新しい技術が施行されるのでは、安全性と有効性が保証できない。

③第三者機関での審査が必要。

け)技術の有用性が十分確立され、普及段階に入ったときは、保険適用する。

(工)研究的能力と安全性が確保されるためには、施行施設の個別審査は必要である。

一定水準の施設に一律に許可すべきとの意見があるが、研究水準を担保する一

般的施設基準は存在しないし、特定された施設でも他分野の研究水準が保障さ

れるわけではない。

(オ)特定療養費制度の運用の迅速化が必要

最近は従来にくらべ迅速になっているが、一層の改善のためには、問題の性格

上、専門家により常時審査する制度・体制を作るべ室である

選定療養：患者の選択（患者の同意）という性格を堅持する

(ア）一般的技術並びに医薬品・材料で保険収載されていないものは保険扱いをめざし、

過渡的な対応策を立てる。数量制限あるいは条件付き場合の扱いについては、技

術料と医薬品・材料など「もの」とを分離し、保険収載にいたる扱いを別個に考

える。

高度先進医療に属さない上記の技術や材料を患者の自己負担とすると、該当す

●
●

（函三へ皿〉・幻ハーユ

５．
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るケースは重症例であることが多いので、資力のない重症者に治療が不可能に

なる事態が発生する。これらの技術は、旧技術や１日材料を代替するので、保険

財政上の新たな負荷とならないので、財政上の理由からの混合診療への理由づ

けも根拠ない。

(イ）技術の選択は主要に医療的判断による。技術料は患者の選択や要望に対応する選

定療養の制度になじまないため、従前通り選定療養扱いはせず、診療報酬体系の

改善によって、対応する。

手技については常時変化しており、診療報酬改定のたびに新手術項目が収載さ

れるが、２年間のタイムラグがあるので、特定療養費化でなく、実際上行われ

ている準用の扱いを通則に入れて明示し、疑義解釈で補強し、保険外診療と見

なされないようにする。改定時に新術式として独立手術項目にすべきであると

考える。

(ウ）薬品・材料の場合は、選定療養として扱う期間は一年以内とし、速やかに保険適

用とする

①手術術式や材料の進歩､感染問題から、デイスポーザブルな材料が多くなり、

保険算定ができない材料費の割合が手術料の数十パーセントになっている。

早急に特定材料として保険で認めるべきであるが、薬品と違って、常時改良

がなされ、また使用数量が少ないため、保険収載が遅れたり困難であったり

する。過渡的対応として特定療養費制度により、問題を解決すべきである。

②痔核手術その他の新手術術式など必ずしも高度先進医療と言えない術式の特

定療養費化が主張されるが、いずれも術式の準用とその後の保険収載によっ

て解決でされるべきであるが、実際上の問題は材料費が手術料では賄えない

ことにあると考えられるので、有用性があれば、材料費の特定療養費化で解

決することが望ましい。

(エ)医療的に同等な他の保険適用の選択肢がある場合に限る

(オ)政策誘導のための選定医療の乱用は、患者が選択できない項目が混合診療となる

ため廃止すべきである

１８０曰を超える一般病院での入院に対する選定療養の適用は、社会的入院へ

の規制と考えられるが、このような長期入院は、患者の要望による場合は少な

く、病状が介護施設では対応できないか、あるいは適切な施設への入所が困難

であるかのいずれかである。このような場合に患者の自己負担という手段では

問題は解決できず、患者の選択を趣旨とする選定医療にそぐわない。除外条件

で決められている入院の必要ある場合との差別を意図するのであれば、除外条

件の症例に加算点数をつければよいはずである。政策誘導は、これまで行われ

てきた点数設定及び制度誘導によるべきと考える。

(力)標準以上の人員配置と特定診療費とすることは、入院医療における実質的な混合
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診療の全面解禁となるので認めてはならない。

①我が国の病院における人員配置は、国際的に見ても低いので、医療の質・患

者の安全から、むしろ低いわが国の人員配置を見直すべきである。

②現実は重症病棟への傾斜配置により、重症者を看護しているので、これを混

合診療化で対処しようとすると、低所得者が重症になったとき治療が受けら

れないことになる。

診療外サービスの定義とあり方

(ア)診療外サービスとして選定療養が妥当と考えられる基本項目は了診療の質に関係

しない生活の質・利便性に関わるものである。いわゆるアメニテイーといわれる

ものに限定する。

(イ）予防給付は、療養の給付とは別立てで考えるべきである。

①入院中の健康診断を混合診療でという主張は、治療中の予防給付という奇妙

な主張であり、実際上は診断が確定しない段階での検査や、ネガティブデー

タを全て保険外診療化する試みとなるので、認められない。治療中に健康診

断をする必要性はない。

②生活習慣病対策として、予防給付は重要であり、自己負担による健診でなく、

療養の給付とは別の制度として充実させるべきである

の）通訳は医療外と見なせるので、問題ないようであるが、医療機関の直接提供でな

く解決できる。

これを認めると、同質のサービスとして、医療上必要な、相談・カウンセリン

グを医療職による業務でないという理由で、自由診療化するおそれがあり、医

療の質の低下につながるため、慎重に検討すべき事項である。医療と介護・福

祉の連携が必要な現在、それら境界的サービスを自己負担化するのは、誤りで

ある。

(エ)外部供給が可能な医療外サービスは、外部に任せ、病院供給の混合診療の対象と

しない方がよい

６．
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平成１６年１２月２７日

内閣総理大臣小泉純一郎殿

いわゆる「混合診療」問題に係る基本的合意に対する声明

別紙のとおり、『いわゆる「混合診療」問題に係る基本的合意に

対する声明』をとりまとめましたので、ご提出いたします。

社団法人日本病院

会長山本修
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いわゆる「混合診療」問題に係る基本的合意に対する声明

今回の基本的合意は、国民に対する医療は一定のルールの下に実施されるべ

きものであることを改めて確認したものであり当会が１２月２日に、内閣総

理大臣ならびに厚生労働大臣宛てに提出した「混合診療に対する声明」の主張

と、その方向性を一にするものであって概ね容認できるものである。

曰本病院会はこの基本的合意に沿って具体的な諸問題の解決と遂行が進めら

れることに深厚なる期待を抱いている。また私どもの声明に加えた資料でも指

摘したいくつかの問題について、今後も要望し、提議していく所存であること

をここに表明するものである。

平成１６年１２月１８曰

社団法人 日本病院会

山本修 鑿会長
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平成１６年７月２２日

厚生労働大臣

坂口力殿

四病院団体協議会

社団法人曰本病院会

会長山本修三

社団法人全日本病院協会

会長佐々英逹

社団法人日本医療法人協会

会長豊田堯

社団法人曰本精神科病院協会

会長鮫島健

平成１７年度税制改正要望の重点事項について

すべての国民の幸福の基盤である生命や身体の安全を保持しつつ、公正で活力のあ

る高齢社会を実現するためには、医療および福祉の整備・充実が欠かせません。その

社会的重要性から、医療･福祉は強い公共性を有し、さらに非営利性が要請されます。

我々は医療の公共性と非営利性を重視し、これに立脚した医療を展開することによ

り、医療人としての責務に応えたいと考えます。そのためには、各種制度の整備が不

可欠ですが、租税制度がその重要な一環であることは言うまでもありません。

このため四病院団体協議会は平成１７年度税制改正に関して、別紙のとおり重点的

な要望事項を掲げましたので、その実現に向け格段のご配慮をお願いいたします。
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(別紙）

Ｉ消費税における社会保険診療報酬等の非課税制度の見直し

医療および介護に係る消費税について、社会保険診療報酬および介段保険介

護報酬の非課税を見直し、消費税制度のあり方に合致する原則課税に改められ

たい。あわせて患者、利用者負担への配慮を要望する。

（消費税法（昭和６３．１２．３０法律１０８）第６条、第２９条、別表第一

関係）

[理由］

１）医療機関は仕入消費税が上乗せされた薬品や医療用材料等を購入しているが、

社会保険診療報酬の決定は厚生労働大臣の権限に属するうえ、消費税が非課税と

されていることから、仕入消費税分を転嫁できない。これをカバーするため、社

会保険診療報酬には仕入消費税の一部を補填することとされているが、このよう

な画一的補填方式には個々の医療機関の仕入税額まで考慮されていないことから、

補填額が仕入税額に満たない場合、その部分は損失（損税）として、医療機関が

負担せざるを得ない状態が続いている。すなわち、画一的補填方式は個別性の強

い医療機関の消費税負担の実態になじまず、税負担の公平`性が損なわれているの

が現状である。また、介護保険における非課税の居宅介護サービス費や施設介護

サービス費についても同様の事態が生じている。

事業者たる医療機関に非課税制度のゆえに転嫁できない消費税負担を強いる、

現在の矛盾を解消されたい。

2）医療および介護を原則課税に改めることは、「薄く広く負担を求める」という

消費税制度の理念に合致する。

3）原則課税に移行し、不明瞭な補填方式を解消するなら、医療機関のいわれなき

負担は解消し、透明性が確保される。

４）社会保障制度としての社会保険診療、介護サービスのあり方に鑑み、患者や利

用者の負担に配慮した施策もあわせて講ずるべきである。
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１１医療機関に対する事業税の特例措置の存続・拡充

医療機関に対する事業税について､特例措置を次のように存続･拡充されたい。

１）社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置を存続させるとともに、本非

課税措置を医療機関の開設者を問わず、すべての民間医療機関に適用する。

２）医療法人を特別法人として位置付けることによる事業税の軽減措置を存続

させる。

(地方税法（昭和２５．７．３１法律２２６）第７２条の２３、第７２条の２４

の７、第７２条の４９の７関係）

[理由］

１）現行の社会保険診療報酬は、国民皆保険下で医療水準を維持するための最低限

の措置であり、社会保険診療の特質や、診療報酬支払基金の性格からみて、これ

に事業税を課すことは適当ではない。

２）公的医療機関に比較し、税負担という差別を余儀なくされている私的医療機関

に、さらに税負担の加重を強いることは、経営の悪化を招き、医療事業の健全'性

を損ねることは明らかである。

3）上記と同様の理由から、本非課税措置の対象に、医療生協立の病院（日本生活

協同組合連合会加盟７５病院）を含めるべきである。

４）社会保険診療報酬以外の医療法人の所得に対する軽減措置についても、以上と

同様の理由により存続させるべきである。また、将来、事業税の課税方式の見直

しが行われることがあっても、医療法人の高い公益性に照らし、引き続き事業税

における特別法人とし、課税上の配慮を講ずるべきである。
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１１１医療に係る固定資産税等の減免措置

（開設主体別非課税措置の問題）

医療法人の経営する病院､診療所､介護老人保健施設および看護師等医療関係

者の養成所において、直接その用に供する固定資産について、固定資産税、不

動産取得税を非課税または軽減課税とされたい。

（地方税法第７３条の４、第３４８条関係）

[理由］

１）医療に係る固定資産税等については、独立行政法人国立病院機構、国立大学法

人、地方自治体、曰本赤十字社の病院、診療所が非課税である一方、医療法人の

場合は課税されている。同じ医療施設であるにもかかわらず、この公私格差は無

視し得ないことであり、生活関連の社会資本として、同質の性格の強い医療施設

であることの理解に立って、減免措置等速やかな対策が望まれる。

2）介護保険制度の定着のためには介護関連施設の整備が求められていることから、

その促進策として介護老人保健施設に対する 般的な減免措置が必要である。
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Ⅳ社団医療法人の出資の評価方法見直し

社団医療法人の出資の評価方法を見直し、事業承継の円滑化と医業の維持存

続が図られるよう要望する。

(財産評価基本通達(国税庁通達、昭和３９．４．２５直資５６／直審（資）１７）

１９４－２関係）

[理由］

医療法人は医療法第５４条により剰余金の配当が禁じられているため、その収益は

医療提供に必要な資産の取得に充当することが予定され、個人には帰属しないもので

ある。

しかし、医療法人の出資は相続が発生した際、相続税の課税対象となる。出資の評

価について規定した国税庁の財産評価基本通達１９４－２は、評価方法のひとつとし

て類似業種比準方式を掲げているが、上記の配当禁止を理由に同方式の計算式におい

て、株式評価には設定している配当要素を、医療法人の出資から削除している。この

ため評価額は、無配当の営利企業よりも、非営利である医療法人のほうが高額になっ

てしまう（｢取引相場のない株式と医療法人出資の評価方法の比較（現行)」参照)。

出資の財産価値という点で、配当禁止がマイナスに作用することは言うまでもない

ことだが、同通達にはそれが反映されていないのである。

そこで、出資の財産価値を適正に評価するためにも評価方法を見直し、同通達にお

ける取引相場のない株式で無配当のものに対する評価方法と同様の方法を適用する

こととしていただきたい。

具体的には、現行の計算式の分母を「４」から「５」とし、分子に置くべき配当要

素は「Ｏ」とするよう改めて要望する。
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〔参考〕取引相場のない株式と医療法人出資の評価方法の比較（現行）

１取引相場のない株式評価における類似業種比準価額の計算式

（財産評価基本通達１８０）

７０×

１
１
１
１
ナ
ー
ー
ー
ノA×Ｉ

ＣｌＣ
＋上Ｂ ×３＋Ｑ

Ｄ

５

Ａ＝類似業種の株価

⑥＝評価会社の１株当たりの配当金額

Ｃ＝〃〃１年間の利益金額

Ｏ＝〃〃直前期末の純資産価額

Ｂ＝類似業種の１株当たりの配当金額

Ｃ＝〃〃 年利益金額

Ｄ＝〃〃 純資産価額（帳簿価額）

(帳簿価額）

医療法人の出資評価における類似業種比準価額の計算式

（財産評価基本通達１９４－２）

２

A×Ｉ

×

１
１
１
１
ト
ー
１
１
ノ

。 ×３＋Ｑ
ＤＣ ０７

４

類似業種目は「その他の産業」とする。
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Ｖ医療法人の法人税率の引下げ

医療法人の法人税率を、公益法人の収益事業並みに引き下げられたい。

また、特定医療法人および特別医療法人に対する法人税は、原則非課税とさ

れたい。

（法人税法（昭和４０．３．３１法律３４）第７条、第６６条、経済社会の変

化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律

（平成１１．３．３１法律Ｓ）第１６条、租税特別措置法（昭和３２．３．３

１法律２６）第６７条の２，医療法第４２条第２項関係）

[理由］

１）医療法人は医療法に基づき設立された法人で、医療の公共'性を反映して多くの

規制を受けている。特に同法で剰余金の配当が禁止され、営利追求を目的として

いないにもかかわらず、営利法人並みの税率を課されているのはきわめて不公平

である。公益法人の営む医療保健業に対する課税との均衡を図る観点からも、医

療法人の法人税率は引き下げるべきである。

2）特定医療法人は、その組織、運営、最終財産の帰属等において、高い公益性の

課された医療法人であり、その要件は、原則として法人税が非課税の社会福祉法

人や厚生農業協同組合連合会と同様であるにもかかわらず、特定医療法人のみが

原則課税とされていることは、きわめて不公平である。したがって特定医療法人

についても、原則として法人税は非課税とすべきである。

3）医療法上に規定された特別医療法人も、その要件は特定医療法人とほぼ同じで

ある以上、法人税法上の扱いも同一とすべきである。
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Ⅵ病院用建物等の耐用年数の短縮

病院･診療所用の建物、附属設備および医療用機器の耐用年数を短縮されたい。

（法人税法第２条第２３号、法人税法施行令（昭和４０．３．３１政令９７）

第５６条、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０．３．３１大蔵

省令１５）別表第一関係）

[理由］

病院･診療所用の建物および附属設備については、医学・医術の進歩に対応した構

造や機能が要求され、陳腐化の激しいのが実情である。医療用機器についても、性能

等の進歩に伴い、実際の使用年数は法定耐用年数よりも短くなっている。

平成１０年度税制改正において、建物の減価償却方法が定額法に限定された際に、

耐用年数も短縮されたが、医療の質の向上を図Ｄ、快適な医療環境を確保するには、

いまだ十分とは言えないため、これら減価償却資産の耐用年数をさらに短縮されたい。

要望年数は下表の通りであるが、このうち建物については、さきに四病院団体協議

会と曰本医師会の実施した実態調査によっても裏付けられたところである。
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現行耐用年数 要望耐用年数

病院・診療所用建物
■■,■■---－￣￣－－■■、￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣■■--￣■■■■￣￣'■■■■￣■■'￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣■■￣■■

鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋．
ンクリート造のもの

ｐ￣■■￣￣￣￣￣■■－－--￣￣￣￣￣■■--￣■■￣￣

３９年 ３１年

医療用機器

ファイバースコープ

人工腎臓透析装置

その他のもの（主として金属製のもの）

■￣￣￣￣￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■■■￣￣￣

６年

７年
ｐ￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■■■■￣￣－－■■￣￣￣￣￣

１０年

3年

5年

８年



平成１Ｇ年７月２９曰

厚生労働大臣

坂口力殿

四病院団体協議

社団法人曰本

会長山会長山本修三

社団法人全曰本病院協会

会長佐々英逹

社団法人日本医療法人協会

会長豊田 堯

社団法人曰本精神科病院協会

会長鮫島健

社団医療法人における出資額限度法人の法制化要望

出資額限度法人とは、社員資格喪失時の払戻請求権や解散時の残余財産分配

請求権が認められる持分ある社団医療法人において、当該請求権の内容を当初

の払込済出資額に限定することを定款上明らかにした法人類型を指します。

その趣旨は医療法人の経営の安定と永続性の確保を図るとともに、非営利性

を徹底させることにあり、非営利を原貝Ｉとした医療法の趣旨に合致するもので

あることから、四病院団体協議会ではその制度化を関係各方面に要望してまい

りました。

これに対し、厚生労働省から本年、出資額限度法人の普及・定着に向けて骨

格が示され、移行や退社、相続時の課税関係も明らかにされたところです。し

かしながら、この措置は現行の医療法規や税法を前提とした法運用上の制度化

にとどまり、法令上に根拠規定を制定する法制化とは異なるため、法的安定性

が不十分であることは否めません。そこで四病院団体協議会としては、出資額

限度法人を別紙のように法制化されることを改めて要望いたします。
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(別紙）

出資額限度法人を医療法人の一類型として法制化するため、医療法施行規

則（昭和２Ｓ年厚生省令第ｓｏ号）第ｓｏ条のａｓを次のように改正してい

ただきたい。

第ｓｏ条のｓｅ（持分の定めのある社団医療法人から持分の定めのない社

団医療法人又は持分の限度を定めた社団医療法人への移行）社団である

医療法人で持分の定めのあるものは、定款を変更して、社団である医療

法人で持分の定めのないもの又は社団である医療法人で持分の限度を払

込済出資額と定めたものに移行することができる。

２前項の規定により移行する場合において、社団である医療法人で持分

の定めのないものに移行するときにあってはその資本金の全部を、社団

である医療法人で持分の限度を払込済出資額と定めたものに移行すると

きにあっては出資払込済額を除く資本金を、当該医療法人は資本剰余金

として経理するものとする。

Ｓ社団である医療法人で持分の定めのないものは社団である医療法人で

持分の定めのあるものへ､社団である医療法人で持分の限度を払込済出資

額と定めたものは社団である医療法人で当該限度を超えた持分の定めのあ

るものへ移行できないものとする。

(注）下線を付した部分が修正箇所である。別添「医療法施行規則改正案

新旧対照表」参照。

二出資額限度法人を法制化するにあたり、その課税上の取扱いは次のとおり

整理していただきたい。

（１）出資額限度法人に定款変更した出資社員への課税はないものとしていた

だきたい。

（２）出資額限度法人に定款変更した医療法人への受贈益課税はないものとし

ていただきたい。
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(別添）

医療法施行規貝Ｉ改正案新旧対照表

(注）１法令の規定に基づく定款変更による組織変更であること。（特別医療法人に

同じ）

２法令の規定に基づく払戻請求権の放棄として、移行時（定款変更時）に課

税関係は生じさせない。（特別医療法人に同じ）
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旧（現行） 新（要望案）

(持分の定めのある社団医療法人から

持分の定めのない社団医療法人への移

行）

第Ｓ０条のＳＳ社団である医療法人で

持分の定めのあるものは、定款を変更し

て、社団である医療法人で持分の定めの

ないものに移行することができる。

２前項の規定により社団である医療法

人で持分の定めのないものに移行する

場合にあっては、当該医療法人は、その

資本金の全部を資本剰余金として経理

するものとする。

Ｓ社団である医療法人で持分の定めの

ないものは、社団である医療法人で持分

の定めのあるものへ移行できないもの

とする。

(持分の定めのある社団医療法人から持

分の定めのない社団医療法人又は持分

の限度を定めた社団医療法人への移行）

第ｓｏ条のｓｅ社団である医療法人で

持分の定めのあるものは、定款を変更し

て、社団である医療法人で持分の定めの

ないもの又は社団である医療法人で持

分の限度を払込済出資額と定めたもの

に移行することができる。

２前項の規定により移行する場合にお

いて、社団である医療法人で持分の定め

のないものに移行するときにあっては

その資本金の全部を、社団である医療法

人で持分の限度を払込済出資額と定め

たものに移行するときにあっては出資

払込済額を除く資本金を寸当該医療法人

は資本剰余金として経理するものとす

る 。

３社団である医療法人で持分の定めの

ないものは社団である医療法人で持分

の定めのあるものへ、社団である医療法

人で持分の限度を払込済出資額と定め

たものは社団である医療法人で当該限

度を超えた持分の定めのあるものへ

できないものとする。

移行



障害者保健福祉制度と介護保険制度との統合に関する見解

厚労省は財源の不足を理由に｢障害者保健福祉制度と介護保険制度との統合」

について提案したが､安易に障害者保健福祉制度に介護保険制度を導入すれば、

多くの面で重大な影響が生ずるものと想像される｡特に精神障害者においては、

サービス量が不足しているために十分な援助が得られないばかりか、自己負担

の増大のために生活そのものが破壊される可能性も否定できない。従って、制

度の導入については慎重な検討が必要である。

1．わが国の精神医療体制においては、社会復帰施設や地域生活支援システム

の整備が大幅に遅れており、介護保険制度導入の前に、国が責任をもって地

域精神医療のための社会基盤整備を図るべきである。

２．障害者基本法の理念に基づき、まず、精神障害者が他の２障害と同一水準

で支援され、市町村において精神障害者福祉の整備が法的に義務付けられる

必要がある。また、地域生活支援における医療との連携の方法、要介護認定

の検討、ケアマネージャーの資格の検討、さらには、他産業からの参入する

事業者に関する質の確保の問題など多くの問題があり、いずれも慎重に検討

する必要がある。

平成１６年 ８月 １８曰

四病院団体協議会

社団法人曰本精神科病院協会

会長鮫島健

社団法人曰本病院会

会長山本修三

社団法人全曰本病院協会

会長佐々英・逹

社団法人日本医療法人協会

会長豊田堯
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平成１６年９月１５日

殿

団体協議

曰本病院会

山本修：

院
人
人
人
人

法
長
法
長
法
長
法
長

病
団
会
団
会
団
会
団
会

四
社
社
社
社

全日本病院協会

佐々英達

曰本医療法人協会

豊田堯

曰本精神科病院協会

鮫島健

｢国庫補助負担金の改革」に関する要望について（反対意見）

我が国の医療は、国民皆保険制度の下、全国民に等しく良質で安全な医療

が提供されなければなりません。

殊に、緊急に治療処置を必要とする救急医療の確保や、山間、離島等いわ

ゆる過疎、ヘき地住民に対する都市部と格差のない医療提供体制の整備につ

いては、全国的な観点に立って調整すべき政策の展開が必要であり、国は医

療法第１条の３（国及び地方公共団体の責務）により国民が安心できる医療

を確保する責務を負っています。

今般、地方六団体は、平成１８年度までに総額３．２兆円の補助金廃止、

３兆円程度の税源移譲をすることで合意しました。

廃止対象補助金の項目には社会保障関係補助金が含まれており、平成１６

年度補助金予算額をみると、医療施設に対する施設整備費１８０億円、設備

整備費３４億円、運営費１９４億円（救命救急１３４億円へき地２０億円

他）計４０８億円に上ります。

補助金が廃止され､移譲された財源が各地方公共団体の自主的裁量に委ね

られた場合、医療提供体制の整備確保について地方により格差が生ずること

が深く懸念され、全国民に均等、良質、安全な医療を提供する体制に影響を

及ぼすことは必定です。

地方分権の理念を実現するために、国と地方の役割分担と税源配分の不均

衡是正の改革を目的とする趣旨を否定するものではないが、社会保障関係は、

国のセイフティネットとして重要なことは言うまでもありません。

我われ病院団体は､画一的な「国庫補助負担金の改革」に強く反対します。
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(参考）

補助金廃止により国民医療に与える重大な影響

１．救急医療の確保、へき地医療の確保の他、感染症指定医療の確保、精

神保健医療の確保、医療従事者・看護師等の養成確保、ＩＴ化に向けた

電子カルテの導入による病病・病診連携等の整備運営に重大なる支障が

生ずること。

２．病院の建物は国民皆保険制度実施時に建築されたものが多く、築後

４０年～５０年を経過し、新築、改築等建替えを要する時期にある。

また、医学医術の進歩、医療機器の開発に伴い近代化を図らねばなら

ない必要に迫られている。

平成１６年度以前から国の補助を受け、複数年に亘Ｄ施設整備を実施

している病院に対する１７年度以降の補助金が廃止された場合、これに

見合う整備費用を新たに調達することが必要になること。

３．診療報酬のたび重なる引下げに伴い経営環境は改善する状況にはなく、

自己資金のみによる整備は困難であること。
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平成１６年１０月２７日

厚生労働大臣

尾辻秀久殿

四病院団体協議

社団法人曰本病

社団法人全曰本病

社団法人曰本医療ｆ

社団法人日本精神科

曰本医療法人協会

日本精神科病院協会

いわゆる「混合診療」についての声明

現在、混合診療についての論議が行われている。

安全で有効な医療を広く、平等に患者に提供している国民皆保険制度は、高

度な理念に支えられた国民のための医療制度として十分に機能しており、さら

により質の高い安全な医療を確保するため、これを守らなければならない。

このことを踏まえ、四病院団体協議会は下記の事項を提言する。

記

1．医療保険の枠を外れた制限のない、いわゆる「混合診療」の解禁は、安全

性の確立していない医療が提供されることが懸念されるため容認できない。

２現行の「特定療養費制度」を充実させ、保険未収載の有効な医療が安全か

つ迅速に提供できるよう審議が行われることを要望する。

３．特定療養費制度により提供された医療の効果・実績が一定の基準に達した

場合、迅速に保険診療に収載されることを強く要望する。

特定療養費制度の充実には、診療報酬調査専門組織・医療技術評価

分科会が果たす役割が大きいと考えられる。そのため、当分科会が

十分に機能を発揮できるよう組織基盤の整備を期待する。

以上
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平成１Ｇ年１２月２曰

厚生労働省老健局長

中村秀一殿

四病院団体協胃義

社団法人曰

会長

社団法人全

会長

本
山
眈
佐

言Ⅱ

Ⅲ

社団法人曰本医療法人協会

会長豊田堯

社団法人曰本精神科病院協会

会長鮫島健

介護保険制度の見直しに関する要望書

現在、社会保障審議会介護保険部会等で議論されている介護保険

制度の見直しにおいて、“施設給付のうち居住費用については保険給

付ではなく自己負担とする,,、という考え方が示されている。

しかし、指定介護療養型医療施設（療養病床・老人性痴呆疾患療

養病棟）は、医療を必要としているための入院、川､ピリテーショ

ンを行うための一定期間の入院、在宅復帰支援のための入院、など

を行う医療施設であり、そこに居住しているわけではない。したが

って、指定介護療養型医療施設への入院における居住費用の徴収は

理由がない。

居住費用について、現行の保険給付制度の存続を要望する。

以上

-313-

会

病院

本修

病院榎
々 英 －＝

圓
隔
儒
驍

詞
糧
と
蔓
一

几

淳
:震



看護職員の需給に関するアンケ ト￣

告 書報

平成16年11月実施

病院団体協議 会四

日本病院会

全曰本病院協会

日本医療法人協会

日本精神科病院協会

社団法人

社団法人

社団法人

社団法人
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看護職員の需給に関するアンケート結果報告

Ｉ総括

厚生労働省の看護師需給に関する見通しによると、全国的に看護師の必要数

は、ほぼ計画通りに達成される見込みとなっている。これに対し、実際の現場

ではまだ看護師の必要数は満たされていないという声が強く、四病協において

アンケート調査を行い、下記結果が得られたので報告する。

１）回答率（P5～8）四病協の５，５４６病院にアンケートを送付し、有効回答数は

２，２３０病院、４０．２%であった。

都道府県別、病床規模別、病床種別別、病床規模別の回答実数と回答率は

Ｐ５～８に示す通りである。

２）看護師の充足率（P9）

＿看護師の病院が希望する数を確保できているか否かの質問に対し、できて

いると回答した病院は全国平均で５０．３%で、政令指定都市とそれ以外の地

域の問に有意な差を認めなかった。

全国平均で「できていない」は２０．６%、「時々不足している」は２９．１%で、

政令指定都市の方がそれ以外と較べ、「できていない」の率が少なく、「時々

不足している」の率が高かった。

病床種別別では「できている」が、一般病床４０．２%、精神科病床５９．２%、そ

の他５２．９％となっており、一般病床での充足率が低かった。

３）唯看護師の充足率（P9）

全国平均で７８．６%が必要数を確保できていると回答した。

政令指定都市以外では「できていない」は６．７%で、政令指定都市では４．５％

と少ない傾向を示した。

病床種別別では一般病床の充足率が高く、看護師とは逆の結果となった。

４）看護師補充の難易度（P10）

ｉ）看護師

全国平均で６８．６%が「困難」と回答し、政令指定都市とそれ以外の都

市では、前者が６４．２%、後者が６９．６％と地域差を認める結果となった。

病床種別別では、一般６６．０%、精神６７．４%、その他７４．１%が「困難」と
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回答しており、療養病床等における看護師確保が特に困難であること

が分かった。

ii）唯看護師

全国平均では３７．５%が「困難」と回答し、「困難でない」は６２５%であ

った。

看護師と同様、政令指定都市とそれ以外では、後者の方がより困難の

度合は高い結果となった。

４）補充困難の理由（P10）

政令指定都市以外では、「地域での絶対数の不足」が３９．８%で１位、「賃金」

２０．０%、「病院の立地」１４．４%、「労働条件」１１．４％となった。政令指定都市で

は「地域での絶対数の不足」２７．８%、「賃金」２６．６%、「労働条件」１６．７％とな

り、「病院の立地」は４位となっている。

５）不足率（Ｐｕ）

ｉ）看護師

実際にどのくらいの看護師数が足りないかについて調査したもので、

希する看護師数を現行看護師数で割った比率で示している、それによ

ると全国平均で５%以下が２０．１%、１０%以下が２３．６%、１５%以下が１４．５%、

２０%以下が１２．２％となっているが、政令指定都市では５%以下十10%以下

が５６．４%に対し、それ以外では４１．３％と少なく、更に２０%以下～50%以

下の総数でみると、政令指定都市では２５．３%、それ以外では３７．５％と

政令都市以外の看護師の不足率はまだ著しいものがあることが分か

る。

ii）准看護師

不足病院数は「時々不足している」を入れても２１．５％と小数であるが、

不足率は全国平均では１０%～15%が中心値となっている。

政令指定都市の絶対数が少ないため、結果が大きくバラついており、

比較は困難である。

６）看護師採用の困難な割合について(P12）

ｉ）看護師

看護配置基準別に集計した結果、より高い看護配置基準の施設ほど

「採用が困難」と答えた率は低い傾向があることが分かった。政令指
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定都市においては同様の傾向が更に顕著に現れる。それ以外の地域で

も同様の傾向は見て取れるものの、配置基準による採用困難度の差は

小さくなる。

ii）唯看護師

看護師同様の傾向であるが、より高い配置基準の施設での採用困難度

ｌ土有意に低い結果となった。これは正准比率によるものと考えられ、

容易に理解出来る結果である。

まとめ

以上より全国的にまだ看護師の必要数は満たされているとはいえず、全国的

には、ほぼ現行看護師数の１０%～15％増が必要であることが判明した。看護師の

不足数の地域格差も著しく「看護師の絶対数の不足」を訴える地域が政令指定

都市以外では３９．８%あったことは注目に価すると思われる。また唯看護師の必

要性もそれに比例して政令指定都市以外では、まだ不足地域があることが判明

した。ただ看護師が満たされていない為に生じている「必要性」である可能性

もあり注意を要すると思われる。補充が困難な理由の２位は「賃金」が原因と

なったが、これは官公立病院の賃金体系をとり得る民間病院が少なく、また「労

働条件」の中には完全週休２曰制への移行が困難、退職金の支払い率の問題等

が含まれていると考えられ、公私格差の問題が少なからず影響していると推察

された。

以上
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平成１７年３月１８日

厚生労働省

医政局長岩尾總一郎殿

四病院団体協

社団法人曰本
会長山本修
社団法人全日本
会長佐々英
社団法人曰本医
会長豊田
社団法人日本精
会長鮫島

佐々英達
曰本医療法人協会
豊田堯
日本精神科病院協会
鮫島健

諮問機関への代表者参画のお願い

拝啓日頃より四病院団体協議会の諸事業運営につきましては格別なるご指導、ご支援を賜

り厚く御礼申し上げます。

現在､規制改革・民間開放推進会議、経済財政諮問会議を始めとし、貴省におかれましても

医療関連諸制度につきまして様々な視点から総合的にご検討されていることと拝察いたしま

す。

このたび貴省が医師需給政策を目的に設置いたしました「医師の需給に関する検討会」に

当四病院団体協議会が参画してなかったことは誠に遺憾に存ずる次第であります。

つきましては、今後新たに医療関係諸制度に関する検討を行う際は、是非とも当四病院団

体協議会からの代表委員の参画をご検討願いますよう特段のご高配を賜りたくお願い申し上

げます。

敬具
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平成１７年３月１８日

厚生労働省医政局長

岩尾總一郎殿

四病院団体

社団法人曰

会長山

社団法人全曰

会長佐

社団法人日本Ｅ

会長豊

社団法人日本精

会長鮫

錫１１」二－房

蒼薩蕊！
佐々英達

日本医療法人協会

豊田 堯

日本精神科病院協会

鮫島健

医療法施行規則第１９条について（要望）

昭和２３年１１月に施行された医療法施行規則は、戦後のＧＨＱ占領下で制定されたもので

あり、第１９条の医師数算定式の根拠は、厚生労働省においても算定根拠を説明が出来ない

にもかかわらず、立入り検査の際に算定式として使われている。５７年間の長きにわたり算

定式を変えないで放置してきた国の責任は重大である。

現行の問題点として

１．現行制度では１名の医師で患者数に制限のない診療所と病院（外来患者４０名

に１人）の格差が大きい。

２．独立行政法人立病院、公立病院優先の医局人事がおこなわれることが多く、病

院は慢性的な医師不足状態にある。

３．平成１６年から始まった新医師臨床研修制度により、病院の医師不足に一層拍車

がかかっている。

これら問題点の解決策として

Ｌ医療法施行規則第１９条から外来患者算定項目を削除する。

２．複雑な計算式を廃止して、精神病床、療養病床については入院患者４８名に

１名、精神病床、療養病床以外の病床については入院患者１６名に１名を標準数

とする。

３．全国一律の医師標準数という考え方は廃止して、前記標準数に前々年度の

都道府県（広域の場合は医療圏）の立入り検査結果の充足率を乗じて、新年度

の医師標準数としてはどうか。
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役員 委員名 簿■
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社団法人曰本病院会役員名簿 皇圭震|:二;離(順不同）

会長､副会長､常任理事 17年３月３１日現在

経営主体病院名

名
長

職役
会

住所 ＴＥＬ（FAX）

045-423-2301

(O45-423-2300）

075-361-1335

(075-361-7602）

03-3382-1231

(03-3381-4799）

06-6646-0818

(06-6630-9192）

0284-21-0121

(O284-22-0225）

0289-64-2161

(0289-64-2468）

0479-63-8111

(0479-62-0330）

0166-24-3181

(0166-27-8505）

0182-32-5121

(0182-33-3200）

048-768-1161

(048-769-5347）

044-211-3095

(044-245-0326）

047-431-2662

(047-432-8578）

03-3202-7181

(03-3207-1038）

03-3364-0251

(03-3364-5663）

03-3588-1111

(03-3582-7068）

045-622-0101

(O45-622-0106）

Ｏ42-754-2222

(042-754-0334）

025-284-2511

(025-284-2080）

052-916-3681

(052-991-3112）

06-6581-1071

(06-6581-2520）

072-850-8711

(072-868-3844）

0791-43-3222

(0791-43-0351）

078-917-2020

(078-914-1877）

Ｏ86-276-3231

(O86-274-1028）

Ｏ82-884-2566

(O82-820-1746）

Ｏ95-871-1515

(095-871-1510）

副会長

〃

〃

〃

〃

〃

常任理事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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理事

経営主体
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-330-

役職名

理事

ﾉノ

〃

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

〃

ﾉノ

ﾉノ

〃

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

〃

ﾉノ

ﾉノ

〃

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

TEL（FAX）

O143-24-1331

(0143-24-2201）

019-653-1151

(O19-653-2528）

018-829-5000

(O18-829-5255）

O24-526-O300

(024-526-0342）

O29-823-3111

(029-823-1160）

027-224-4585

(027-243-3380）

O27-221-8165

(027-224-1415）

048-873-4111

(048-873-5451）

03-5375-1234

(03-5944-3506）

03-3833-8381

(03-3831-9488）

0424-91-2121

(0424-94-1441）

045-592-5557

(O45-592-9200）

046-229-1771

(046-228-0396）

076-237-8211

(076-238-5366）

026-226-4131

(026-228-8439）

055-952-1000

(055-952-1001）

O52-951-1111

(O52-951-O664）

0568-76-4131

(O568-76-4145）

0566-97-8518

(0566-98-6191）

0598-51-2626

(0598-51-6557）

O598-51-4133

(O598-51-1952）

O774-32-6000

(0774-33-2648）

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ

住所

北海道

岩手県

秋田県

福島県

茨城県

群馬県

ﾉノ

埼玉県

東京都

〃

〃

沖奈川県

ﾉノ

石)'1県

長野県

静岡県

愛知県

〃

〃

三重県

ﾉノ

京都府

男
紘
弘
夫
弘
穗
功
夫
安
宏
慶
夫
一
雄
昭
貞
彦
之
郎
而
郎
義

正
光
佳
値
忠
惟
英
裕
炸
健
太
春

己

正
酬
勝
瑞

昭
曰
已
〈
戸

村
口
下
我
田
崎
川
藤
口
原
本
原

家
崎

藤
永
藤
森
田
松

西
樋
宮
有
真
宮
石
遠
関
崎
織
荏
中
大
宮
積
齋
末
佐
藤
前
赤

医療法人社団カレス・アライアンス

岩手県立中央病院

秋田赤十字病院

大原綜合病院

総合病院土浦協同病院

前橋赤十字病院

社会保険群馬中央総合病院

さいたま市立病院

東 京 都立豊島病院

永寿総合病院

織本病院

■_

局 田中央病院

東名厚木病院

石」|｜県立中央病院

長野赤十字病院

聖隷沼津病院

名古屋医療センタ ￣

小牧市民病院

八千代病院

済生会松阪総合病院

前田耳鼻咽喉科
気管食道科病院

宇治病院

医療法人

都道府県

日赤

公益法人

厚生連

日赤

全社連

市町村

都道府県

公益法人

医療法人

医療法人

医療法人

都道府県

日赤

公益法人

国立病院機構

市町村

医療法人

済生会

医療法人

その他法人

0５１－

８５０１

020-

0066

０１０－

１４９５

9６０－

８６１１

300-

0053

3７１－

００１４

3７１－

００２５

336-

8522

1７３－

００１５

１１０－

８６４５

2０４－

０００２

223-

0066

2４３－

８５７１

920-

8530

3８０－

８５８２

４１０－

８５５５

460-

0001

4８５－

８５２０

446-

8510

５１５－

８５５７

5１５－

００１９

6１１－

００１１

室蘭市新富町1-5-13

盛岡市上田1-4-1

秋田市上北手猿田字苗代沢
2２２－１

福島市大町6-11

士浦市真鍋新町11-7

前橋市朝日町3-21-36

前橋市紅雲町1-7-13

さいたま市緑区三室2460

板橋区栄町33-1

台東区東上野2-23-16

清瀬市旭が丘1-261

横浜市港北区高田西2-6-5

厚木市船子232

金沢市鞍月東2-1

長野市若里5-22-1

沼津市本字松下七反田902-6

名古屋市中区三の丸4-1-1

小牧市常普請1-20

安城市東栄町1-10-13

松阪市朝日町一区15-6

松阪市中央町505-1

宇治市五ケ庄芝ノ東54-2



経営主体

】ｈ６３ノソー【
■Ｈで鷹

】６ｈ３ノフー【

]６－６９６

【)６－６９６ノーノ１１１１

】ｂ－ｈ４ｌ
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-331-

役職名

理事

ﾉノ

〃

〃

ﾉノ

〃

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

〃

〃

ﾉノ

〃

〃

〃

ﾉノ

〃

TEL（FAX）

06-6372-0333

(06-6372-0339）

O6-6967-7111

(06-6967-7118）

06-6482-1521

(06-6482-7430）

0797-71-3111

(0797-73-1580）

0745-63-0601

(0745-62-1092）

073-431-0351

(073-431-8715）

0853-22-5111

(0853-21-2975）

086-225-3821

(O86-234-2639）

082-243-9181

(082-241-1865）

0835-22-3339

(0835-23-2040）

088-837-3000

(088-837-6766）

088-822-7211

(088-825-0909）

092-521-1211

(092-522-3066）

O96-384-1011

(096-385-2890）

097-546-7111

(O97-546-0725）

0977-23-7111

(0977-26-4168）

098-866-5171

(098-864-1874）

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ 住所

大阪府

ﾉノ

兵庫県

〃

奈良県

和歌山県

島根県

岡山県

広島県

山口県

高知県

ﾉノ

福岡県

熊本県

大分県

ﾉノ

沖縄県

一
大
男
郎
溢
生
久
爾
郎
修
一
美
志
博
郎
伸
博

了
正
豊
一
曰

元
秀
綴
正
一
光
和

洋
道
敬
芳

村
川
島
谷
浦
川
木
泉
野
口
石
井

藤
道
尾
殿

齋
大
平
馬
南
中
中
中
士
三
瀬
細
今
高
谷
明
石

済生会中津医療福祉センター

大道病院

兵庫県立尼崎病院

宝塚病院

秋津ｉ鴇池病院

中村病院

島根県立中央病院

岡山県立岡山病院

土谷総合病院

防府胃腸病院

高知医療センタ ￣￣

細木病院

福岡赤十字病院

■－

局 野病院

大分県立病院

大分県厚生連鶴見病院

大浜第 病院

済生会

医療法人

都道府県

医療法人

医療法人

医療法人

都道府県

都道府県

医療法人

公益法人

市町村

医療法人

日赤

医療法人

都道府県

厚生連

医療法人

530-

0012

536-

0023

660-

0828

665-

0022

6３９－

２２７３

6４０－

８３４２

693-

8555

700-

0915

730-

8655

7４７－

０８０１

781-

8555

780-

8535

８１５－

８５５５

862-

0924

8７０－

８５１１

874-

8585

902-

8571

大阪市北区芝田2-10-39

大阪市城東区東中浜1-3-17

尼崎市東大物町1-1-1

宝塚市野上2-1-2

御所市池之内1064

和歌山市友田町2-32

出雲市姫原4-1-1

岡山市鹿田本町3-16

広島市中区中島町3-30

防府市駅南町14-33

高知市池2125-1

高知市大膳町3７

福岡市南区大楠3-1-1

熊本市帯山4-2-88

大分市大字豊饒476

別府市大字鶴見4333

那覇市安里1-7-3



代議員

経営主体

-332-

都道
府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ 住所 TEL

北海道

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

青森

〃

岩手

ﾉノ

宮城

ﾉノ

秋田

ﾉノ

山形

〃

福島

茨城

〃

ﾉノ

栃木

ﾉノ

群馬

ﾉノ

埼玉

〃

〃

千葉

東

ﾉノ

〃

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

ﾉノ

)Ｉ

京

神奈川

ﾉノ

ﾉノ

新潟

富樫武弘

)||上義和

小笠原篤夫

高田竹人

坂田優

淀野啓

阿部正隆

遠山美知

藤村重文

志村早苗

大渕宏道

白山公幸

齋藤幹郎

仁科盛之

前原和平

池田成昭

岡裕爾

永井庸次

佐々木哲二

布施勝生

柴山勝太郎

山崎學

原澤茂

米島秀夫

ノ｣、島武

鈴木一郎

情）|｜尚

花岡和明

亀田信介

加賀谷寿孝

石原直毅

三宅祥三

加藤正弘

石橋晃

石橋秀雄

別所隆

坂田壽衛

小 林泉

松島善視

市立札幌病院

幌南病院

小笠原クリニック札幌病院

函館五稜郭病院

三沢市立三沢病院

鳴海病院

北上済生会病院

遠山病院

東北厚生年金病院

光ヶ丘スペルマン病院

山本組合総合病院

藤原記念病院

山形県立中央病院

三友堂病院

白河厚生総合病院

水戸医療センター

日立総合病院

水戸総合病院

大田原赤十字病院

自治医科大学附属病院

公立富岡総合病院

慈光会病院

埼玉県済生会)||口総合病院

秀和綜合病院

堀ノ内病院

千葉医療センター

船橋市立医療センター

井上記念病院

亀田総合病院

東京都立荏原病院

南多摩病院

武蔵野赤十字病院

江戸)||病院

救世軍ブース記念病院

目蒲病院

伊勢原協同病院

社会保険横浜中央病院

小林病院

松島病院

市町村

共済及連合

医療法人

その他法人

市町村

公益法人

済生会

医療法人

全社連

公益法人

厚生連

医療法人

都道府県

公益法人

厚生連

国立病院機構

会社

会社

日赤

学校法人

市町村

医療法人

済生会

医療法人

医療法人

国立病院機構

市町村

医療法人

医療法人

都道府県

国保連

日赤

その他法人

その他法人

医療法人

厚生連

全社連

医療法人

医療法人

０６０－８６０４

０６２－０９３１

００５－０８５０

０４０-8６１１

０３３－０００１

０３６－８１８３

０２４－８５０６

0２０－０８７７

9８３－８５１２

９８３－０８３３

016-0014

010-0201

990-2292

992-0045

961－０９０７

３１１－３１９３

３１７－００７７

３１２－００５７

324-8686

329-0498

370-2393

370-０８５７

３３２－８５５８

３４４－００３５

３５２-0023

260-8606

273-8588

260-0027

296-8602

145-0065

193－0８３２

１８０－８６１０

１３３－００５２

１６６－００１２

１４６－００９２

２５９－１１３２

２３１－８５５３

２５０－００１１

２２０－００４１

札幌市中央区北十一条西13-1-1

札幌市豊平区平岸一条6-3-40

札幌市南区石山東7-1-28

函館市五稜郭町38-3

三沢市中央町4-1-10

弘前市品)||町1９

北上市花園町1-6-8

盛岡市下ノ橋町6－１４

仙台市宮城野区福室1-12-1

仙台市宮城野区東仙台6-7-1

能代市落合字上前田地内

潟上市天主字上江川4７

山形市青柳1800

米沢市中央6-1-219

白河市横町114

東茨城郡茨城町桜の郷280

日立市城南町2-1-1

ひたちなか市石川町20-1

大田原市住吉町2-7-3

河内郡南河内町薬師寺3311-1

富岡市富岡2073-1

高崎市上佐野町786-7

川口市西)'１口5-11-5

春日部市谷原新田１２００

新座市堀ノ内2-9-31

千葉市中央区椿森4-1-2

船橋市金杉1-21-1

千葉市中央区新田町1-16

鴨川市東町929

大田区東雪谷4-5-10

八王子市散田町3-10-ｌ

武蔵野市境南町1-26-1

江戸川区東小岩2-24-18

杉並区和田1-40-5

大田区下丸子3-23-3

伊勢原市桜台2-17-1

横浜市中区山下町268

小田原市栄町1-14-18

横浜市西区戸部本町19-11

０１１－７２６－２２１１

０１１－８２２－１８１１

０１１－591-1200

0138-51-2295

０１７６－５３－２１６１

０１７２－３２－５２１１

0197-64-7722

019-651-2111

022-259-1221

022－257-0231

０１８５－５２－３１１１

018-878-3131

023-685-2626

0238－24-3700

0248-22-2211

029-240-7711

0294-23-1111

029-272-5111

0287-23-1122

0285-58-7103

0274-63-2111

027－３４７－１１７７

０４８－２５３－１５５１

０４８－７３７-２１２１

０４８－４８１－５１６８

０４３－２５１－５３１１

047-438-3321

043-245-8800

０４７０－９２－２２１１

03-5734-8000

０４２６－６３－０１１１

０４２２－３２－３１１１

０３－３６７３－１２２１

０３－３３８１－７２３６

０３－３７５９－８８８８

０４６３－９４－２１１１

045-641-1921

0465-22-3161

045－3２１－７３１１



経営主体

-333-

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ

住所 TEL

潟
山

井
梨

野
阜

岡
知

重
賀

都
阪

庫
良

ｊ

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃
〃
〃

〃
〃
〃

〃

新
富

石
福

山
長

岐
静

愛
一一一

滋
一尺

大
兵

奈

品田章

濱齊

薄田芳丸

青木周一

三川正人

村本信吾

)|｜北哲

森田信人

中村康孝

飯田龍

中澤良英

中藤晴義

関健

松下捷彦

松波英寿

金丸仁

平賀聖悟

荻野和功

矢野孝

加藤景三

小林武彦

伊藤伸一

幸治隆－

加藤俊夫

井上四郎

加藤明

中島徳郎

清水紘

真鍋克次郎

藤井曉

廣島和夫

根岸宏邦

河崎晃

福原毅

西村興亜

鍋山晃

松浦梅春

安田俊吉

島田健太郎

松本功

済生会三条病院

木戸病院

信楽園病院

富山赤十字病院

不二越病院

公立能登総合病院

川北病院

福井県立病院

中村病院

社会保険山梨病院

加納岩総合病院

諏訪赤＋字病院

城西病院

高山赤十字病院

松波総合病院

藤枝市立総合病院

三島社会保険病院

聖隷三方原病院

春日井市民病院

公立陶生病院

小林記念病院

大雄会第一病院

松阪中央総合病院

遠山病院

済生会滋賀県病院

琵琶湖病院

済生会京都府病院

嵯峨野病院

八幡中央病院

大阪市立総合医療センター

大阪医療センター

愛仁会リハビリテーション病院

河崎病院

ベルランド総合病院

公立社総合病院

姫路赤十字病院

姫路第一病院

広野高原病院

済生会奈良病院

西奈良中央病院

済生会

その他法人

その他法人

日赤

会社

市町村

医療法人

都道府県

医療法人

全社連

医療法人

日赤

医療法人

日赤

医療法人

市町村

全社連

その他法人

市町村

市町村

医療法人

医療法人

厚生連

医療法人

済生会

医療法人

済生会

公益法人

医療法人

市町村

国立病院機構

医療法人

医療法人

医療法人

市町村

日赤

医療法人

医療法人

済生会

医療法人

955-8511

950-0891

950-2087

930-0859

930-0964

926-8610

9２１－８０３１

910-8526

915-0068

400-0025

405-0018

392-8510

390-8648

506-8550

501-6062

426-8677

411－0801

433-8558

486-8510

489－8642

447-8510

491-8551

515－8566

514-0043

520-3046

520-0113

617-0814

616-8251

614-8071

534-0021

540-0006

569－１１１５

５９７－０１０４

599-8247

673-1451

670-8540

671-0234

651－2２１５

６３０－８１４５

６３１－００２４

三条市大野畑6-18

新潟市上木戸5-2-1

新潟市西有明町1-27

富山市牛島本町2-1-58

富山市東石金町11-65

七尾市藤橋町ア部6-4

金沢市野町1-3-55

福井市四ツ丼2-8-1

武生市天王町4-28

甲府市朝日3-8-31

山梨市上神内jlIl309

諏訪市湖岸通り5-11-50

松本市城西1-5-16

高山市天満町3-11

羽島郡笠松町田代185-1

藤枝市駿河台4-1-11

三島市谷田字藤久保2276

浜松市三方原町3453

春日井市鷹来町1-1-1

瀬戸市西追分町160

碧南市新１１１町3-88

-宮市羽衣1-6-12

松阪市)１１井町字小望102

津市南新町l7-22

栗東市大橋2-4-1

大津市坂本1-8-5

長岡京市今里南平尾８

京都市右京区鳴滝宇多野谷９

八幡市八幡五反田39-1

大阪市都島区都島本通2-13-22

大阪市中央区法円坂2-1-14

高槻市古曽部町1-3-11

貝塚市水間244

堺市東山500-3

加東郡社町家原8５

姫路市下手野1-12-1

姫路市御国野町国分寺143

神戸市西区北山台3-1-1

奈良市八条4-643

奈良市百楽園5-2-6

0256-33-1551

025-273-2151

025-267-1251

076-433-2222

076-424-2881

0767-52-6611

076-241-8351

0776-54-5151

0778-22-0618

055-252-8831

0553-22-2511

0266-52-6111

0263-33-6400

0577-32-1111

058－388-0111

054-646-1111

055-975-3031

053-436-1251

0568-57-0057

0561-82-5101

0566-41-3001

0586-72-1211

0598-21-5252

059－227-6171

077-552-1221

077-578-2023

075-955-0111

075-464-0321

075-983-0119

06-6929-1221

06-6942-1331

072-683-1212

０７２４－４６－１１０５

072-234-2001

0795-42-5511

0792-94-2251

０７９２－５２－０５８１

078-994-1155

０７４２－３６－１８８１

0742-43-3333



経営主体

-334-

都道

府県名
氏名 病院名 経営主体

ｌ
Ｔ 住所 TEL

和歌山

ﾉノ

〃

鳥取

〃

島根

ﾉノ

岡山

〃

〃

広島

〃

〃

山口

ﾉノ

徳島

〃

香ノ|Ｉ

〃

愛媛

■＿

局

〃

ﾉノ

知

福岡

ﾉノ

ﾉノ

佐賀

〃

長崎

ﾉノ

熊本

〃

大分

〃

宮崎

〃

鹿児島

ﾉノ

沖縄

〃

井関良夫

成川守彦

山本好信

武田棹

野島丈夫

武田博士

内藤篇

大本堯史

佐能量雄

石田豊

梶山梧朗

長崎孝太郎

高杉敬久

水田英司

西田 也

片岡善彦

矢野勇人

小川裕道

小jlI維

渕上忠彦

宮田信熈

森下

島津栄一

安丼久喬

安藤文英

草場公宏

山岡宏太郎

山口；軍之

楠本征夫

蒔本恭

宮崎久義

吉田仁爾

坪山明寛

松本文六

小川道雄

千代反田晋

馬場泰忠

徳留稔

高良英一

安里哲好

済生会和歌山病院

桜ヶ丘病院

和歌浦中央病院

鳥取県立中央病院

野島病院

松江赤十字病院

松江記念病院

岡山労災病院

光生病院

金光病院

尾道総合病院

長崎病院

博愛病院

小野田赤十字病院

阿知須同仁病院

徳島赤十字病院

碩心館病院

香)１１県済生会病院

回生病院

松山赤十字病院

松山市民病院

高知病院

島津病院

浜の町病院

西福岡病院

宗像医師会病院

唐津赤十字病院

至誠会病院

長崎市立市民病院

田上病院

熊本医療センター

表参道吉田病院

大分県立三重病院

天心堂へつぎ病院

宮崎県立延岡病院

千代田病院

済生会川内病院

昭南病院

沖縄赤十字病院

ハートライフ病院

済生会

医療法人

医療法人

都道府県

医療法人

日赤

医療法人

労働者健康福祉機構

医療法人

医療法人

厚生連

医療法人

医療法人

日赤

医療法人

日赤

医療法人

済生会

医療法人

日赤

公益法人

国立病院機構

医療法人

共済及連合

医療法人

公益法人

日赤

医療法人

市町村

医療法人

国立病院機構

医療法人

都道府県

医療法人

都道府県

医療法人

済生会

医療法人

日赤

医療法人

640-8158

649-0316

641-0054

680-0901

682-0863

690-8506

690-0015

702-8055

700-0985

719-0104

722-8508

733-0003

737-0051

756-0889

754-1214

773-8502

773-0014

761-8076

762-0007

790-8524

790-0067

780-8507

780-0066

810-8539

８１９－８５５５

811-3431

847-8588

840-0051

850-8555

8５１－０２５１

860-0008

860-0855

879-7101

879-7761

882-0835

８８３－００５２

８９５－００７４

８９９－８１０２

９００－８６１１

９０１－２４９２

和歌山市十二番丁4５

有田市宮崎町841-1

和歌山市塩屋6-2-70

鳥取市江津730

倉吉市瀬崎町2714-1

松江市母衣町200

松江市上乃木3-4-1

岡山市築港緑町1-10-25

岡山市厚生町3-8-35

浅口郡金光町占見新田740

尾道市古浜町7-19

広島市西区三篠町1-11-12

呉市中央2-6-13

小野田市須恵東

吉敷郡阿知須町4241-4

小松島市中田町字新開28-1

小松島市江田町字大江田44-1

高松市多肥上町1331-1

坂出市室町3-5-28

松山市文京町１

松山市大手町2-6-5

高知市朝倉西町1-2-25

高知市比島町4-6-22

福岡市中央区舞鶴3-5-27

福岡市西区生の松原3-18-8

宗像市田熊5-5-3

唐津市ニタ子1-5-l

佐賀市田代2-7-24

長崎市新地町6-39

長崎市田上2-14-15

熊本市二の丸1-5

熊本市北千反畑町2-5

大野郡三重町宮野3964-1

大分市中戸次二本木5956

延岡市新小路2-1-10

日向市鶴町2-9-20

)|I内市原田町2-46

曽於郡大隅町岩)'15500-乙

那覇市古波蔵4-11-1

中頭郡中城村伊集208

073-424-5185

0737-83-0078

073-444-1600

0857-26-2271

0858-22-6231

0852-24-2111

0852-27-8111

086-262-0131

086-222-6806

0865-42-3211

0848-22-8111

082-237-3271

0823-23-8911

0836-88-0221

0836-65-5555

08853-2-2555

08853-2-3555

087-868-1551

0877-46-1011

０８９－９２４－１１１１

０８９－９４３－１１５１

0888-44-3111

088-823-2285

092-721-0831

０９２－８８１－１３３１

０９４０－３７－１１８８

０９５５－７２－５１１１

0952-24-5325

095-822-3251

0958-26-8186

096-353-6501

096-343-6161

0974-22-7700

０９７－５９７－５７７７

0982-32-6181

０９８２－５２－７１１１

0996-23-5221

0994-82-3984

098-853-3134

098-895-3255



監事

経営主体役職名
一

監事

施設名 住所 TEL（FAX）

198-

0042

Ｏ428-22-3191

(O428-24-5126）

Ｏ43-227-8366

(O43-224-4868）

O3-5295-O200

(O3-5295-O600）

青梅市立総合病院東京都 星和夫 市町村 青梅市東青梅4-16-5

260-

8656

101-

0047

千葉県 柏戸正英 柏戸病院 医療法人 千葉市中央区長洲2-21-8〃

千代田区内神田2-5-1

大手町ＮＳビル5Ｆ
東京都 杉山幹夫 森公認会計士共同事務所所長〃

代議員会議長･副議長

経営主体役職名

代議員会
議長

病院名 住所 TEL（FAX）

０
３
５
２
１

３
０
９
５

１
０
３
８

Ｏ3-3673-1221

(O3-3673-1223）
加藤正弘 江戸）|Ｉ病院 江戸川区東小岩2-24-18その他法人

Ｏ266-52-6111

(O266-57-6036）

〃

畠リ議長
中藤晴義 諏訪赤十字病院 日赤 諏訪市湖岸通り5-11-50

-335-



顧問

役職名
一

顧問

住 所 TEL(FAX）

053-474-2222

(O53-471-6050）

06-6962-9621

(06-6963-2233）

O299-56-O600

(0299-37-4111）

430-

8558
中山耕作 聖隷浜松病院名誉総長 浜松市住吉2-12-12

536-

0023
大道學 医療法人大道会理事長 大阪市城東区東中浜1-5-1〃

（なめがた地域総合病院）院長

行方郡玉造町井上藤井98-8

3１１－

３５１６
登内真 士浦協同病院名誉院長

岡山赤十字病院名誉院長
（医療法人社団良友会）

介護老人保健施設藤崎苑施設長

日本医師会会長

Ｏ86-222-8811

(086-222-8841）

700-

8607
依田忠雄 岡山市青江２－１－１〃

Ｏ3-3946-2121

(03-0946-6295）

03-3508-7011

(03-3508-3811）

１１３－

８６２１
植松治雄 文京区本駒込2-28-16

千代田区永田町2-1-2

衆議院第二議員会館21l

千代田区永田町2-1-2

衆議院第二議員会館231

千代田区永田町2-1-1

参議院議員会館521

100-

8982
丹羽雄哉 衆議院議員

100-

8982
自見庄三郎 衆議院議員 03-3239-3029

100-

8962
参議院議員武見敬 03-3421-0714〃

参与

役職名
一

参与

住 TEL(FAX）所

03-3353-1211

(03-3357-2773）

03-5694-6211

(03-5694-6663）

03-5217-2320

(03-5217-2327）

160-

8582
新宿区信濃町3５相川直樹 慶應義塾大学病院院長

133-

0056
江戸川区南小岩8-17-2岩井宏方 岩井医療財団理事長〃

千代田区神田駿河台3-1ｌ

三井住友海上駿河台別館ピル７Ｆ

１０１－

００６２
岩崎榮 日本医療機能評価機構理事〃

1１３－

００３３
東京大学名誉教授 文京区本郷7-3-1宇沢弘文 03-3812-2111〃

03-3622-9191

(03-3623-9736）

045-331-2938

(045-341-8188）

0285-44-2111

(O285-44-5019）

Ｏ3-5800-6526

(03-3815-2087）

1３０－

００１２
賛育会病院院長鴨下重彦 墨田区太平3-20-2〃

（自宅）
横浜市保土ケ谷区桜ケ丘1-5-22

2４０－

００１１
家行天良雄 医事評 論

329-

0498
河内郡南河内町薬師寺3311-1高久史麿 自治医科大学学長〃

1１３－

８６５５
永井良三 東京大学医学部附属病院院長 文京区本郷7-3-1〃

(自宅）千代田区麹町1-8-8

ク゛ﾗﾝﾄﾞﾒｿﾞﾝ麹町206

1０２－

００８３
医業経営コンサルタント協会会長松田朗 03-3511-5922〃

l５０－

ＯＯＯｌ

ｌ５２－

８６２１

南裕子 日本看護協会会長 渋谷区神宮前5-8-2 03-5778-8831〃

Ｏ3-5712-5050

(03-5712-5081）
独立行政法人国立病院機構理事長 目黒区東が丘2-5-21矢崎義雄〃

-336-



(社）曰本病院会支部名簿

-337-

支部名 支部長名

ｌ
Ｔ

住所 ＴＥＬ

北海道

ブロック支部
西村昭男

0５１－

８５０１

室蘭市新富町1-5-13

日鋼記念病院内
0１４３－２４－１３３１

茨城県支部 藤原秀臣
300-

0053

土浦市真鍋新町11-7

土浦協同病院内
0298-23-3111

群馬県支部 柴山勝太郎
370-

2393

富岡市富岡2073-1

公立富岡総合病院内
0274-63-2111

千葉県支部 柏 ﾉコ 正英
260-

8656

千葉市中央区長洲2-21-8

柏戸病院内
043-227-8366

東
Ⅱ－

万（ 都支部 池澤康郎
164-

8607

中野区中央4-59-16

中野総合病院内
03-3382-1231

新潟県支部 渡部透
950-

8601

新潟市女池神明1-7-1

新潟南病院内
025-284-2511

福井県支部 森田信人
910-

8526

福井市四ツ丼2-8-1

福井県立病院内
0776-54-5151

愛知県支部 福田浩三
460-

0008

名古屋市中区栄4-14-28

愛知県病院協会内
052-263-0800

和歌山県支部 中村了生
640-

8342

和歌山市友田町2-32

中村病院内
0734-31-0351

山口県支部 水田英司
7５３－

０８１１

山口市吉敷3325-1

山口県病院協会内
0839-23-3682

■－

局 知県支部 瀬 Ｐ 山 ﾌ厄
781-

8555

高知市池2125-1

高知医療センター内
088-837-3000

長崎県支部 福井順
8５１－

０３０１

長崎市深堀町1-11-54

長崎記念病院内
095-871-1515

熊本県支部 高野正博
862-

0924

熊本市帯山4-2-88

高野病院内
096-384-1011



委員会委員名簿

1．総務企画に関する委員会（担当副会長武田隆男）

１．総務委 会
一

員

区分

-338-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 武田隆男

武田病院グループ会長

〒600-8558京都市下京区塩小路通西洞院東入る東塩小路町841-5

Ｆｍａｉﾉﾉ

TELO75-361-1335FAXO75-361-7602

委員 池澤康郎

中野総合病院院長

〒164-8607中野区中央4-59-16

J団ｍａｉ/：

TELO3-3382-l231FAXO3-3381-4799

委員 大井利夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468

Emai/：tosﾉhm-ojhj＠kamjmgZrﾉｾp､０２ｽﾉiｐ

委員 川合弘毅

医療法人若弘会理事長

〒556-0005大阪市浪速区日本橋4-7-7デンキョー日本橋ビル５階

TELO6-6646-O818FAXO6-4396-9028

ＥｍａＺ/：ｉｍｂ＠wakakoukaL
ウ

ozXZp

委員 奈良昌治

足利赤十字病院名誉院長

〒174-0064板橋区中台３－２７サンシテイＧ棟１１０１（自宅）

Ｆｍａｉ/；

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

委員 村上信乃

総合病院国保旭中央病院院長

〒289-2511旭市イの１３２６

〃mai/､.

TELO479-63-8111FAXO479-62-0330

委員 山口和英

社団法人日本病院会事務局長

〒lO2-0082千代田区一番町１３－３日交一番町ビル２階

TELO3-3265-0077FAXO3-3230-2898

Einai/：J'amaguchj@hoSPiZaLonﾉjｐ



２倫理委 会
一

員

-339-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 武田隆男

武田病院グループ会長

〒600-8558京都市下京区塩小路通西洞院東入る東塩小路町841-5

TELO75-361-l335FAXO75-361-7602
ﾛ■■■■Ｃ●。■■＆●●p■Ｃｑ■印■■牙●■■■●e●●■■Ｓ●■●●P●●pBpc･巳●●●●■●凸■●■■□●■●●●●の●●B■■●B■ウｃｃ●●■■■白■●●■●■●■■■■●■■｡●い■●■●■■■■■■■■q■甲■｡qＣ●●■■■ｐＢＢ■■⑤■●■■＆■●■■●■■●■⑤■■■●■の●い■●｡■⑤⑤●｡｡●●●●｡●■中●■■■P■■白■●■●勺■●●●■■●●●●■ｂＰ■■■■●■■●●■■■■■■■■■■■Ｐ－■｡■■い●■■甲｡●●ｅ■●◆●■●■■●●■■印､●ＣＣＣのｅ■■｡●P●●●●●■●⑤■●●●■●●●●●●●白■ﾛ白■■白■●■■■■■■■●■●■■●●■●■■■■巳ｃｐＣＣ●●■の■■●い●｡●●●白●●■､----■Ⅱ_■■■_P●□

Ｅｈｎａ〃：

委員 大井利夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468
､■●●■●Ｓｍ■白白■■＆◆巴已●⑪■pcq守子｡■●●Ｐ■＆句の●●■巳■■●●■Ｂ●●●●の●●●●■Ｃ□｡●巳●●●●■●■■■●■●●●■凸｡●己｡●■合●■●■凸■●●わ●■■■白●●■●母●毎⑤Ｃｓ⑪●●■●●ぜ●●●●｡●O巴●●⑤｡■●の●●●の｡●■｡●中ＰＣＣ⑤□●●●￣●■●●●◆●●⑰｡■◆●●●■■●凸｡■■●。￣●●●｡■■■■■Ｐ■■●●ﾛ■Ｐ■白の●■●｡■■■ﾛ■■●●。■■p■■巴●●■●Ｃｅ●の●●■｡●■｡■●■●■●●●■●ｅ■ウ●●凸●●●●⑪●●●●●■●■●●■●。■■早■■白●ｍｐｍ■■■●■■Ｐ■●■●■■■■●●ＣＣＰ巴■｡●●●●●●■●ウロウロbpp■■口車ゆびp●p■_=p●■ﾆｰｰ■＆_------

Ｆｍａｉ/､. Zoshjb-ojhj＠kamimgzI弓/hp・orﾘjｐ

委員 川合弘毅

医療法人若弘会理事長

〒556-0005大阪市浪速区日本橋4-7-7デンキョー日本橋ビル５階

TELO6-6646-O818FAXO6-4396-9028
●●□￣■●●■●□｡■■■■●●■●■■の■Ｓｃ白■■●ゆゅ■甲甲Ｐ■■■■●■Ｐ■■●勺の句巴■■ｐＳ印●｡p●●□･●｡｡｡■●●｡ＣＣＣＣＳ■■巳●●凸■■■●■●●￣●ＣｐＣ●■●■●●⑤｡●｡●●｡●｡■●●■ｅ巴●｡●●●●●●●●①■●■●Ｂ●■●●白■■●●●●凸■■■■の■■ﾛ■■凸白●●●■■■●■●■⑪●●●中■い■Ｐ●●●●■｡Ｐ■●●｡□｡□●■◆■■●■■●●＆■●●｡●■●■Ｐ●■●■●■●●｡●●●凸●巳ｃｃ●己●●■｡●凸●●●●■白●●ｃｃ●●●Ｃの●印ゆ●■■●Ｐ●■｡Ｐ●の●●●の●●●□●■●●●●■●凸●｡。●。●●■●●●●●￣ＣｃＰ⑪●□●●■Ｂ●●□●■●●●●●●●■■■●●●の●●

Emai/､･imb＠wakakouAamzﾘiｐ

委員 近藤達也

国立国際医療センター院長

〒162-8655新宿区戸山1-21-1

TELO3-3202-7181FAXO3-3207-lO38
■⑪｡■●ＤＣ●●■■●ヰロロ匂｡■■■■■■□●○Ｆ■■■ｅ●●｡●■｡｡‐●●■｡■‐●■Ｓｍ｡●●●●■●｡●●●●●●－句●●●●●￣●●■●●わ●●●●｡●●□●￣●●Ｓｃ■●巳Ｃ□●●●●■■■●￣●■■■Ｓ■■■■⑰｡●｡｡｡｡■⑪●￣■Ｃ■□■■■●■■●■●●●■‐＆●●■●缶●●■●●●●●●■●●の白●●Ｃ●●Ｓ■白■●ウ■■■●■■の◆■■＆●□￣Ｃ句ＧＣＣ●Ｐ●⑥■●p■■■■●●■●●ロロ■勺｡□■■■■■■●●■け●●●●●●■●●●●●■●■●｡●●■Ｃ●●■●●●■い●●甲●●■●●●●●ＣｃＣ●●Ｐ●Ｆ■■■じじ■け■勺■｡｡■ゆ■⑪■■●■￣｡ｂ己●■■ＳｇＣ●●印■Ｐ●の●■●■●●■●ひ－■●山中－℃⑤●●○の中⑪マロＰ■⑪■｡●■■■●の■■●■■｡

Ｅｍａｉ/､。

委員
■－

局 久史麿

自治医科大学学長

〒329-0498栃木県河内郡南河内町薬師寺3311-1

Ｆｍａｉ/：

TELO285-44-2111FAXO285-44-5019

委員 寺野彰

燭協医科大学学長

〒321-0293栃木県下都賀郡壬生町北小林８８０

ﾉZlmaiノ ●

●

TELO282-86-llllFAXO282-86-5678

委員 森岡恭彦

日本赤十字社医療センター名誉院長

〒150-8935渋谷区広尾4-1-22

Ｅｍａｉ/､.

TELO3-3400-1311FAXO3-3409-l604



会３．国際委
一

貝

区分

〕3-8265岡山市倉田５６

)8６ ､86-274-1028

ａＩ１エヨＫＩＱＯＩ(ＺＺＫＶＤｆｒｌｌＺＤ－Ｏｒ７Ｚ

98-0042青梅而東胃柱

１４２$ )428-24-5126

？月Ｊ￣ｒＪＰ－ｒｒＪｒＪ－ＪＩ］

-340-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 秋山洋

虎の門病院顧問

〒105-8470港区虎ノ門2-2-2

TELO3-3588-llllFAXO3-3582-7068

Emai/Mhakiyama＠toz1aｎＯｎＴＯｎ．9,ﾉiｐ

委員 有我由紀夫

財団法人大原綜合病院理事長

〒960-861l福島市大町６－１１

TELO24-526-0300FAXO24-526-0342

Emai/Jy-azT苫z2＠(imnadtmeJip

委員 土谷晋￣郎

土谷総合病院理事長

〒730-8655広島市中区中島町３－３０

TELO82-243-9181FAXO82-243-9201

Ｂｉ】zai/Ｊｓｈｍ@zsuch｣(ya弓jhpjjp

委員 土井章弘

岡山旭東病院院長

〒703-8265岡山市倉田567-1

TELO86-276-3231FAXO86-274-1028

Emai/Jakjblm@kmhJt0.ozﾘiｐ

委員 星和夫

青梅市立総合病院院長

〒198-0042青梅市東青梅4-16-5

TELO428-22-3191FAXO428-24-5126

EmaiLhoshjk@mglhP.oｍｅ・ｔｏ｣tyD〃



4．個人情報保護に関する委員会

-341-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 武田隆男

武田病院グループ会長

〒600-8558京都市下京区塩小路通西洞院東入る東塩小路町841-5

ﾉﾜ、a〃..

TELO75-361-l335FAXO75-361-7602

委員 大井利夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855Ｏ鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468

BimaiIJtoshio-obi＠Aan7iZUga-h/､.o１句ＵＰ

委員 川城丈夫

独立行政法人国立病院機構東埼玉病院院長

〒349-0196蓮田市黒浜４１４７

〃ｍａｔ/：

TELO48-768-1161FAXO48-769-5347

委員 崎原宏

永寿総合病院院長

〒110-8645台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381FAXO3-3831-9488

ﾉﾜ、a〃：

委員 中佳 ￣

東名厚木病院理事長

〒243-8571厚木市船子２３２

TELO46-229-1771FAXO46-228-0396

Emaiﾉ：naka@tomemIﾘＩＤ



Ⅱ政策に関する委員 会 (担当副会長池澤康郎）

１．医療制度委 員会

]総研年金事業開発部医療調歪

846（

)3-5620-5216 )3-5621)－５６２ｆ

-342-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 邉見公雄

赤穂市民病院院長

〒678-0232赤穂市中広１０９０

Ｅｍａｉ/：

TELO791-43-3222FAXO791-43-O351

副委員長 福井順

長崎記念病院顧問

〒851-0301長崎市深堀町1-11-54

TELO958-71-1515FAXO958-71-1510
p●●の●●●●￣￣●●わ①●●●●●白一の●白白■￣●■●●￣■■｡■■｡●Ｃ￣●●●●●￣●｡￣●□●□■■■■▲●●●￣●●●￣ｅ●午●●■二ｓ●■■の凸白●p■●●のら■C●●｡｡■■■●●●･●●●己●●■●●ロー●■｡●●■■￣P■e■巧●｡■のＣＧ■●●■■■●Ｃ巳の｡p●￣●●●●●●●ｃｃの■●■●■●●●■己●●●b□●●ｃＳＣ＄■●●■●｡●p巳白ﾛ●●●■ﾛ■■ＣＣＤ■●の⑤●Cの■e●①●●●●P■Pp■●●●■■■Cｃｃむち●｡●ﾛロ●■ﾛ●■■■巳●■の巳●●●O□■■■白ゆ｡●b●白■p●C●ロロ●●●●の□■●●●●｡⑪C■●甲⑪■ﾛ●●●■●■ロ■●凸--.b■のＣＣＣ●■●凸■●●ﾆﾆｴ白凸●●中山▲の●●●■■いの■■二ﾆﾆ■Ⅲ=三二

ﾉﾜmaiノ ●

●

委員 石井暎禧

医療法人財団石心会本部理事長

〒210-0023川崎市川崎区小川町14-19浜屋八秀ビル２階

TELO44-211-3095FAXO44-245-O326

Emai/Ｊｅｉ」けj臼hii＠sekj臼jbinkamzﾘiｐ

委員 石井孝宜

石井公認会計士事務所代表

〒105-0001港区虎ノ門1-2-20

TELO3-3580-1770FAXO3-3580-1771

Ehnai/：j臼hnZ@､i/fWJ・com

委員 栗山康介

名古屋第二赤十字病院名誉院長

〒466-8650名古屋市昭和区妙見町2-9

Ｅｍａｉﾉﾉ

TELO52-832-1121FAXO52-832-5389

委員 齊藤
－－

盲亭
￣

社会保険中央総合病院院長

〒169-0073新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-O251FAXO3-3364-5663

Ｅｍａｉﾉ：ZosajZD＠vagH・ocnne〃

委員 齋藤英彦

独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター院長

〒460-0001名古屋市中区三の丸4-1-1

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO52-951-1111FAXO52-951-O559

委員 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

Ｅｍａｉ/：satoh@mis【１９.iAajjip

委員 三浦幸雄

宮城社会保険病院院長

〒981-1103仙台市太白区中田町字前沖１４３

Ｅ、?［ノ ●

●

TELO22-306-1711FAXO22-306-1712

委員 西岡清

横浜市立みなと赤十字病院院長

〒231-8682横浜市中区新山下3-12-1

TELO45-628-6100FAXO45-628-6101

Ｅｍａｉ/：

アドバイザー 小長井良浩

弁護士

〒420-0018静岡市士太夫町２２－１（自宅）

TELO54-252-8485FAXO54-252-0730

EhzTai/：

アドバイザー
■＝

局 橋正明

大和総研年金事業開発部医療調査グループ次長

〒135-8460江東区冬木１５－６

TELO3-5620-5216FAXO3-5620-5626

Ｅｍａｉ/：



１－(1)．診療報酬小委員会

-343-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ ■ ＦＡＸ

委員長 池澤康郎

中野総合病院院長

〒l64-8607中野区中央4-59-16

TELO3-3382-l231FAXO3-3381-4799
P⑪●■■｡｡●○ｍ■●や■巳●印ｅ■句■■勺｡●■ＰＢＰＢＰ●｡●■■■■白●●⑪●■■●■ｅ●●■●■Ｃｅﾛロ■■■Ｓ■■p白●●■｡■●■■●⑪｡●0■巳●●●●｡｡■●■の■■印■■■■⑰■＝●●■●P●■勺■■P●■■■■■■■■■■■■■甲■■■■ロウら●■◆■凸■■の白■■■■■■白■■■■■b■いい甲印●①ＣＯＢ■■■■■-＄⑤｡｡■●●●｡●白■●■■･巳●G●●白●｡■■白■P■P｡■S■■｡⑪■凸已●●■白■●●■■■■凸ｳ已白白白■■｡■■■■白■■■●■■巳■■■■■■■p､■●■ﾛﾛﾛ■■ﾛ■■■P■■①■｡⑤■●■●■●白ＯＦｐＰ●■■■■●P■■■■■■■■●■■■●■●●●｡｡●●●●■⑤｡■■■■■甲■■■⑧●■■■■■■■■■●勺●■●●■■■の｡｡■ｃｃ◆●●●●.

Ｆｍａｉノ ●

●

委員 梶原優

板倉病院理事長

〒273-0005船橋市本町2-10-1

TELO47-431-2662FAXO47-432-3882
b●●●●●｡●●■巳●■●●■●●●●■●●■巳■■●●Ｃ●Ｃ●●●●●■白p■■●●●●●●●●■●■■●●●■■ＣＣＧ■■●●●ＧｃＣロﾛ■白白■■｡●□●●●●●■■■■■■Ｃ白●●巳●●●●●■■■■●■■甲弓⑪●●●●●●●ﾛ●●■凸白■｡●●■■●●●●●■Ｃ■●■｡■ﾛ■＄■■◆●■ﾛ■●■■｡Ｃ■■｡q■｡●●■■■■■■■ご●●｡｡●●の●◇勺●●●印■●■●印●□●●●■■■●句●P●■●●■■●■●●■■■P■■■■■●■●■●□●ﾛ●｡｡ウロ■●■■■●●白●●●●⑪‐●■●●●●■■●●■のち｡■■｡■●巳■の｡■p■｡●■■ＰＣ■■●●●●●のＣＧ●●●●Ｃ●●■●●■●●●■ＣＣＰ●●●●ｂ●●＆●母■白白印●p●■●■白。p■■■■●■ｃｃ●■●●●｡●●■。●■●■ＣＯ

Ｆｍａｉ／ :ｙu-chan＠itahma．
●

ozLZp

委員 栗山康介

名古屋第二赤十字病院名誉院長

〒466-8650名古屋市昭和区妙見町２－９

Ｆｍａが ●

●

TELO52-832-ll21FAXO52-832-5389

委員 齊藤
一一

語
￣

社会保険中央総合病院院長

〒169-OO73新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-0251FAXO3-3364-5663

Ｅｍａｉﾉ：tosaito＠
●

vagzI・ocn・ｎｅＺｌＤ

委員 宮崎瑞穂

前橋赤十字病院院長

〒371-0014前橋市朝日町3-21-36

Ｂｉ刀aiノ ●

●

TELO27-224-4585FAXO27-243-3380

委員 村上信乃

総合病院国保旭中央病院院長

〒289-2511旭市イの１３２６

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO479-63-8111FAXO479-62-0330



１－(2)．介護保険制度小委 員会

区分

-344-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 石井暎禧

医療法人財団石心会本部理事長

〒210-0023川崎市川崎区小川町14-19浜屋八秀ビル２階

TELO44-211-3095FAXO44-245-0326

Ｅｍａｉノ ●

● eiki弓j臼hii＠sekr臼hmkajorXﾉＩＤ

委員 石井和博

大浜第一病院院長

〒902-857ｌ沖縄県那覇市安里1-7-3

Ｅｍａｉ/：

TELO98-866-5171FAXO98-864-l874

委員 小川裕道

香川県済生会病院院長

〒760-0074高松市桜町1-16-4

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO87-868-1551FAXO87-868-9733

委員 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

Emai/Jsamh@ImSug5iAajﾘiｐ

委員
■－

rヨ 橋正明

大和総研年金事業開発部医療調査グループ次長

〒135-8460江東区冬木１５－６

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO3-5620-5216FAXO3-5620-5626

委員 渡部透

新潟南病院院長

〒950-8601新潟市女池神明1-7-1

TELO25-284-2511FAXO25-284-2080

Ema1/fWatanabe､PQPZaZocn・neZP



２．医療経済・税制委 員会

-345-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 関口令安

東京都立豊島病院院長

〒l73-0015板橋区栄町33-1

Ｅｹﾌﾌaｽﾞノ fＳ

TELO3-5375-l234FAXO3-5944-3506

eAz萱utj@tOshima旱/hp・metro・tokyDJip

副委員長 福田浩三

上飯田第二病院名誉院長

〒462-0802名古屋市北区上飯田北町３－５７

TELO52-916-3681FAXO52-991-3543

Emai/：ｋｆＭｍａ@Aammthjhp血

委員 大村昭人

帝京大学医学部付属溝口病院麻酔科教授･帝京大学医学部長

〒213-8507川崎市高津区溝口3-8-3

TELO44-844-3333FAXO44-844-0468

Eizzai/faohzmma@ｍｅｄｔＧｉ」b'D-u・ac〃

委員 加賀谷寿孝

東京都立荏原病院院長

〒145-0065大田区東雪谷4-5-10

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-5734-8000FAXO3-5734-8023

委員 崎原宏

永寿総合病院院長

〒110-8645台東区東上野2-23-16

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-3833-8381FAXO3-3831-9488

委員 中佳
￣

東名厚木病院理事長

〒243-8571厚木市船子２３２

TELO46-229-l771FAXO46-228-0396

Ｅｍａｉ/Jnaka＠ｍｍｅｉ
●

Cl;Zｐ

委員 山下昭雄

本多病院経営顧問

〒253-OO86茅ケ崎市浜之郷３８５（自宅）

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO467-82-8585FAXO467-82-8585



２－(1)．医療経済・税制委員会作業委員会

２－(2)．医療材料調査作業委員会

-346-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 大鷲雅昌

中野総合病院経理課長

〒l64-8607中野区中央4-59-16

TELO3-3382-7768FAXO3-3381-4799

E】刀ai/：止已iz?i＠naAanos
●

qgD.ｏｎＺｐ

委員 尾崎優子

医療法人財団石心会本部総務課

〒210-0023川崎市川崎区小川町14-19浜屋八秀ビル２階

TELO44-211-3095FAXO44-245-0326

Emai/ｆＸＭ４〃β｢〃＠ｍ/it〕ｍｅｿﾞｐ

委員 佐藤賢治

とうめい厚木クリニック事務長

〒243-857ｌ厚木市船子２２４

TELO46-229-3377FAXO46-229-1935

Ｅｍａｉ/Jksatou＠Zomei
●

o2KZp

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員 秋山貴志

東名厚木病院医事課主事補

〒243-8571厚木市船子２３２

TELO46-229-1771FAXO46-229-1778

Emai/：ａ亙畑ｍａ＠〃nemzxﾉiｐ

委員 荒岡茂

石心会狭山病院事務副部長

〒350-1323狭山市鵜ノ木１－３３

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO42-953-0909FAXO42-953-8040

委員 高水間英文

中野総合病院医事課長補佐

〒164-8607中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231FAXO3-3381-4799

Ｅｍａｉ/JhzJzuma＠nakanosQgD・onZp

委員 納谷正俊

石心会狭山病院資材課係長

〒350-1323狭山市鵜ノ木1-33

ＥｉｚＺａｉノ ●

●

TELO42-953-0909FAXO42-953-8040



３．地域医療委 員会

-347-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ ■ ＦＡＸ

委員長 林雅人

秋田県厚生連平鹿総合病院院長

〒013-8610横手市駅前町１－３０

TELOl82-32-5121FAXO182-33-3200
P●■■■■●①巴■■●●■■●●■●●■●●■●●■■ＣＧ■■■■■●●●●■■■■■■ｂ●■巳●●凸●Ｓ■●●■｡p●■■■凸白■巳■■●■■｡●■ﾛ●●白●■■｡｡白●●▲ＣＳＳ■■■●●●■Ｓｃ白ｂｃＳＯ■ＣＯ■●pPpq■■⑰ＣＣＣ●●●■■●●p■■■⑤句｡●□｡■●ＣＯ●p■●■●●●●●Ｓｃの巴早●｡■●●●●■●■｡｡●■■■●白■●■■■■■￣いり■■■⑤■甲■ｅ■●■■巳■■●●●●｡Ｂ●①ｃｃ■午●Ｂ●■●●■■⑰C●●●●■｡●凸■●●●ウロ■ﾛ■■■■■■●の●●Ｏ■■■の■■■■■巾｡■｡●p■●｡■●の■●■p⑪●●｡p甲■■■■■●■●■●｡●●■■■●■■●白●■■巳｡_－－‐PCU=--_PP■ｳｰｰB---ﾆｰ､■■P_hp■■_

Ｅ)刀aiノ ●

●

副委員長 渡部透

新潟南病院院長

〒950-8601新潟市女池神明1-7-1

TELO25-284-2511FAXO25-284-2080
洵●●－－戸●ＣＤＣ●●■●●■●■●●ＣｂＣ●●●■｡■●●■｡●｡●｡｡●●■■●ＣｃＣＣ●□●■●●●●■●●■●■●■｡●□●｡●●●●●●●●●Ｃ●●Ｃの｡｡●●●甲一●●■ＣＯ●●●Ｓｃ｡｡●●●｡｡■●●●●●●●ＳＣウゥ●●●●●●｡●●●●●●●の●●◆白可①守印ご●｡●⑪■■■■●●■●●●□●●●■■●ｅ●己■●■■●■ｃＣｃｏ●●■●■■■ｅ●●●●●■凸■■の■●＆■●？Ｃ■■●●●｡▲■●●｡■●｡⑪■■■■●■●の｡●●■●●印●■■p■●■■●■｡■■■■■●■■■Ｂ■●■●■■●●■■■■■■●白■｡●■●■◆■｡⑪甲守Ｃ■pの●句●白⑤●⑪ＢＰｐ●ＣｃＣＣ●ｇＣＣ●ＣＧ●●●ロﾛ●■凸●●●白■●■■■白■●●甲■｡●＆｡■●ｃｃＣＧ■■Ｃ●●ＳＳＳｃｃＣ■●

Ｆｍａｉノ ●

● wazanabeClpqpja
●

ＥＯＣ､．、e亀Zｐ

委員 舘田邦彦

市立旭川病院院長

〒070-86１０旭川市金星町1-1-65

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO166-24-3181FAXO166-27-8505

委員 夏）１１周介

長野県厚生連佐久総合病院院長

〒384-0301長野県南佐久郡臼田町臼田１９７

TELO267-82-3131FAXO267-82-7533
函●●｡●●■●●□●｡●●■⑪●い■■□●｡●●●Ｃ●｡●●●￣□●●●●色■の■■●■●●●￣凸■●白●■■凸●●甲■●白●ＣＣＳ白で￣ＣＯ●●●ｃｃ■●●●●●い●●Ｃ■￣句⑰●｡｡￣￣Ｃ●●□￣■■■●●｡￣●｡●●や●●句⑪己￣￣⑪￣Ｃ￣■■●●●●■●●■●●■□●●｡●◆ＣＣＰ●ｅ■□●Ｃ●￣●■Ｃ●●●■■●Ｃ●■｡●●｡■◆■■Ｃ●■●●●●■■｡●■●●｡■●■●■●■●句の■●●の⑤●Ｐ■●ＣＯＯ●｡●●●■p●⑪｡■Ｃ凸の●●■■●■■｡●●■●●●■⑪｡●●●巳■●■■￣Ｃロ｡●の●のひ●●｡●●□●●｡●●●●●■●●●●●■●●●■Ｃ■■●●●■●●■凸ｃｃの■●白■●二○ＤＰ●のＰ申凸白■■白■■●●●ＰＣ●巳Ｃｅ｡●｡●●巳の◆●●｡●●●●●●●●●●

Ｆｍａｉノ ●

●

委員 松本文六

天心堂へつぎ病院理事長

〒879-7761大分市中戸次二本木５９５６

TELO97-597-5777FAXO97-597-7231

ＥｍａＺﾉfZGnsmdb＠Zｾﾞﾖtbcoam・oz2Zp

委員 真鍋克次郎

八幡中央病院理事長

〒614-8071八幡市八幡五反田３９－１

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO75-983-0119FAXO75-971-0670

委員 吉井宏

済生会神奈川県病院院長

〒221-860ｌ横浜市神奈川区富家町６－６

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO45-432-1111FAXO45-432-lll9



員会４統計情報委

｝8０－８ 弓・‐ⅨＩｌｌｐＲ

)22-795-628 １２２７１，

ａ＠econ・ｍｈｏｋｕ・ａｃ.'j、

-348-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 中後勝

特定医療法人愛仁会会長

〒531-0072大阪市北区豊崎3-2-ｌ淀川５番館１０階

TELO6-6375-0660FAXO6-6375-0560

ＥｍａｉﾉﾉhonbuOOI＠
●●●

a【/Zｎkai
●

ozXZp

副委員長 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

Emai/Jsatoh＠mjSug｡iAajkﾉiｐ

委員 梅里良正

日本大学医学部社会医学講座医療管理学部門助教授

〒173-8610板橋区大谷口上町３０－１

TELO3-3972-8111FAXO3-5964-7036
Ｉ｡■Ｃｓ●●●■●●S●の●SSB●｡￣●■■印■●■｡●●●■＆■■■●Ｃ●⑪■●■●●￣■句●■●●￣■＆■■■■■●●■￣●●Ｓ●●●｡●□｡●●ＣＣＤ●①■■句⑪■■■■■｡■■■●＆●●●■●■■●●■●●●■■｡■●●Ｓ凸■｡●■■●￣●●●のＣｃＳＳ■□■■■■●■｡●●■●●■●●●勺●の■●巴巴●｡⑪●｡●ＰＣ午●￣の●●●●●●●●Ｐ■Ｓ■■Ｐ●●□■●●｡●■■■■⑪●●●●●Ｃｅ■●■●●●｡●●●●■●■の■■■■■ロ申■甲●ゆゆＰＧ●●■｡●●●●■｡■■凸ﾛ■■■ｅＰや●●●ロロ●■巳●■●の●の□●●■■巳●Ｐ⑤●■■■Ｐ●●己●■■■●■■の■●ＤＣ●■■●｡●●●●●●●●巳●■｡■の■＆の■⑪■■●｡■巳印●●巳●●■■●■■■■■｡●Ｐ■の●ｅ●⑥q

Ehnai/Ｊｙｚｚｍｅ＠lnedmhon-u.a〃Ｐ

委員 里村洋 ￣

千葉大学名誉教授

〒261-0011干葉市美浜区真砂3-17-3-502（自宅）

TELO43-278-5552FAXO43-278-0797

EhZzai/：satOmuz9a＠ka2someZbne
●

Zｐ

委員 関田康慶

東北大学大学院経済学研究科医療福祉講座教授

〒980-8576仙台市青葉区川内

TELO22-795-6287

ＥｍａｉﾉＪｓｅｈＺａ＠econ.、ﾉboku・aＧＺｐ

FAXO22-795-6321

委員 兀 原利武

明舞中央病院院長

〒673-0862明石市松が丘4-1-32

Ｅｍａｉ/：

TELO78-917-2020FAXO78-914-1877

委員 山門和明

特定医療法人愛仁会常務理事本部局長

〒531-0072大阪市北区豊崎3-2-1淀１１１５番館１０階

TELO6-6375-0660FAXO6-6375-0560

Ｅｍａｉ/Ｊｙｋａｚｕ＠xbagP・ｎｅＪｐ



４－(1)．統計情報ワーキング委員会

-349-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ ■ ＦＡＸ

委員長 関田康慶

東北大学大学院経済学研究科医療福祉講座教授

〒980-8576仙台市青葉区１１１内

TELO22-795-6287FAXO22-795-6321
D■●・凸●Ｃ■守甲■｡⑪C■｡●●｡PＢ■●Ｃｓ●●■●●■■●■■●ＣＳＰ●●■ＣＣｃ■●●●●｡■●●甲■■●■■巳ご●■■■｡PP■■●●●■白己｡●Ｓ●■●中●■ｐＯｐ●■PCP■■■●●●●の●●凸●‐■■■■●＄の●●●Ｃｃｂ■｡●◆●●●●。白●⑰白印●中■印■●｡｡■●凸■●■■白■■巧二＄●■ＰＣＰ｡●①①⑤■●凸●｡●■●●●●●●●●●■●■｡■勺■■■ＳＣＤ●■S白■■■の■｡Ｂ●已白Ｆ－Ｔ●びり■p●●■■邑白■●■■■■■■■■巳P■｡■､P●●P●■■■■｡｡■い台■■■■■■■■■■■p●●甲凸■■●●●｡■■ご□●●●●■■ザ■●■●｡●缶●B=------U●ｳﾆ---■｡■■■q---口■■●■■P■■｡_●■●に_二二■■白■_

Emai/：sehta＠econ・tohoku・aｃ
●

Zｐ

委員 梅里良正

日本大学医学部社会医学講座医療管理学部門助教授

〒173-86１０板橋区大谷口上町３０－１

TELO3-3972-8111FAXO3-5964-7036
P｡●●■白■＆●｡■■5｡●■■■●●●■＆●●Ｂ■の■●■白句⑰■●●●●●●■ﾛ■■●■■■■■■■■母｡■勺印■■?￣■■甲■｡｡■ＣｃＣ■■。■●■■｡■■■らい二二●①①●●■ＢＣ■●●■●●●●■■●■●●■●●●■■●■●■■●●巾の■□●■●●■｡●ゆ｡ゆ⑪⑤Ｃ●｡●●●●●巳◆■。●勺●ｍｅ●●●のら●●●■白●■●の●●■▲■■■■■●●●●や■●■●白●●●●●b●■白■■勺●■ＰＣ｡●p■句⑰｡■■●申■●■●●●●●●■や■■ＰＣ■□■●■●●●●●●■白■ロ●白凸■□P●■巴■巳■■■●●■■■----1●■■白●●■■■p■■■■Ｃｐ■■■■■■－－七Ｆ●Ｃ申■Pl●■●■｢■■■■■IＣＣ－－●●ﾆﾆｰ■■甲■□_■□

Emai/Ｊｙｕｍｅ＠medLmhon-u・ac〃

委員 大石洋司

済生会横浜市東部病院建設事務所副所長補佐

〒221-0063横浜市神奈川区立町６－１キヤリビル５０２

TELO45-431-2070FAXO45-431-2076
■●●●●■■■■q●□■●■●●●●●●印｡●●●⑪●●■■占巳■■●｡■●ＣＣｂＣ●の⑪●Ｇ●●●■●■け■■■●■●■●P●■●●●⑪■●｡●■●＆■■●Ｓ■白●白●●●｡●可□●白白■●●●●白●●■▲●p●■Ｃｅ●●□●①●○ｓ●■●⑪■■●■●■凸■ｃｃＯｐ■●●■■■白ﾛ●■■●｡や●●●●●●■ＤｃＣＢＧ●◆■■●印｡■●ＤＣ●ＣＣＣ■■●●■⑪●■｡●巴●●■■●■■●■□●①中■印●●■●p■■■■＄■■心●■●の●■●●●●●中■｡■■●●p●■■■■■■●Ｐ●｡■●ロのＣｍＰ①巳の●■■■■■■--■■■の●■の■の□印印｡●●●●■●●●●■●Ｏｄｏ●ＯＣＰ●cBcpl●●--

Emai/fJLoj臼hj＠kanagHwz】召.sa由eiAaiozﾘiｐ

委員 糟谷昌志

宮城大学事業構想学部助教授

〒981-3298宮城県黒川郡大和町学苑1

TELO22-377-8328FAXO22-377-8390

E】刀aｽﾞﾉ：AasuJ'ami＠ｕｍｍ・aＧＺｐ

委員 加藤由美

東北文化学園大学医療福祉学部保険福祉学科助教授

〒980-8551仙台市青葉区国見6-45-1

TELO22-233-3267FAXO22-233-6299
■｡■■●●●Ｂ古●●●句■凸ＰＣの●■母ら●■｡■⑪●｡●●●◆｡■■の■ｅ■●●●●●●●｡●●●●●■●Ｃ●●b■●■■●勺■守甲⑰■●■ゥ●■－。■－◆白■●■～・甲●■巴■Ｃｏｅｃｅ●ｃ●●●－｡－●■●●■■■■●●■●●■■●●●■■｡●。■■甲●巳｡①■ﾛの印●◆●■■。■■■■｡ｍ■?■●p●p●●●●ＣＣＣ■●■■■■■・・・甲Ｆ■●●●●●●■■■●■●■●■■｡●⑪p･･■凸■■・・｡■・・・・■りゅ■■■■■●●●■■ｑ■●■■●●●●■巴の■●●●●■●｡■勺■●●●■●ｃｃ●●●o■●●●白■■■■■４－ﾆﾆﾆ----ﾆﾆｰｰｰｰﾆ----,■■■--'■の白■-lいい■p⑤L'｡●■'ﾆｰｰｰ

EmaZ/：J'uzmk＠hss・tbgu・ac〃

委員 坂本眞一郎

宮城大学事業構想学部事業計画学科教授

〒981-3298宮城県黒川郡大和町学苑１

TELO70-6662-2691FAXO22-377-8373
■￣ｅ●●●●●■｡●■■■●●●■■Ｃ■●●■■●●■●●の●●●●⑪ウウ●■■●●●■●■■●●●●●■■の●■ｅ■●■p○■①●巳｡■●●■●■●の■せ●●●■■￣￣●■●●●●●●●●●ロﾛ●●甲一■●●■ｅ￣●巳●｡●●●●●｡●●●■■●ＣＢ⑰●●●●●｡●●■●■●■ロｃｃご■●■ﾛ■●■pご□■■●Ｃｅ■●■■■ゆｅ■■●■●■■■■⑪P■●巳■●■●■●■■■■■の●●●■□ｂＰ■■●●●●■⑪■●●■●□■●■■｡｡●■｡●■の●●ゆ●●申■●■■■■■■■■■■■申白印■p●句●や■●●p■■●●●P●●●●●■甲●｡●白■⑰⑪■P●■■●■■●■●●●●■凸■■●●●■⑥■白■■●■●●●●白■白●■●印●■■■ﾛ｡■①Ｃｕ--■

EmaZ/Jsakamo加＠ｍａｉＺ
●

Sp・ｍＷｚ・ａＱＺｐ

委員 里村洋 ￣

千葉大学名誉教授

〒261-0011干葉市美浜区真砂3-17-3-502（自宅）

TELO43-278-5552FAXO43-278-0797
､●■■●●■■①■。■●Ｐ白■●●■巾■■■■ＰＣ●P●⑪●■●G■■■ＣｐｍＣ■の●●■Ｃ■ｅ■●●凸■■●■■■■白■白白●■P■■■■｡白●●ﾛb■●■申■●守の句ﾛ●■甲■p■●◆ＰＣＳ●●■●●●●■●●の■●●■■●■■●■●●●■●￣●ロゥ●￣●■■P■■印｡●■ニロ｡●■■■の●●■⑤ＣｂＣＣ■●■●｡●●●●●？●●■■●■●●●■■ﾛ？■●●●●●●■■■■●●■■■■■ご●｡●■■■甲ｐｅＳｃｐ｡■P■■■白■凸■●凸●●■●■■①■■■■■■■●■巳■●■■●●●●●●けり■■■巳■●■●●ウゥ●●●■●■■｡P[ﾆｰ=ﾆﾆﾆｰ■L-ﾆｰｰ‐■､印一ﾛ■■■■--■--､●●■-｡■■●４

Emai/：satozmma＠Ａ[a2sonemejiP

委員 増子正

東北学院大学教養学部地域構想学科助教授

〒981-3193宮城県仙台市泉区天神沢2-1-1

TELO22-773-3353FAXO22-375-4040
●●●●Ｂ■■白■ｃｃ●｡■■■印■ＰＣ｡｡■⑤い■ＤＣ⑤｡■ＣＧ●p■■巾■■■■■0■ｅ●●■りゆ｡■⑤■■●●■●■●白■●●の■■●Pご●●●●●■■■■■■甲｡■｡■●｡‐◆■■e●●●●■●●白⑤●●①｡■■●●■｡■凸■●中白●●■●■ウニ■■■■■■ｓ■｡｡■■●巳●■P■●ｃＰ■■■■■■▲■■勺巳■■■■■｡｡●巳●●｡●仔白■●●■■●■の●●●Ｃ■■■■●●●●｡●■白ﾛ■■■■①Ｃ■●●■□●●●●の■●■口■■巳■●巴P●P■e●p●■●可-----●●●｡●●■■■■｡■■■■印Ｃｅ■■巳の●●ｃｃ●●■●●■ﾛ■白●■●!｢■■●■---巳■ﾛ□■●■■■--ｅ●●Ⅱ1

Emai/Jmasuko@Z2Cc・to/boku召Hkumacjip

委員 李析

日本福祉大学福祉経営学部医療･福祉マネジメント学科助教授

〒470-3295愛知県知多郡美浜町奥田

TELO569-87-2341内６０７２FAXO569-87-1690

、nai/JZixm＠nrMZMjacJip



5．医療の非営利性１こついての検討委員会

-350-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 武田隆男

武田病院グループ会長

〒600-8558京都市下京区塩小路通西洞院東入る東塩小路町841-5

Ezzzaiノ ●

●

TELO75-361-l335FAXO75-361-7602

副委員長 渡部透

新潟南病院院長

〒950-8601新潟市女池神明1-7-1

TELO25-284-2511FAXO25-284-2080

Emai/JwaZanabecpqpZa正ＣＣＤ.nＭﾋﾞフ

委員 石井暎禧

医療法人財団石心会本部理事長

〒210-0023川崎市川崎区小111町14-19浜屋八秀ビル２階

TELO44-211-3095FAXO44-245-0326

Ｅｍａｉ/：eiki弓j臼hガ＠seh召jbmAai
Ｐ

ClリＰ

委員 石井孝宜

石井公認会計士事務所代表

〒105-0001港区虎ノ門1-2-20

TELO3-3580-l770FAXO3-3580-1771

Ｅｍａ1/f由biiZ＠mfitWJ・com

委員 佐
－吋一

膝 眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町６５－１

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844

Emai/fsatoh＠ImSug]Z、ﾉＩＤ

委員 土谷晋
￣郎

土谷総合病院理事長

〒730-8655広島市中区中島町３－３０

TELO82-243-9181FAXO82-243-9201

E>naiﾉﾉshm＠tsucZm【ya旱jhpjjp

委員 藤森健而

済生会松阪総合病院院長

〒515-8557松阪市朝日町一区15-6

TELO598-51-2626FAXO598-51-6557

Ｅ>刀aZ/：

委員 宮崎瑞穂

前橋赤十字病院院長

〒371-0014前橋市朝日町3-21-36

Ehnaiノ ●

●

TELO27-224-4585FAXO27-243-3380



Ⅲ医療の質に関する委員会（担当副会長村上信乃）

1．医療の質と安全対策委員会

-351-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 兀 原利武

明舞中央病院院長

〒673-0862明石市松が丘４－１－３２

TELO78-917-2020FAXO78-914-1877

ＥｉＺｚａｉ/：

委員 秋山洋

虎の門病院顧問

〒105-8470港区虎ノ門2-2-2

TELO3-3588-llllFAXO3-3582-7068

Emai/：ｈａ｣I【ZJ'ama＠mzlanomon.gﾋﾟﾘiＰ

委員 阿曽佳郎

藤枝市立総合病院名誉院長

〒426-8677藤枝市駿河台4-1-11

TELO54-646-llllFAXO54-646-ll22

Ｅｍａｉ/fy-aso＠maiLwわs､、e〃

委員 児玉安司

三宅坂総合法律事務所弁護士

〒lOO-0011千代田区内幸町2-1-4日比谷中曰ビル６階

TELO3-3500-2914FAXO3-3500-2741

m2zaiﾉﾉとo〔Zama＠myakezaAa.ozﾘiｐ

委員 西村昭男

医療法人社団カレスアライアンス理事長

〒051-850l室蘭市新富町1-5-13

TELO143-24-1331FAXO143-24-2201

Ｅｍａｉ/：akib.、召ﾉｶimuz9a＠niAkokin
●

eｎ.ｏｎＺｐ

委員 三宅祥三

武蔵野赤十字病院院長

〒180-86１０武蔵野市境南町1-26-1

TELO422-32-3111FAXO422-32-9551

EhZza1/f



２救急医療防災委員会

沮立行政法人国立病院機構災害医療センター院伝

10-00]４ 銭３Ｚ５ｆ

Ｉ４２－５２ｆ １４２－５２１

-352-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 土屋章

渕野辺総合病院理事長

〒229-0006相模原市淵野辺3-2-8

Ｅｍａｉ/：

TELO427-54-2222FAXO427-54-0334

委員 河口 豊

広島国際大学医療福祉学部教授

〒724-0695広島県賀茂郡黒瀬町学園台555-36

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO823-70-4611FAXO823-70-4612

委員 川城丈夫

独立行政法人国立病院機構東埼玉病院院長

〒349-0196蓮田市黒浜４１４７

E1maiノ ●

●

TELO48-768-ll61FAXO48-769-5347

委員 高橋正彦

茨城西南医療センター病院院長

〒306-0433茨城県猿島郡境町２１９０

Ｅｍａｉ/：

TELO280-87-8111FAXO280-86-7702

委員 藤井千穂

大阪府立千里救命救急センター所長

〒565-0862吹田市津雲台１－１

TELO6-6834-5131FAXO6-6872-1846

Ehnai/：

委員 邊見弘

独立行政法人国立病院機構災害医療センター院長

〒190-0014立川市緑町３２５６

〃maiノ ●

●

TELO42-526-5511FAXO42-526-5535

委員 三宅祥三

武蔵野赤十字病院院長

〒180-86１０武蔵野市境南町1-26-1

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO422-32-3111FAXO422-32-3525



３．感染症対策委員会

-353-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 佐藤眞杉

佐藤病院理事長

〒573-1124枚方市養父東町65-1

TELO72-864-1811FAXO72-868-3844
ＤＣ●●■■●■■ＳＢ■■●●■凸■●の●●■。●●■ＰＣ■●■｡■■■●●｡●■■■●⑪●■■●■●●●●■■■■巳●●●●■■■■凸■●■のＢ■■巳巴⑥●■●■Ｓ■凸白○ｓ■●●■■●■■印句■甲印｡●●＆●●●■●●●●●句印｡■●■■■●■■｡■●●●●●●■ｃＣｃ●●■●○の●●■●■●●■●●●Ｂ■●ロロロウロロゥ■●｡｡●■｡■■■Ｐ■■●■■■■■p■■｡■P■■■■■■■●■■●巳●｡■●■■ｃＢｂ■■■｡●●■■■■■■■■■■■■■Ｃｃｂ●●■●●■■●●[--=■■●●｡●己ﾛ●●●■■■■●●■p■■､--■■[二■L-----=-----_Pｃｑ－■■白■--bq---＝二三二-－二

Emai/fsamZ2@mjSugziAajﾘiｐ

委員 天川孝則

横浜赤十字病院顧問

〒231-0836横浜市中区根岸町２－８５

TELO45-622-0101FAXO45-622-O106
■■⑪●●ＣＣＣウ●古血●⑤■■ｅ■Ｂ●●●■■印■●の■●■●■●●●●の●■●＆□ｅ◆巳●●■●●●●？●●●●｡●●●ウウ白□■巳■●●■●●●ロロ■●●■ＰＣ●■●■Ｐ■■■●●●●●●●■Ｓ●●■●Ｓｃ●ＣＧＣの⑰ロ●■■●■■■｡●●p■●ＯＣＳ●■､●■●●■●■■■■●●●■●■●p●●●｡●白Ｃｅ■■■●■■ｃＢｃＤｐ●■のｃｃｃｃＯ●■●■■●■■●●●印｡●■■０●■●●■□■■■■中Ｓ■■■●■■■■■■■■●■●●■■■■■■■■巳■■■■■■■Ｂ■■■●｡■０句■Ｏ①｡●●⑰●●●ＧＳＣ■●●●●■ｃＰＣＣＰ■■｡□■一一二､■_--ﾛ●●●■●『--中山●■■0■●□●■｡_●■■■Ⅱ

Emai/famaka-t＠be】萱Ｕ・P1ala・oZLﾉiＰ

委員 岡部信彦

国立感染症研究所感染症情報センターセンター長

〒162-864Ｏ新宿区戸山1-23-1

TELO3-5285-llllFAXO3-5285-1150
●■●p●●■■●■●■●●ＣＱＣ●印●■■｡白●●●■ＰＣＳ＝●●●●■●■●●●￣●■■￣●｡●■●●●●●●●●｡＝●●●Ｃ～｡◇■●●■●●～■￣●●●｡●●●⑪●◆●●Ｐ●ご○●｡●●｡ｐ一●ｐロウ●●勺●｡●■■■｡｡B●■Ｃｃｂ｡■■●■■■●●●■■●■●■●●■■●●●■■■●■●●●●■甲●､●凸●●●●●●｡■●●白◆■■申中申｡●●■■■■■■■Ｃ■⑪■●■■■■●□■●●●■●■●｡●●●●●●■●■□●■巴■●■■●■■■●■巳■■■の●■●●□①●●●●Ｂｐｂｐ●ﾛ■ｂ■■■や●◆⑰｡●｡■ＣＣＣ●｡●■●●●●ＣＧ●申●●●□●■■の●｡●●●●■のＣｃｃｃＳ●ﾛ■●●■■－●勺●■■■

Ｅｍａｉ/foAa6eno6＠ｍh、
●

gＤＺｐ

委員 木村哲

国立国際医療センターエイズ治療・研究開発センターセンター長

〒162-8655新宿区戸山1-21-1

TELO3-5273-6873FAXO3-5273-6483
Ｐｂ●●●●■●●｡●⑤Ｏ●ｅ○・⑪●●◇｡■ＣＣＣ■●●｡■■●●｡●●｡⑪●●●｡⑰●●●￣■･●●●●●●●■●●●■●●Ｃｂｃ■●●勺●Ｃｅ■●●●■●ｂ●￣■●●～●｡●●ＣＣｐ●●●●●●￣●●■ｃｒＰ■●￣■ＰＣ●￣□●●●●●●●■●｡●■Ｃｃｃ－白●●●｡－●こ■①●●●■｡●■○ｓ■●凸●●●■■の■早●■●印■勺●■印●｡●■■■凸●｡●●ﾛ■●■■●●■●｡●■■●●●●●●●●■■■●●●■●p●●■｡Ｐ■●●●●■Ｓ■｡■Ｃ■■■●●●■●●●●■■●●●■●●■■のｃｃ■●●Ｃ●●●●●■●●●●●●■■●■●●●■■■の■●や●●●●●■●●＆■■■●母■■■ゆ－■ゆ印⑤い⑪p●●●●甲●｡●●●■●●●｡●●●●●●●■●●ﾆﾆﾆﾆｰ●白■L__

Emai/ｆｓｈｍ【zz1a＠imQ/:aｃｃ､9Ｍフ

委員 小林寛伊

ＮＴＴ東日本関東病院名誉院長

〒141-8625品川区東五反田5-9-22

TELO3-3448-6663FAXO3-3448-6664

Emai/Jhk＠ｋｍc・mhc・easfntt・cojip

委員 奈良昌治

足利赤十字病院名誉院長

〒174-0064板橋区中台３－２７サンシテイＧ棟１１０１（自宅）

ﾉﾜ、ヨズノ ●

●

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

委員 毛利昌史

財団法人化学療法研究所付属病院院長

〒272-0827市川市国府台6-1-14

TELO47-371-6111FAXO47-373-4921

Ehnai/fmasasﾉbj@Aakemhp.o2ﾘＩＤ



３－(1)．ｌＣＳ養成小委員会

-354-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 小林寛伊

ＮＴＴ東日本関東病院名誉院長

〒l41-8625品川区東五反田5-9-22

TELO3-3448-6663FAXO3-3448-6664

mZzai/：ｂｋ＠kｍc・mhceastn肱ＣＯ"

委員 大久保憲

ＮＴＴ西日本東海病院外科部長

〒460-0017名古屋市中区松原2-17-5

TEL・FAXO52-291-6288

Emai/foku6ot＠ｍs・ZDAaLwesm肱ＣＯ伽

委員 木村哲

国立国際医療センターエイズ治療・研究開発センターセンター長

〒162-8655新宿区戸山1-21-1

TELO3-5273-6873FAXO3-5273-6483

Ｅｍａｉ/Ｊｓｈｍｍｌａ＠iｍQ/､ａｃｕｇｕＺｐ

委員 小松本悟

足利赤十字病院副院長

〒326-0808足利市本城3-2100

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO284-21-O121FAXO284-22-0225

委員 西岡みどり

国立看護大学校助教授

〒204-8575清瀬市梅園1-2-1

Ｅｍａｉ/：

TELO424-95-2211FAXO424-95-2758

委員 廣瀬千也子

社団法人日本看護協会常任理事

〒101-0003千代田区一ツ橋2-4-3

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO3-5275-7592FAXO3-5275-5902

委員 毛利昌史

財団法人化学療法研究所付属病院院長

〒272-0827市川市国府台6-1-14

Ｅｍａｉ/fznasa

TELO47-371-6111FAXO47-373-4921

shj@Aakemhp.ozﾘＩＤ



４１Ｔシステム委員会

-355-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 石井暎禧

医療法人財団石心会本部理事長

〒210-0023川崎市川崎区小川町14-19浜屋八秀ビル２階

TELO44-211-3095FAXO44-245-0326

Ｅｍａｉ/feiﾉけj息jb立＠sehS1bmkai
●

onZp

副委員長 大道道大

医療法人大道会大道病院院長

〒536-0023大阪市城東区東中浜1-3-17

TELO6-6967-7111FAXO6-6967-7118
■■甲■■■■■●●p■■ＰＣ●のe●■ｳ●■■の●●◆｡●●■●■●ｃｃ●U■Ｂい①｡●●ｅ①●●●●■●●●■■●巳じぃ｡■ＣＣＣ●●P●●●●●｡●●■■ﾛ■●■■■ｅ▲◆のＰＣ■■ＢＳＢｃＢ●●●●巳ｅ■●●白●ｂ■■●■甲＆●●●p●p●●p■■■●巾●■■■■p句●●■●⑪●■白■●●の■■○ＰＣ●●の■■●■●印■⑰ＣＣＣＣＣ■●●●●■■■■●＆●ゆ●●■■■｡■●●■0

EmaZ/：omjbhi-〔Z21,omjbhiAamzﾘiＰ

委員 上塚芳郎

東京女子医科大学医療･病院管理学助教授

〒162-8666新宿区河田町8-1

ﾉﾜmaiノ ●

●

TELO3-3353-8111FAXO3-3356-0441

委員 大江和彦

東京大学医学部教授（医療情報標準化推進協議会長）

〒113-8655文京区本郷7-3-1

ﾉﾜmaiノ ●

●

TELO3-3815-5411FAXO3-5803-1803

委員 神野正博

医療法人財団董仙会恵寿総合病院理事長

〒926-8605七尾市富岡町９４

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO767-52-3211FAXO767-52-7483

委員 武田隆久

医療法人医仁会武田総合病院理事長

〒601-1434京都市伏見区石田森南町２８－１

Ｅｍａｉ/：

TELO75-572-6331FAXO75-571-8877

委員 森功

医療法人医眞会八尾総合病院理事長

〒581-0036八尾市沼１－４１

TELO729-48-2500FAXO729-48-2544

Ｅｍａｉ/：伽oＩ?i＠LyD.zim・ozWフ



Ⅳ、病院経営に関する委員会（担当副会長川 合 弘毅）

員会1．経営管理委

-356-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 角田幸信

広島県済生会広島病院院長

〒731-431l広島県安芸郡坂町北新地2-3-10

TELO82-884-2566FAXO82-820-1746
●■○ＳＧＳ･●わ｡⑤可口｡●●￣●■＝●●●ＣＯ●■●、●●●●■■●ｂ●●●●●■白■●の■￣■の■｡￣￣￣●●●■●●ｐＣ■■■●￣■■■●の●●●｡＆■■■●●●●■￣●■●●￣●●●●Ｓ－ＣＣの￣●●●●ﾛ■●●●●■●●●●■■●｡●■中山◆｡⑰句■●●■●ｃｃ●ｃｃ■｡■の句■■■■⑤Ｃ■印■■□●■■■e●●●Ｂ巴■p■■■■●巳■Ｓ●■｡■■●●の■●ゆの●ＣＳＣ●印可●■■●●●■●●●●可■⑪●■■ＵＳ■■甲■■■■已巴■■●■■■■■■Ｂ■●■●■●■■巳●●●■●■●■■●■巴■｡●ﾛ■凸○＄■■■ｃＣＣＯ■●●●●Ｂ凸｡■●■●●凸■●巴●●■○ウ●■⑤｡●＆■●●■●●■●●ｐｃＣ●■●●い●■■■●■●●＆●Ｃ●■●●ｃｃウ●白●巳Ｓｃ■の■--■■Ｃｑ

Ehzzai/Jhimshimaken＠sajSeikajcom

副委員長 福田浩三

上飯田第二病院名誉院長

〒462-0802名古屋市北区上飯田北町３－５７

TELO52-916-3681FAXO52-991-3543

Ｅｍａｉ/fｋｆＭｕta@kammthjhp〃

委員 大石洋司

済生会横浜市東部病院建設事務所副所長補佐

〒221-0063横浜市神奈川区立町６－１キヤリビル５０２

TELO45-431-2070FAXO45-431-2076

Ei2za〃:Jmj臼hi＠Aanagz2wErs・sajSeiAamzﾘiｐ

委員 小川嘉誉

多根総合病院院長

〒550-0024大阪市西区境川1-2-31

Ehnai/：

TELO6-6581-1071FAXO6-6581-2520

委員 末永裕之

小牧市民病院院長

〒485-8520小牧市常普請１－２０

ﾉﾜmaiノ ●

●

TELO568-76-4131FAXO568-76-4145

委員 宮下正弘

秋田赤十字病院院長

〒010-1495秋田市上北手猿田字苗代沢222-1

Eumaiノ ●

●

TELO18-829-5000FAXO18-829-5255



２．中小病院委 員会

-357-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 福田浩三

上飯田第二病院名誉院長

〒462-0802名古屋市北区上飯田北町３－５７

TELO52-916-3681FAXO52-991-3543
●■■●■の●｡●●白の■の●●■■●●●Ｓ●⑪■■■●じじ■●●●■●｡⑰ＰＳや⑪■巳■⑪●●｡●●●●●●■①●■勺■⑪●●●｡●●■●■●●■●■■●■●●●●●■●凸■●■■●■■｡■●●●勺印①■り■■PSの■白ゆ■■■■､■■●｡●COP白●■①｡■■●■●⑤G●●■白白●①い◆■00④ロウS●●白■●■■①白｡●●■白■●■■■■■｡■■P缶●■●■い■■｡■■巴●ｅ●巳●●■■｡■■｡●■午●■■■●■●巳⑪○句■①句●■■年｡ＣＣＳ■■ｃｃ■巳●い■■＆｡■■●已○ＣＧ●●■●●●●●●●●●■●●古●●■●｡●ＣｂｃｂｃｃＳ■■⑪●●℃■●■｡Ｐ●■■可●■■■巾■■Ｃｅ●■●●■甲■■い●■■■●■●■ﾛ■ﾛ■■●■■■●■●●■■●■勺ｐｍｐＢ■●●■や■●●の●｡■の●●●●

Emai/：｣MJAruta＠ＡamimZa弓jhpjip

副委員長 梶原優

板倉病院理事長

〒273-0005船橋市本町2-10-1

TELO47-431-2662FAXO47-432-3882

Ｅｍａｉ/fyu-chan＠itahma・OzKZp

委員 織本正慶

織本病院名誉院長

〒204-0002情瀬市旭が丘1-261

TELO424-91-2121FAXO424-93-3352

Ema1/fＡロノbo＠orimoZo．
●

oz2Zp

委員 川原弘久

名古屋共立病院理事長

〒454-8525名古屋市中川区法華1-172

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO52-362-5151FAXO52-353-9513

委員 品田章 ‐

新潟県済生会三条病院院長

〒955-8511三条市大野畑６－１８

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO256-33-1551FAXO256-32-8909

委員 牧恭彦

牧病院理事長

〒535-0022大阪市旭区新森7-10-28

TELO6-6953-0120FAXO6-6958-2630

Emai/：zna｣Mhp＠cmcUs・ocnne〃

委員 渡辺嘉久

総合川崎臨港病院院長

〒210-0806川崎市川崎区中島3-13-1

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO44-233-9336FAXO44-244-4791



３．人材 青 成委

〈
云巨
員

区分

-358-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 小川嘉誉

多根総合病院院長

〒550-0024大阪市西区境川1-2-31

Ehnai/：

TELO6-6581-lO71FAXO6-6581-2520

委員 遠藤昌夫

さいたま市立病院院長

〒336-8522さいたま市緑区三室２４６０

Ehraiノ ●

●

TELO48-873-4111FAXO48-873-5451

委員 堺常雄

総合病院聖隷浜松病院院長

〒430-8558浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

Emai/fzsu6eshi＠srS・seiz9emzりＩＤ

委員 佐合茂樹

総合病院木沢記念病院総合企画部長

〒505-8503美濃加茂市古井町下古井５９０

TELO574-25-2181FAXO574-26-2181

Ｅｍａｉ/：sagDkiAaku＠hZawa､ozKZp

委員 古橋美智子

社団法人日本看護協会副会長

〒150-0001渋谷区神宮前5-8-2日本看護協会ビル

｣図maZノ ●

●

TELO3-5778-8831FAXO3-5778-5601

委員 別所隆

神奈川県厚生連伊勢原協同病院院長

〒259-1132伊勢原市桜台2-17-1

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO463-94-2111FAXO463-96-1759

委員 宮崎瑞穂

前橋赤十字病院院長

〒371-0014前橋市朝日町3-21-36

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO27-224-4585FAXO27-243-3380



３－(1)．臨床研修制度小委員会

-359-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 堺常雄

総合病院聖隷浜松病院院長

〒430-8558浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

Eh2zai/fzsubeshi＠s１s・seirBmzﾘiｐ

委員 天川孝則

横浜赤十字病院顧問

〒231-0836横浜市中区根岸町２－８５

TELO45-622-0101FAXO45-622-0106

ＥｍａＺ/：amaka-t＠be】笘巴・pZala.ozﾘiｐ

委員 葛西龍樹

医療法人社団カレスアライアンス北海道家庭医療学センター所長

〒O51-8501室蘭市新富町1-5-13

TELO143-55-1212FAXO143-55-3000

Emai/fzWzhAas@niAkomJhP.〔Zp・ｎｍｅＺｓｕ㎡neJip

委員 玉城浩

中頭病院・ちばなクリニック家庭医療センターセンター長

〒904-2143沖縄市知花6-25-15

Ｅｍａｉ/：

TELO98-939-1301FAXO98-939-7931

委員 安田武司

トヨタ記念病院神経内科部長

〒471-8513豊田市平和町1-1

ＥｍａＺ/：

TELO565-28-0100FAXO565-24-7170



Ｖ・情報発信に関する委員会（担当副会長大井利夫）

１．雑誌・ニュース編集委員会

区分

-360-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 石井暎禧

医療法人財団石心会本部理事長

〒210-0023川崎市川崎区小川町14-19浜屋八秀ビル２階

TELO44-211-3095FAXO44-245-0326

Ehnai/ＪｅＺＡｺﾞﾏj臼hii＠seh息ﾉhmkaj
●

ozWフ

副委員長 真田勝弘

茨城県厚生連総合病院土浦協同病院名誉院長

〒300-0053士浦市真鍋新町１１－７

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO298-23-3111FAXO298-23-ll60

委員 加藤正弘

江戸川病院院長

〒133-0052江戸川区東小岩2-24-18

TELO3-3673-1221FAXO3-3673-1229

Emai/JsecMaZy@e〔ﾉbgz】wa・onZp

委員 崎原宏

永寿総合病院院長

〒110-8645台東区東上野2-23-16

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-3833-8381FAXO3-3831-9488

委員 谷野浩太郎

株式会社社会保険研究所編集長

〒lO1-0047千代田区内神田2-4-6ＷＴＣ内神田ビル

TELO3-3252-7701FAXO3-5256-9020

Emai/：Ｅａ４〃１万＠nZfitJmeJjp

委員 中佳
￣

東名厚木病院理事長

〒243-857ｌ厚木市船子２３２

TELO46-229-l771FAXO46-228-0396

EhZzai/Jnaka＠Zomemzﾘiｐ

委員 星和夫

青梅市立総合病院院長

〒198-0042青梅市東青梅4-16-5

TELO428-22-3191FAXO428-24-5126

Emai/Jhoshjk＠mghp.oｍｅ・rokyMフ

委員 宮崎忠昭

長野赤十字病院院長

〒380-8582長野市若里5-22-1

Ｅｍａｉノ
●

■

TELO26-226-4131FAXO26-228-8439



２インターネット委員会

-361-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ □ ＦＡＸ

委員長 齋藤洋 ￣

済生会中津医療福祉センター総長

〒530-0012大阪市北区芝田2-10-39

TELO6-6372-0333FAXO6-6372-0339

EhZzai/Ｊｎｈｈ肋o＠Ce"ｂ､ocn・ｎａＺｐ

副委員長 中村洋 ￣

茨城県立医療大学保健医療学部教授

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240

Emai/：nakamu垣＠ｍu・ａＭフ

委員 石川顕弘

医療法人社団カレスアライアンス曰鋼記念病院総務課長

〒051-8501室蘭市新富町1-5-13

TELO143-24-7296FAXOl43-22-5296

Eh2zaiﾉﾉａ｣ＭｈＺｍ.】息biAawa＠nZkkohnen・ozWフ

委員 大道道大

医療法人大道会大道病院院長

〒536-0023大阪市城東区東中浜1-3-17

Ｆｍａｉノ fＯｎＺ

TELO6-6967-7111FAXO6-6967-7118

jbhj-Q【z'@ozmbhiAajmﾉＩＤ

委員 坂巻壽

東京都立駒込病院血液内科部長

〒113-8677文京区本駒込3-18-22

〃'7フヨiノ ●

●

TELO3-3823-2101FAXO3-3822-5603

sakamakj@cノセkLﾉiｐ

委員 浜田正行

三重県厚生連鈴鹿中央総合病院院長

〒513-863O鈴鹿市安塚町山之花1275-53

TELO593-82-1311FAXO593-84-1033

Ｅｍａｉ/：ｂａｍａ〔Za、sch・mjDkosei
●

onZp

委員 山田恒夫

財団法人医療情報システム開発センター研究開発部長

〒113-0024文京区西片1-17-8Ｋｓビル３階

TELO3-5805-8203FAXO3-5805-8211

Ehz]a1/f・ｙｍｎａ〔Za＠ｍｅ〔ZjSo2ﾘjｐ



員会３．対外情報委

区分

-362-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ の ＦＡＸ

委員長 梶原優

板倉病院理事長

〒273-0005船橋市本町2-10-1

TELO47-431-2662FAXO47-432-3882

Ｅｍａｉ/Ｊｙｕ－ｃｈａｎ＠jtaAruz1a・orWフ

副委員長 奈良昌治

足利赤十字病院名誉院長

〒l74-0064板橋区中台３－２７サンシティＧ棟１１０１（自宅）

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

委員 加藤正弘

江戸川病院院長

〒l33-0052江戸川区東小岩2-24-18

TELO3-3673-l221FAXO3-3673-l229

Ｅｍａｉ/fseczwetaZJ'@edbgHw'a・ozWフ

委員 邉見公雄

赤穂市民病院院長

〒678-0232赤穂市中広１０９０

Enzaiノ ●

●

TELO791-43-3222FAXO791-43-O351



Ⅵ、事業に関する委員会（担当副会長 奈 良 昌治）

１．予防医学委

（云巨
貝

-363-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 奈良昌治

足利赤十字病院名誉院長

〒l74-0064板橋区中台３－２７サンシテイＧ棟1101（自宅）

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

副委員長 加藤正弘

江戸川病院院長

〒l33-0052江戸川区東小岩2-24-18

TELO3-3673-1221FAXO3-3673-1229

Ehzzai/：secreZaz:y@edbgHwaozWフ

特別顧問 寺野彰

燭協医科大学学長

〒321-0293栃木県下都賀郡壬生町北小林８８０

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO282-86-llllFAXO282-86-5678

委員 天）ｌｌ孝則

横浜赤十字病院顧問

〒231-0836横浜市中区根岸町２－８５

TELO45-622-0101FAXO45-622-0106

Ema〃Jamaka-Z＠6曰琶Ｕ・pLaja・ozXﾉiｐ

委員 小山和作

日本赤十字社熊本健康管理センター名誉所長

〒862-8528熊本市長嶺南2-1-1

Ｅｍａｉ/Ｊｗ

TELO96-384-2111FAXO96-387-8278

ｋＱｙａｎＺａ＠mpdh写/ｂbe.nＭフ

委員 笹森典雄

牧田総合病院附属健診センター院長

〒143-0016大田区大森北1-33-8

TELO3-3762-5143FAXO3-3762-4037

Ｅｍａｉ/：ロノDCA＠makitahoSp・ClソＰ

委員 野村幸史

野村病院理事長

〒l81-8503三鷹市下連雀8-3-6

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO422-47-4848FAXO422-48-1550

委員 松木康夫

新赤坂クリニック名誉院長

〒106-0032港区六本木5-5-ｌ六本木ロアビル１１階

TELO3-5770-1261FAXO3-5770-l267

ＢｉＺ]aZ/：

委員 山門実

三井記念病院総合健診センター所長

〒lO1-0024千代田区神田和泉町’

TELO3-5687-6331FAXO3-5687-6332

Ｅｍａｉノ ●

● mInorULyamakadb＠mjZsuihoSP・orﾘiＰ



１－(1)．人間ドック認定指定医委員会

-364-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 中山耕作

総合病院聖隷浜松病院総長

〒433-8123浜松市幸2-17-1（自宅）

TELO53-474-6867ＦＡＸ
●●ＳＯＦ●●SCD⑤■■｡●●p■｡●■●■⑤①■■●■□■●白甲●●｡Gゆ白白｡●●■■■●●●●⑤｡●いい■■■■｡●■■むご◆白白●●白■■●ｳ●｡■ＣＯ●わ■e●の●●◆●■の●●●甲白●⑤■■■■■■■⑧■■■■■■Ｓ■■■●ウウご■■■■■■■■■■●ぜ■缶｡■●｡■●p■●●●●■●｡●●●●巳●●●●●■①■巳●■●●■■■●●●●の■■●●印｡□⑪■●●●■●●｡●匂い巳●□■｡｡●p●い●の■■■■■■白■■■■■■■白●■白■p⑤■■●■■■①■■■■■●P■●S●■■■●●●●■●●■■白■■●●●▲■●■●■白●●の■■■▲⑪｡●●い■●■■■■p●●●●■●■■､●■q●●･P●■凸●■の●■■■■■●■■■のＩ!■■｡■■■Iﾛ■｡Ｂ巳⑤ﾛ｡◆■●S--℃

Ehnaiノ ●

●

副委員長 奈良昌治

足利赤十字病院名誉院長

〒174-0064板橋区中台３－２７サンシテイＧ棟1101（自宅）

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796
｡■■●ＣｅP■●■●Ｐ●●■●ゆじ■い●■勺守●ゆ■●●田●●●■□■■■■ｃｃ●●●■■■ｅ■のP■ＣＣ－￣｡●■■●●●●■＆■■の●●●●●●ＣＣＣ●◆●巳●Ｐ●●●■■ＣＣＣ●■●●●▲●ｃｃ●■●●｡□●●■●⑪￣■●●■■●●●●●●●■■Ｇ⑪●●｡●Ｓ●■■pＣＣＣ■勺□●■●●●の■●ＣＣｍ●●●●P■●Ｃ●●●●●■●●＆●･じゆ｡●●●■●■･印｡●●ｅ●■■P■p●ＰＵｍｐＦ■Ｓ■■ＰＣp■■■●●Ｓｃ■凸0●。●■のゆ■■■●●印の●｡Pp■■甲■Ｐ已已●■■印■■■■Ｂ_ﾆｰ-研■Ｐｐｃ■■●⑪甲●サーニー--ﾛ◆■⑪■■の●■■■■--

Ｆｍａｉノ ●

●

委員 天川孝則

横浜赤十字病院顧問

〒231-0836横浜市中区根岸町２－８５

TELO45-622-0101FAXO45-622-0106
●■■■■ロロ■●●■■■■■Ｐ●P勺⑤○℃■、⑪Ｐ●●⑤●Ｂ●■●句■あ｡●■⑪■■ＰＳＣＳＢ■P印■■巾■■■の■●凸●●●。■□｡■p●▲■p●■●●｡■●●勺■■●い■■●■■q■■■白●ゆ■｡■●■甲●●●●■●●●■●●●●●■■⑪巴●■■■■pＰ●p●●■■■●の●●●●Ｓｃ●●■白○ウ■ウ■｡●■ｃＧｃｂ■ﾛ●□■｡■の■●■ロ●●●■●●●■■●■巳●●●■●●●■●■●●白●●●■●■●■■■●□■■■●■●申●●●●■■●■ウロゥ■Ｃ■●●■⑪●●■■■■■■■■ｳｃｃ申。p●勺⑪巾印●ご中ゆ●⑪●●●●S●ロｐｐｑ｡■Ｐ●のpゆ●■■●の●●｡■■●●■｡■■●の■■■■●●■T-〕■●●｡■句の●●■古●■■ロロヒエー●●■■■0■の■■F--巴■■ＢＥ－７■｡

Ｅｍａｉ/famaka-t＠６
●

eZgB・ｐLaZa．
●

ozXZp

委員 笹森典雄

牧田総合病院附属健診センター院長

〒143-0016大田区大森北1-33-8

TELO3-3762-5143FAXO3-3762-4037

Ｅｍａｉ/JdbcA＠ｍａｈｔａｈｏ
●

Sp､ozXZp

委員 日野原茂雄

山中湖クリニック予防医療センターセンター長

〒401-0502山梨県南部留郡山中湖村平野562-12

TELO555-65-9135FAXO555-20-3007

EmaZ/Ｊｓｈｌ君CcLhmoc1yahoo・ＣＭフ



１－(2)．人間ドック判定･指導ガイドライン作成委員会

■Ｉ■■
〃､Ｐ、。四・・ン'夕

)003世田谷区野折 )２（Ｅ

[)3－３４１４－９３９ )3-3414-939

-365-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 奈良昌治

足利赤十字病院名誉院長

〒174-0064板橋区中台３－２７サンシテイＧ棟1101（自宅）

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

Ｅ】ZzaZ/：

副委員長 笹森典雄

牧田総合病院附属健診センター院長

〒143-0016大田区大森北1-33-8

TELO3-3762-5143FAXO3-3762-4037

Ehzzai/：dbcA＠mahtahoSp､onZP

顧問 河合忠

国際臨床病理センター所長

〒154-0003世田谷区野沢2-7-12-202（自宅）

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO3-3414-9395FAXO3-3414-9395

顧問 菅野剛史

財団法人浜松市医療公社理事長

〒432-858O浜松市富塚町３２８県西部医療センター内

Zymaiノ ●

●

TELO53-451-2770ＦＡＸ

顧問 後藤由夫

東北厚生年金病院名誉院長

〒980-001l仙台市青葉区上杉４－６－１２（自宅）

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO22-259-1221FAXO22-259-6963

顧問 清瀬闇

三井記念病院総合健診センター名誉顧問

〒l57-0063世田谷区粕谷4-18-12（自宅）

Enzaiノ ●

●

TELO3-3300-3690FAXO3-3300-3676



-366-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

実行委員長 山門実

三井記念病院総合健診センター所長

〒lOl-0024千代田区神田和泉町’

TELO3-5687-6331FAXO3-5687-6332

Ｅｍａｉノ ●

● mmorZU'amakadb＠miZsuiﾉboSp・ozXZp

委員 天）ｌｌ孝則

横浜赤十字病院顧問

〒231-0836横浜市中区根岸町2-85

TELO45-622-0101FAXO45-622-0106

Emai/famaka-t＠bel笘巴・pLaZa.ozﾘjｐ

委員 小山和作

日本赤十字社熊本健康管理センター名誉所長

〒862-8528熊本市長嶺南2-1-1

TELO96-384-2111FAXO96-387-8278
b●●凸■●～Ｃ凹■●■■｡●●●●■●●￣●ご○Ｃ●●｡□'■■●●●｡｡｡■●｡｡｡●■■■白●■■Ｓ●■●●■｡●｡●●⑪●●●●●の●●●￣●●●＆●■■ロー●■Ｃ■の￣■●■●●●の｡●●●■●●■●●■■●｡｡白●●●●･■■●■■●●白●●■ｍｅ●●中■●●●●●□●■□●●印■■●□■●●●巳●■□●■■■｡●●●●●●●巴■｡●Ｃ●■●●●■●●●のﾛ●○ＰＤＧ●□■■●□◆■巳●●●●●●■●■■■■＝●■■■己■■■■●●■の｡■■甲のウ■の凸の●●■●■白■Ｐ●■p●■●Ｐの￣●●●□●■■巳■■■■■■■巴●■●S■●●●●●■●●｡●●■●■●白い●ｃｃ●●■p■■PL---の=‐●-ﾆﾆﾆﾆｰ●■｢--■二■=Ⅲｩ●白二'■●

Ｅｍａｉ/ＪｗｋｑｙａZzZa@mpdhig/b6enezp

委員 下村弘治

三井記念病院中央検査部技師長

〒101-0024千代田区神田和泉町’

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-5687-6331FAXO3-5687-6332

委員
亘一

局 橋英孝

昭和大学医学部衛生学教室専任講師

〒142-8555品川区旗の台1-5-8

Ｅｍａｉ/：

TELO3-3784-8137FAXO3-3784-8251

委員 中井利昭

株式会社三菱化学ビーシーエル学術顧問

〒174-8555板橋区志村3-30-1

TELO3-5994-2369ＦＡＸ

Ｅｍａｉ/：

委員 原茂子

虎の門病院健康管理センター部長

〒105-8470港区虎の門2-2-2

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO3-3588-llllFAXO3-3560-7775

委員 日野原茂雄

山中湖クリニック予防医療センターセンター長

〒401-0502山梨県南部留郡山中湖村平野562-12

TELO555-65-9135FAXO555-20-3007

Emai/Ｊｓｈ１苣巴cLhmo､yaboo・ＣＭフ

委員 和田
■－

局 士

東京慈恵会医科大健康医学センターセンター長

〒105-8471港区西新橋3-19-18

TELO3-3433-1111FAXO3-5472-2584

Ｅ)nai/：



2．診療情報管理士教育委員会

-367-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ ● ＦＡＸ

委員長 大井利夫

上都賀厚生連上都賀総合病院名誉院長

〒322-855O鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468

Emai/Jtoshjb-ohi＠kamimgH弓/hp・orﾘＩＤ

委員 大道道大

医療法人大道会大道病院院長

〒536-0023大阪市城東区東中浜1-3-17

Ｅｍａｉノ ：０ｍ

TELO6-6967-7111FAXO6-6967-7118

jbﾉbi-〔Zr＠omjbhiAamIﾘＩＤ

委員 木村満

東京都済生会中央病院顧問

〒108-0073港区三田1-4-17

TELO3-3451-8211FAXO3-3798-5550

EhzZaZﾉﾉhmzlzqam＠sajbhu
●

ＺＩＰ

委員 鈴木荘太郎

東邦大学医学部病院管理学研究室教授

〒143-8540大田区大森西5-21-16

TELO3-3762-4151FAXO3-3765-3181

Ｅｍａｉ/Jssuzuh＠ｍｅｄｍｈ
●

ｏ~α・aczZp

委員 瀬戸山 兀
￣

高知県・高知市病院組合理事兼病院統括監

〒780-0870高知市本町4-3-30

TELO88-871-3040FAXO88-871-3151
､■●●の■●□●●巴⑪B●●P■●●●■■⑪●■■■■＆●●S■●ＣＣｍＳ●■凸●●●●ａＳＧ●●●●●●■●巳■｡●●●●●｡S●●●B■■■□巳●●●Ｐ●■P●＆●●｡■■●●●■●O■Ｐ⑪一○｡■●■｡■■ｃｃ●■■■■●■●■●●●p●■■●｡●凸｡■■巳●●●●￣●■●●Ｃ￣｡■●■●－●●■■の●C白白●●●｡Ｓ●白凸■●●｡■ｅ■巳｡●●●●●●■p●⑪●⑰■■●●■●■■●■戸■ＣＳＰ●●印の■●●●●●●●●□p■■巳■●■＆●■■■●■●凸■●■e●■●●●●●白の－●■●Ｐ｡■■■●■■■●●●●■｡●●P●p■●ﾛ■白白中●白C●■ぜ⑪●■■■■■勺●の白印■■■●●■の●B●●PC■■●･ＣＣＢ●●C甲■●■｡●●●●●●ｃｃ●■｡●●●●●●●●●■ﾆﾆｪ＆●--勺白■

Ｅｍａｉ/fsetqyzIma＠肋Ｓｃ・ozXZP

委員 」鳥羽克子

国際医療福祉大学医療経営管理学科教授

〒324-8501大田原市北金丸2600-1

TELO287-24-3078FAXO287-24-3100

Ｅｍａｉ/JkZoba＠ｍuse・oｃｎｎｅZIP

委員 中村洋

茨城県立医療大学保健医療学部教授

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240

Einai/：nakazmma＠｣ipu､ａＭフ

委員 西澤寛俊

西岡病院理事長

〒062-0034札幌市豊平区西岡４条4-1-52

TELOll-853-8322FAXO11-854-2577

Emai/：血臼hjZawakeiwakaj＠〔Zance・ocn.、e〃



２－(1)．基礎課程小委員会

-368-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 木村満

東京都済生会中央病院顧問

〒108-0073港区三田1-4-17

TELO3-3451-8211FAXO3-3798-5550

EhZzaZ/Ｊｋｉｍｕｚ１ａ－ｍ､sanbu〃

委員 大道道大

医療法人大道会大道病院院長

〒536-0023大阪市城東区東中浜1-3-17

Ｅｍａｉノ Jｏｍ

TELO6-6967-7111FAXO6-6967-7118

jbjbj-〔Zr'@ＯｍｉとhiAamIﾘＩＤ

委員 川合省三

大阪府立急性期・総合医療センター脳神経外科部長

〒558-8558大阪市住吉区万代東3-1-56

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO6-6692-1201FAXO6-6606-7034

委員 鈴木荘太郎

東邦大学医学部病院管理学研究室教授

〒143-8540大田区大森西5-21-16

TELO3-3762-4151FAXO3-3765-3181

Ｅｍａｉ/：ssuzuAｺﾞ＠znedLmho‐
●

α・ａｑＺｐ

委員 瀬戸山 兀
￣

高知県・高知市病院組合理事兼病院統括監

〒780-0870高知市本町4-3-30

TELO88-871-3040FAXO88-871-3151

Ｅｍａｉ/：seZQyEIma＠肋scozXZp

委員 仲田裕行

高槻病院副院長

〒569-1192高槻市古曽部町1-3-13

Ｅｍａｉ/：

TELO726-81-3801FAXO726-82-3834

委員 吉田晃治

西日本病院総院長

〒862-0934熊本市八反田3-20-1

Ｅ2？?aiノ ●

●

TELO96-380-llllFAXO96-380-0539



２－(2)．専門課程小委員会

-369-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 中村洋 ￣

茨城県立医療大学保健医療学部教授

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240

Einai/fnaAazmma＠わⅡ.ac〃

委員 阿南誠

国立病院機構九州医療センター医療情報部診療情報管理室長

〒810-0056福岡市中央区地行浜1-8-1

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO92-852-0700FAXO92-847-8802

委員 入江真行

和歌山県立医科大学先端医学研究所助教授

〒641-8509和歌山市紀三井寺811-1

ﾉﾜmaiノ ●

●

TELO734-41-0663FAXO734-41-0663

委員 枝光尚美

大阪府立母子保健総合医療センター診療情報管理室主任

〒594-1101和泉市室堂町８７０

Ｅｍａｉ/：

TELO725-56-1220FAXO725-56-5682

委員 長澤哲夫

北里大学東病院病歴部病歴室長

〒228-852O相模原市麻溝台2-1-1

Ｅｍａ1/f

TELO42-748-9111FAXO42-748-9119

委員 信川益明

杏林大学医学部総合医療学教室助教授

〒181-8611三鷹市新川6-20-2

Ｆｍａｉノ ●

●

TELO422-44-4154FAXO422-44-4154

委員 三木幸 郎

北九州市立門司病院内科部長

〒800-0021北九州市門司区南本町3-1

ＥｍａＺﾉﾉ

TELO93-381-3581FAXO93-372-2945



２－(3)．分類小委 会
一

貝

区分

-370-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 鳥羽克子

国際医療福祉大学医療経営管理学科教授

〒324-8501大田原市北金丸2600-1

TELO287-24-3078FAXO287-24-3100
白●■■■●ウ●■●■●凸●句●▲■■⑰●■中■●ゆ白■■白●●■■■■■Ｐ■■の●●・の●句■■ｐｍｍＣ⑤●■●巳の■●＆◆●●●甲｡●■Ｐ印●●●●ウ●■●●■●●凸●■●白●●●■■●■●■●●●●■■｡■●●■●ゆ句Ｃｅ■●■｡｡■ＳｅＳの￣巳●■■■ｳ●●ﾛ●■■ロ●■■■■■●■■■●■句●⑤◆●●■●□●句｡●●■●●■■●●●●■ﾛ①●●●■凸■●●ＣＤＰ中●●●●Ｃ●□●｡●●●●●●□■●■●■■■●■■■■二ｓ----一二-----Ⅱ■=二‐Ⅱ■二=ﾆｰｰｰ■｢----□Ｉ--や■E-=-●□■==_●●■■-､■----■■■-=_

Ehnai/JkZoba＠ｍuse・ocn・ｎｅ
●

Zｐ

委員 秋岡美登惠

国立病院機構九州医療センター医療情報部診療情報管理室主任

〒810-8563福岡市中央区地行浜1-8-1

Ｅｍａｉノ ●

●

TELO92-852-0700FAXO92-847-8802
ｐＣＣ●■■●■ＣＣＧ■●Ｐ●●●●●■●●●＆●■●■■■●■ﾛ●●■■●●￣●●の■■●ゆ？●ｅＣ｡⑤●句●句●巳一Ｂ■Ｓい●●●ＣＣＳ●●凸＆■の凸Ｇ●￣■凸■●■■●￣■p●●■の●■Ｂ●Ｓ●⑪●●｡●■■勺■け■●凸●●Ｃ●●凸●●｡●●●●●ロ●●｡●●の●■●●●●申の●●●ＯＣｃｅ￣●P■｡●●■■●□■●●●●●■●Ｃｅｃｃ●●●ｃｃ■●●●●甲●■●●■￣●●●■-－--■■■●１－●■■』ＣＣＣ●■

委員 五十嵐よしゑ

関西国際大学医療経営学科非常勤講師

〒910-8203福井市上北野2-23-19（自宅）

TELO776-54-3221ＦＡＸ
●●●●●｡●●●●●白●●■●■■●●■●●■ＣＧ●●■●｡￣●●■●白Ｃ●●●●￣￣◆■｡｡●●●■◆●●■■｡●●◆－－●●｡●●■●ロ◆●｡□ＧＣＣ印⑰●●■⑤■■●●●｡●●●①Ｃ●■■台｡●■｡■■■●■■●●●●●●■●●■●●■凸凸Ｃ￣｡■￣●Ｃ●■｡や●｡Ｂ■ＧＣＰ●｡●こ●●■￣￣●●■●●①●●￣●■￣｡●｡●●｡●●｡ｐ■●●｡●p●●●●●｡■ＣＯ■｡■●■￣■●＆●●ＳＣＤ●｡■●●｡￣●●●■●■●●●い●●｡●句◆●●Ｏ●●凸●■印●●●●●●●●⑪●●●●●●｡●｡■■●●｡■①●■●●■｡■●●■■●●■■◆●■■Ｃ●●●●●●●●■●Ｃ■●===-==_l■--_

ＥｍａＺ/：

委員 上田
■－

｣牙（ 子

国立病院機構仙台医療センター企画課診療情報管理室算定･病歴係主任

〒983-852O仙台市宮城野区宮城野2-8-8

TELO22-293-1111FAXO22-293-1154
ＤＣ●●●●●■●■●●｡●Ｃ●●■ＤＣ●■●●Ｇ●－－●●●｡●●●ローゥー●●●●●■■ＤＰ●｡｡●￣■●⑪■■白●●●巳■ＰＣ●●■ご●■■◆■■●ｑＣ●｡■■￣｡●－つ●●①●□●￣●￣■●●●●●■｡●●Ｃ●◆￣ひ●●の●●ＣＱ●●●■●●●●●●中■●｡￣●･ＣＰ●●￣□●■●￣■■■￣●●￣●●●ＣｍＳ●…￣●●●●｡●●●●●●｡●｡●￣●■●Q●■●●￣●●●●＆白■●■●●■●■●＆●■■Ｓｃ■の■●①●■●●●●｡●●ｐＣＣ●●･●●●●●●の●●●■勺■■ｑ●bCC■●●●●■●①●B●●●●■｡●ﾛＣ●●●●●●●●●●ＣＣｃ●｡●◆●●●□●--■Ⅱ--､■=-------■の□い■1--_■----1

Ｆｍａｉノ ●

●

委員 河村保孝

焼津市立総合病院診療情報管理室

〒425-8505焼津市道原１０００

TELO54-623-3111FAXO54-624-9103
知●●Ｃ●勺一●ロロ・印勺印●｡｡●与巳●●■￣■◆｡￣●●□ＣＣＣ￣￣｡■■●ＧＣＣ￣￣￣■●●■￣●●申｡●■■ＣＢｃｃ⑪＝●ｏＯＣ～●●￣￣●の⑪●￣￣弓の■甲■●Ｃ■●●｡●□●■□｡￣ｅ◆◆●■巳□●■巴●●●｡●｡■●｡｡●●の●ＣＣＢｅＢ■●｡●●の●ロ■ＧＢ●●●●■■●の●｡■●□■□■■■■■■■●●■●□■□●■●●■■●●■●■●●｡■●●●巾●●い●ウ●●●●◆｡●⑧●●Ｐ■ウ■■Ｂ●ひ■●■●■●ＣＤ●｡●●●●●●●■凸■●●●●●⑥●●●●凸●の●●●●●●●●●●巳□●●●■■Ｃ●●ＰＣ■ＰｃＣ●●■ご■●●●●●●●凸の■■■●■■ﾆｰｰｰ■ﾛ---ﾆｰｰ■pq●印q三一ﾆｰｰｰ‐●I---ｍ■－１

Ｅｍａｉノ ●

●

委員 倉部直子

江別市立病院診療録管理課主幹

〒067-0004江別市若草町6-1

TELO11-382-5151FAXO11-391-3222
､ご●□●●■●●■ＣＤ●●｡｡●●⑪Ｓ●｡□●吋巳●■■●●■￣￣■の●●Ｃ●●■■｡■●ロロ●●ｅ■●●■｡●●●●■ＣＣＳ●■●Ｐ●●●■■己●■■●■●●●●●｡￣｡｡Ｓ■●●■●｡●Ｃｐｐｃ■●●い●■●●■●●●●●●●●●■●●●●●●▲Ｃ●の｡●●●ウ｡｡●■●の●●●￣●■⑰ＣＳＰ●●●｡■の■●●●●●凸●￣い￣●●●□●■■■ＣＤＳ●□｡●●■巳●●●■●■の■■■●●■●●■句Ｃ巴●●■ｃｃ■のＳｃ●●●｡■●の●●●勺■巾｡●巾●ごｃｏＣＣ●●｡■●■■■･●由●■●ｂ●■Ｓｃ｡■●●■●●●ｇｏ｡●●●ＣＯ●｡ｐ●●ロ●｡■Ｃｓ白●□Ｃ■●｡●□■●■●●□Ｃｅ●●●｡●□■----■0_●L=二ﾆｰ‐印行＝ニーーー＿●0

/ﾜ、Ｂｉノ ●

●

委員 小坂清美

日本生命済生会附属日生病院病歴図書室調査役

〒550-0012大阪市西区立売堀6-3-8

TELO6-6543-3581FAXO6-6532-6482
､●■勺●●■●●￣こ●□●●p■ゆ●□●Ｃｅ●Ｐ●●甲｡｡■■□白び｡■●■●①申ｍｅ■■qP⑤●■●●｡●凸の■■■■⑤■■■｡●■●｡■■●白■⑤①のﾛ■●●｡｡■no巳●●■●●●■●■●⑤●■●●■●●巳●■■■＆■白●■｡■●■■●ＧＣｂｃ●●●▲■●●●￣白｡■▲■●￣●の⑰■●●■●■●■●■P●■●■●■●●■凸●●■●■■■●●●白■●●■●■■｡ｂ■●●●｡■□■●□■●●●●｡●●●●■ＢＣＢ●●●■●Ｂ■□●｡｡ご●■■■●■■■●甲●●■■●■□ｑＣ■ｅｑＳ｡e■■●p■■■甲●ｃｃ●●■■■■●●凸■●●□■・ﾛｰｰ-■＄■印■1-I■●---ﾆﾆﾛｰｰ■■二--■■■=■■⑤Ⅱ---■●て二-ﾆﾆ｢------■Ⅱ

Ｅ、ｮiノ ●

●

委員 Ｐ 次尤子

浜の町病院診療録管理室長

〒810-8539福岡市中央区舞鶴3-5-27

TELO92-721-0831FAXO92-714-3262

Ｅｍａｉ/：



３．病院経営管理者教育委員会

区分

-371-

区分 氏名 施設名住所／ＴＥＬ・ＦＡＸ

委員長 瀬戸山 兀
￣

高知県・高知市病院組合理事兼病院統括監

〒780-0870高知市本町4-3-30

TELO88-871-3040FAXO88-871-3151

Ｅｍａｉ/JsetQyzlma＠肋Sc･oZLZp

副委員長 土井章弘

岡山旭東病院院長

〒703-8265岡山市倉田567-1

TELO86-276-3231FAXO86-274-1028

Emai/ＪａｈｄＤｉ@｣b'DAruto.ozﾘＩＤ

委員 中村洋 ￣

茨城県立医療大学保健医療学部教授

〒300-0394茨城県稲敷郡阿見町阿見4669-2

TELO298-40-2140FAXO298-40-2240

Emai/Jnakazmma＠ゎu・ａＭフ

委員 正木義博

済生会熊本病院副院長

〒861-4193熊本市近見5-3-1

〃maiノ

TELO96-351-8000FAXO96-326-3045

:ｙ旱masａｈ、sAhsajSeZAaL
●

ozXZp

委員 山本展夫

北摂総合病院業務部長

〒569-8585高槻市北柳川町16-23

TELO726-96-2121FAXO726-90-3061
ﾆﾆ----------=--_●-ゆ●＄●●●Ｃ①●●印■Ｃ●●の●●●印の●●●●｡●●■凸●B■■●ﾛ■●p●●●■■●■●●■■●Ｃ●■○の●●｡Bの●●■■●●●■■￣●●●｡●●●●■●■ｳ■■山一●●●￣■●●の●￣●●●●●●の●￣｡●Ｃ●■●●●ﾛ■●●●■■■●●●●□ｃｃ■ご●■●■●■凸■■■ＰＢｂの□■□■●●ｏＧＰ●●●●●■●巳■C■●Gの●□｡●O●Ｓｍ●■■印い●■●●●●Ｃ■●●■■■●●●●●●□●●■■■■■＆■■●｡●■●●●●●■■●●■e●●■●ＣＱ｡●■己B●●●●ＣＳＣ●●●●●●●■●●■●●●■①■□巳■ＢＣ巳●●■ゆ●の■■⑤■巳□■■⑪●●●●●●｡●■■□P⑪●●●●⑰ＰＰＣFCP●ＣＣＣ●●

Ehnai/Jno6yamamoZo＠hokusetsu 弓jhpJip



四病院団体協議 会
総合部会

-372-

役職 氏名 施設名住所/ＴＥＬ･ＦＡＸ

日本病院会

会長
山本修三

神奈ﾉｌｌ県済生会
〒221-0063神奈ﾉ||県横浜市神奈川区立町６－１キヤリビル302
TELO45-423-2301FAXO45-423-2300

日本病院会

副会長
武田隆男

武田病院グループ
〒600-8558京都府京都市下京区塩小路通西洞院東入東塩小路町841-5

ＴＥＬＯ７５－３６１－１３３５FAXO75-361-7602

日本病院会
畠I]会長

池澤康郎
中野総合病院
〒164-8607東京都中野区中央4-59-16
ＴＥＬＯ３－３３８２－１２３１FAXO3-3381-4799

日本病院会

畠'｣会長
ﾉ||合弘毅

医療法人若弘会
〒556-0005大阪府大阪市浪速区日本橋4-7-7デンキヨー日本橋ビル5Ｆ

TELO6-6646-O818FAXO6-4396-9028

日本病院会
高ﾘ会長

奈良昌治
足利赤十字病院
〒174-0064東京都板橋区中台3-27サンシテイＧ棟1101（自宅）
TELO3-3937-8796ＦＡＸＯ３－３９３７〒8796

日本病院会
副会長

大井利夫
上都賀総合病院
〒322-855O栃木県鹿沼市下田町1-1033
ＴＥＬＯ２８９－６４－２１６１FAXO289-64-2468

日本病院会

畠'1会長
村上信乃

総合病院国保旭中央病院
〒289-2511千葉県旭市イの1326
ＴＥＬＯ４７９－６３－８１１１FAXO479-62-0330

全日本病院協会
会長

佐々英達
佐々総合病院

〒188-0011束京都西東京市田無町4-24-15
TELO424-61-1535FAXO424-61-9693

全日本病院協会
畠'１会長

西澤寛俊
西岡病院
〒O62-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52
TELO11-853-8322FAXO11-854-2577

全日本病院協会
副会長

手束昭胤
手束病院
〒779-3233徳島県名西郡石井町石井字石井434
TELO88-674-OO24FAXO88-674-6159

全日本病院協会
副会長

安藤高朗
永生病院
〒193-0942束京都八王子市椚田町583-15
TELO426-61-4108ＦＡＸＯ４２６－６１－１３３１

日本医療法人協会
会長

豊田堯
秋田東病院
〒O10-O823秋田県秋田市山内字丸木橋167-3
TELO18-827-2331FAXO18-827-2318

日本医療法人協会

副会長
須藤祐司

嬉泉病院
〒125-0041東京都葛飾区東金町1－３５－８
TELO3-3600-9001FAXO3-3600-9010

日本医療法人協会

副会長
近藤脩

仁厚会病院
〒243-0018神奈川県厚木市中町3-8-11
TELO46-221-3330FAXO46-221-1650

日本医療法人協会
副会長

日野頌三

医療法人頌徳会
〒599-8123大阪府堺市北野田636
TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本医療法人協会

畠１１会長
大塚量

福岡記念病院
〒814-0002福岡県福岡市早良区西新1-1-35

TELO92-821-4731FAXO92-821-6449

日本精神科病院協会
会長

鮫島健
鮫島病院
〒840-O521佐賀県佐賀郡富士町大字小副ﾉ１１２７２

TELO952-64-2231FAXO952-64-2233

日本精神科病院協会
副会長

長尾卓夫
高岡病院

〒670-0061兵庫県姫路市西今宿5-3-8
TELO792-93-3315FAXO792-94-5311

日本精神科病院協会
副会長

谷野亮爾
谷野呉山病院
〒930-0103富山県富山市北代5200
TELO76-436-5800ＦＡＸＯ７６－４３６－ｌＯ４１

日本精神科病院協会
副会長

山崎學
慈光会病院
〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7
ＴＥＬＯ２７－３４７－ｌｌ７７FAXO27-347-2850



医療制度委員会

※委員長

-373-

役職 氏名 施設名住所/￣
■■

ＥＬ･ＦＡＸ

日本病院会

圓'|会長

※

池澤康郎

中野総合病院

〒164-8607束京都中野区中央4-59-16

TELO3-3382-l231FAXO3-3381-4799

日本病院会
常任理事

邉見公雄

赤穂市民病院

〒678-0232兵庫県赤穂市中広1090

TELO791-43-3222FAXO791-43-0351

日本病院会

常任理事
秋山洋

虎の門病院

〒105-8470東京都港区虎ﾉ門2-2-2

TELO3-3588-1111FAXO3-3582-7068

全日本病院協会
畠I|会長

西澤寛俊

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELOll-853-8322FAXO11-854-2577

全日本病院協会
常任理事

江口尚久

江口病院

〒845-0032佐賀県小城郡三日月町大字金田1054-2

TELO952-73-3083ＦＡＸ0952-72-5773

全日本病院協会
病院のあり方委員会

委員

宮城敏夫

浦添総合病院

〒901-2132沖縄県浦添市伊祖4-16-1

TELO98-878-O231FAXO98-870-1800

日本医療法人協会
畠'１会長

近藤脩

仁厚会病院

〒243-0018神奈ﾉ||県厚木市中町3-8-11

TELO46-221-3330FAXO46-221-1650

日本医療法人協会

常務理事
)||原弘久

医療法人偕行会

〒454-0933愛知県名古屋市中｣||区法華1-239サンユースⅡ

TELO52-363-7211FAXO52-363-7237

日本医療法人協会

医業経営管理部会
委員

高橋幹治

片倉病院

〒755-015l山口県宇部市大字西岐波229-3

TELO836-51-6222FAXO836-51-4440

日本精神科病院協会

副会長
長尾卓夫

高岡病院

〒670-006l兵庫県姫路市西今宿5-3-8

TELO792-93-3315ＦＡＸ0792-94-5311

日本精神科病院協会
常務理事

花井忠雄

ときわ病院

〒005-0853北海道札幌市南区常磐3条1-6-1

TELO11-591-4711FAXOll-591-0922

日本精神科病院協会
常務理事

中村宏

酒田東病院

〒998-0878山形県酒田市こあら3-5-2

ＴＥＬＯ２３４－２２－９６１１FAXO234-22-7389



医療保険・診療報酬委員会

※委員長

-374-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会
副会長

川合弘毅

医療法人若弘会

〒556-0005大阪府大阪市浪速区日本橋4-7-7デンキヨー日本橋ピル5Ｆ

TELO6-6646-0818FAXO6-4396-9028

日本病院会

常任理事
齊藤壽－

社会保険中央総合病院

〒169-0073東京都新宿区百人町3-22-1

TELO3-3364-0251FAXO3-3364-5663

日本病院会

医療制度委員会
委員

栗山康介

名古屋第二赤十字病院

〒466-865O愛知県名古屋市昭和区妙見町2-9

TELO52-832-1121FAXO52-832-5389

全日本病院協会

副会長
西澤寛俊

西岡病院

〒O62-OO34北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELO11-853-8322FAXOll-854-2577

全日本病院協会

常任理事

※

猪口雄

寿康会病院

〒136-0073東京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151FAXO3-3646-1295

全日本病院協会
理事

鉾之原大助

市比野記念病院

〒895-1203鹿児島県薩摩郡樋脇町市比野3079

TELO996-38-1200FAXO996-38-O715

日本医療法人協会
副会長

日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本医療法人協会
常務理事

土谷晋一郎

土谷総合病院

〒730-8655広島県広島市中区中島町3-30

TELO82-243-9191FAXO82-504-1353

日本医療法人協会
理事

関健

城西病院

〒390-0875長野県松本市城西1-5-16

TELO263-33-6400FAXO263-33-9920

日本精神科病院協会
常務理事

長瀬輝誼

高月病院

〒192-0005東京都八王子市宮下町178

TELO426-91-1131FAXO426-91-1717

日本精神科病院協会

常務理事
河崎建人

水間病院

〒597-0104大阪府貝塚市水間5１

TELO724-46-1102FAXO724-46-5451

日本精神科病院協会

医療経済委員会

委員長

平川淳

平ﾉＩ|病院

〒192-0152束京都八王子市美山町1０７６

ＴＥＬＯ４２６－５１－３１３１FAXO426-51-3133



介護保険小委員会

-375-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会
昌'|会長

)||合弘毅

医療法人若弘会

〒556-0005大阪府大阪市浪速区日本橋4-7-7デンキヨー日本橋ビル5Ｆ

TELO6-6646-O818FAXO6-4396-9028

日本病院会
理事

石井和博

大浜第一病院

〒902-857ｌ沖縄県那覇市安里1-7-3

TELO98-866-5171FAXO98-864-l874

全日本病院協会
副会長

安藤高朗

永生病院

〒193-0942束京都八王子市椚田町583-15

TELO426-61-4108FAXO426-61-1331

全日本病院協会
常任理事

木下毅

光風園病院

〒752-0928山口県下関市長府才ﾉ''2-21-2

TELO832-48-0254FAXO832-48-0441

日本医療法人協会

常務理事
武田隆久

武田総合病院

〒601-1434京都府京都市伏見区石田森南町28-1

TELO75-572-6331FAXO75-571-8877

日本医療法人協会
理事

関健

城西病院

〒390-0875長野県松本市城西1-5-16

TELO263-33-6400FAXO263-33-9920

日本精神科病院協会

常務理事
松原三郎

松原病院

〒920-8654石ﾉ||県金沢市石弓'4-3-5

TELO76-231-4138FAXO76-221-8889

日本精神科病院協会

医療経済委員会
委員長

平川淳

平)||病院

〒192-0152東京都八王子市美山町1076

TELO426-51-3131FAXO426-51-3133



医業経営・税制委員会

※委員長

(オブザーバー:8人委員会委員）

-376-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会

昌'|会長
武田隆男

武田病院グループ

〒600-8558京都府京都市下京区塩小路通西洞院東入東塩小路町841-5

TELO75-361-1335FAXO75-361-7602

日本病院会
理事

関口令安

都立豊島病院

〒173-0015束京都板橋区栄町3３－１

TELO3-5375-1234FAXO3-5944-3506

日本病院会
理事

崎原宏

永寿総合病院

〒110-8645束京都台東区東上野2-23-16

TELO3-3833-8381FAXO3-3831-9488

全日本病院協会

副会長
手束昭胤

手束病院

〒779-3233徳島県名西郡石井町石井字石井434-1

TELO88-674-0024FAXO88-674-6159

全日本病院協会
常任理事

小松寛治

本荘第一病院

〒O15-8567秋田県本荘市出戸町字岩渕下110

TELO184-22-0111FAXOl84-22-O120

全日本病院協会

常任理事
江口尚久

江口病院

〒845-0032佐賀県小城郡三日月町大字金田1054-2

TELO952-73-3083FAXO952-72-5773

日本医療法人協会

副会長

※

大塚量

福岡記念病院

〒814-0002福岡県福岡市早良区西新1-1-35

TELO92-821-4731FAXO92-821-6449

日本医療法人協会

常務理事
小田原良治

小田原病院

〒892-0844鹿児島県鹿児島市山之口町8-1

TELO992-23-7531FAXO992-23-9694

日本医療法人協会

医業経営管理部会
委員

小森直之

医療法人恵仁会

〒607-8441京都府京都市山科区上野御所の内町9-12

TELO75-581-3166FAXO75-593-4498

日本精神科病院協会

病院管理委員会
委員長

水戸正樹

水戸病院

〒811-2243福岡県糟屋郡志免町志免東4-1-1

TELO92-935-0073FAXO92-935-0040

日本精神科病院協会

病院管理委員会
委員

南良武

木島病院

〒597-0044大阪府貝塚市森892

TELO724-46-2158FAXO724-47-0600

日本精神科病院協会
病院管理委員会
委員

塚本

吉祥寺病院

〒182-0011東京都調布市深大寺北町4-17-1

TELO424-82-9151FAXO422-31-6021

日本医療法人協会

畠'１会長
日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908



資金調達のあり方に関する委員会

※委員長

病院建物耐用年数実態調査委員会

-377-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会

副会長
)||合弘毅

医療法人若弘会

〒556-0005大阪府大阪市浪速区日本橋4-7-7デンキヨー日本橋ビル5Ｆ

TELO6-6646-0818FAXO6-4396-9028

全日本病院協会

副会長
西澤寛俊

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELO11-853-8322FAXO11-854-2577

日本精神科病院協会
畠'１会長

山崎學

慈光会病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TELO27-347-ll77FAXO27-347-2850

日本医療法人協会
副会長

※

日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

学識経験者 石井孝宜

石井公認会計士事務所

〒ll3-0034東京都文京区湯島3-35-9湯島白ﾉ||ピル3Ｆ

TELO3-3839-5960FAXO3-3839-5961

学識経験者 小山秀夫

国立保健医療科学院経営科学部

〒351-0197埼玉県和光市南2-3-6

TELO48-458-6111FAXO48-468-7985

学識経験者 鈴木喜六

ヘルスケアマーケティング研究所

〒１５０－０００１東京都渋谷区神宮前1-6-1パレフランス554

TELO3-5412-2550FAXO3-5412-0465

学識経験者 松田紘一郎

松田公認会計士事務所

〒150-0001東京都渋谷区神宮前6-6-12チサンマンション神宮前2-Ｂ

ＴＥＬ03-3498-3333FAXO3-5464-6820

学識経験者 真野俊樹

大和証券SMBC株式会社

〒lO3-8289東京都中央区八重洲1-3-5

TELO3-5202-3557FAXO3-3271-l321

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会
副会長

池澤康郎

中野総合病院

〒164-8607東京都中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231FAXO3-3381-4799

全日本病院協会
常任理事

小松寛治

本荘第一病院

〒015-8567秋田県本荘市出戸町字岩渕下110

TELOl84-22-0111FAXOl84-22-0120

日本医療法人協会
副会長

大塚量

福岡記念病院

〒814-0002福岡県福岡市早良区西新1-1-35

TELO92-821-4731FAXO92-821-6449

日本精神科病院協会

病院管理委員会
委員長

水戸正樹

水戸病院

〒811-2243福岡県糟屋郡志免町志免東4-1-1

TELO92-935-0073FAXO92-935-OO40

日本医師会

常任理事
三上祐司

日本医師会

〒113-8621束京都文京区本駒込2-28-16

TELO3-3946-2121FAXO3-0946-6295



医療従事者対策委員会

※委員長

(オブザーバー:8人委員会委員）

-378-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会

副会長
奈良昌治

足利赤十字病院

〒174-0064東京都板橋区中台3-27サンシテイＧ棟1101（自宅）

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

日本病院会
常任理事

小ﾉ１１嘉誉

多根総合病院

〒550-0024大阪府大阪市西区境川1-2-31

TELO6-6581-1071FAXO6-6581-2520

日本病院会

常任理事
ﾉI|城丈夫

東埼玉病院

〒349-0196埼玉県蓮田市黒浜4147

TELO48-768-1161FAXO48-769-5347

全日本病院協会

常任理事
大橋正責

耳鼻咽喉科麻生病院

〒007-084O北海道札幌市東区北40条東1-1-7

TELO11-731-4133FAXO11-731-4986

全日本病院協会
常任理事

飯田修平

練馬総合病院

〒176-0005東京都練馬区旭丘2-41-1

TELO3-3972-1001FAXO3-3972-1031

全日本病院協会
常任理事

中村定敏

小倉第一病院

〒803-0844福岡県北九州市小倉北区真鶴2-5-12

TELO93-582-7730FAXO93-592-7689

日本医療法人協会
常務理事

武田従信

山之内病院

〒297-0022千葉県茂原市町保３

TELO475-25-1131FAXO475-24-5645

日本医療法人協会
常務理事

小林武彦

小林記念病院

〒447-0863愛知県碧南市新川町3-88

TELO566-41-0004FAXO566-48-5157

日本医療法人協会
理事

宮永忠彦

等潤病院

〒121-0075東京都足立区一ツ塚4-3-4

TELO3-3850-8711FAXO3-3858-9339

日本精神科病院協会
理事

※

秋山 郎

両毛病院

〒327-0843栃木県佐野市堀米町1648

TELO283-22-6150FAXO283-22-6159

日本精神科病院協会
看護･コメディカル委員会

委員長
山田雄飛

薫風会山田病院

〒188-0012束京都西東京市南町3-4-10

TELO424-61-OOO5FAXO424-67-4658

日本精神科病院協会
看護･コメディカル委員会

委員
高橋幸彦

茨木病院

〒567-0801大阪府茨木市総持寺1-4-1

TELO726-22-2721FAXO726-21-7092

日本精神科病院協会
副会長

山崎學

慈光会病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

ＴＥＬＯ２７－３４７－１１７７FAXO27-347-2850



ｓ人委員会

※委員長

-379-

役職 氏名 施設名住所／
■■

~ＥＬ･ＦＡＸ

日本病院会
副会長

池澤康郎

中野総合病院

〒l64-8607東京都中野区中央4-59-16

TELO3-3382-l231FAXO3-3381-4799

日本病院会

副会長
大井利夫

上都賀総合病院

〒322-855O栃木県鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468

全日本病院協会
副会長

※

西澤寛俊

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELO11-853-8322FAXO11-854-2577

全日本病院協会

常任理事
猪口雄

寿康会病院

〒136-0073東京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151FAXO3-3646-1295

日本医療法人協会
畠ﾘ会長

須藤祐司

嬉泉病院

〒125-0041束京都葛飾区東金町1-35-8

TELO3-3600-9001FAXO3-3600-9010

日本医療法人協会

副会長
日野頌三

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

日本精神科病院協会

副会長
山崎學

慈光会病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TELO27-347-1177FAXO27-347-2850

日本精神科病院協会
常務理事

長瀬輝誼

高月病院

〒192-0005東京都八王子市宮下町178

TELO426-91-ll31FAXO426-91-l717



研修・認定センター役員名簿

-380-

役職 氏名 所属 施設名住所/TEL･FAX

会長 西澤寛俊
全日本病院協会

副会長

西岡病院

〒062-0034北海道札幌市豊平区西岡4条4-1-52

TELO11-853-8322FAXO11-854-2577

理事 大井利夫
日本病院会
副会長

上都賀総合病院

〒322-855O栃木県鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468

理事 池澤康郎
日本病院会

副会長

中野総合病院

〒164-8607東京都中野区中央4-59-16

TELO3-3382-1231FAXO3-3381-4799

理事 猪口雄
全日本病院協会
常任理事

寿康会病院

〒136-0073束京都江東区北砂2-1-22

TELO3-3645-9151FAXO3-3646-1295

理事 須藤祐司
日本医療法人協会

畠ﾘ会長

嬉泉病院

〒125-0041東京都葛飾区東金町1-35-8

TELO3-3600-9001FAXO3-3600-9010

理事
●

長瀬輝誼
日本精神科病院協会

常務理事

高月病院

〒l92-0005東京都八王子市宮下町178

TELO426-91-1131FAXO426-91-1717

監事 日野頌三
日本医療法人協会

副会長

医療法人頌徳会

〒599-8123大阪府堺市北野田636

TELO722-35-5800FAXO722-37-8908

監事 山崎學
日本精神科病院協会

副会長

慈光会病院

〒370-0857群馬県高崎市上佐野町786-7

TELO27-347-ll77ＦＡＸ027-347-2850



医療安全管理者養成委員会

※委員長

-381-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会

常任理事

※

元原利武

明舞中央病院

〒673-0862兵庫県明石市松が丘4-1-32

TELO78-917-2020FAXO78-914-l877

日本病院会

副会長
大井利夫

上都賀総合病院

〒322-855O栃木県鹿沼市下田町1-1033

TELO289-64-2161FAXO289-64-2468

日本病院会

副会長
村上信乃

総合病院国保旭中央病院

〒289-2511千葉県旭市イの1326

TELO479-63-8111FAXO479-62-O330

全日本病院協会

常任理事
飯田修平

練馬総合病院

〒176-0005東京都練馬区旭丘2-41-1

TELO3-3972-1001FAXO3-3972-1031

日本医療法人協会
常務理事

士谷晋一郎

土谷総合病院

〒730-8655広島県広島市中区中島町3-30

TELO82-243-9191FAXO82-504-1353

日本精神科病院協会

常務理事
中村宏

酒田東病院

〒998-0878山形県酒田市こあら3-5-2

TELO234-22-9611FAXO234-22-7389



感染管理者養成委員会

※委員長

-382-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会

常任理事

※

佐藤眞杉

佐藤病院

〒573-1124大阪府枚方市養父東町65-1

ＴＥＬＯ７２－８５０－ｌ８１１FAXO72-868-3844

日本病院会

常任理事
天ﾉ||孝貝l」

横浜赤十字病院 プ

〒231-0836神奈ﾉ'１県横浜市中区根岸町2-85

TELO45-622-O101FAXO45-622-0106

日本病院会

感染症対策委員会
委員

岡部信彦

国立感染症研究所

〒162-8640束京都新宿区戸山1-23-1

TELO3-5285-llllFAXO3-5285-1150

日本病院会
感染症対策委員会

委員

木村哲

国立国際医療センターエイズ治療･研究開発センター

〒162-8655束京都新宿区戸山1-21-1

TELO3-5273-6873FAXO3-5273-6483

日本病院会
感染症対策委員会

委員

小林寛伊

NTT東日本関東病院

〒141-8625束京都品ﾉIl区東五反田5-9-22

TELO3-3448-6663FAXO3-3448-6664

日本病院会

副会長
奈良昌治

足利赤十字病院

〒174-0064東京都板橋区中台3-27サンシテイＧ棟1１０１（自宅）

TELO3-3937-8796FAXO3-3937-8796

日本病院会
感染症対策委員会

委員

毛利昌史

財団法人化学療法研究所付属病院

〒272-0827千葉県市ﾉ|I市国府台6-1-14

TELO47-371-6111FAXO47-373-4921

全日本病院協会

常任理事
平山登志夫

平山病院

〒262-0046千葉県千葉市花見ﾉ||区花見ﾉ''1494-3

TELO43-259-4525FAXO43-258-1425

日本医療法人協会
常務理事

士谷晋一郎

土谷総合病院

〒730-8655広島県広島市中区中島町3－３０

TELO82-243-9191FAXO82-504-1353

日本精神科病院協会
病院管理委員会
委員

長谷川行洋

日向台病院

〒241-0014神奈)I|県横浜市旭区市沢町1081

TELO45-373-4114FAXO45-373-4468



臨床研修指導医養成講習認定委員会

※委員長

-383-

役職 氏名 施設名住所/TEL･FAX

日本病院会

臨床研修制度小委員会

委員長

※

堺常雄

総合病院聖隷浜松病院

〒430-8558静岡県浜松市住吉2-12-12

TELO53-474-2228FAXO53-475-7596

日本病院会
常任理事

天ノIl孝貝リ

横浜赤十字病院

〒231-0836神奈ﾉ||県横浜市中区根岸町2-85

TELO45-622-0101FAXO45-622-O106

日本病院会

臨床研修制度小委員会

委員

葛西龍樹

医療法人社団カレスアライアンス北海道家庭医療学センター

〒051-850l北海道室蘭市新富町l-5-l3

TELO143-55-1212FAXOl43-55-3000

日本病院会

臨床研修制度小委員会

委員
玉城浩

中頭病院･ちぱなｸﾘﾆｯｸ家庭医療センター

〒904-2143沖縄県沖縄市知花6-25-15

TELO98-939-1301FAXO98-939-7931

日本病院会

臨床研修制度小委員会
委員

安田武司

ﾄﾖﾀ記念病院

〒471-8513愛知県豊田市平和町1-1

TELO565-28-0100FAXO565-24-7170

全日本病院協会
常任理事

江口尚久

江口病院

〒845-0032佐賀県小城郡三日月町大字金田1054-2

TELO952-73-3083FAXO952-72-5773

日本医療法人協会
常務理事

)||原弘久

医療法人偕行会

〒454-0933愛知県名古屋市中川区法華1-239サンユースⅡ

TELO52-363-7211FAXO52-363-7237

日本精神科病院協会
医療政策委員会

委員長

関健

城西病院

〒390-0875長野県松本市城西1-5-16

TELO263-33-6400FAXO263-33-9920
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